
 

CISPR委員会報告 

1 審議事項 

情報通信審議会 情報通信技術分科会 CISPR委員会（以下委員会とい

う）は、電気通信技術審議会諮問第３号「国際無線障害特別委員会

（CISPR）の諸規格について」に基づき、CISPR 13「音声及びテレビジョン

放送受信機並びに関連機器の無線妨害波特性の許容値及び測定法」、CISPR 

16第１部「無線妨害波およびイミュニティ測定装置と測定法に関する規格」

及びCISPR 22「情報技術装置からの無線妨害波特性の許容値と測定法」を国

内規格として採用する場合の技術的諸問題について審議を行った。 

 

2 委員会の構成 

委員会は、審議の促進を図るために委員会に設置されたAグループ及びIグ

ループ並びに各グループの下に作業班を設けて審議を行った。 

委員会、各グループの構成は、それぞれ別表のとおりである。 

 

3 審議経過 

審議経過は次のとおりである。 

 

(1) CISPR 16関係（Ａグループにおいて検討） 

・ CISPR規格「無線妨害波およびイミュニティ測定装置と測定法に関す

る規格」のうち、CISPR 16第１部第１編：測定用受信機（第2.1版2006-

11）、CISPR 16第１部第２編：補助装置－伝導妨害波（第１版2003およ

び改訂1版2004）、CISPR 16第１部第３編：補助装置－妨害波電力（第2

版2004-06）、CISPR 16第１部第４編：補助装置－放射妨害波（第2版

2007-02）、CISPR 16第1部第５編：30MHz～1,000MHzのアンテナ較正試験

場（第1版2003-11）の5編について、平成17年4月、CISPR委員会Aグルー

プ第７回会合において作業班の設置と審議の開始が決定された。 

・ AグループのCISPR 16作業班会議を平成17年7月7日から開始し、Aグル

ープ会議を4回、作業班会議を13回、作業班アドホック会議を10回開催

し、CISPR 16第1部「無線妨害波およびイミュニティ測定装置と測定法

に関する規格」第1編から第5編について翻訳案、答申素案、国際規格と

の対照表案の検討を行い、結果を取りまとめた。 
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(2) CISPR 13及びCISPR 22関係（Ｉグループにおいて検討） 

・ CISPR規格「音声及びテレビジョン放送受信機並びに関連機器の無線

妨害波特性の許容値及び測定法」のうち、CISPR 13：(第4.2版2006)及

び「情報技術装置からの無線妨害波特性の許容値と測定法」のうち、

CISPR 22：(第5.2版2006）について、平成18年7月、CISPR委員会Iグル

ープ第8回会合において作業班の設置と審議の開始が決定された。 

・ IグループのCISPR 13作業班会議及びCISPR 22作業班会議を平成18年

８月28日から開始し、CISPR 13作業班会議を２回、CISPR 22作業班会議

を４回、Iグループ会議を３回開催し、CISPR 13「音声及びテレビジョ

ン放送受信機並びに関連機器の無線妨害波特性の許容値及び測定法に関

する規格」及びCISPR 22「情報技術装置からの無線妨害波特性の許容値

と測定法に関する規格」について翻訳案、答申素案、国際規格との対照

表案の検討を行い、結果を取りまとめた。 

 

(3) 平成19年５月30日に情報通信審議会CISPR委員会第22回会合を開催し、

Aグループ及びIグループ会合の報告をもとに、CISPR 13「音声及びテレビ

ジョン放送受信機並びに関連機器の無線妨害波特性の許容値及び測定法」、

CISPR 16第１部「無線妨害波およびイミュニティ測定装置と測定法に関す

る規格」及びCISPR 22「情報技術装置からの無線妨害波特性の許容値と測

定法」に関する一部答申（素案）を取りまとめ、各関係者から意見聴取を

行うこととしたが、意見陳述等の申し出はなかった。 

 

(4) 平成19年６月26日に情報通信審議会CISPR委員会第23回会合を開催し、

CISPR13「音声及びテレビジョン放送受信機並びに関連機器の無線妨害波

特性の許容値及び測定法」、CISPR 16第１部「無線妨害波およびイミュニ

ティ測定装置と測定法に関する規格」及びCISPR 22「情報技術装置からの

無線妨害波特性の許容値と測定法」に関する一部答申（案）を取りまとめ

た。 

 

4 審議結果 

「国際無線障害特別委員会（CISPR）の諸規格について」のうち、「音声及

びテレビジョン放送受信機並びに関連機器の無線妨害波特性の許容値及び測

定法」、「無線妨害波及びイミュニティ測定装置と測定法に関する規格」及び

「情報技術装置からの無線妨害波特性の許容値と測定法」について、審議の

結果、別添のとおり一部答申（案）を取りまとめた。 

2



 

 

別表１ 

 

CISPR委員会名簿 

(敬称略 順不同） 

役 職 氏  名 所         属 

主 査 杉浦 行 東北大学名誉教授 

主査代理 野島 俊雄 北海道大学大学院情報科学研究科 メディアネットーク専攻

情報通信システム学講座教授 

副主査 雨宮 不二雄 NTTアドバンステクノロジ(株）アクセスネットワーク事業本部

理事 EMCセンター主幹担当部長 

副主査 篠塚 隆 （財）テレコムエンジニアリングセンター電磁環境試験部電磁

環境試験部担当部長 

副主査 塚原 仁 日産自動車（株）電子技術本部 電子システム開発部 電子信

頼性グループ主査 

副主査 徳田 正満 武蔵工業大学知識工学部情報ネットワーク工学科教授 

副主査 藤原 修 名古屋工業大学大学院 工学研究科おもひ領域 情報工学専攻

／電気電子工学教育類教授 

副主査 山中 幸雄 独立行政法人 情報通信研究機構電磁波計測研究センター  

EMCグループグループリーダ 

 井上 正弘 (財）電気安全環境研究所横浜事業所 EMC試験センター課長職 

 市野 芳明 （財）テレコムエンジニアリングセンター電磁環境試験部理

事、電磁環境試験部長 

 上林 真司 （株）ＮＴＴドコモワイヤレス研究所 生体ＥＭＣ研究室室長 

 大光明 宏和 日本放送協会技術局 視聴者技術センター統括担当部長 

 岡本 和比古 三菱電機エンジニアリング（株）ＥＭＣ安全事業センター  

センター長 

 長部 邦廣 情報処理装置等電波障害自主規制協議会技術専門委員会副委員

長 

 上  芳夫 電気通信大学電気通信学部情報通信工学科教授 

 川崎 邦弘 （財）鉄道総合技術研究所信号通信技術研究部信号主任研究員 

 黒田 道子 東京工科大学コンピュータサイエンス学部教授 

 後藤 博幸 経済産業省産業技術環境局 環境生活標準化推進室課長補佐 

 田島 公博 日本電信電話（株）環境エネルギー研究所 エネルギーシステ

ムプロジェクト 電磁環境技術グループグループリーダ 

 千代島 敏夫 （株）ＰＦＵシステムプロダクト事業部 テクノロジ開発部主

任技術員 

 富田 誠悦 （財）電力中央研究所電力技術研究所領域リーダ・上席研究員 

 長沢 晴美 情報処理装置等電波障害自主規制協議会常務理事 

 野島 昭彦 トヨタ自動車（株）第一電子技術部電子実験室第1グループ長 

 野田 臣光 東芝家電製造（株）家電機器開発部 要素技術第二担当参事 

 羽田 隆晴 （財）日本品質保証機構総合製品安全部門 品質・技術推進室

主幹 

 平伴 喜光 松下電工（株） 照明事業本部 照明デバイス開発事業部 営

業企画グループ課長 

 堀 和行 ソニー（株）品質センター 品質コンプライアンス室 コンプ

ライアンス推進グループ課長 

 松本 泰 独立行政法人 情報通信研究機構電磁波計測研究センター EMC

グループ研究マネージャ 

 山口 高 日本アイ・ビー・エム（株）開発製造スタッフオペレーション

ズ 技術推進・ＥＭＣ技術開発次長 
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別表２ 

CISPR委員会 Aグループ名簿 
(敬称略 順不同） 

役 職 氏  名 所         属 

主 任 山中 幸雄 独立行政法人 情報通信研究機構電磁波計測研究センター EMC

グループグループリーダ 

幹 事 田島 公博 日本電信電話（株）環境エネルギー研究所 エネルギーシステ

ムプロジェクト 電磁環境技術グループグループリーダ 

 雨宮 不二雄 NTTアドバンステクノロジ(株）アクセスネットワーク事業本部

理事 EMCセンター主幹担当部長 

 市野 芳明 （財）テレコムエンジニアリングセンター電磁環境試験部理

事、電磁環境試験部長 

 黒沼 弘 協立電子工業（株）EMC研究所所長 

 小根森 章雄 （社）日本電機工業会家電EMC技術専門委員会委員 

 篠塚 隆 （財）テレコムエンジニアリングセンター電磁環境試験部電磁

環境試験部担当部長 

 杉浦 行 東北大学名誉教授 

 垂澤 芳明 （株）ＮＴＴドコモ総合研究所 ワイヤレスデバイス研究グル

ープ主幹研究員 

 野島 俊雄 北海道大学大学院情報科学研究科 メディアネットーク専攻

情報通信システム学講座教授 

 袴田 英則 （社）電波産業会研究開発本部電磁環境グループ担当部長 

 羽田 隆晴 （財）日本品質保証機構総合製品安全部門 品質・技術推進室

主幹 

 濱住 啓之 日本放送協会放送技術研究所 （システム）主任研究員 

 針谷 栄蔵 (社)関西電子工業振興センター生駒試験所所長 

 平田 真幸 富士ゼロックス（株）国際認証センター 

技術主席 

 星 綾太郎 情報処理装置等電波障害自主規制協議会技術専門委員会委員 

 宮田 邦行 (社)電子情報技術産業協会EMC測定法専門委員会委員長 

 山下 洋治 （財）電気安全環境研究所横浜事業所 ＥＭＣ試験センターグ

ループマネージャ 
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別表3 

CISPR委員会 Iグループ名簿 
(敬称略 順不同） 

役 職 氏  名 所         属 

主 任 雨宮 不二雄 NTTアドバンステクノロジ（株）アクセスネットワーク事業本部

理事 ＥＭＣセンタ主幹担当部長 

幹 事 山口 高 日本アイ・ビー・エム（株）開発製造スタッフオペレーション

ズ 技術推進・ＥＭＣ技術開発次長 

 泉 誠一 (社)関西電子工業振興センタ－生駒試験所計測技術部 部長 

 市野 芳明 （財）テレコムエンジニアリングセンター電磁環境試験部理

事、電磁環境試験部長 

 長部 邦廣 情報処理装置等電波障害自主規制協議会技術専門委員会副委員

長 

 黒沼 弘 協立電子工業（株）EMC研究所所長 

 小松崎 剛 パナソニック モバイルコミュニケーションズ（株）技術渉

外・情報管理グループ 技術法規・情報管理チーム主事 

 水津 武 （財）電波技術協会企画部部長 

 田路 明 カシオ計算機（株）品質・環境技術センター安全技術室主事 

 田中 信昭 情報通信ネットワーク産業協会電磁妨害対策技術委員会 

 垂澤 芳明 （株）ＮＴＴドコモ総合研究所 ワイヤレスデバイス研究グル

ープ主幹研究員 

 千代島 敏夫 （株）ＰＦＵシステムプロダクト事業部 テクノロジ開発部主

任技術員 

 土田 健一 日本放送協会放送技術研究所 （システム）主任研究員 

 中野 美隆 （社）日本電機工業会家電部 技術第１課主任 

 袴田 英則 （社）電波産業会研究開発本部電磁環境グループ担当部長 

 羽田 隆晴 （財）日本品質保証機構総合製品安全部門 品質・技術推進室

主幹 

 平田 真幸 富士ゼロックス（株）国際認証センター 技術主席 

 深澤 友良 （株）ＴＢＳテレビ技術本部技術局システム技術センター 送

信設備計画副主事 

 堀 和行 ソニー（株）品質センター 品質コンプライアンス室 コンプ

ライアンス推進グループ課長 

 松田 与志夫 (社)電子情報技術産業協会マルチメディアEMC専門委員会副委員

長 

 山下 洋治 （財）電気安全環境研究所横浜事業所 ＥＭＣ試験センターグ

ループマネージャ 

 山中 幸雄 独立行政法人 情報通信研究機構電磁波計測研究センター EMC

グループグループリーダー 
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別添 

 

 

 

 

１ 「国際無線障害特別委員会（CISPR）の諸規格について」のうち「無線妨

害波及びイミュニティ測定装置と測定法に関する規格」・・・・・・・   7 

 

 

 

２ 「国際無線障害特別委員会（CISPR）の諸規格について」のうち「音声及

びテレビジョン放送受信機並びに関連機器の無線妨害波特性の許容値及び測

定法」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 305 

 

 

 

３ 「国際無線障害特別委員会（CISPR）の諸規格について」のうち「情報技

術装置からの無線妨害波特性の許容値と測定法」・・・・・・・・・・ 346 
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諮問第３号 

「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」 

のうち 

「無線妨害波およびイミュニティ測定装置の技術的条件」 
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無線妨害波及びイミュニティの測定装置 
 

総論 

 

本答申（第 1 部）は、「無線妨害波及びイミュニティの測定装置並びに測定方法の規格 －無線妨害波

及びイミュニティの測定装置」という一般表題の下で、次の編からなる: 

 

 第１編: 測定用受信機 

 第２編: 補助装置 － 伝導妨害波 

 第３編: 補助装置 － 妨害波電力 

 第４編: 補助装置 － 放射妨害波 

 第５編: ３０ＭＨｚ ― １０００ＭＨｚのアンテナ較正試験場 
 

 8



 

 

無線妨害波およびイミュニティの測定装置 
 

第１編 測定用受信機 
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１．適用範囲·······································································································································１ 
２．引用規格·······································································································································１ 
３．用語及び定義································································································································２ 
４．周波数 9kHz から 1000MHz までの準尖頭値測定用受信機 ··························································４ 
５．周波数 9kHz から 18 GHz までの尖頭値測定用受信機····························································· １４ 
６．周波数 9kHz から 18 GHz までの平均値測定用受信機····························································· １８ 
７．周波数 9kHz から 18 GHz までの実効値測定用受信機····························································· ２３ 
８．振幅確率分布(APD)測定機能を備えた周波数 1 GHz から 18 GHz までの測定用受信機·········· ２６ 
９．ディスターバンスアナライザ··································································································· ２７ 
 

付則Ａ（規定） 準尖頭値および実効値測定用受信機の繰り返しパルス応答の決定 ···················· ３６ 
               （3.2, 4.4.2, 7.2.2 及び 7.4.1 項に関連） 
付則Ｂ（規定） パルス発生器のパルススペクトルの決定 ··························································· ４２ 

（4.4, 5.4, 6.4 及び 7.4 節に関連） 
付則Ｃ（規定） ナノ秒パルス発生器出力の精密測定··································································· ４４ 
                （4.4, 5.4, 6.4 及び 7.4 節に関連） 
付則Ｄ（規定） パルス応答に対する準尖頭値測定用受信機特性の影響 ······································ ４７ 

（4.4.2 節に関連） 
付則Ｅ（規定） 平均値および尖頭値測定用受信機の応答 ··························································· ４８ 
                （6.2.1 節に関連） 
付則Ｆ（規定） CISPR 14-1 の 4.2.3 に基づくクリックの例外規定に関する性能試験 ··············· ５８ 
付則Ｇ（情報） APD 測定機能の仕様に関する根拠 ····································································· ６５ 
 

図１ パルス応答曲線·························································································································５ 
図２ 総合選択度特性の限度値 ··········································································································９ 
図３ 相互変調効果の測定配置 ······································································································ １１ 
図４ 総合選択度特性の限度値－通過帯域（バンド E） ······························································· １６ 
図５ 平均値検波器のブロック図··································································································· ２１ 
図６ 間歇的な狭帯域信号に対する指示計模擬回路の応答 ··························································· ２２ 
図７ ディスターバンスアナライザの例 ························································································ ２９ 
図８ クリックの定義に従ったアナライザの性能試験用信号（表１４関連）······························· ３０ 
図Ｅ.１ 他の形式の同調回路に関するBBimp/B6を推定するための補正係数····································· ４９ 
図Ｅ.２ 繰り返しパルスに対する検波効率 Ｐ ············································································ ５１ 
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図Ｅ.３ パルス幅 200ns のパルス変調信号のスペクトル例·························································· ５３ 
図Ｅ.４ 測定用受信機に入力されるパルス変調無線周波信号······················································· ５５ 
図Ｅ.５ パルス繰り返し周波数（prf）よりも十分に狭いBBimpによるフィルタリング ··················· ５５ 
図Ｅ.６ パルス繰り返し周波数（prf）よりも十分に広いBBimpによるフィルタリング ··················· ５５ 
図Ｅ.７ インパルス帯域幅の計算·································································································· ５６ 
図Ｅ.８ 正規化された選択度特性の例（1MHz の場合） ······························································ ５７ 
図Ｆ.１ 表Ｆ．１に規定するアナライザの性能試験用信号の概念図 ············································ ６４ 
図Ｇ.１ A/D 変換器を使用しない APD 測定回路の構成 ································································ ６６ 
図Ｇ.２ A/D 変換器を使用する APD 測定回路の構成 ··································································· ６６ 
図Ｇ.３ APD 測定結果の表示例 ···································································································· ６７ 
 

表１ 準尖頭値測定用受信機の基本特性 ····························································································４ 
表２ 準尖頭値測定用受信機の試験用パルスの特性 ··········································································５ 
表３ 準尖頭値測定用受信機のパルス応答 ························································································８ 
表４ 準尖頭値測定用受信機の相互変調試験における帯域幅特性················································· １２ 
表５ 受信機入力インピーダンスに関する VSWR 要求条件·························································· １４ 
表６ 帯域幅に関する要求事項 ······································································································ １４ 
表７ 同一帯域幅における尖頭値および準尖頭値測定用受信機のパルス応答比 ··························· １６ 
     （周波数帯域 9 kHz から 1000 MHz） 
表８ 帯域幅に関する要求事項 ······································································································ １８ 
表９ 同一帯域幅における平均値測定用受信機と準尖頭値測定用受信機のパルス応答比 ············· １９ 
     （周波数帯域 9 kHz から 1000 MHz） 
表１０ パルス変調された正弦波入力に対する平均値検波器の最大指示値 ·································· ２１ 
       （同じ振幅の連続正弦波入力との比較） 
表１１ 帯域幅に関する要求事項··································································································· ２３ 
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表Ｂ.１ パルス発生器の特性········································································································· ４２ 
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表Ｆ.１ ディスターバンスアナライザの試験信号········································································· ５９ 
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はじめに 
 

本編は、CISPR16-1-1（第 2.1 版 2006-11）に準拠し、無線妨害波及びイミュニティの測定装置並び

に測定方法の規格のうち、第１部：無線妨害波およびイミュニティの測定装置、第１編：測定用受信

機の技術的条件および性能評価法について定めたものである。 
 

本編は、９つの章および付則から構成される。付則Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、ＥおよびＦは拘束力を持つ規

格である。また付則Ｇは技術情報である。 
 

１．適用範囲 
 

本編は、周波数9kHzから18GHzまでの帯域における無線妨害波電圧、電流、および電磁界強度の測

定装置の特性と機能に関して定めた基本的な規格である。さらに、非連続な妨害波を測定するための

特殊な装置についての要求事項も規定している。これらの要求事項は、広帯域および狭帯域の無線妨

害波測定に関するものを含んでいる。 
 

本編の対象となる測定用受信機の種類を以下に示す。 
 (a)準尖頭値測定用受信機 
 (b)尖頭値測定用受信機 
 (c)平均値測定用受信機 
 (d)実効値測定用受信機 
  

本編の要求事項は、測定器の有効指示範囲内において、あらゆる周波数及びあらゆるレベルの無線

妨害波電圧、電流、電力または電磁界強度について、満足しなければならない。 
 

２．引用規格 
 

以下の引用規格は、本編の利用に不可欠なものである。発行年が記された規格は、その年の規格を

適用する。記されていない規格は最新の規格（あらゆる修正を含む）を適用する。 
 

[1] JIS C 60050-161 (1997)：国際電気工学用語（IEV） 161章：電磁両立性 
 

[2] CISPR 11 (2003)：工業、科学及び医療用、無線周波装置－電磁妨害波の特性－ 許容値と測定方

法 
 
[3] CISPR 14-1 (2000)：電磁両立性 － 家庭用機器、電動工具および類似機器に対する要求事項 

 － 第１部：エミッション（放射） 
 

[4] CISPR 16-3 (2003)：無線妨害波およびイミュニティの測定装置並びに測定方法に関する規格 － 

第３部：CISPR技術報告 
 

[5] BIPM / IEC / IFCC / ISO / IUPAC / IUPAP / OIML (1993)：計量における基本および一般的な国際用
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語 
 

３．用語と定義 
  本編に関する用語を以下のように定義する。あわせて引用規格[1],[5]を参照すること。 
 

３.１ 帯域幅（B
Bn) 

  帯域幅とは、受信機の総合周波数選択曲線の帯域中央の周波数における応答特性より規定の減衰量

だけ低いレベルの2点間の幅をいう。帯域幅は記号B
Bnと記し、n はデシベル表示された減衰量の規定値

である。 
 

３.２ インパルス帯域幅(Bimp) 
インパルス帯域幅は、次式に示すB

Bimpである。 
  Bimp＝A(t)max／（2 G0×ＩＳ） 
  ここでA(t)maxは、受信機にインパルスエリアISのパルスを入力したときの中間周波出力の包絡線の

ピーク値である。G0は、中心周波数における回路の利得である。 
特に２段の臨界結合同調型変成器では、 

  Bimp  = 1.05 × B6 = 1.31 × B3

ここで、B
B6とB3B は、それぞれ－6dBおよび－3dBにおける帯域幅である。（詳細は、付則AのA.2項参

照） 
 

３.３ インパルスエリア（IS） 
インパルスエリア（インパルス強度ISと呼ばれることもある）は、次式で定義されるパルス電圧の

時間積分値である。 

           単位はμVsあるいはdB(μVs)。 dttVIS ∫
+∞

∞−
= )(

 
注：スペクトル密度（D）はインパルスエリアと関係があり、単位はμV/MHz、もしくはdB（μV/MHz）で表す。

パルス継続時間T、周波数 f≪１/Tの矩形波インパルスの場合、DとISの関係は、D（μV/MHz）＝ 2 ×106 IS

（μVs）である。 

 

３.４ 電気的充電時定数（Tc） 
充電時定数とは、検波器入力の直前の段に一定の正弦波電圧を瞬時に加えた後、その検波器の出力

電圧がその最終値の63％にまで達する時間である。 
注：時定数は、次のように定義する。中間周波増幅器の帯域中央の周波数に等しい周波数で一定振幅の正弦波信号

を、検波器入力の直前の段に加える。このとき検波器の動作に影響を与えないようにして、直流増幅器回路内

の一点に接続された慣性の無い計器（たとえば陰極線オシロスコープ）の指示値Dを記録する。信号レベルは、

関係する段の応答が線形動作範囲内にあるような値でなければならない。次に、このレベルの正弦波信号をあ

る制限された時間だけ加える。すなわち、包絡線が矩形波になるような正弦波信号を加える。このとき記録さ

れた振れが0.63Dになるようにした時の信号の継続時間が、検波器の充電時定数である。 

 

３.５ 電気的放電時定数（TD） 
  放電時定数とは、検波器入力の直前の段に加えられた定振幅正弦波電圧を瞬時に取り除いてから検

波器の出力電圧が初期値の37％になるまでに要する時間である。 
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注：測定方法は、充電時定数の測定方法に準ずる。ただしこの場合は、信号を制限された時間だけ加えるのではな

く、一定時間だけ中断する。振れが0.37Dまで下がるのに要する時間が、検波器の放電時定数である。 

 

３.６ 臨界制動型指示計器の機械的時定数（ＴＭ） 
臨界制動型指示計器の機械的時定数は以下に示すＴＭである。 

         ＴＭ＝ＴＬ／２π 
   ここでＴＬは、すべての制動を取り除いたときの計器の自由振動の周期である。 

 

注１． 臨界制動型指示計器に対して、系の運動方程式は、次式で表わされる。 

    ＴＭ
2
（d

2
α/dt

2
）＋2ＴＭ（dα/dt）＋α＝ki 

ここで、αは指針の振れ、iは計器を流れる電流、kは計器の定数である。 

この関係より次のことが導かれる。すなわち、この時定数は、矩形パルスの振幅と同じ振幅を持った連続電

流によって生ずる定常的な振れαmaxの35％に等しい振れを生ずる（一定振幅の）矩形パルスの継続時間に

等しいと定義することもできる。 

注２． 測定および調整方法は、以下のいずれかによって行える。 

  ａ）自由振動の周期を2πＴＭに調整し、αTM＝0.35αmaxとなる制動を加える。 

    ｂ）振動の周期が測定できないときは、臨界制動の直前になるように制動を調節してオーバースイングが5％以下

となるようにし、それから可動部の慣性モーメントを調節して、αTM＝0.35αmaxとなるようにする。 

 

３.７ 過負荷係数 
  過負荷係数は、回路（または回路群）の実用的線形動作範囲に相当する入力レベルと指示計器の最

大目盛に相当する入力レベルの比である。 
  実用的直線動作範囲とは、その回路（または回路網）の定常状態応答が理想的な直線性から1dB以上

離れない最大のレベルとして定義される。 
 

３.８ 平衡電圧 

  平衡電圧は、単相電源のような2本の導線の回路において、2本の導線間に現れる無線妨害波電圧の

ことである。この電圧は、ディファレンシャルモード電圧と呼ばれることもある。一方の電源端子と

大地間の電位差をベクトル量Va、他方の電源端子と大地間の電位差をベクトル量Vbとした時、平衡電

圧は、VaとVbのベクトル差（Va－Vb）で表わされる。 
 

３.９ 有効指示範囲 
  有効指示範囲は、測定用受信機が本規格の要求事項を満足する最大指示値と最小指示値の間の範囲

で、この範囲は測定器の製造元によって示される。 
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４．周波数9kHzから1000MHzまでの準尖頭値測定用受信機 
 

受信機の規格は、その動作周波数により、9kHzから150kHzまで（バンドA）、150kHzから30MHzま
で（バンドB）、30MHzから300MHzまで（バンドC）、300MHzから1000MHzまで（バンドD）に分け

て定められている。 
 

４.１ 入力インピーダンス 
測定用受信機の入力回路は、不平衡でなければならない。受信機を有効指示範囲内に調節した場

合、入力インピーダンスは定格50Ωで、RF減衰量が0dBであれば電圧定在波比は2.0を越えてはならな

い。また、RF減衰量が10dB以上であれば1.2以内でなければならない。 
 9kHzから30MHz帯における平衡入力インピーダンス：平衡電圧測定を行うためには、平衡入力変換

器を用いる。9kHzから150kHz帯での推奨入力インピーダンスは600Ωである。この平衡入力インピー

ダンスは、測定用受信機に接続する平衡型擬似回路網に組み込むか， 測定用受信機にオプションとし

て組み込んでも良い。 
 

４.２ 基本特性 
  ４.４節に規定されているパルスに対する応答は、表1の基本特性を持つ測定用受信機について算出し

たものである。 
 

表１ 準尖頭値測定用受信機の基本特性 
 

 周 波 数 帯 域 
特  性 バンドＡ 

9kHz から 
150kHzまで 

バンドＢ 
0.15MHz から 

30MHzまで 

バンドＣ，Ｄ

30MHz から 
1000MHzまで

-6dB点における帯域幅 B6 (kHz) 0.22 9 120 
検波器の充電時定数 (ms) 45 1 1 
検波器の放電時定数 (ms) 500 160 550 
臨界制動指示計器の機械的時定数 (ms) 160 160 100 
検波器前段の回路の過負荷係数 (dB) 24 30 43.5 
検波器と指示計器間の直流増幅器の過負

荷係数 (dB) 
6 12 6 

注： 
１ 機械的時定数（3.6項参照）の定義は指示計器の特性が線形であること，すなわち電流の増加分が等

しければ，それによる指針の振れの増加分も等しいものであることが前提である．電流と指針の振れの

関係が異なる指示計器を用いる場合には，この節の必要事項を満たすものであれば使用が認められる．

電子的な指示計器においては，機械的時定数は模擬回路を用いて実現する。 
２ 電気的，機械的時定数には許容範囲を示していない．個々の受信機で用いられる実際の値は，4.4項
に述べる要求事項を満たすよう設計段階において決定される。 

 
 

４.３ 正弦波電圧の精度 
正弦波電圧測定の精度は、インピーダンスが50Ωの信号源から正弦波信号が供給される場合に、 

±2 dBより良くなければならない。 
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４.４ パルス応答 
注：この項の要求事項を試験するために用いるパルス発生器の出力特性の測定方法は付則Ｂ、Ｃで述べる。 

 

4.4.1 絶対値特性 
測定用受信機に、インパルスエリアが表２の(a)μV s（マイクロボルト秒）e.m.f. で、少なくとも 

(b) MHzまで一様なスペクトルを持ち、 (c) Hzで繰り返すパルス列をインピーダンス50Ωの信号源によ

って加えた場合、全ての同調周波数において、その応答は、実効値 2 mV(66dBμV) e.m.f.の同調周波

数の無変調正弦波信号に対する応答と等しくなければならない。ただし，±1.5 dBの相違を許容する。

なお、パルス発生器と正弦波信号発生器の信号源インピーダンスは等しくなければならない。 
 

 

表2 準尖頭値測定用受信機の試験用パルスの特性 

周波数範囲 (a)μVs (b) MHz (c) Hz 

9kHzから150kHzまで 13.5 0.15 25 

150kHzから30MHzまで 0.316 30 100 

30MHzから300MHzまで 0.044 300 100 

300MHzから1,000MHzまで 0.044 1,000 100 

 

4.4.2  パルス繰り返し周波数変化に対する応答（相対値特性） 
繰り返しパルスに対する測定用受信機の応答は以下のとおりであること。すなわち、測定用受信機

がある一定の指示値を示すとき、パルスの振幅と繰り返し周波数との関係は図1a、1b、1cに一致しな

ければならない。 

図 1a パルス応答曲線（バンド A） 
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図 1b パルス応答曲線（バンド B） 
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図 1c パルス応答曲線（バンド Cと D） 
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図 1d 準尖頭値および平均値測定用受信機の理論的パルス応答曲線（6.4.2 項参照） 

図１ パルス応答曲線 
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個々の測定用受信機の応答曲線は、対応する図および表3に示した許容範囲内にあること。 
 

表3 準尖頭値測定用受信機のパルス応答 
 

繰り返し 各バンドにおけるパルス応答相対値(dB) 
周波数 

Hz 
バンドＡ 

9kHz から 
150kHzまで 

バンドＢ 
0.15MHz から

30MHzまで 

バンドＣ 
30MHz から 
300MHzまで 

バンドＤ 
300MHz から

1000MHzまで 
1,000 注４ -4.5±1.0 -8.0±1.0 -8.0±1.0 
100 -4.0±1.0 0（基準） 0（基準） 0（基準） 
60 -3.0±1.0 - - - 
25 0（基準） - - - 
20 - +6.5±1.0 +9.0±1.0 +9.0±1.0 
10 +4.0±1.0 +10.0±1.5 +14.0±1.5 +14.0±1.5 
5 +7.5±1.5 - - - 
2 +13.0±2.0 +20.5±2.0 +26.0±2.0 +26.0±2.0 * 
1 +17.0±2.0 +22.5±2.0 +28.5±2.0 +28.5±2.0 * 

孤立パルス +19.0±2.0 +23.5±2.0 +31.5±2.0 +31.5±2.0 * 
注： 
１ 受信機特性がそのパルス応答に及ぼす影響に関しては，付則Ｄで述べる． 
２ 準尖頭値測定用受信機とその他の検波器を持つ測定用受信機とのパルス応答の関係は，5.4，6.4.1お

よび7.4.1項に述べる．  
３ 準尖頭値測定用受信機と平均値測定用受信機のパルス応答理論曲線を併せて図1d に絶対値目盛で示

す．図1d の縦軸は，開放端電圧の実効値が66dBμVの正弦波入力に対する指示値と等しくなる繰り

返しパルス入力のインパルスエリアdBμVsを表し，その値は開放端電圧で示している。従って，測

定用受信機の入力が較正用発振器と整合していれば，指示値は60dBμVとなる．測定器の帯域幅がパ

ルスの繰り返し周波数より小さい場合には，入力信号の線スペクトルの周波数に受信機が同調してい

る場合にのみ，図1d の理論曲線は有効である． 
４ 9kHz から150kHzまでの周波数領域においては，中間周波増幅器における出力パルスが重なるため，

繰り返し周波数100Hz以上での応答を定めることは不可能である． 
５ 付則A は，繰り返しパルス応答曲線の決め方について扱っている． 
６ 300MHz以上の周波数では，受信機入力での過負荷のために，パルス応答が制限される．上表でアス

タリスク(*)のついた値は参考値で，絶対守らなければならない値ではない． 
 
 

４.５ 選択度 
4.5.1 総合選択度（通過帯域） 
 測定用受信機の総合選択度の曲線は、図2a、2b、2cに示す限度内にあること。 
 選択度は、測定用受信機の指示値を一定とするために必要な正弦波入力電圧の振幅の周波数に対す

る変化によって示すこと。 
 

4.5.2 中間周波抑圧比 
 中間周波数の正弦波を測定用受信機に加えた場合の指示値が同調周波数の正弦波を加えた場合の指

示値に等しくなる場合、その中間周波数の正弦波の入力電圧は同調周波数の正弦波の電圧に比べて

40dB以上大きくなければならない。なお、2つ以上の中間周波数を使用している場合は、それぞれの中

間周波数について、この要求事項を満足すること。 
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4.5.3 影像周波数抑圧比 
影像周波数の正弦波を測定用受信機に加えた場合の指示値が同調周波数の正弦波を加えた場合の指

示値に等しくなる場合、その影像周波数の正弦波の入力電圧は同調周波数の正弦波の電圧に比べて

40dB以上大きくなければならない。なお、2つ以上の中間周波数を使用している場合には、それぞれの

中間周波数に対応した影像周波数において、この要求事項を満足すること。 
 
 

図 2a 総合選択度の限度値－通過帯域 

（4.5.1, 5.5, 6.5, 7.5 節参照）（バンド A） 
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（4.5.1, 5.5, 6.5, 7.5 節参照）（バンド B） 

図 2b 総合選択度の限度値－通過帯域 
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（4.5.1, 5.5, 6.5, 7.5 節参照）（バンド C 及び D） 

図 2c 総合選択度の限度値－通過帯域 
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4.5.4 その他のスプリアス応答 
 4.5.2および4.5.3項に規定した以外の周波数の正弦波を測定用受信機に加えた場合の指示値が同調周

波数の正弦波を加えた場合の指示値に等しくなる場合、その周波数の正弦波の入力電圧は同調周波数

の正弦波の電圧に比べて40 dB以上大きくなければならない。そのようなスプリアス応答が生じる可能

性のある周波数の例を以下に示す。 
 （1/m)( n fL ±fi  ) および (1/k)(f0) 
ここで、m、n、k は整数であり、fLは局部発振周波数、 fi は中間周波数、 f0 は同調周波数である。 
注：２つ以上の中間周波数を使用している場合、周波数fLおよびfi は，それぞれの局部発振器周波数と中間周波数の

組み合わせを表す。さらに、スプリアス応答は、測定用受信機に信号が加わらない場合でも起こりうる。例え

ば、２つ以上の局部発振器の高調波が，どれかの中間周波数だけ違った場合に起こる。そのため、ここで述べ

た要求事項はこれらの場合に適用できない。これらのスプリアス応答の影響については4.7.2で述べる。 

 

４.６ 相互変調効果の制限 
測定用受信機の応答は、以下に示す試験において、相互変調効果の影響を受けてはならない。 

 機器の配置を図3に示す。パルス発生器の出力スペクトルは、表4の (3)の周波数までは本質的に一定

で、(4)の周波数で少なくとも10dB減衰すること。帯域阻止フィルタの減衰量は、試験周波数において

少なくとも40dBは必要である。そのフィルタの帯域幅B
B6(フィルタの最大減衰量に対する)は、表4の(1)

と(2)の周波数の間になければならない。 
 
 

パルス発生器 
 

α２ｂ＝α２ａ- 36 dB 

α１ａ＝α２ａ 

α１ｂ＝α２ａ- 40 dB 

応答 

フィルタ 

f で 40dB の減衰 

f に同調した受信機

周波数 f 

正弦波発生器 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 相互変調効果の測定配置 
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表４ 準尖頭値測定用受信機の相互変調試験における帯域幅特性 
周波数範囲 (1) kHz (2) kHz (3) MHz (4) MHz 

9kHzから150kHzまで 
（バンドＡ） 

0.4 4 0.15 0.3 

0.15MHzから30MHzまで 
（バンドＢ） 

20 200 30 60 

30MHzから300MHzまで 
（バンドＣ） 

500 2,000 300 600 

300MHzから1,000MHzまで 
（バンドＤ） 

500 6,000 1,000 2,000 

 

 まず正弦波発生器の出力を測定用受信機の入力に直接接続し、ある一定指示値になるよう正弦波出

力を調節する。次に、正弦波発生器の代わりにパルス発生器を接続し、指示値が同じ値となるように

する。パルスの繰り返し周波数は、バンドＡについては100 Hz、他のバンドについては1,000 Hzとす

る。 
 

 上記のようにパルス発生器を接続した場合、帯域阻止フィルタを挿入することによる指示値の減衰

量は36dB以上でなければならない。 
 

４.７ 受信機雑音と内部で発生するスプリアス信号の制限 
 

4.7.1 ランダムノイズ 
受信機雑音は1dBを超える誤差をもたらしてはならない。 
注：中間周波増幅器に減衰器を組み込んでいる測定用受信機の場合、受信機が下記の試験に合格していれば、この

条件を満足したものとみなす。 

測定用受信機の入力端子に正弦波信号を加え、その値S1を調節して出力計器が基準の振れθを示すようにす

る。中間周波段で減衰量を10dB増す。出力計の振れがθに回復するまで入力信号レベルS2を増加させる。この

入力信号レベルの増加分（S2－S1）が10dBと11dBの間になければならない。 

 

4.7.2 連続波 
２つ以上の中間周波数が使用されている場合、測定用受信機のいかなる入力信号に対しても、4.5.4

項の注で述べたスプリアス応答によって、1dBを越える測定誤差を生じないこと。中間周波増幅器に減

衰器を組み込んでいる測定用受信機については、4.7.1項の方法で試験した場合に、その受信機が4.7.1
項の基準に適合している場合は、本項の要求事項を満たすものと見なす。但し、この中間周波段の減

衰器が最後の混合器段の後にある場合を除く。 
 

４.８  遮蔽能力 
 遮蔽能力とは、測定用受信機が電磁界中におかれた場合、その性能が低下せずに動作することがで

きる能力である。この要求事項は、3.9 節の規定に従って測定用受信機の製造業者が指定する「有効指

示範囲」以内で動作する受信機に適用する。 
 

 測定用受信機の遮蔽は、9 kHz から 1000 MHz までの任意の周波数の 3 V/m の電磁界（無変調）の

中に受信機を置いたときに、受信機の製造業者が指定する有効指示範囲の上限および下限において、1 
dB を超える測定誤差を発生しないようにしなければならない。測定用受信機がこの 3 V/m の要求性能
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を満足しない場合、製造業者は誤差が 1 dB を超える電界強度値およびその周波数について明示しなけ

ればならない。下記に掲げる方法に従って試験を実施すること。 
 

 測定用受信機を遮蔽室の中に設置する。長さ 2 m の良く遮蔽されたケ－ブル（例えば、セミ・リジ

ッド形）を用いて、遮蔽室壁面に設置した貫通端子を介して室外の信号発生器から受信機に信号を印

加する。入力信号のレベルは、この受信機の製造業者が指定する有効指示範囲の最大値および最小値

に設定する。この受信機の他の全ての同軸端子は、それらの特性インピ－ダンスによって終端してお

くこと。 
 

  試験中、この測定用受信機に接続する線路は、最小限の機器接続（ヘッドフォンのようなオプショ

ンを付けない）で受信機を通常使用する際に必要なもの（例えば、電源線および入力信号ケ－ブル）

のみを接続しておくこと。これらの線路の長さおよび配置は、典型的な使用例に倣うこと。 
 

 電磁界強度モニタ－を用いて、測定用受信機の近辺における周囲電磁界強度を測定すること。 
 

 周囲電磁界が有る場合と無い場合の測定用受信機の指示値の違いは、1 dB を越えないこと。 
 

4.8.1  測定用受信機が発生する無線妨害波の制限 
4.8.1.1 伝導妨害波 
 外付け線路のいかなる接続端子（電源端子に限らず）においても、無線妨害波電圧はCISPR 11の5.1
節に掲げるクラスB装置の許容値を超えないこと。但し、無線妨害波電圧の測定は、遮蔽された装置と

の遮蔽接続用の端子の内部導体については行わない。測定用受信機の入力端子に現れる局部発振器信

号の電力は、端子をその特性インピ－ダンスで終端した場合、34 dB(pW)を超えないこと。この値は50
Ωの両端に51dBμVが加わった場合と等価である。 
 

4.8.1.2 放射妨害波 
  測定用受信機から放射される無線周波放射妨害波の電磁界強度は、周波数 9 kHz から 1000 MHz ま

でにわたって、規格 CISPR 11 の 5.2 節に掲げるクラス B 装置の許容値を超えないこと。また、この

許容値は、同じ規格の表 1 に掲げる周波数帯（ISM 周波数帯域）においても適用する。1 GHz から

18GHz までの周波数帯では、許容値 45dB(pW)を適用する。 
 放射および伝導妨害波の測定を行う前に、試験装置（例えば、計算機制御）のノイズが測定値に影響

しないことを確認しておくこと。 
 
 

４.９ ディスターバンスアナライザへの接続装置 
妨害波測定用受信機は、全周波数帯域において、不連続性妨害波測定のための中間周波出力端子と

準尖頭値検波器出力端子の両方を備えていなければならない。これらの信号出力に伴う負荷によっ

て、指示計は影響を受けてはならない。 
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５．周波数 9kHzから18GHzまでの尖頭値測定用受信機 
この章では、インパルス性妨害波の測定に用いられる尖頭値検波器使用の測定用受信機の要求事項に

ついて述べる。 
 

５.１ 入力インピーダンス 
測定用受信機の入力回路は、不平衡でなければならない。受信機を有効指示範囲内に調節した場

合、入力インピーダンスは定格50Ωで、電圧定在波比(VSWR)は表５の値を越えてはならない。 
 

表５ 受信機入力インピーダンスに関するVSWRの要求事項 

周 波 数 範 囲 
RF減衰量 

dB 
 

VSWR 

9kHzから1GHzまで 0 2.0から1 

9kHzから1GHzまで ≥10 1.2から1 

1GHzから18GHzまで 0 3.0から1 

1GHzから18GHzまで ≥10 2.0から1 
 

 9kHzから30MHz帯における平衡入力インピーダンス：平衡電圧測定を行うためには、平衡入力変換

器を用いる。9kHzから150kHz帯での推奨入力インピーダンスは600Ωである。この平衡入力インピー

ダンスは、測定用受信機に接続する平衡型擬似回路網に組み込むか、測定用受信機にオプションとし

て組み込んでも良い。 
 

５.２ 基本特性 
5.2.1 帯域幅 

全ての広帯域妨害波について、その妨害波レベルを表すときには実際に使用した測定器の帯域幅を

示すこと。6dB点における帯域幅は表6の値以内であること。 
 

表６ 帯域幅に関する要求事項 

周 波 数 範 囲 帯域幅Ｂ6 基準帯域幅

9kHzから150kHzまで（バンドＡ） 100Hzから300Hzまでa 200Hz(B6) 

0.15MHzから30MHzまで（バンドＢ） 8kHzから10kHzまでa 9kHz(B6) 

30MHzから1000MHzまで（バンドＣとＤ） 100kHzから500kHzまでa 120kHz(B6)

1GHzから18GHzまで（バンドＥ） 300kHzから2MHzまでa 1MHz b (Bimp)
a  重なり合っていないパルス妨害波に対する尖頭値測定用受信機の応答出力は、そのインパル

ス帯域幅に比例するので、測定結果に実際の帯域幅を結果に表記するか、その測定値をインパ

ルス帯域幅（ MHz で表記）で除することによって “帯域幅1MHz当たり” として示してもよい

（3.2参照）。他の種類の広帯域妨害波についてこの方法（1MHz当たりの帯域幅）で示すと誤

差を生ずる可能性がある。疑義がある場合は、基準帯域幅による測定結果を優先すること。 

b  選択された帯域幅を測定用受信機のインパルス帯域幅で示すこと。ただし、許容偏差は±10%

であること。 
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5.2.2 充電および放電時定数比 
 測定器の読みとり誤差を、1 Hz の繰り返し周波数において真の尖頭値の10％以内にするためには、

充電時定数に対する放電時定数の比を下記の値以上としなくてはならない。 
ａ）9kHzから150kHzまでの周波数帯域については、1.89×104 
ｂ）150kHzから30MHzまでの周波数帯域については、1.25×106 
ｃ）30MHzから1000MHzまでの周波数帯域については、1.67×107 

ｄ）1GHzから18GHzまでの周波数帯域については、1.34×108 

 尖頭値保持機能がある場合には、保持時間を30msから3sまでの値に設定できること。 
 

注：尖頭値保持機能（及び保持時間後に強制放電）やデジタル的な尖頭値検出方法を備えた受信機に対しては、充

電／放電時定数の比に対する要求条件は本質的なものではない。時間的に振幅が変動する信号に対して、表示

部の最大値保持機能を用いても良い。 

 

尖頭値測定にスペクトラムアナライザを使う場合、ビデオ帯域幅(Bvideo)は、分解能帯域幅(Bresol)以上

に設定しなければならない。尖頭値測定においては、スペクトラムアナライザのリニア（真数）また

はログ（対数）のいずれの表示モードによって測定値を得てもよい。 
 

5.2.3 過負荷係数 
 尖頭値測定用受信機の過負荷係数は、他の種類の測定用受信機ほど大きい値を必要としない。ほと

んどの直読型検波器の受信機では、過負荷係数は1より少し大きければ良い。なお、充放電検波器の受

信機では、時定数に対応して、過負荷係数は適切な値でなければならない（5.2.2項参照）。 
 

５.３ 正弦波電圧の精度 
 正弦波電圧測定の精度は、インピーダンスが50Ωの信号源から正弦波信号が供給される場合に、±2 
dB（1 GHzを超える場合は±2.5 dB）より良くなければならない。 
 

５.４ パルス応答 
 1000MHzまでは、測定用受信機に、インパルスエリア1.4／B

Bimp mV s（BimpB

はHzで表示）e.m.f.のパ

ルスをインピーダンス50Ωの信号源によって加えたとき、全ての同調周波数において、その応答は、

実効値 2 mV(66dBμV)e.m.f.の同調周波数の無変調正弦波信号に対する応答と等しくなければならな

い。ただし、±1.5dBの相違を許容する。パルス発生器と正弦波信号発生器の信号源インピーダンスは

等しくなければならない。パルスは表２に示す一様なスペクトルでなければならない。この要求事項

は、中間周波増幅器の出力でパルスの重なりがない限り、全てのパルス繰り返し周波数に対して適用

する。 
 
注：1. この項の要求事項を試験するために用いるパルス発生器の出力特性の決定方法については付則Ｂ、Ｃに述べ

る。 

2. パルス繰り返し周波数をバンドＡでは25Hz、その他では100Hzとした時、推奨帯域幅の尖頭値測定用受信

機と準尖頭値測定用受信機の指示値の関係を、表7に記載する。 
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表７ 同一帯域幅における尖頭値および準尖頭値測定用受信機のパルス応答比 
（周波数帯域 9 kHz から 1000 MHz） 

 

 

周波数 

 

ＩＳ 

 

Ｂimp 
パルス繰り返し周波数に対する 

尖頭値／準尖頭値の比(dB) 
 mV s Hz 25Hz 100Hz 

バンドＡ 6.67×10-3 0.21×10-3 6.1 － 

バンドＢ 0.148×10-3 9.45×10-3 － 6.6 

バンドＣとＤ 0.011×10-3 126×10-3 － 12.0 
注 上記のパルス応答は、基準帯域幅（表6参照）を使用した場合である。 

 

18 GHzまで一様なスペクトラムを持つパルス発生器が実現されていないため、1GHzを超える周波数

におけるインパルスエリア(IS)は、パルス変調された試験周波数の搬送波に関して定義する。（E.6項参

照） 
 

５.５ 選択度 
 尖頭値測定用受信機の帯域幅は、5.2.1項によって、図2a、2b、2cと異なることが認められているた

め、これらの図は選択曲線の定性的な形のみを示したもので、周波数目盛は適切にスケーリングする

こと。たとえば図2aでＢ6／2は100Hzに対応する。 
 

 4.5.2、4.5.3、4.5.4項の要求事項を適用する。 
 

バンドEに関する測定用受信機の総合選択度は、図４の範囲内になければならない。 
 

帯域中央からの離調周波数 
[MHz] 

一
定
出
力

を
得
る

た
め

の
相

対
入

力
[d

B
] 

最大帯域幅 
最小帯域幅 

図４ 総合選択度特性の限度値 －通過帯域（バンド E） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注１ インパルス帯域幅に関する限度値は、この図には表わすことができない。なぜなら、インパルス帯域幅はフィル

タの型に依存するためである。従って、6 dB及び9 dB帯域幅に対する境界は、参考として示す。 

注２ 総合選択度特性の限度値は、本要求事項を定める際に一般に用いられていた装置を参考にしたものである。 
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５.６ 相互変調効果、受信機雑音および遮蔽 
 1GHz以下の周波数では４.６、４.７および４.８章の要求事項を適用する。４.７および4.8.1項は、バ

ンドEにも適用する。 
 

バンドEに関しては、以下の事項も適用する。 
 

－バンドEに対するプリセレクタ：ある種の供試装置において、強い基本信号の存在下で弱いスプリア

ス信号を測定する時には、測定用受信機の入力（内部、あるいは外部）にフィルタを挿入するこ

と。このフィルタは、基本周波数の入力を適切に減衰でき、入力回路の過負荷及び損傷を防ぎ、高

調波や相互変調信号の発生を抑制することができるものであること。 
 
注１ 供試装置の基本周波数におけるフィルタ減衰量は、一般に30 dBが適切である。 

注２ 複数の基本周波数に対しては幾つかのフィルタが必要になることがある。 
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６．周波数 9kHzから18GHzまでの平均値測定用受信機 
 平均値測定用受信機は、インパルス性妨害波の測定には通常使用しない。平均値測定用受信機は、

検波器前段を通過した信号の包絡線の平均値を示すように設計された検波器を使用している。平均値

検波器は、変調あるいは広帯域ノイズの存在による影響を排除して、狭帯域信号を測定する際に用い

られている。 
 

この節の要求条件を満たすスペクトラムアナライザは適合性試験に使用することができる。 
 

６.１ 入力インピーダンス 
 測定用受信機の入力回路は、不平衡でなければならない。受信機を有効指示範囲内に調節した場

合、入力インピーダンスは定格50Ωで、電圧定在波比は表5の値を越えてはならない。 
 

 9kHzから30MHz帯における平衡入力インピーダンス：平衡電圧測定を行うためには、平衡入力変換

器を用いる。9kHzから150kHz帯での推奨入力インピーダンスは600Ωである。この平衡入力インピー

ダンスは、測定用受信機に接続する平衡型擬似回路網に組み込むか，測定用受信機にオプションとし

て組み込んでも良い。 
 

６.２ 基本特性 
6.2.1 帯域幅 
 帯域幅Ｂ6は表8に示した範囲になければならない。 
 

表８ 帯域幅に関する要求事項 

周 波 数 範 囲 帯域幅Ｂ6 基準帯域幅 

9kHzから150kHzまで（バンドＡ） 100Hzから300Hzまで a 200Hz(B6) 

0.15MHzから30MHzまで（バンドＢ） 8kHzから10kHzまで a 9kHz(B6) 

30MHzから1000MHzまで（バンドＣとＤ） 100kHzから500kHzまで a 120kHz(B6) 

1GHzから18GHzまで（バンドＥ） 300kHzから2MHzまで a 1MHz b (Bimp) 
a 帯域幅に関する事項については付則ＥのＥ．１項に述べる。基準値以外の帯域幅を用いた場合には、妨

害波レベルを示す時にその帯域幅を明示しなければならない。 

b 選択された帯域幅に関しては表６の備考bに従うこと。 

 
 

6.2.2 過負荷係数 
 検波器の前段の回路に必要とされる過負荷係数は、パルス繰り返し周波数 n Hzの時、Ｂimp／nで

なければならない。ここで、Ｂimpの単位はHzである。 
 

測定用受信機は、バンドＡにおいてパルス繰り返し周波数 25 Hz以上、バンドＢにおいて500 Hz以
上、バンドＣおよびＤにおいて 5000 Hz以上のパルス入力に対して、過負荷にならないこと。 
 

注：一般に、この型の受信機は、十分な過負荷係数を確保することが不可能であるため、非常に低いパルス繰り返

し周波数に対して、非線形動作を防止するのは困難である（このため、孤立パルスに対する応答は定めていな

い）。 
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６.３ 正弦波電圧の精度 
正弦波電圧測定の精度は、インピーダンスが50Ωの信号源から正弦波信号が供給される時、±2dB

（1 GHzを超える場合は±2.5 dB）より良くなければならない。 
 

６.４ パルス応答 
注： 1GHz以下の周波数における本項の要求事項の試験に用いるパルス発生器の出力特性の測定方法は付則Ｂ、Ｃ

に記載する。 

 

6.4.1 絶対値特性 
 測定用受信機に、繰り返し周波数ｎHz、インパルスエリア1.4/ｎ mVs e.m.f.のパルス列をインピー

ダンス50Ωの信号源によって加えたとき、その応答は、実効値 2 mV(66dBμV)e.m.f.の同調周波数の

無変調正弦波信号に対する応答と等しくなければならない。ただし、許容偏差は2.5dB/-0.5dBである。

なお、パルス発生器と正弦波信号発生器の信号源インピーダンスは等しくなければならない。但し、

パルスは４.４.１項の表2に従って一様なスペクトルを持たなければならない。ｎの値は、バンドＡで

は 25、バンドＢでは 500、バンドＣおよびＤでは 5,000とする。 
 

注：帯域幅が同一で十分な過負荷係数を持つ平均値測定用受信機と準尖頭値測定用受信機に、出力レベルが一定

で、繰り返し周波数 25、100、500、1,000Hz、および5,000Hzの繰り返しパルスが加わった場合、指示値の差

異は表9に記載するとおりとなる。 

 

表9 同一帯域幅における平均値測定用受信機と準尖頭値測定用受信機のパルス応答比 
（周波数帯域 9 kHzから1000 MHz） 

測定用受信機の周波数範囲 
繰り返しパルス周波数に対する 

準尖頭値／平均値の指示値の比(dB) 
 25 Hz 100 Hz 500 Hz 1,000 Hz 5,000 Hz

9kHzから150kHzまで（バンドＡ） 12.4     

0.15MHzから30MHzまで（バンドＢ）  (32.9) 22.9 (17.4)  

30MHzから1000MHzまで 
（バンドＣとＤ） 

   (38.1) 26.3 

注１ 上記のパルス応答は、基準帯域幅（表8参照）を使用した場合の応答に基いている。 

注２ （ ）内の数値は単なる情報 

 
 

1GHzを超える周波数（バンドＥ）においては、真数（リニア）及び対数（ログ）の２つのモードにつ

いて平均値（重み付け）検波器が定義される。 
 

リニアモードの平均値検波器については、測定用受信機に、繰り返し周波数ｎHz、インパルスエリア

1.4/ｎ mVs e.m.f.のパルス列をインピーダンス50Ωの信号源によって加えたとき、その応答は、実効

値 2 mV(66dBμV)e.m.f.の同調周波数の無変調正弦波信号に対する応答と等しくなければならない。

ただし、許容偏差は±1.5dBとする。また、このパルスはパルス変調搬送波である。ｎの値は、50,000
とする。 
対数モードの平均値検波器については、測定用受信機に、繰り返し周波数333kHz（周期3μsの逆
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数）、インパルスエリア6.7 nVs e.m.f.のパルス列をインピーダンス50Ωの信号源によって加えたとき、

その応答は、実効値 2 mV(66dBμV)e.m.f.の同調周波数の無変調正弦波信号に対する応答と等しくな

ければならない。ただし、許容偏差は±4.0dBとする（帯域幅の10%の許容偏差はほぼ±2.5 dBの変動

を発生する可能性がある）。 
 

詳細については、E.6項参照。 
 
注１ 平均値検波は、スペクトラムアナライザのビデオ帯域幅B

Bvideo を分解能帯域幅 Bresol に比べて十分狭くし、測定

信号の繰り返し周波数に応じた適切な帯域幅に設定することにより達成できる。ビデオ帯域幅を狭めることによる

測定では、ビデオフィルタが正しく応答するために掃引時間が十分長いことを確かめること。 

 
注２ リニアモードにおける平均（重み付け）検波の結果は測定信号の平均レベルに相当する。もし、対数モードを用

いれば、その結果は測定信号の対数の平均値に相当する。従って、20 dB(μV)と60 dB(μV)の値を交互にとる方形

波信号に対しては、対数モードで得られる値は40 dB(μV)であり、一方、リニアモードでは54.1 dB(μV)となり、

リニアモードでの値が信号の正しい平均値となる。 

 

6.4.2 パルス繰り返し周波数変化に対する応答（相対値特性） 
 繰り返しパルスに対する測定用受信機の応答は、以下のとおりであること。すなわち、測定用受信

機の指示が一定となるためには、入力パルスの振幅と繰り返し周波数が下記の関係に従うこと。 

振幅は繰り返し周波数の（－1）乗に比例する。 
 許容偏差は、繰り返し周波数が過負荷によって定まる繰り返し周波数の最低値とB

B3/2の間である場

合、+3dB から -1dBである。 
 
注：準尖頭値測定用受信機と平均値測定用受信機のパルス応答理論曲線を絶対値目盛で図１ｄに示す。対数モードの平

均検波器を備えた測定用受信機の繰り返しパルス応答（1GHz超）は、パルス間のノイズレベルによって影響を受

ける。以下の値 

LlogAV は対数モードでの平均検波器による指示レベル 

Tp はパルス継続時間 

Lp はパルスのレベル（dBμV） 

TN はノイズレベルの継続時間 

LN はノイズレベル（dBμV） 
 

 を用いて、以下の近似的な関係が成り立つ。 

 

     

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛

+

+
=

Np

NNpp
Av TT

LTLT
Llog 

 

例：もし、パルスのレベルLp が85 dB(μV)で、ノイズレベルLNが8 dB(μV)、Tp = 1/Bimp = 1 μs、パルス繰り返

し周波数nが100,000ならば、TN ≒ 9 μs となる。この方程式によりLlogAV = 15.7 dB(μV)となる。実際には、

Tp がもう少し大きいので、LlogAV は、もう少し大きくなる。なぜなら、中間周波出力におけるパルス信号は1 

μsの後で直ちにノイズレベルにまで下がることがないからである。 
 

 20 30



 

6.4.3 間歇的、非定常的な、漂動する狭帯域妨害波に対する応答 
 間歇的、非定常的な、漂動する狭帯域妨害波に対する応答は、以下のようになる。すなわち、図６

に示すように、測定値が、バンドA及びBについては160 msの時定数を持つ指示計の最大指示値と等し

いこと。バンドC及びDについては100 msの時定数を持つ指示計の最大指示値と等しいこと。時定数は

A.3.1に定義されているものである。これは、受信機の包絡線検波器の後に指示計模擬回路を接続する

ことにより実現できる。最大指示値は、例えば、図５に示すようにA/D変換器とマイクロプロセッサを

用いて指示計出力値を連続的にモニタすることにより得られる。 
 
 
 

包絡線 
検波器 

指示計 
模擬回路 

A 
   D 

マイクロ 
プロセッサ  

 
 

図５ 平均値検波器のブロック図 
 
 

バンドEについては、リニアモードの平均値検波器の指示計時定数は100msである。 
 

上記の要求事項に従えば、平均値検波器は、表１０に示すパルス幅と周期を持つ繰り返し方形パル

スによって変調された無線周波正弦波入力信号に対して、同表に示す最大指示値を生じる。この要求

事項に対しては±1.0 dBの偏差が許容される。 
 
 

表１０ パルス変調された正弦波入力に対する平均値検波器の最大指示値 
（同じ振幅の連続正弦波入力に対する応答との比較） 

変調に用いる 
繰り返し方形パルス 

バンド A/B 受信機 
TM = 0.16 s 

バンド C/D 受信機 
TM = 0.1 s 

パルス幅 = TM 

周期 = 1.6 s 
0.353 ( = - 9.0 dB) 0.353 ( = - 9.0 dB) 

注 バンドＥにおいては、これはリニアモードの平均値検波器のみに適用する。 
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注 間歇的な狭帯域信号に対する対数モードの平均値検波器の応答は、あるビデオ帯域幅、例えば10Hz、及び

スペクトラム表示の最大保持機能を持つことを仮定すれば定義できるかもしれない。 

 
注 ここに示す応答は、時定数100 msを用いた時に、パルス幅0.3 s、繰り返し周波数1 Hzの間歇的な狭帯域信

号によって得られたものである。もし、時定数が160 msならば、指示計模擬回路の出力の最大値はこれよ

り低くなる。 

 

図６ 間歇的な狭帯域信号に対する指示計模擬回路の応答 
 
 

６.５ 選択度 
 帯域幅 200Hz（周波数範囲 9kHzから150kHzまで）または帯域幅 9kHz（周波数範囲0.15MHzから

30MHzまで）の測定用受信機の総合選択度は、それぞれ図2a、2bに示す範囲内になければならない。

帯域幅 120kHz（周波数範囲 30MHzから1000MHzまで）の測定用受信機の総合選択度については図2c
に示す範囲内になければならない。バンドEに関する測定用受信機の総合選択度は、図４の範囲内にな

ければならない。 
 

 4.5.2、4.5.3および4.5.4項の要求事項を適用する。 
 

６.６ 相互変調効果、受信機雑音および遮蔽 
 ５.６節に記述されている要求事項を適用する。 
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７．周波数 9kHzから18 GHzまでの実効値測定用受信機 
 

この章の要求条件を満たすスペクトラムアナライザは適合性試験に使用することができる。 
 

７.１ 入力インピーダンス 
 測定用受信機の入力回路は、不平衡でなければならない。受信機を有効指示範囲内に調節した場

合、入力インピーダンスは定格50Ωで、電圧定在波比は表5の値を越えてはならない。 
 

 9kHzから30MHz帯における平衡入力インピーダンス：平衡電圧測定を行うためには、平衡入力変換

器を用いる。9kHzから150kHz帯での推奨入力インピーダンスは600Ωである。この平衡入力インピー

ダンスは、測定用受信機に接続する平衡型擬似回路網に組み込むか， 測定用受信機にオプションとし

て組み込んでも良い。 
 

７.２ 基本特性 
7.2.1 帯域幅 
帯域幅は表11に示した範囲になければならない。 

 

表11 帯域幅に関する要求事項 

周 波 数 範 囲 帯域幅Ｂ6 基準帯域幅 

9kHzから150kHzまで（バンドＡ） 100Hzから300Hzまで a 200Hz(B6) 

0.15MHzから30MHzまで（バンドＢ） 8kHzから10kHzまで a 9kHz(B6) 

30MHzから1000MHzまで（バンドＣとＤ） 100kHzから500kHzまで a 120kHz(B6) 

1GHzから18GHzまで（バンドＥ） 300kHzから2MHzまで a 1MHz b (Bimp)
a 帯域幅に関する事項については付則ＥのＥ．１項に述べる。基準値以外の帯域幅を用いた場合に

は、妨害波レベルを示す時にその帯域幅を明示しなければならない。 
b 選択された帯域幅に関しては表６の備考bに従うこと。 

  

7.2.2 過負荷係数 
 検波器前段の回路に必要とされる過負荷係数は、パルス繰り返し周波数がｎHzの時、1.27(B3／n)1/2

である。ここでB
B3の単位はHzである。 

 
注１ 一般に、この型の受信機は、十分な過負荷係数を確保することが不可能であるため、非常に低いパルス繰り

返し周波数に対して、非線形動作を防止するのは困難である（このため、孤立パルスに対する応答は定めてい

ない）。この検波器を用いる場合は、過負荷にならない最小パルス繰り返し周波数を定義しなければならな

い。 

 

注２ 過負荷係数の算出に関しては付則Ａに記載する。 

 

７.３ 正弦波電圧の精度 
 正弦波電圧測定の精度は、インピーダンスが50Ωの信号源から正弦波信号が供給される場合に、±2 
dB（1GHzを超得る場合は±2.5 dB）より良くなければならない。 
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７.４ パルス応答 
注：1GHz以下の周波数における本項の要求事項の試験に用いるパルス発生器の出力特性の測定方法は付則Ｂ、Ｃに

記載する。 

 

７.４.１ 絶対値特性 
 1000MHzまでの実効値検波器は、以下のとおり定義される。 
 バンドＡの測定用受信機に、インパルスエリアが[278(B3)-1/2] μV s e.m.f. （B3の単位はHz）で、

受信機の最高同調周波数まで一様なスペクトルを持ち、 繰り返し周波数25Hzであるパルス列をインピ

ーダンス50Ωの信号源によって加えた場合、全ての同調周波数において、その応答は、実効値 2 
mV(66dBμV) e.m.f.の同調周波数の無変調正弦波信号に対する応答と等しくなければならない。 
 バンドＢ、バンドＣおよびバンドＤ用の受信機については、対応する値は[139(B3)-1/2]μV s（B

B3の単

位はHz）および100Hzである。なお、パルス発生器と信号発生器の信号源インピーダンスは等しくな

ければならない。ただし、許容偏差は±1.5dBである。 
 

注  実効値検波器のパルス応答の測定方法に関しては、付則Ａに記載する。同一帯域幅の実効値測定用受信機と準

尖頭値測定用受信機の測定値の関係を、繰り返し周波数25および100Hzについて、表12に記載する。 

 
 

表１２ 同一帯域幅における実効値測定用受信機と準尖頭値測定用受信機のパルス応答比 

測定用受信機の周波数範囲 パルス繰り返し周波数

（Ｈｚ） 
準尖頭値／実効値 

（ｄＢ） 

9kHzから150kHzまで（バンドＡ） 25 4.2 

0.15MHzから30MHzまで（バンドＢ） 100 14.3 

30MHzから1000MHzまで（バンドＣとＤ） 100 20.1 
注 上記のパルス応答は、基準帯域幅（表11参照）を使用した場合の応答に基づいている。 

 
 

 1GHzを超える周波数（バンドＥ）では、繰り返し周波数1000Hzで、インパルスエリアが[44(B3) -1/2] 
μV s e.m.f.であるパルス列をインピーダンス50Ωの信号源で測定用受信機に加えたとき、その応答

は、実効値 2 mV(66dBμV) e.m.f.の同調周波数の無変調正弦波信号に対する応答と等しくなければな

らない。ただし、このパルスはパルス変調搬送波である。詳細についてはE.6節参照。 
 

７.４.２ 繰り返し周波数変化に対する応答（相対値特性） 
繰り返しパルスに対する測定用受信機の応答は、以下のとおりであること。すなわち、測定用受信

機の指示が一定となるために、入力パルスの振幅と繰り返し周波数が下記の関係となること。 
振幅は繰り返し周波数の（－1/2）乗に比例する。 

測定用受信機のパルス応答曲線は表13に示す範囲内になければならない。 
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表13 実効値測定用受信機のパルス応答 

繰り返し周波数 パルス応答の相対値（ｄＢ） 
Hz バンドＡ バンドＢ バンドＣ及びＤ バンドＥ 

100 k － －  -20±1.0 
10 k －  -20±1.0 -10±1.0 

1,000 － -10±1.0 -10±1.0 0(基準値) 
100 -6±0.6 0(基準値） 0(基準値) － 
25 0(基準値） +6±0.6 +6±0.6 － 
20 +1±0.7 +7±0.7 +7±0.7 － 
10 +4±1.0 +10±1.0 +10±1.0 － 
2 +11±1.7 +17±1.7 － － 
1 +14±2.0 +20±2.0 － － 

 
 

７.５ 選択度 
 実効値測定用受信機の帯域幅は、7.2.1によって、図2a、2b、2cと異なることが認められているた

め、これらの図は選択曲線の定性的な形のみを示したもので、周波数目盛は適切にスケーリングする

こと。例えば、図2aでB６/2は100Hzに対応する。バンドEに関する測定用受信機の総合選択度は、図４

の範囲内になければならない。 
 

 4.5.2、4.5.3および4.5.4の要求事項を適用する。 
 

７.６ 相互変調効果、受信機雑音および遮蔽 
 ５.６の要求事項を適用する。 
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８．振幅確率分布(APD)測定機能を備えた周波数 1 GHz から 18 GHz までの測定用受信機 

 

妨害波の振幅が特定の閾値を超える時間確率（累積分布）を、妨害波の APD と定義する。 

 

APD は、無線周波測定用受信機あるいはスペクトラムアナライザの包絡線検波あるいはその後段回

路の出力で測定することができる。妨害波の振幅は、受信機入力の電圧レベルもしくは対応する電界

強度で表示されるべきである。通常、APD 測定は固定周波数で実施される。 

 

APD 測定機能は測定装置の付加機能であり、測定装置に取り付けあるいは組み込まれる。 

 

APD 測定機能は以下の方法で実現できる。１つの方法は、比較器と計数器を用いる（図 G.1）。その

装置は、振幅（例えば電圧）が複数のあらかじめ指定されたレベルを超える確率を測定する。その振

幅レベルの数は比較器の数と等しい。他の方法は、A/D 変換器、論理回路およびメモリを使ったもの

である（図 G.2）。この装置も、あらかじめ指定された複数の振幅レベルについてのＡＰＤの図を示す

ことが可能である。そのレベルの数は A/D 変換器の分解能（8 ビットの場合、256 レベル）に依存する。 

 

製品あるいは製品群に前述した機能を用いた APD 測定を適用すれば、デジタル通信への障害能力を

評価することができる(CISPR16-3 改定 1 4.7 節 APD の仕様に関する背景資料参照)。 

 

APD 測定機能は以下の要求事項を備えること。これらの仕様の根拠を付則 G に示す。 

 

・ 要求仕様 
a) 振幅のダイナミックレンジは、60 dB を超えること。 

b) 振幅の設定誤差を含む振幅確度は、± 2.7 dB より良いこと。 

c) 妨害波の測定可能時間は 2 分以上であること。但し、測定できない時間が全測定時間の 1 %より少

ない場合は、間欠的な測定を行っても良い。 

d) 最小測定可能確率は 10-7であること。 

e) APD 測定機能は、少なくとも 2 つの振幅レベルを設定できること。設定した全ての振幅レベルに対

応する時間率を同時に測定できること。振幅レベルの設定分解能は 0.25 dB 以下であること。 

f) サンプリング速度は、受信機の分解能帯域幅が 1 MHz の場合、10M サンプル毎秒以上であること。 

 

・ 推奨仕様 
g) A/D 変換器を装備した APD 測定器の場合、APD 表示の振幅分解能は 0.25 dB より小さいことが望ま

しい。 

 
注 APD測定は、1 GHz以下の周波数範囲においても適用可能。 
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９．ディスターバンスアナライザ 
 

ディスターバンスアナライザは、不連続妨害波（クリック）の振幅、発生頻度、継続時間を自動評

価するのに用いられる。 
 

「クリック」は次の特性を持つ。 
 

ａ）準尖頭値の振幅が連続妨害波の準尖頭値許容値を超える、かつ、 
 

ｂ）継続時間が 200ms を超えない、かつ、 
 

ｃ）先行するあるいは後続の妨害波との間隔が 200ms 以上。 
 

一連の短いパルス列は、その最初のパルスから最後のパルスまでの時間が 200ms を超えず、ａ）、

ｃ）の条件が満たされるときには、ひとつのクリックとして扱う。 
 

ここで云う時間とは、測定用受信機の中間周波信号が（妨害波許容値相当の）基準レベルを超える

時間で定義する。 
 
注１：クリックの定義と評価は CISPR 14-1:2005 に従う。 

 

注２：現在使用されているディスターバンスアナライザは、ある限られた内部信号レベルで動作する準尖頭値測定

用受信機とともに用いるよう設計されている。従って、このようなアナライザがすべての受信機に正しく接

続できるとは限らない。 

 

９.１ 基本特性 
 

ａ）ディスターバンスアナライザは、妨害波の継続時間と発生間隔を測定するための測定系を備え

ていること。その測定系は測定用受信機の中間周波出力に接続する。これらの測定では、受信機の

中間周波基準レベルを超えている妨害波のみを対象とする。継続時間測定の正確さは±5％より悪く

ないこと。 
 
注１：中間周波基準レベルとは、測定用受信機の中間周波出力において、連続妨害波の許容値と等しい準尖頭値指

示を発生させる無変調正弦波信号に対応した値である。 

 

ｂ）ディスターバンスアナライザは、妨害波の準尖頭値振幅を評価するための測定系を備えている

こと。 
 

ｃ）準尖頭値測定系における振幅は、中間周波出力における最後の立下りから 250ms 経過した後に

測定を行うこと。 
 

ｄ）二つの測定系の組み合わせは全ての点で 4 の要求事項を満たすこと。 
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 － 連続妨害波の準尖頭値許容値を超えるクリック以外の妨害波の発生 
 － クリック率 
 － 試験継続時間（分） 

ｆ）アナライザの基本特性は、表 14 の全ての波形（試験パルス）を用いた性能試験に合格すること。 

 － 継続時間が 200ms 以下のクリックの数 

 
ｅ）アナライザは以下の情報を表示すること。 

 

 図Ｆ.1 は、表Ｆ.１に示した CISPR 14-1、4.2.3 のクリックの定義にはずれる試験信号波形で、性

能試験に使用するためのものである。 

 
 図８は、表 14 に列挙した試験信号の波形を示したものである。 

 

 
注２：ディスターバンスアナライザの例は、ブロックダイアグラムとして図７に示す。 
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図８ クリックの定義に従ったアナライザの 
性能試験用信号（表１４関連） 
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表１４ － ディスターバンスアナライザの性能試験 － 
クリックの定義に対するチェックのために使われる試験信号 
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表１４ (続き) 
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表１４（続き） 
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表１４ (続き) 

９.２ ディスターバンスアナライザの性能確認試験法 
9.2.1 基本要求事項 
 ディスターバンスアナライザは、適当な周波数に同調した準尖頭値測定用受信機に接続

する。 
 

同調周波数における連続正弦波信号とパルス変調正弦波信号が必要となる。また、付則

Ｂに規定するＣＩＳＰＲパルス発生器で発生した繰り返しパルスで、200Hz の繰り返し

周波数を持ち、同調周波数において受信機の帯域幅より十分広いスペクトルのものも、試

験 No.2 および 3 では必要である。 
 

 パルス変調正弦波信号源は、２個の独立に可変なパルスを供給できること。パルスの立

ち上がり時間は、40μｓを超えてはならない。パルスの継続時間は、110μｓから 1.3ｓ
まで変えることができ、振幅は 44dB の範囲にわたって変化できること。パルス変調正弦

波信号の背景雑音は、受信機の準尖頭値指示計で測定して、試験のステップ a)で用いる

基準レベルより少なくとも 20dB は低くなければならない。 
 

 試験方法を以下に示す。 
 

ａ）正弦波信号をディスターバンスアナライザに接続した測定用受信機の入力端に加
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える。正弦波信号の振幅は、受信機の指示計が連続妨害波の準尖頭値許容値に等し

くなる（基準点：0dB）ように調整する。受信機の高周波感度(減衰器)調整は、正

弦波信号が受信機ノイズより十分高く、中間周波段において連続妨害波の許容値に

対応するレベル以下になるように調節する。このときの受信機の中間周波出力に現

れる正弦波信号レベルが中間周波基準レベルとなる。 
 

ｂ）パルス変調正弦波信号を測定用受信機の入力端子から入力する。試験 No.2 および

3 では、パルス変調正弦波信号と CISPR パルス発生器からの信号を同時に加える。

信号のパラメータを表 14 に示す。表 14 の 1 列目に示したパルスの振幅は、中間周

波段の閾値として使われた連続妨害波の許容値に対応するレベルに対して独立に調

整できること。そのレベルは、前のパラグラフで決定した高周波および中間周波段

の基準レベルに対応する値との相対値でなければならない。 
 

９.２.２ 追加の要求事項 
 試験方法は 9.2.1 項の a)で述べた方法と同一である。 
 信号のパラメータを表 F.1 に示す。 
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付 則 Ａ 

（規 定） 

 

準尖頭値及び実効値測定用受信機の繰り返しパルス応答の決定 

（３.２、4.4.2、7.2.2、7.4.1項） 

 

 

Ａ.１ 概説 

 この付則では、繰り返しパルスに対する応答曲線を求める際、数値計算に用いるデータ

及び計算方法について述べる。この方法固有の仮定も述べる。計算は連続する3段階に分

かれている。 

 

Ａ.２ 検波器前段での応答 

これらの段のパルス応答は、一般に、受信機の総合選択度を決定する中間周波段のみ

によって決定される。 

 

この選択度は、縦続接続された2つの臨界結合同調型変成器の組み合わせを用い、-6dB

点における通過帯域幅を所要の値に設定することによって得られると一般に考えられる。

他の等価的な構成も、計算上は、上記のような形に変形することができる。この通過帯域

は実際に対称なので、パルス応答の包絡線を等価低域通過フィルタを用いて計算すること

ができる。この近似から生じる誤差は、無視することができる。 

 

パルス応答の包絡線は次式で表される。 

     ( ) ( )ttttGetA 000
0

0 cossin4 ωωωωω −−=           （A.1a） 

ここで、 

   G は同調周波数における総合利得、 

   ω0 は角周波数で、その値は 6)2/( Bπ である。 

 

インパルスエリアντのインパルスに対する2段臨界結合同調型変成器の応答の包絡線

は、上式より以下となる。 

 ( ) ( ) ( )ttttGetA 000
0

0 cossin4 ωωωωωυτ −−=       （A.1b） 

 

これに対応する等価低域通過フィルタの選択度曲線は、τ ＜＜ 1/ω0 として、以下のよ

うに書ける。 
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 ( ) ( )( )[ ]22
0

2
0

2
0 /2)( ωωωω ++= jGfF           （A.2） 

ここで、 fπω 2= である。 

 

帯域幅B
B3およびB6B は下記のとおりである。 

 

    ( ) 00
4

3 361.0122 ωπω =⎥⎦
⎤

⎢⎣
⎡ −×=B          （A.3a） 

 

    006 450.02 ωπω =×=B              （A.3b） 

 

実際の装置と実効値応答が同じになる理想的な方形フィルタで構成された受信機の等価

帯域幅は、次に定義する電力帯域幅 fΔ に等しい。 

    ( ) ( )dffFFf ∫
+∞

∞−

=Δ 22
01                （A.4） 

ここで、 

)( fF は選択度曲線、 

0F は の最大値である（ただし、単峰選択度曲線と仮定する）。 )( fF

 

従って、電力帯域幅は の時、 10 =F

                      （A.5） ( )dffFf ∫
+∞

∞−

=Δ 2

式（A.2）の を用い、G = 1と置くと次式が得られる。 )( fF

    ( )[ ]{ } dfjf ∫
+∞

++=
0

42
0

2
0

2
022 ωωωωΔ          （A.6） 

これより 

    Δf = × =0 265 2 0 3750. ω 0. ω              （A.7） 

   

従って、 

    fB Δ963.03 =                     （A.8） 
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Ａ.３ 前段の出力に対する準尖頭値電圧検波器の応答 

計算は、検波回路を中間周波最終段の出力に接続しても、それからの信号振幅または

波形のいずれにも何の影響も与えないとの仮定に基づいて行われる。言い換えると、中間

周波最終段の出力インピーダンスは、検波器の入力インピーダンスと比べて無視できるほ

ど小さいと見なす。 

 

いかなる検波器も、ある抵抗値（全順方向抵抗S）を持つ非線形素子（例えばダイオー

ド）の後に、放電抵抗Rと容量Cの並列回路を接続した形に（実際に、または等価的に）

変形できる。 

 

充電時定数TCは積SCと関連があり、一方、放電時定数TDは積RCで与えられる。 

 

TCと積SCの関係は、一定振幅の高周波信号を突然加えた後、t＝TC 経過したときに、

指示電圧が最終定常値の0.63倍に達することにより定められる。 

 

コンデンサの両端の電圧Uと検波器に加えられる高周波信号の振幅Aとの関係は、次式

となる。 

   )()cos(sin)/(/ SCARCUdtdU ×−=+ πθθθ      （A.9） 

ここで、θ＝導通角（U＝Acosθ）である。 

 

 この式は直接積分することはできない。指定の時定数に関して上記の条件を満足する

積SCは、近似法により求められる。例を以下に示す。 

 
      バンドA   TC   ＝ 45 ms 
    TD    ＝500 ms 
    2.81SC ＝ 1 ms 
 
     バンドB   TC   ＝  1 ms 
    TD   ＝160 ms 
    3.95SC ＝ 1 ms 
 
    バンドCおよびD TC   ＝ 1 ms 
    TD   ＝550 ms 
    4.07SC ＝ 1 ms 
 

このようにして得られた値を式（A.9）に代入し、一定振幅 A の代わりにＡ.２の式

（A.1）の関数 A(t) を用いれば、この式は、孤立パルスに対しても、または繰り返しパ

ルスに対しても（再び近似法を用いて）解くことができる。 
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繰り返しパルスの場合、以下のようにして実用的に解くことができる。まず、各パル

スの立ち上がり時における検波器出力電圧のレベルを任意に仮定し、次に、パルスによっ

て生じるこの電圧の増加分ΔＵを求め、さらに、仮定した初期条件が繰り返されるように

するために連続する２つのパルスの間に存在しなければならない間隔を見つける。 

 

Ａ.３.１ 検波器からの信号に対する指示計器の応答 

解析を単純化するための、かつ全く合理的な唯一の仮定として、検波器出力電圧の立

ち上がりが瞬間的であるとする。 

 

この時、以下の特性方程式を解かなければならない。 

    ⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛ −
=++

DMMM
T

t

TTdt
d

Tdt
d exp112

222

2
ααα

        （A.10） 

ここで 

 α(t) は指示計の振れ、 

 ＴD は準尖頭値電圧計の放電時定数、 

 ＴM は臨界制動型指示計器の機械的時定数である。 

 

 この問題の解は、応答曲線の両極端においては簡単である。一方はパルス間隔が十分に

離れているため初期値がゼロで既知の場合、また他方は繰り返し周波数が十分大きく計器

の慣性のために変動に対して忠実に追随できないような場合についてである。これらの中

間の場合には、計算はさらに複雑なものとなる。各パルスの立ち上がり点では、機器の指

示値が変化しているため、初期の位置と速度を考えて解を求める必要がある。 

 

Ａ.４ 前段の出力電圧に対する実効値型検波器の応答 

 定義より、実効値型検波器の出力電圧は次式によって与えられる。 

                    （A.11） ( )
2/1

0

2 2/)( ⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
= ∫

∞+

dttAnUrms

ここで n はパルス繰り返し周波数（Hz）である。 

 

出力は、周波数応答曲線から次のように導くことができる。 

( )
2/1

2 2/)(2
⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
×= ∫

∞+

∞−

dffFnUrms υτ                   (A.12） 

ここでυτは一様な周波数スペクトルをもつパルスの面積である。 
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これは以下のようになる。 

        
2/1

2 )(2 ⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
××= ∫

∞+

∞−

dffFnUrms υτ          (A.13) 

 

従って、式（A.5）から、下記の式が得られる。 

     Urms = × ×2 υτ Δn f              (A.14） 

 

式（A.14）から、振幅の関係は、Urms＝2mV、n＝100Hzとおくと、 

          fΔ= /)2100(υτ    （μＶs）        (A.15） 

 

となる。あるいは、式（8）より 

          υτ = 139 3/ B       （μＶs）          (A.16） 

となる。 

 

Ａ.４.１ 過負荷係数の計算 

n Hzのパルス繰り返し周波数に対応する過負荷係数は、以下のように求められる。 

 

式（A.14）より 

 

      U n frms = ×( ) ( ) /υτ 2 1 2Δ  

 

式（1）から、G＝１の場合、次式となる。 

      A t peak( ) .= × ×0 944 0υτ ω  

 

従って過負荷係数は、次式で与えられる。 

      A t U B npeak rms( ) / . ( / ) /2 1 28 3
1 2× =           (A.17） 

 

Ａ.５ 実効値型計器の指示値と準尖頭値型計器の指示値との関係 

実効値型計器の場合の振幅関係、すなわち、2mVの正弦波信号と等価な指示値を与え

る繰り返し周波数100Hzのパルスの値(υτ)rmsは、式（A.16)から以下となる。 

 ( ) /υτ rms B= 139 3      (μVs)  
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式（2）に示されている選択度特性に対しては、6dB帯域幅を基準にとると、次式とな

る。 

 ( ) /υτ rms B= 155 6      (μVs) 

 
 準尖頭値測定用受信機の場合、2mVの正弦波信号と等価なパルスの値(υτ)qp は次のよ

うになる。 

   0.15MHzから30MHzまでの周波数帯では、 

 (υτ)qp = 0.316 μVs 

 

   30MHzから1000MHzまでの周波数帯では、 

 (υτ)qp = 0.044 μVs 

 

 従って、式（A.2）に一致する帯域通過特性と、第１章に定められた公称帯域幅に等し

い6dB帯域幅を持つ測定器の場合、（υτ)rms／(υτ)qpの関係は以下のようになる。 

   0.15MHzから30MHzまでの周波数帯では、 

 （υτ)rms／(υτ)qp = 14.3 dB 

 

   30MHzから1000MHzまでの周波数帯では、 

 （υτ)rms／(υτ)qp = 20.1 dB 

 

これらの関係は、100Hzのパルス繰り返し周波数に対して成立する。他の繰り返し周波数

では、それと対応するパルス応答曲線を使用する必要がある。 

 41

51



 

付 則 Ｂ 

（規 定） 

 

パルス発生器のパルススペクトルの決定 

（４.４、５.４、６.４、７.４節） 

 

 

Ｂ.１パルス発生器 

この規格の第１章の要求事項を満足しているかどうかを確かめるためには、パルス発

生器が必要である。４.４、４.６、５.４、６.４節、および７.４の要求事項への適合性

は、パルス発生器を用いた方法に従って試験できる。 

 

 使用される発生器は、供試測定用受信機の周波数帯域に対して、表Ｂ.１に示すインパ

ルスエリアを持ち、かつ同表に示す繰り返し周波数範囲のパルスを発生させることができ

なければならない。インパルスエリアは±0.5dB以内、繰り返し周波数は約1％以内で既

知であること。 

 

 表Ｂ.１ パルス発生器の特性 
供試測定用受信機の 

周波数帯域 
インパルスエリア 

μＶｓ 
繰り返し周波数 

Ｈｚ 

0.09から0.15MHzまで 13.5 1,2,5,10,25,60,100 

0.15から30MHzまで 0.316 1,2,10,20,100,1000 

30から300MHzまで 0.044 1,2,10,20,100,1000 

300から1000MHzまで （注を参照） 1,2,10,20,100,1000 
注：発生器は、できる限り1000MHzまで均一なスペクトルを持つ適切なインパルスエリアのパルスを発

生可能であること。 

 

 

B.1.1 発生されたパルスのスペクトル 

 スペクトルは、供試測定用受信機の同調周波数に対する、一定の帯域幅を持つ測定装置

の入力における等価電圧の変化を表す曲線として示される。 

スペクトルは、供試測定用受信機の周波数帯域の上限周波数まで十分に一定でなけれ

ばならない。対象周波数帯域内でのスペクトル振幅の変動が、その周波数帯域内の低周波

における振幅に対して2dBをこえることがなければ、そのスペクトルは周波数帯域内で十

分均一であると見なしてもよい。測定周波数におけるインパルスエリアは、±0.5dB以内

で既知でなければならない。 

 

 42

52



 

 ２.６節の要求事項を満たしているかを確かめるには、周波数帯域の上限以上のスペク

トルは制限されなければならない（周波数上限の2倍の周波数で10dB低下すること）。こ

のことは試験のきびしさの程度を標準化するために必要となる。なぜならスペクトルの全

ての成分の相互変調積が応答に影響を与えるからである。 

 

Ｂ.２ 一般的測定方法 

パルスのスペクトル振幅の絶対値を正確に決定する方法は、付則Ｃに示されている。 

 

周波数に対するスペクトル振幅の変動を測定するためには、以下の方法を用いても良

い。 

 

パルス発生器をRF受信機の入力に接続し、受信機の出力に現れるRFパルスを観測でき

るようにオシロスコープを接続する。 

 

受信機の同調可能な各周波数で以下の測定を行う。 

ａ）－6dB点における受信機の帯域幅B
B6(Hz) 

ｂ）パルス発生器と同一のインピーダンスを持つ標準信号発生器を受信機の中心帯域

に同調させたときに、オシロスコープにRFパルスのピークと等しいふれを生じさ

せる標準信号発生器の出力の実効値E0

 

各周波数における相対スペクトル振幅は、次式で表される。 

 Sτ(f)＝E0 / B6

考えている帯域内の様々な試験周波数で同様の測定を繰り返す。 

 

パルス発生器のスペクトルは、Sτ(f)と測定周波数との関係を表す曲線で与えられる。 

 

使用される受信機は、用いられる信号のピークレベルに対して線形でなければならな

い。 

 

寄生応答の抑圧比、特にイメージ周波数及び中間周波数に対する応答の抑圧比は、少

なくとも40dB以上でなければならない。 

 

 測定では、オシロスコープの代わりに、この規格を満足している準尖頭値指示の受信機

を使用しても良いが、その場合は、一連の測定の間中、パルスの繰り返し周波数を一定に

保つこと。 
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付 則 Ｃ 

（規 定） 

 

ナノ秒パルス発生器出力の精密測定 

（４.４、５.４、６.４、７.４節） 

 

 

Ｃ.１インパルスエリア（IS）の測定 

C.1.1 概説 

 理論的及び実験的検討によると、適度の注意を払って利用すれば、C.1.2項からC.1.5項

までに述べる方法は精密な測定法である。 

 

C.1.2 面積法 

被測定パルスは、狭帯域（通過）フィルタを通して供給される。このフィルタの通過

帯域は中心周波数fで、対称な振幅特性と反対称の位相特性を持つこと（フィルタととも

に増幅器を使用しても良いが、増幅器はその線形領域で動作すること）。 

 

 次の等式中の積分値を求めるために、帯域通過フィルタの出力の包絡線 A(t,f) より下

の全面積を（その各部分の符号も考慮して）測定する。 

 

  ∫
+∞

∞−

== dtftAfSIS ),()()(2

 

ここで、S(f)はスペクトル強度、A(t,f)は孤立パルスによる包絡線の振幅（等価正弦波入

力電圧で表したもの）である。 

 

この式を適用する場合には、低周波受信機または妨害波測定用受信機の中間周波増幅

器を一連の周波数変換器とともに用いて、パルスのスペクトルの全域にわたって同調させ

るようにする。最後の中間周波増幅器の出力を直接オシロスコープで観測し面積を測定す

る。 

 

 この方法を周波数 f の周期よりきわめて短い継続時間を持つパルスの場合へ応用するに

は、適切なオシロスコープ（例えば、ナノ秒パルスでは、サンプリングオシロスコープが

必要である）を用いて各部分の符号を考慮しながら積分を行って、直接面積を計測するこ

とでインパルスエリアを求めることができる。 
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C.1.3 標準伝送線法 

 伝搬時間τに対応する長さを持ち、電圧 V0 に充電された伝送線を、その線の特性イ

ンピーダンスに等しい負荷抵抗へ放電させる。ここで、この伝送線は、実際の電線と、ス

イッチ用箱に収められた伝送線の充電部から構成されると考えられる。発生したパルスの

スペクトル振幅が周波数に対して一定であるような低い周波数範囲においては、スペクト

ル振幅 S(f) は２υτとなり、この振幅は、伝送線と負荷抵抗の間の浮遊インピーダンス

（例えばインダクタンスや抵抗）の存在や有限なスイッチング時間には無関係である。 

 

C.1.4 高調波測定 

この方法は、繰り返し周波数が十分大きく安定なパルス列を発生するパルス発生器に

対して用いることができる。 

 

 パルスの繰り返し周波数 F が測定用受信機の帯域幅の値を超えている場合、測定用受

信機は、パルススペクトルの中から一本の線を選択することになる。この場合、インパル

スエリアは次式で表される： 

 

 IS V F V Fk= =/ /2 2 2  

 

ここで、V Vk = 2 は k次高調波のピーク値である。 

 

 測定用受信機の帯域幅が十分広く、この帯域内に多数の高調波成分（6dB帯域幅内に約

10個以上）を包含できれば、このパルス発生器を用いて測定器のパルス応答特性を較正

することができる。 

 

C.1.5 エネルギー法 

 もう一つの方法に、熱源（抵抗器）によって発生する電力を、パルス発生器によって発

生する電力と比較するエネルギー法がある。しかし、この方法で得られる精度は上記３つ

の方法の精度より幾分低い。この方法は1000MHzオーダの周波数において有効であると

考えられる。 

 

Ｃ.２ パルス発生器のスペクトル 

 

C.2.1 4.4.1、5.4、6.4.1、および7.4.1項に対する適合性の判定には、インパルスエリア

が誤差±0.5dB以下で知られていること。 
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C.2.2 パルス繰り返し周波数が誤差1％以内で知られていること。 

 

C.2.3 4.4.2、5.4、6.4.2、および7.4.2項に対する適合性の判定には、インパルスエリア

は繰り返し周波数に無関係であること。 

 

C.2.4 ４.４、５.４、６.４、および７.４節に対する適合性の判定には、パルス発生器の

周波数スペクトルが、測定用受信機の通過周波数帯域内で一様であること。この要求事項

は、以下の場合に満たされるものと考えられる。 

 

ａ）周波数スペクトルの変動が、受信機の通過帯域内の周波数に対して本質的に線

形であり、かつ、－6dB内の通過帯域内でそのスペクトルの変動が0.5dBを超え

ない場合。 

ｂ）周波数スペクトルが、受信機の同調周波数の両側において滑らかに低下し、か

つ－6dB内のスペクトル幅が、受信機の－6dB通過帯域幅の5倍以上である場

合。 

 

いずれの場合もインパルスエリアは、同調周波数での値に等しいものと仮定する。 
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付 則 Ｄ 
（規 定） 

 
パルス応答に対する準尖頭値測定用受信機特性の影響 

（4.4.2項） 
 
 

高い繰り返し周波数に対するパルス応答曲線のレベルは、本質的に帯域幅の値に依存

している。一方、繰り返し周波数が低い場合には時定数がより重要となる。これらの時定

数の許容偏差についての規定はないが、指針として20％という値が合理的であると考え

られる。 
 
繰り返し周波数が非常に低い場合には、さらに過負荷係数の不足の影響がもっとも大

きく現れる。過負荷係数に要求される値は、規定の帯域幅と時定数を用いて孤立パルスを

正確に測定するのに必要な値である。 
 

 指示計器の目盛り範囲の両端においてパルス応答曲線を調べることにより、検波器の非

線形特性を調べることができる。この点に関して最も問題になる繰り返し周波数は、おお

よそ20Hzから100Hzまでの範囲である。 
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付 則 Ｅ 

（規 定） 

 

平均値及び尖頭値測定用受信機の応答 

（6.2.1項） 

 

 

Ｅ.１ 検波器前段の応答 

 対称的な周波数特性を有する狭帯域回路のインパルス応答波形の包絡線下の面積は、帯

域幅には無関係であることが知られており*、次式で与えられる。 

         (E.1) ∫
+∞

∞−

= 02)( GdttA υτ

 ここでυとτは、それぞれ方形パルスの振幅と幅であり、B
Bimpτ＜＜１である。G0 は

中心周波数における回路の利得である。 

 

この定理は、非振動性の包絡線の場合に限り有効である。振動性の包絡線は、複同調

回路に特有のもので、位相検波器を使用しない限り、振動性応答により生ずる誤差を較正

によって補正する必要がある。臨界結合の場合には、包絡線の第2ピークは、第1ピーク

の約8.3％である。 

 
注：A.2節で述べたように、検波器前段の応答は振動的である。従って、誤差は、6.4.1に示したよう

に、偏りのある許容範囲+2.5dB/-0.5dB以内であること。 

 

中間周波増幅器の出力でパルスが重なり合わない限り、平均値は、パルス繰り返し周

波数 n に比例する。 

 

したがって、平均電圧は、2υτGo n に等しい。 
 

 式(E.1)から、平均値測定用受信機の実効帯域幅を規定するのは、あまり意味がないと

思われる。 
 

* David B. Geselowitz “Response of ideal radio meter to continuous sine-wave, recurrent impulses, and 

random noise” IRE Trans. RFI, Vol. RFI-3, No.1, pp. 2-11, May 1961. また、次も参照 S.Sabaroff 

“Impulse exitation of a cascade of series tuned circuits”、proc. IRE, Vol.32, pp. 758-760, Dec. 1944. 
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Ｅ.２ 過負荷係数 

 過負荷係数の計算、及び尖頭値測定用受信機への適用の際には、検波器前段回路の実効

インパルス帯域幅として知られる量を次式で定義するのが有益である。 

 

   B A t Gimp = ( ) /max 2 0           （E.2） 

ここでA(t)max は、単位インパルスを入力したときの中間周波段出力の包絡線の最大値

である。 

 

式（A.17）の導出（付則Ａ参照）から、以下の関係を得る。 

 B Bimp = =( . / ) .0 944 2 1 050 6ω  または   (E.3) 1 31 3. B

ここで、B
B6 とB3B  は、1.1で定義されている。 

 

 他の形式の同調回路については、20dB減の帯域幅を B
B20 とした場合に、B3B  に対する 

B20 の比がわかっていれば、B
Bimp 対 B6B  の比を図Ｅ．１から推定できる。 

 

   単同調段 

補
正
係
数
 
Δ
f i

m
p
/
Δ

f
6
d
B

複同調段臨界結合 

形状係数 B20/B3  
 

図Ｅ.１ 他の形式の同調回路に関するB
Bimp/B6B を推定するための補正係数 
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Ｅ.３ 平均値測定用受信機と準尖頭値測定用受信機の指示値の関係 

 繰り返し周波数 n Hzでインパルスを平均値測定用受信機に加えたとき、パルス発生器

と同じ出力インピーダンスを持つ信号発生器から実効値 2mV の同調周波数の無変調正

弦波信号を加えたときと同じ応答になるためには、必要とされるインパルスエリアは次式

で表される。 

   ντ=1.4/n   (mV s) 

 

繰り返し周波数100Hzでは、これは14μVsとなる。 

 

したがって、付則ＡのＡ.５より、同じ指示値を与える (ντ)ave 対 (ντ)qp の比は、

以下のようになる。 

 

   0.15MHzから30MHzまでの周波数帯では、 

   (ντ)ave/(ντ)qp = 32.9 dB 

   30MHzから1000MHzまでの周波数帯では、 

   (ντ)ave/(ντ)qp = 50.1 dB 

 

 上記においては、この繰り返し周波数において過負荷係数は十分であると仮定し、また

使用帯域幅は第１章の帯域幅に対応するものとしている。なお、繰り返し周波数1,000Hz

においては、対応する比は、それぞれ17.4dBと38.1dBである。 

 

Ｅ.４ 尖頭値測定用受信機 

 受信機において直読式メータが用いられている場合、時定数に関する要求事項は図Ｅ．

２の曲線から決定することができる。この図は、真のピーク値に対する指示値の百分率が

あるパラメータの関数として示され、これには時定数比、帯域幅 B
B6 、およびパルス繰

り返し周波数が含まれている。この曲線を用いる場合には、次の点に注意すること。 

 

 RC / RD ＝ (1/4) (TC / TD)   (E.4) 

 

ここで、TC 、TD はそれぞれ充電及び放電時定数である。 

 

 例えば、1Hzの繰り返し周波数において、真の尖頭値の少なくとも90％の値を指示させ

たい場合には、放電時定数対充電時定数の比を、次のようにする必要がある。 

 

   0.15MHzから30MHzまでの周波数帯では、1.25×10
6

   30MHzから1000MHzまでの周波数帯では、1.67×10
7
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Ｅ.５ 尖頭値測定用受信機と準尖頭値測定用受信機の指示値の関係 

 同調周波数での実効値2mVの無変調正弦波信号応答と同等の応答を、尖頭値測定用受

信機で指示するために必要なインパルスエリア IS は次式で表される。 

 

 1.4/Bimp  (mVs)   （B
Bimpの単位はHz）  (E.5) 

 

表１（４.２）に定める6dB帯域幅から、B
Bimpは、1.05B6となる（Ｅ.２）。尖頭値測定用受

信機に必要なこれらの値および対応する IS の値は次のようになる。 

 
 周波数   ISpeak (mVs)  Bimp（Hz） 
 バンドA   6.67×10

-3
  0.21×10

3
  

 バンドB   0.148×10
-3

  9.45×10
3
  

 バンドC，D 0.011×10
-3

  126×10
3
  

 

したがって表２（4.4.1）の（ａ）の値を ISqp として用いると、同一指示値を与えるた

めに必要な ISqp の ISpeak に対する比は次のようになる。 

 
 バンドA  6.1dB（パルス繰り返し周波数 25Hz において） 
 バンドB  6.6dB（パルス繰り返し周波数 100Hz において） 
 バンドC，D    12.0dB（パルス繰り返し周波数 1000Hz において） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

充電抵抗 [Ω] 
 
放電抵抗 [Ω] 
 
6 dB 帯域幅 [Hz] 
 
パルス繰り返し周波数 [pps] 
 
メーター指示値：真のピークに対するパーセン
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図Ｅ.２ 繰り返しパルスに対する検波効率 Ｐ 
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Ｅ.６ 1GHzを超える周波数における測定用受信機のパルス応答試験 

 18GHzまで一様なスペクトラムを持つパルス発生器は実現できていない。1GHzを超え

る周波数におけるパルスに対する測定用受信機の応答を試験するために、また測定用受信

機の様々なタイプの振幅関係を確認するために、その受信周波数に同調したパルス変調搬

送波を用いるのが実際的である。パルス幅は、（1/3Bimp）以下であること。関連する項目

において要求されているように、正確なインパルスエリアを有するパルスを発生するため

には、インパルスの幅の精度が重要である。オシロスコープを用いたパルス幅の測定に加

えて、方形パルスのパルス幅はスペクトラム表示の最小値間の距離によって確認すること

もできる。（波形のサンプルとして図Ｅ．３を参照） 

 

1MHzのバンド幅B
Bimpの尖頭値検波器を持っている測定用受信機に対して、インパルス

エリア(emf)1.4／BimpB

 mV s、すなわち1.4 nVsが必要である。これに対する応答は、同調

周波数において、実効値 2 mV[66dB(μV)]e.m.f.の同調周波数の無変調正弦波信号に対す

る応答と等しくなる。所定のインパルスエリアを持つパルス変調搬送波は、表Ｅ.１に示

すように様々なパルス幅を持って発生させることができる。 

 

表Ｅ．１ （インパルスエリア）1.4 nVsのパルス変調信号の搬送波振幅 
パルス幅 wp / ns 搬送波振幅(e.m.f) Lcarrier  / dB(�V) 

100 86 
200 80 

 

 

リニアの平均値検波器を持っている測定用受信機に対して、実効値 2 mV[66dB(μ

V)]e.m.f.の同調周波数の無変調正弦波信号に対する応答と等しくなるには、インパルスエ

リア(emf)は1.4/n mVs e.m.f（nはパルス繰り返し周波数）が必要である。n=50,000に対

しては、インパルスエリアは28 nVsとなり、すなわち1MHzのバンド幅B
Bimpを持つ尖頭値

測定用受信機の場合と比較して26 dB高い。 

 

実効値検波器を持っている測定用受信機に対して、実効値 2 mV[66dB(μV)]e.m.f.の同

調周波数の無変調正弦波信号に対する応答と等しくなるには、1 kHzのパルス繰り返し周

波数に対しては、インパルスエリア(emf)は[44(B3) -1/2] μVs が必要である。1MHzのイ

ンパルス帯域幅B
Bimpに対しては、対応するB3B は700 kHzである。従って、要求されるイン

パルスエリアは52.6 nVsとなり、すなわち1MHzのバンド幅B
Bimpを持つ尖頭値測定用受信

機の場合と比較して31.5 dB高い。 
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図Ｅ.３ パルス幅200nsのパルス変調信号のスペクトル例 
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Ｅ.７ 測定用受信機のインパルス帯域幅の測定 

 測定用受信機のインパルス帯域幅B
Bimpは、ピーク値（受信機で測定した）Upを試験パル

スのスペクトル密度で割ったものとして定義される。 

 

Bimp = Up / D                    (E.6) 

 

もし、Upが μV単位で測定され、DがμV/MHz単位で与えられていれば、B
BimpはMHz単

位で得ることができる。どちらの量、すなわちUp及びDは、変調しない正弦波信号の実効

値で較正されていると仮定されており、これがCISPR測定用受信機の場合に相当する。 

 

パルススペクトル密度Dは、いつも正確な参照量として得られるわけではない。インパ

ルス帯域幅測定の不確かさを減ずるために、以下の測定法１と２では、各々２回の測定を

行う。ある条件では、測定受信機の選択度もまたB
Bimpを計算するのに用いられる（方法３

に示されているように）。というのは、BimpB

は測定用受信機の“電圧帯域幅”（電力帯域幅

や等価雑音帯域幅と混同してはいけない。これらは、測定用受信機の実効値検波器を用い

た時のガウス雑音の実効値を決定するものである）であるからである。B
Bimpは中間周波フ

ィルタの選択度曲線、フィルタの位相特性（非線形の可能性もある）及び受信機のビデオ

帯域幅から決定される。それは、B6B より広いが、受信機のB
BimpとB6B やB

B3との関係に関して

一般的な係数は存在しない。 

 

測定法１：２つの同じ振幅と幅を持つパルスで、繰り返し周波数が低いものと高いものに

対するB
Bimpの応答の比較による測定 

 
 この方法は、図E.4に示すように短いパルス継続時間を持ち、２つの異なるprf（パルス

繰り返し周波数）のパルス変調RF信号に適用する（を用いる）。高いprf（fp >> Bimp）に

対しては、受信機は図E.5に示すように、受信機は搬送波周波数に同調することができ

る。低いprf（fp << Bimp）に対しては、スペクトラムは図E.6に示すように、広帯域信号と

して現れる。パルススペクトル密度はD = U1*τとなる。パルスの形状（振幅= U1と幅

τ）は、prfと独立でなければならない。B
Bimp=1MHzに対しては、fp1=30MHz､fp2=30kHz

と選択できるであろう。 

 最初の測定では、実効値振幅U2はU2= U1*τ* fp1となる。高い信号対雑音比によって、

低い測定不確かさが実現できる。しかしながら、過負荷とならないように注意しなければ

ならない。２番目の測定では、ピークから遷移領域への値の実効値の最大応答はUp= U1*

τ* Bimpとなる。もし、積U1*τが２つの測定で完全に一致していれば、B
Bimpは２つの測定

結果から、図E.7に示すように、式(E.7)を用いて計算することができる。 

 

   B
Bimp= fp1*( Up / U2)               (E.7) 
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時間 

電圧 

パルス幅（50%点における） 

パルス繰り返し周波数(PRF) 

搬送波信号周波数 

図Ｅ.４ 測定用受信器に入力されるパルス変調無線周波信号 

 

 

 

電圧 

周波数 

図Ｅ.５ パルス繰り返し周波数（prf）よりも十分に狭いB
Bimpによるフィルタリング 

 

 

 

電圧 

周波数 

電圧 
搬送波信号

過渡応答の尖頭値

の実効(RMS)値 

周波数 
 

図Ｅ.６ パルス繰り返し周波数（prf）よりも十分に広いB
Bimpによるフィルタリング 
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受信機の応答 

パルス繰り返し周波数(PRF) 

 

図Ｅ.7 インパルス帯域幅の計算 

 

測定法２：インパルス（衝撃）性の信号に対するB
Bimpの応答と、同じ信号に対する狭い帯

域幅の応答との比較による測定法 
 

選択したprf（パルス繰り返し周波数）に関らず一定の振幅を保持できるパルス発生器

を入手できない場合は、比較的低いprfにおいて測定方法２を適用できる。これは、測定

方法１と同じ原理に基いている。しかし、２番目の測定では、高い繰り返し周波数の信号

を使用する代わりに、prfより十分に狭いフィルタを用いて行う。この方法はC.1.5項ｓに

も記述されている。 

 

この方法では、パルススペクトル密度Dを、方程式D=Uk/fp によって決定する。ここ

で、Ukは一つの線スペクトルの測定値（即ち、もし信号がパルス変調搬送波である場合

は搬送波、または受信周波数の中心線であり、その周波数でB
Bimpが測定される）、fp はprf

である。言い換えれば、fpは狭帯域フィルタの帯域幅より十分高く、測定するBimpB

より十

分低くなければならない。即ち、B
Bnarrow <<fp <<Bimpであること。例えば、BnarrowB

 = 9 kHz,  

fp= 100 kHz,  Bimp= 1MHzと設定する。この方法は、変調されていない正弦波信号を加え

た時に、狭帯域フィルタの応答と、測定されるべきフィルタの応答とを比較し、Dの計算

における補正係数c（c=U2/U1, U2は広いほうのフィルタに対する値で、U1は狭いほうのフ

ィルタに対する値）を導出するものである。従って、D = c*Uk/fpである。Dが決定された

ならば、Up を尖頭値検波器で測定し、B
Bimpを、式(E.2)で計算する。 

 

測定法３：正規化された線形選択度関数の積分 

 

この方法は、高い精度を持つという特徴があり、完全に線形な選択度関数（例：デジタ

ルフィルタ、または製造者の仕様に基く）をもつフィルタに対して適用できる。ビデオ帯
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域幅は、インパルス帯域幅に比べ十分に広い（例えば10倍）必要がある。(Bvideo >> Bimp) 
 

この方法では、測定用受信機のインパルス帯域幅は正規化（正規化係数としての

1/Umaxを持つ）されたリニア選択度関数U(f)の面積として定義される。 

 

∫
+∞

∞−

= dffU
U

Bimp )(1

max

 

 

高分解能のデジタル周波数表示を持つ測定用受信機では、選択度特性U(fn)を測定する

ために、ΔfごとにNステップの周波数で同調することができる。60 dB点を100ステップ

(N=101)で測定すれば、通常、正確な帯域幅測定をするためには十分である。同様に、掃

引受信機は、そのスタート及びストップ周波数が、フィルタ曲線の60dB点に一致するよ

うに設定することができ、振幅特性が得られるように１回周波数掃引する。試験信号は、

CW信号で供試フィルタのフィルタ形をトレースする。この時、インパルス帯域幅は測定

でき、以下の式で計算される。 

 

2
))()((1
1

1max

ffUfU
U

B n

N

n
nimp

Δ
⋅+= +

=
∑  

 

図E.8は、正規化された選択度関数の1MHzの例（目盛は真数）を示している。 

 

 kHz 

 

図Ｅ.８ 正規化された選択度特性の例（1MHzの場合） 
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付 則 Ｆ 
（規定） 

 
CISPR 14-1 の 4.2.3 項に基づくクリックの例外規定に関する性能試験 

 
 
 CISPR 14-1:2005 の中で述べられている例外規定を適用するに当たって、アナライザ

は以下の付加的情報を提供すること。 
 
ａ）継続時間が 10ms 以下のクリックの数 
 
ｂ）継続時間が 10ms を超え 20ms 以下のクリックの数 
 
ｃ）継続時間が 20ms を超え 200ms 以下のクリックの数 
 
ｄ）装置がクリックの定義に適合しないクリック以外の妨害波を発生し、いずれの例外規

定も適用されないことが明確になったときの、その装置が試験に不合格であることの

表示 
 
ｅ）試験の開始からｄ）で述べた妨害波の発生までの時間 
 
ｆ）準尖頭値レベルが連続妨害波の許容値を越える、クリック以外の妨害波の全継続時間 
 
ｇ）クリック率 
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表Ｆ.１  ディスターバンスアナライザの試験信号ａ 

 

 60

70



 

表Ｆ.１ （続き） 
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表Ｆ.１ (続き) 
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表Ｆ.１ (続き) 

 63

73



 

表Ｆ.１ (続き) 
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図Ｆ.１  表Ｆ.１に規定するアナライザの性能試験用信号の概念図 
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付則 G (情報) 
 

APD 測定機能の仕様に関する根拠 
 
 

測定器の仕様は、以下の定義及び条件に基づいている。 
 
a) 振幅のダイナミックレンジ 

振幅のダイナミックレンジは、所定の精度で APD を測ることができる振幅範囲と定

義する。ダイナミックレンジの上限は、被測定妨害波の尖頭レベルよりも高いこと。

下限は製品規格作成にあたって決められる妨害波の許容値より 10 dB 以上低いこと。 
 
CISPR 11, Group 2, class B, ISM 装置のピーク許容値は 110 dBμV/m、重み付け許容

値は 60 dBμV/m であるので、10 dB の余裕を取って、ダイナミックレンジは 60 dB
とした。 
 

b) サンプリング速度 
守るべき無線業務の等価帯域幅で妨害波の APD を測定するのが理想である。しかし、

スペクトラムアナライザの分解能帯域幅は、1GHz 以上では 1 MHz と指定されている

ので、サンプリング速度は 10M サンプル/秒より早いことにした。 
 

c) 最大測定時間 
CISPR 11 は、1GHz 以上の電子レンジ妨害波の尖頭値測定時間を 2 分と規定している。

従って、APD 測定の測定時間を少なくとも２分とした。計数器あるいはメモリのサイ

ズに制限があるので、長い測定時間は困難であることから、測定できない時間が、全

測定時間の 1%よりも少なければ間欠測定も許容される。 
 

d) 最小測定確率 
確率測定において有意な結果を得るには、約 100 個の事象が必要である。従って、最

小測定確率は以下のように計算される。 
測定時間を 2 分、サンプリング速度を 10M個/secと仮定すると、確率は

100/(120×10×106)～10-7となる。 
 

e) APD 測定データの表示 
APD 測定結果の表示の振幅分解能は、ダイナミックレンジと A/D 変換器の分解能に依

存する。例えば、60 dB のダイナミックレンジを有する場合、対数振幅に 8 bit A/D 変

換器を適用すると、表示の分解能は、0.25 dB (～60/255 dB)程度となる。 
 
図 G.1 および図 G.2 に APD 測定機能を可能にするためのブロックダイアグラムを示す。 
 
APD 測定結果の例を図 G.3 に示す。 
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図G.2 A/D変換器を使用するAPD測定回路のブロックダイアグラム 
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図G.3 APD測定結果の表示例 
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はじめに 
 
本編は、CISPR16-1-2（第１.1 版（2004-06））に準拠し、無線妨害波及びイミュニティの測定装置並

びに測定方法の規格のうち、第１部：無線妨害波およびイミュニティの測定装置、第２編：補助装置－

伝導妨害波－の技術的条件および性能評価法について定めたものである。 
 
本編は、８つの章および７つの付則から構成される。付則Ａ、Ｅ、およびＦは拘束力を持つ規格であ

る。また付則Ｂ、Ｃ、Ｄ、およびＧは技術情報である。 
 
１．適用範囲 
 
本編は、周波数9kHzから18GHzまでの帯域における無線妨害波電圧、電流、および電磁界強度の測定

装置の特性と機能に関して定めた基本的な規格である。 
 
本編の対象となる補助装置の仕様は、擬似電源回路網、電流および電圧プローブ、およびケーブルに

電流を誘起するための結合装置などに関するものである。 
 
本編の要求事項は、測定器の有効指示範囲内において、あらゆる周波数及びあらゆるレベルの無線妨

害波電圧、電流について、満足しなければならない。 
 
２．引用規格 
 
以下の引用規格は、本編の利用に不可欠なものである。発行年が記された規格は、その規格を適用す

る。記されていない規格は最新の規格（あらゆる修正を含む）を適用する。 
 
[1] CISPR 14(1993)+amd1(1996)：電磁両立性－家庭用機器、電動工具および類似機器に対する要求事

項 
 
[2] 本規格：無線妨害およびイミュニティ測定装置並びに測定法に関する規格 

 第１部：無線妨害およびイミュニティ測定装置、第１編－測定用受信機 
 
[3] CISPR 16-2-1 (2003)：無線妨害およびイミュニティ測定装置並びに測定法に関する規格 

 第２部：無線妨害およびイミュニティ測定法、第１編－伝導妨害波測定法 
 
[4] CISPR 16-3 (2003)：無線妨害およびイミュニティ測定装置並びに測定法に関する規格 

 第３部：ＣＩＳＰＲ技術報告 
 
[5] CISPR 16-4-1 (2003)：無線妨害およびイミュニティ測定装置並びに測定法に関する規格 

 第４部：不確かさ、統計および許容値モデル、第１編－標準化されたＥＭＣ試験の不確かさ 
 
[6] CISPR 16-4-2 (2003)：無線妨害およびイミュニティ測定装置並びに測定法に関する規格 
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 第４部：不確かさ、統計および許容値モデル、第２編－測定装置の不確かさ 
 
[7] JIS C 60050-161 (1997)：国際電気工学用語（IEV） 161章：電磁両立性 
 
３．用語と定義 
本編に関する用語を以下のように定義する。あわせて引用規格[7]を参照すること。 

 
３.１ 平衡電圧 

 平衡電圧は、単相電源のような2本の導線の回路において、2本の導線間に現われる無線妨害波電圧で

ある。この電圧は、ディファレンシャルモード電圧と呼ばれることもある。一方の電源端子と大地間の

電位差をベクトル量Va、他方の電源端子と大地間の電位差をベクトル量Vbとした時、平衡電圧は、Vaと

Vbのベクトル差（Va－Vb）で表される。 
 
３.２ 不平衡電圧 

不平衡電圧は、電源端子の電気的な中点と大地間に現れる無線妨害波電圧である。この電圧は、コモ

ンモード電圧と呼ばれることもあり、VaとVbのベクトル和の半分、すなわち、(Va＋Vb)/2である。 
 
３.３ 一線大地間電圧 

 一線大地間電圧は、3.1節で定義されたベクトル電圧VaまたはVbの振幅である。この電圧はＶ型擬似

電源回路網を使用して測定する。 
 
３.４ 不平衡擬似回路網(AAN) 
不平衡擬似回路網は、非遮蔽平衡信号（たとえば通信）線路上の平衡 (ディファレンシャルモード) 信

号電圧を除去しながら、不平衡（コモンモード）電圧を測定（または注入）するために使用する回路網

である。 
注：“Ｙ型回路網”という単語はAANと同義語である。 

 
３.５ インピーダンス安定化回路網(ISN)・擬似通信回路網 
インピーダンス安定化回路網は、一般に、供試装置に安定なインピーダンスを与える回路網である。

しばしば、AANの同義語として使用される。また、擬似通信回路網とも呼ばれる。 
 
３.６ 結合減結合回路網(CDN) 
結合減結合回路網は、対象とする回路の信号を測定、あるいは回路に信号を注入するための回路網で、

かつ対象外の回路からの信号を測定あるいは注入することを防ぐ回路網である。 
 
３.７ 縦電圧変換損（不平衡減衰量） (LCL)  
縦電圧変換損とは、１あるいは２ポートの回路において、回路の端子の接続線に存在する縦方向(不平

衡モード)信号によって、その端子に誘起する希望しない横方向(平衡モード)信号の程度を表す尺度(dB
表示の比)である（ITU-T勧告O.9の定義）。 
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４．擬似電源回路網 
 擬似電源回路網は、以下の要求事項を満足すること。供試装置の電源端子に無線周波数で規定のイン

ピーダンスを与えること。電源に重畳する不要な無線周波信号から試験回路を分離すること。また妨害

波電圧を測定用受信機に出力すること。 
 擬似電源回路網には、2 つの基本的な回路網、すなわち、一線大地間電圧を出力するＶ型回路網と、

平衡電圧および不平衡電圧を分離して出力するΔ型回路網がある。 
 擬似電源回路網には、3 種類の端子がある。それらは、供給電源との接続用の電源端子、供試装置と

の接続用の装置端子、妨害波測定装置との接続用の妨害波出力端子である。 
注：擬似電源回路網の回路例を付則Ａに示す。 

 
４.１ 回路網インピーダンス 
 擬似電源回路網のインピーダンスとは、その妨害波出力端子を 50Ωで終端した場合に、装置端子で測

定される基準接地点に対するインピーダンスである。 
擬似電源回路網の装置端子のインピーダンスは、供試装置に対しては終端インピーダンスとなる。こ

のため、測定用受信機が妨害波出力端子に接続されていないときは、その端子を 50Ωで終端しなくては

ならない。 
 電源の各導線に関する回路網インピーダンスは、電源端子と基準接地点の間にどのような値の外部イ

ンピーダンスがあっても、４.２、４.３、４.４、４.５または４.６節に適合しなければならない。なお、

この外部インピーダンスには、短絡の場合や、４.７節に述べる無線周波フィルタが接続されている場合

を含む。この要求事項は、通常の状態において、最大定格値までの連続電流を流した時の回路網の温度

全てにおいて満足すること。また、電流の尖頭値が最大定格値に達しても満足すること。 
 
４.２ 50Ω／50μH＋5Ω Ｖ型擬似電源回路網(9kHz から 150kHz まで) 
 この回路網は、規定の周波数範囲で、図 1a のインピーダンス－周波数特性を持つこと。±20％の許

容偏差を認める。 
注：この回路網は、本項および４.３節の両方の要求事項を満足するよう構成できる。 

 
４.３ 50Ω／50μH Ｖ型擬似電源回路網(0.15MHz から 30MHz まで) 
 この回路網は、規定の周波数範囲で、図 1b のインピーダンス－周波数特性を持つこと。±20％の許

容偏差を認める。 
注：４.２節の 50Ω／50μH＋5Ω Ｖ型擬似電源回路網は、本項のインピーダンス要求事項も満足できる。 

 
４.４ 50Ω／5μH＋１Ω Ｖ型擬似電源回路網(150kHz から 100MHz まで) 
この回路網は、図 2 のインピーダンス－周波数特性を持つこと。±20％の許容偏差を認める。 

 
４.５ 150Ω Ｖ型擬似電源回路網（150kHz から 30MHz まで） 
 この回路網のインピーダンスは、大きさが 150±20Ωで、位相角は±20°以内であること。 
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４.６ 150ΩΔ型擬似電源回路網（150kHz から 30MHz まで） 
 この回路網のインピーダンスは、装置端子間、

間の両方について、大きさが 150±20Ωで、位相角は±20°以内であること。 
 平衡電圧を測定するためには、遮蔽した平衡型トランスが必要である。擬似電源回路網のインピーダ

ンスが大きく変化することをさけるために、トランスの入力インピーダンスは、対象周波数範囲内にお

いて 1000Ω以上であること。測定用受信機で測定した電圧は、回路素子の定数と変圧比に依存する。

回路網は較正すること。 
 
4.6.1 150ΩΔ型擬似電源回路網の平衡度 
 擬似電源回路網および上述のトランスを介して回路網に接続した測定用受信機で構成されるシステ

ム全体の平衡度は、不平衡電圧によって平衡電圧測定が実質上影響されない程度でなければならない。

この平衡度は、図 3 に示す回路を用いて測定すること。 

図３ Δ型擬似電源回路網の平衡度に関する測定法 
 
 0Ωの内部インピーダンスを持つ信号発生器から、200Ω±1％の２つの抵抗の接続点と基準接地点と

の間に電圧Ｕａを印加する。これらの抵抗の他端は擬似電源回路網の装置端子に接続する。 
 電圧Ｕｓは平衡電圧測定点で測定する。電圧比Ｕａ／Ｕｓは、20：1（26dB）より大きいこと。 
 
４.７ 分離 
 いかなる試験周波数においても、電源に重畳する不要信号が測定に影響を及ぼさないようにするには、

擬似電源回路網と電源の間に追加の無線周波ローパスフィルタを挿入しなければならないかも知れな

い。このフィルタを挿入した場合にも、４.２、４.３、４.４、４.５、４.６節のインピーダンス要求事項

を満足すること。このフィルタを構成する素子は、測定システムの基準接地点に直接接続した金属遮蔽

内に収納しなければならない。 
 
４.８ 電流容量と直列電圧降下 
 最大連続電流値と最大尖頭電流値を規定しなければならない。最大定格電流を連続して流している時

に供試装置に加わる電圧は、擬似電源回路網の電源端子における電源電圧の 95％以上でなければならな

い。 
 

および互いに接続された２つの装置端子と基準接地点

5
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.９ 基準接地導体への接続の変更 
回路網の基準接地導体に、その製品規

、1.6mH のインダクタ

４

 ある種の供試装置の測定では、４.２および４.３節の擬似電源

格に応じてインピーダンスを追加挿入する必要がある。これは、それぞれ図 4 および 5 に示した基準接

地線のＸ点に挿入する。そのインピーダンスは、対象となる周波数範囲に応じて

ンスもしくは４.２または４.３節のインピーダンスの要求事項に合致すること。 
注：安全面から、４.２節に述べた 5Ωの抵抗は除去する。 

 

 

図４ 50Ω／50μＨ＋5ΩのＶ型擬似電源回路網の例 
（４.２およびＡ.２節参照） 
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Ｖ型擬似電源回路網の装置端子と妨害波出力端子の間の電圧分配係数を測定し、妨害波電圧の測定時

考慮すべきである。電圧分配係数の測定手順はＡ.８節に述べられている。 
 
 

 

図５ 50Ω／50μＨ、50Ω／5μＨ＋１Ωあるいは 150ΩのＶ型擬似電源回路網の例 
（４.３、４.４、４.５およびＡ.３、Ａ.４、Ａ.５節参照） 

 
 
４.１０ 擬似電源回路網の電圧分配係数の較正 
 

に
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５．電流および電圧プローブ 
 

 電流プ 衡電流

（ディファレンシャル 則Ｂの B.5 節に構造

詳細例を示す。 

.1.2 特性 

挿入インピーダンス 最大１Ω 
伝達インピーダンス＊ 周波数特性の平坦な線形領域では、0.1 から 5Ωの間、それより低い

周波数領域では、0.001 から 0.1Ωの間（電流プローブを 50Ωで終端

した場合） 
シャント付加容量 電流プローブの覆いと被測定導体との間で 25pF より小さい値。 
周波数応答 伝達インピーダンスを規定の周波数帯域で較正すること。プローブの

代表的な周波数範囲は、100kHz から 100MHz まで、100MHz から

300MHz まで、200MHz から 1000MHz まである。 

５.１ 電流プローブ 
 ケーブルに流れる不平衡妨害波電流は、特別に開発されたクランプ型の電流変成器を用いることによ

り、電源線の導体に直接接触することなく、また回路を変更することなく測定することができる。その

有用性は、複雑な配線のシステムや電子回路等において、通常の動作あるいは配置構成を損なうことな

く測定できることからも自明である。電流プローブは、測定対象の導体に簡易にクランプできるような

構造にする。被測定導体は１回巻きの 1 次側巻線に相当し、2 次側の巻線は電流プローブに内蔵されて

いる。 
 
 電流プローブは、本来、30Hz から 100MHz までの測定に用いられるが、30Hz から 1000MHz までの

測定に使用できるものも作ることができる。100MHz を越える場合には、一般の電源系では電流が定在

波を生じるため、最大電流を検出するのに最適な位置にプローブを置く必要がある。 
 
 電流プローブは、全通過周波数帯域で平坦な周波数応答となるように設計する。この平坦な帯域より

低い周波数でも、正確な測定は可能であるが、伝達インピーダンスが低下するため、感度が低下する。

平坦な帯域より高い周波数については、電流プローブが共振するため、正確な測定はできない。 
 

ローブは、これを遮蔽構造にすることによって不平衡電流（コモンモード）あるいは平

モード）のどちらかを測定するのに用いることができる。付

の

 
5.1.1 構造 
 電流プローブは、被測定導線を切断することなく、電流を測定できるような構造でなければならない。 
 付則Ｂにいくつかの代表的な電流プローブの構造を示す。 
 
5
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磁気飽和 測定誤差が 1dB 未満となる一次巻線の直流あるいは交流電源電流の

最大値を示すこと。 

ででは 2.5dB より小さいこと。 
流プローブ開閉部間隔 最低 15mm 

 

圧測

にも使用できるが、ある用途においては、高インピーダンス回路に過大な電圧が掛かることを避ける

。 

ブによる挿入損失を、9kHz から 30MHz までの周波数帯域で、50Ω系で較正すること。保

プローブの導線および被測定電源線と基準接地導体によって形成されるループは、強い磁界の影響を

、できるだけ小さくすること。 

 
 

 
 
 
 
1

                                                 

外部磁界の影響 電流の流れている導線を、電流プローブの開口部から外して、プロー

ブの近くに置いたとき、指示値は 40dB 低下すること。 
電界の影響 10V/m 未満の電界によって影響を受けないこと。 
向きの影響 任意の太さの導線を開口内の任意の場所に置いたとき、電流測定値の

変化は 30MHz までは 1dB より小さいこと、30MHz から 1000MHz ま

電

 
 
５.２ 電圧プローブ 
 
5.2.1 高インピーダンス電圧プローブ 
 電源線と基準接地導体間の電圧測定に使用する回路を図 6 に示す。電圧プローブはブロッキング容量

Ｃと抵抗からなり、電源線とアース間の全抵抗は 1500Ωとする。このプローブは、他の線路の電

定

ために、上記インピーダンスを増やす必要があるかも知れない。安全性の面から、測定装置の入力端子

間にインダクタンスを接続しなければならない場合がある。その場合、誘導リアクタンスＸｃは抵抗Ｒ

より十分大きいこと

 
 電圧プロー

護用素子による測定確度への影響は、1dB 未満か、または較正を行うこと。周囲ノイズがある場合は、

注意して妨害波レベルを正確に測ること。 
 

減らすために

 
 
 

 
 

 
＊： 逆数の伝達アドミタンス（dB(S)）でも代用できる。dB 表現を用いた場合には、アドミタンスを測定用受信機の指

示値に加える。伝達インピーダンスもしくはアドミタンスの較正には、その目的に応じて設計されたジグが必要である（付

則 B 参照）。 
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.2.2 容量性電圧プローブ 
ケーブルに流れる不平衡妨害波電流は、クランプ型の容量性結合装置を用いることにより、電源線の

体と直接接触したり、回路を変更することなく測定することができる。その有用性は、複雑な配線の

ステムや電子回路等において、通常の動作あるいは配置構成を損なうことなく測定できることからも

明である。容量性電圧プローブは、測定対象の導線に簡易にクランプできるような構造とする。 

容量性電圧プローブは周波数 150 kHz から 30 MHz の伝導妨害波測定に用いることができ、対象とな

周波数範囲においてほぼ平坦な周波数応答特性を有する。ケーブル上の妨害波電圧と測定器に入力さ

る電圧との比で定義される電圧分割係数は、ケーブルの種類に依存する。電圧分割係数は付則 G に記

されている方法に従って、規定された周波数範囲において、ケーブルの種類に応じて較正しなければ

らない。 
 
被測定ケーブル周囲の不平衡（コモンモード）電界に対する十分な遮蔽を確保するために、容量性電

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 電源の高周波電圧測定回路（5.2.1 項参照） 
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圧プローブに付加的な電磁遮蔽が必要となる場合がある。（5.2.2.2 項「電界の影響」を参照） 

Xc < 1500 Ω C 

(1500-R) Ω 

測定装置 

電源線 

X1 > R R

注） 
1500V U

R
=

ここで、 

V は妨害波電圧 

U は測定装置入力電圧 
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 容量性電圧プローブは通信ポートにおける妨害波測定に適用できる。測定可能な最小電圧の典型的な

は 44 dBμV である。 

2.2.1 構造 
容量性電圧プローブは、被測定ケーブルを切断することなく、妨害波電圧を測定できるような構造で

ければならない。ケーブルと基準接地面間の電圧測定に使用する回路を図１１に示す。プローブはイ

ピーダンス変換増幅器に接続された容量性結合クランプで構成されている。平坦な周波数応答特性を

るために、増幅器の入力抵抗RpはリアクタンスXcに対して十分大きくなければならない。 

 

図７ ケーブルと基準接地面間の電圧測定に使用する回路 
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 付則Ｇに容量性電圧プローブの典型的な構造と性能評価法を示す。 
 

U

Gp:インピーダンス変

幅器の利得 

C: ケーブルとクランプ間の容量 

Cs:プローブと基準接地面間の容量 

幅器の容量 

スタンス 

換増

Cp:インピーダンス変換増

Rp:インピーダンス変換増幅器のレジ

V: 妨害波電圧 

U: 測定器の入力電圧   
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5.2.2.2 要求事項 

容量性電圧プローブの接地端子と被測定導体との間の容量は 10 
pF より小さいこと。 

 

浮遊容量 

周波数応答 電圧分割係数Fa [dB]=20log10|V/U|（図１１参照）は、規定の周

波数範囲で較正されていること。 

パルス応答 CISPR16-1-1 付則Ｂ及びＣに規定されたバンドＢのパルスに対

して直線性が確保されていること。 

電界の影響 被測定ケーブルを容量性電圧プローブから取り外したとき、指

（プローブ近傍にある

測

ーブルとの静電結合

影響） 

示値が 20 dB 以上低下すること。測定方法を付則Ｇに記述する。 
被 定ケーブル以外の

ケ

の

容量性電圧プローブ開

（二つの同軸電極を

割部で開いた時 
図 G.1 参照）） 

最低 30 mm 
口

分

（
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６．伝導電流イミュニティ測定のための結合装置 

は、供試導線に る機器を高

周波的に絶縁して、注入電流が影響しないようにするためのものである。少なくとも 30MHz 以下の周

実際の設置状 めに電流注

入法で印加しなければなら の起電力の間には良い相関がある。機

ミュニティは 式例とそれ

らの構造について述べる。

、0.15MHz から 30MHz までの周波数帯域におけるインピーダンス、および

での周波数帯での挿入損失について行う。 

z までの周波数帯における全体の不平衡インピーダンス（150Ωの抵抗型の妨害

ークコイルが並列）は、妨害波信号を供試装置に注入する点と結合装置の基準接地

大きさは 150Ω±20Ωで、位相角が±20°未満であること（このインピーダンスは、

ISPR 150ΩＶ型擬似電源回路網と同一である。４.４節参照）。 
 
 例として、A 型および S 型の結合装置については、注入点は出力コネクタの遮蔽導体であり、M 型お

よび L 型の注入点は接続用出力端子である。 
 
6.1.2 挿入損失 
 30MHz から 150MHz までの周波数帯では、縦列接続した２つの同一の結合装置の挿入損失は、図８

に示す方法で測定して、9.6dB から 12.6dB までの範囲内であること。 

図８ 結合装置の挿入損失測定配置（周波数 30MHz～150MHz） 
 
 この図にしたがって測定される２つの同一結合装置の挿入損失UG/UBは、30MHzから 150MHzまでの

周波数帯で 9.6dBから 12.6dBまでの範囲内にあること。UGは発振器と受信機を直接接続したときの受

信機の入力レベルである。 
 

注 二つの装置は非常に短い線（≦１cm）で接続すること。 

 

 
 結合装置 妨害波電流を注入し、かつ、他の導線や供試装置に接続されてい

波数帯では、 況における無線妨害波電磁界強度と、これと同じ障害を生ずるた

ない信号源（インピーダンス 150Ω）

器に対するイ 、この起電力値で表す。付則ＣとＤに動作原理と、結合装置の型

 
 
６.１ 特性 
 結合装置の性能試験は

30MHz から 150MHz ま

 
6.1.1 インピーダンス 
 0.15MHz から 30MH
波源と無線周波チョ

の間で測定し、その

C
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７．信号線路測定用結合機器 
 
 信号線路を介した障害の可能性（およびイミュニティ）については、線路上の伝導妨害波電圧または

電流の測定（あるいは注入）によって評価することができる。この評価には、線路上の希望信号成分の

影響を排除しながら、妨害波成分を測定するための結合機器が必要となる。これらの機器としては、電

磁妨害波およびイミュニティ（コモンモードとディファレンシャルモード、電圧・電流）を測定するた

めの機器があり、典型的なものは、電流プローブおよび擬似回路網（AAN またはＹ型回路網）である。 
 

注１：信号線路の伝導イミュニティ試験用 AAN に対する要求条件は、JIS C 61000-4-6＊に記載されている。（AAN

般に「結合減結合回路」（CDN）と呼称されている機器の特別なものである。）妨害波測定のための要求

び端子類が含まれる。 

注３：「不平衡電圧」と「コモンモード電圧」、「平衡電圧」と「ディファレンシャルモード電圧」は３項で定義さ

義語である。 

合は、電流値に、測定手順の詳細に

って信号線路インピーダンスまたは終端インピーダンスを乗ずること。このインピーダンスは、詳細

７.１項に、不平衡（コモンモード）擬似回路網（AAN）の規格を示す。ディファレンシャルモードか

の変換阻止能力（Vdm/Vcm）は、AAN の有用性を決める主たる要因である。このパ

 
 

                                               

は一

条件を満足している AAN はイミュニティ試験のための要求条件も満足するであろう。 

注２：信号線路には、これらの線路に接続される装置の電気通信線路およ

れているように同

注４：「不平衡擬似回路網（AAN）」は「Ｙ型回路網」の同義語で、Ｖ型回路網やΔ型回路網とは異なる回路網であ

る。T 型回路網は Y 回路網の一種である。 

 
 許容値が電圧で規定されている場合に電流プローブを使用する場

従

測定手順に従って、コモンモードまたはディファレンシャルモードの値とすること。 
 
 

らコモンモードへ

ラメータは、縦電圧変換損（ＬＣＬ）と関連する。不平衡擬似回路網の一例と要求される試験および較

正手順を付則Ｅに示す。 
  
７.１ 不平衡擬似回路網（AAN または Y 型回路網）に関する要求性能 
 不平衡擬似回路網（AAN）は、非遮蔽平衡線路（例：通信線路）において、平衡（ディファレンシャ

ルモード）信号の影響を除去して、不平衡（コモンモード）電圧を測定（または注入）する際に用いる。 
 
  注：なお、CISPR 22 国内答申では、擬似通信回路網（ISN）と呼ばれる。 

 
不平衡擬似回路網の一般的な回路図を図９a に示す。 
 

2

 

   
＊ 第 6 節：無線周波電磁界によって誘導された伝導妨

害に対するイミュニティ 
 

：JIS C 61000-4-6、電磁両立性－第 4 部：試験及び測定技術－
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図９a 回路網（AAN

 

 

図９b AAN（Y 型回路網）の縦電圧変換損（LCL）に関する要求特性例 
 

図 9 AAN の基本回路と LCL に関する要求特性例 

 高平衡度の回路と（付加の）一線大地間回路Zunの組み合わせからなる不平衡擬似

またはY型回路網）とその端子の概念図 
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ａ

 
 
・大きさ 
・位相 

 
Ω 
 

不平衡（コモンモード）妨害波測定用の AAN の特性は、不平衡妨害波電圧の周波数帯域および希望

信号の伝送周波数帯域内において必要な特性を満足すること。これらの特性を表１に示す。

表１ 不平衡妨害波測定用擬似回路網(AAN)の特性 
 

不平衡妨害波電圧に対する基本回路網の終端インピーダンス(a)
150Ω±20
0°±20°

ｂ

 

 
 

回路網の EUT（供試装置）接続端子における縦電圧変換損（LCL）

 

 
0.15MHz～30MHz：製品規格

例を図 8b に示す(c) 
  によって規定される。 

(b) 

 

ｃ

 
 
 
 
 

AE（関連装置）接続端子と、EUT 接続端子間の不平衡信号の減

結合減衰量 
 
 
 
 

0.15MHz で 35dB を超え、

1.5MHz において 55dB、その

間は周波数の対数に対して直

線的に増加。 
1.5MHz を超える周波数では

55dB を超えること。 
 

ｄ

 
EUT 接続端子と、AE 接続端子間の平衡信号に対する挿入損失 3dB 未満(d) 

ｅ

 

EUT 接続端子と測定用受信機の接続端子間に挿入される不平衡

回路の電圧変換係数。この値は測定用受信機の指示値に加算され

る。 

9.5dB（代表値）(e) 
 

 

f 
 

周波数範囲(f)   １）妨害波に関して 
２）イミュニティに関して 

0.15MHz～30MHz 
JIS C 61000-4-6 参照 
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ａ AAN の不平衡インピーダンスは、図 9a の不平衡回路 Zun の付加によって一般に影響を

格

で示した許容範囲は不平衡回路を含めて適用する。もしそうでない場合、例えば不平衡回

路の付加によりイン 化するならば、こ

の許容範囲は AAN の製造業者に任せるべきものであり、製品規格はこの点を考慮してイン

置の適合確認に用いる AAN の LCL 値については幾つかの概念がある：信号線の LCL
LCL 値。 

ｃ 図 9b の LCL は、CISPR22:1997 に対する修正案に基づく。但し、許容範囲は変更した

ものである。将来、他の LCL 値が製品規格で規定されるかも知れない。

示したLCLに関する要求条件は例にすぎない。一般にLCLの許容範囲の設定にあたっては、

基本 AAN の LCL のバラつき、不平衡回路インピーダンス Zun の定格値からの偏差、LCL

LCL の要求値と周波数に応じて増大することを考慮すべ

きである。図 9b は実現可能な許容範囲の例を示している。 

ｄ 実際の要求条件は信号伝送システムの仕様に依存する。い

失を 6dB まで許容している。AAN に起因する挿入損失は AA する信

号源及び負荷インピーダンスに依存する。AAN の製造者は挿入損失の測定値を、インピー

路の位相特性を

示すことは有益である。 

。 

の回路網を使用するかも

受ける。この規格では基本回路網のインピーダンスの許容範囲を規定する。もし不平衡回

路の付加による基本回路網のインピーダンスと位相の変化が無視できるならば、この規

ピーダンスが 10Ω以上、または位相が 10°以上変

ピーダンスと位相の許容範囲を規定すべきである。 
 
ｂ 装

値より高い LCL 値、または実際の通信線のカテゴリーを模擬した

 

従って、本規格に

測定における不確かさの３つの要素を考慮する必要がある。

る際は、実現可能な許容範囲が、

製品規格で許容範囲を決定す

 
くつかのシステムでは挿入損

N の平衡回路全体に対

ダンス（例えば 100Ω）と共に示すべきである。さらに、製造者が平衡回

 
ｅ AAN の電圧変換係数は図 E.6 に示す試験回路で較正するこ

 
と

ｆ 全周波数帯を網羅するには、複数 知れない。 

 
 
７.２ 同軸ケーブルとその他の遮蔽ケーブル用の擬似回路網(AN) 
同軸ケーブル及びその他の遮蔽ケーブル用の擬似回路網は、通信または高周波信号の伝送状態におい

て、ケーブルの遮へい外被の不平衡（コモンモード）電圧測定（または注入）に使用される。要求され

る特性を表２に示す。 
 
  注：また、CISPR 22 国内答申では、擬似通信回路網（ISN）と呼ばれる。 
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 表

 

ａ 不

ダ

・

・

２ 同軸ケーブルおよびその他の遮蔽ケーブル用擬似回路網(AN)の特性 

平衡妨害波電圧に対する基本回路網の終端インピー

ンス(a) 
大きさ 
位相 

 
150Ω±20Ω 
0°±20° 

ｂ A
不平衡信号の減結合減衰量(b) 

0.15MHz～30MHz： 40dB
を超えること。 

E（関連装置）接続端子と、EUT(供試装置)接続端子間

の

 

ｃ E
信号に対する挿入損失と伝送帯域。これは特性インピー

 

より

規定される(c) 
UT 接続端子と AE 接続端子間の（通信または高周波） システムの要求条件に

ダンスに依存する。 

ｄ E
る

指

 

UT 接続端子と測定用受信機の接続端子間に挿入され

不平衡回路の電圧変換係数。この値は測定用受信機の

示値に加算される。 

9.5dB（代表値）(d) 
 

ｅ 周

２）イミュニティに関して 
Hz～30MHz 

JIS C 61000-4-6 参照 
波数範囲      １）妨害波に関して 0.15M

 
 
ａ AN

ル

（注 T 側のもの） 

ｂ されるため、AN
体の減結合減衰量には影響しない。したがって妨害波（またはイミュニティ）の試

 EUT 接続端子と AE 接続端子間の（通信または高周波）信号に対する挿入損失と伝送

、本規格では規定しな

す試験回路を用いて電圧変換係数を測定し較正すること。 

の不平衡インピーダンスは、150Ωの抵抗と、これに並列接続されたチョークコイ

と大地間の容量及び同軸コネクタと大地間の容量とで決定される。 
：同軸コネクタは図 F.1 の EU

 
AE 接続端子において同軸ケーブルの外被は AN の金属筐体に直接接続

自

験配置は、減結合減衰量の最小値を保障すべきである。 
 
ｃ

帯域ならびに、遮蔽外被と内部導体間の特性インピーダンスは

い。これらはシステムの要求条件により規定されるものである。 
 
ｄ AN は、図 F.2 に示
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８．擬似手および直列 RC 素子 

 
８.１ 序 
 ある種の仕様の製品では、供試装置の金属部分に接続する接地端子を持たず、通常は手に持って使用

するものが有るが、このような装置には擬似手を必要とする。 行ったプラスチック筐体にも

同様に擬似手を必要とすることがある。150 kHz から 30 MHz まで（最も問題になる周波数は、5 MHz
響 害波試験に擬

似手 する装置には、電動工具 サ－、電話の送受話器、

ジョイステック、キーボ－ド等の家庭用電気機器等がある。 

８.２
 擬 金属箔（の帯）であり、規定の方法により、通常、使用者の手が触れる装置

の部分に取り付けるか、その部分を包むものである。 

こ 0  ± 10%の抵抗を直列接続した RC 素

子を介して、規定の方法で妨害波測定システムの基準点に接続する（図 10a 参照）。 
 

取っ手または筐 属箔の帯は、通常 60 
mm の幅とすること。キ 最大寸法 金属箔、または、

より実際的なものとして金属板を、キーボ－ドの上に置いてもよい。図 10 および図 11 に一例を示す。 
 

導電処理を

から 30 MHz まで）の周波数範囲において、使用者の手の影

を使用する。擬似手を用いて評価

を模擬するために、伝導妨

、手持ちのミキ

 
 擬似手および RC 素子の構成 
似手は、規定の寸法の

 
の金属箔は、C = 220 pF ± 20%のコンデンサと R = 51  Ω

使用者の手の影響を模擬するために、装置の 体に取り付ける金

ーボ－ドに使用する場合は、 100 mm × 300 m の
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 22

 
 

モーターの固定子鉄心又はギア・ボックスの前面の

筐体に巻いた金属箔 
 

図 10b － 携帯型電気ドリル 

図 10c － 携帯型電気鋸 

図１０ 擬似手の適用 

図 10a － RC 素子 

取っ手に巻いた金属箔 

 
金属筐体 

取っ手に巻いた金属箔 

保護つば 

（付いている

のであれば） 

絶縁された取っ手 

A 及び B : 絶縁材料の取っ手 
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60mｍ幅 A-A の断面 

電話線 L=周囲の長さ 

図 11a – 電話のハンドセットへの擬似手の適用 

ITE への 

制御線 

図 11b – 代表的なキーボードに対する擬似手の適用 

 

 RC 素子と金属箔間の導線は、長さ 1 m であること。試験に際して、より長い導線を使用することが

要な場合は、測定周波数 30 MHz 近辺で導線の全インダクタンスが 1.4 μH未満であること。  

 接続用の導線束全体を自由空間におかれた一本の導線とみなし、伝導妨害波試験の上限周波数が 30 
MHz であれば、この導線のインダクタンス L は 1.4 μH より小さくなければならない。これらの条件

から、導線の長さが判っているなら、導線束の最小直径 d (m)は次式から計算することができる。 
 

必

 

L
I I

d
H= ⎛

⎝⎜
⎞
⎠⎟
−

⎡

⎣
⎢

⎤

⎦
⎥

μ
π2

4
1ln ( )  

ここにおいて、 

μ π= × −4 10 7 H m/  

I は導線の長さ、m 

は導線の直径、m 

 

注： インダクタンスが 1.4 μH 未満であれば、30 MHz でも RC 素子のインピ－ダンスが支配的となる。 

d

擬似手には次の寸法の金属箔を含む。 

a) 60mm 幅で長さは L より大きい 操作中に手で持つ装置の複数の部分に対して。最

大 4 箇所。 

b) 300mm × 100mm キーボードに対して。ここで金属箔はキーの全体

を覆う大きさ、又はキーボードの寸法が金属箔よ

り大きい場合は部分的に覆う大きさ。 

 

図１１ ＩＴＥに対する擬似手の適用例 
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８.３ 擬似手の使用 
 導線の長さが 1 m を超えなければ、一般に RC 素子と基準大地面間の導線の最大長に関する要求事項

を満足している。例えば、RC 素子をできる限り金属箔の近くに置くか、できる限り基準点の近くに置

くかのどちらかとすることができる。その適切な選択は、金属箔を付けた状態での妨害波源の内部コモ

ンモードインピーダンス（一般に未知）と、接続用導線とその周囲によって形成される伝送線路の特性

インピ－ダンスに大いに依存する。妨害波測定の周波数範囲が 30 MHz までに限定されているならば、

RC 素子の位置は重 際の RC 素子は擬似電源回路網ま

たは線路インピ－ダンス擬似回路網に内蔵される。 
 
 電源線伝導妨害波を測定する場合、基準点は擬似電源回路網（AMN）の基準接地点とする。また、伝

導妨害波の測定を信号線または制御線で行う場合は、基準点は線路インピ－ダンス擬似回路網（LISN）

の基準接地点とする。擬似手の使用に際しての原則は、RC 素子の端子 M を、任意の回転しない露出金

属部分および、機器付属の全ての固定および着脱可能な取っ手を包む金属箔に接続することである。ペ

ンキまたはラッカ－で覆われた金属部分は露出金属部と見なし、RC 素子を直接的に接続する。 
 
 以下の各項に、擬似手の詳細な使用法を示す。 
 
a) 機器の筐体が全て金属であり、接地されている場合には、擬似手を必要としない。 
b) 機器 、取 二番目の取っ手 D
があれば、この周りも金属箔で包むこと。モータの固定子鉄心がある場所の筐体 C の周り、または、

より 観測されるの 参照）60 mm 幅

の金属箔で包むこと。これらの金属箔 A が有るなら、こ

れも一緒に接続して、RC 素子の端子

c) 機器の筐体が部分的に金属及び絶縁材料でできており、かつ絶縁材料の取っ手が有る場合は、取っ手

B 及び D の周りを金属箔で包む（図 10c）。もし、モータの位置の筐体が非金属であれば、モータの

固定子鉄心がある場所 C より高い妨害波レベル

この周りを 10b 参照）60 mm 幅の金属箔で包むこと。筐体の金属部 A
B 及び D の周りの金属箔、筐体 C の金属箔を一緒に接続して、RC 素子の端子 M に接続

すること。 
）クラスⅡの機器（接地線なし）が、絶縁材料の２つの取っ手 A および B と金属筐体 C を有する場合、

10c 参照）、金属箔でハンドル A および B の周りを包むこと。A
B 並びに金属筐体 C は一緒にして RC 素子の端子  

e)電話の送受話器およびキーボ－ドの例を図 11 に示す。送受話器では、60 mm 幅の箔を多少重ね合わ

せて送受話器の周りに巻くこと。キーボ－ドの場合には、箔または PCB によって可能な限り完全に

キーボ－ドを覆うこと。PCB を利用する場合、金属面側をキーボ－ドの上に置くこと。ただし、300 
mm X 100 mm の寸法を超える必要はない。 

要な問題ではなく、（また、再現性の観点から）実

っ手 B（図 10c）の周りを金属箔で包み、の筐体が絶縁材料である場合

高い妨害波レベルが であれば、ギア・ボックスの周りを（図 10c
全てを、また金属リングあるいはブッシング

M に接続すること。 

の周り、または、もしギア・ボックスが絶縁材料で、

が観測されるのであれば、 （図

点、取っ手

d
例えば、電気鋸のような場合（図 お

よび M に接続すること。
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付 則 Ａ 

（規定） 

（平衡）電圧と電源線導体の中間点と大

 

 

また、

源側の不要信号を十分遮断しなければならない（一般に不要信号は、測定用受信機において測定レベ

圧が測定用受信機に印加されることを防止しなけれ

ならない。回路網は、電源の各導体（単相式の２導線、および三相式の４導線）についてこれらの条

端するためのス

源

 

Ａ

 

１ １ １ ４ ５

ピーダンスを決定し、

測定用受信機を電源電圧から分離する。  
 

構成部品 値 

 

擬似電源回路網 

（４章に関連） 

 

 この付則は、9kHz から 100MHz までの周波数帯の無線妨害波電圧の測定に用いられる 500A までの

通電容量をもつ擬似電源回路網に関する情報とデータを示したものである。これには、電源線の各導体

と基準大地間の電圧測定用のＶ回路網、および電源線の導体間

地間（不平衡）電圧測定用のΔ回路網が含まれる。

Ａ.１ 概説 

 

 擬似電源回路網はまず、動作周波数範囲全域で規定のインピーダンスを示さなければならない。

電

ルの 10dB 以下でなければならない）。また、電源電

ば

件を満たし、電源線の被測定導線を測定用受信機に接続し、かつ、他の電源線導体を終

イッチを設けなければならない。以下に示す回路網は上記の機能を有している。ただし、単相二線式電

用回路を示す。三相４線式への拡張は容易に行うことができる。 

.２ 50Ω/50μH＋5ΩＶ型擬似電源回路網の例 

表A.1 に示した部品で構成された回路網の例を図 4 に示す。Ｌ 、Ｃ 、Ｒ 、Ｒ およびＲ によりイン

Ｌ２、Ｃ２およびＲ２は電源の不要信号と電源インピーダンス変動を排除し、Ｃ３は

これは 100Ａまでの電流で使えるように構成することができる。

表Ａ.１ 50Ω/50μH＋5Ω回路網の構成部品の値 

Ｒ１ ５Ω 

Ｒ １０Ω ２

Ｒ３ １０００Ω 

Ｒ４ ５０Ω 

Ｒ５ ５０Ω（測定用受信機の入力インピーダンス） 

Ｃ１ ８μＦ 

Ｃ２ ４μＦ 

Ｃ３ ０.２５μＦ 

Ｌ１ ５０μＨ 

Ｌ２ ２５０μＨ 
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9kHzから 150kHzまでの最も低い周波数帯で 量 0.25μＦは無視できないインピーダンス

となる。他に指定されていない限り、このインピーダンスに対する補正が必要である。 

 

 Ｃ１とＣ２はキャパシタンスが大きいので 、回路網のケースを基準接地導体に確実に

接合するか、電源に絶縁トランスを用いなければならない。 

Ａ.７節にインダクタＬ１の適切な構成を示している。25Aを超える電流を用いる機器についてはＬ２は

この場合には、分離に用いるＬ２、Ｃ２およびＲ２は削除できる。その影響は、150kHzより

い周波数では４.２に定める許容範囲をはずれ、電源ノイズの分離は十分ではないかもしれない。 

いるため、分離する部分がない。

かしながら、周囲の電源ノイズが大きい場合には、不要信号除去のためのフィルタが必要となる。こ

ることができる。 

は、Ｃ３の容

、安全性の面から

 

インダクタンスＬ２は、9kHzから 150kHzまでの周波数帯において 10 以上のＱ値をもつものとする。

実用的には、活線および中性線に直列反方向結合したインダクタを用いるのが有効である（コモンコア

のチョーク）。 

 

 

作りにくい。

低

 

 この回路は、４.３の 50Ω/50μHＶ型擬似電源回路網に関する要求事項も満たすことができる。 

 

Ａ.３ 50Ω/50μHＶ型擬似電源回路網の例 

 

 表A.2 の構成部品でできた回路網を図 5 に示す。Ｌ１、Ｃ１、Ｒ２、Ｒ３およびＲ４がインピーダンスを

決定する。前述の例と異なり、インピーダンスに関する規定に適合して

し

の回路網は 100Ａまでの電流で使えるように構成す

 

表Ａ.２  50Ω/50μH Ｖ型回路網の構成部品の値 

構成部品 値 

Ｒ １０００Ω １

５０Ω Ｒ２

 Ｒ３ ０Ω

Ｒ ５０Ω（測定用受信機の入力インピーダンス） ４

Ｒ５ ０Ω 

Ｃ１ １μＦ 

Ｃ２ ０.１μＦ 

Ｌ１ ５  ０μＨ

 

 Ｃ１はキャパシタンスが大きいので、安全性の面から、回路網のケースを確実に基準接地導体に接合

するか、電源側に絶縁トランスを用いる必要がある。 

 

 Ａ.７にＬ１の適切な構成について述べている。 
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Ａ

 表 A.3 の構成部品を用いた図 5 の回路は、150kHz から 30MHz までの帯域で 400Ａまでの電流で適用

構成部品の値 

構成部品 値 

.４ 50Ω/5μH ＋１ΩＶ型擬似電源回路網の例 

 

するのに適している。 

表Ａ.３ 50Ω/5μH ＋１Ω 回路網の

Ｒ１ １０００Ω 

Ｒ２ ５０Ω 

Ｒ３ ０Ω 

Ｒ４ ５０Ω（測定用受信機の入力インピーダンス） 

Ｒ５ １Ω 

Ｃ１ ２μＦ（最小値） 

Ｃ２ ０.１μＦ 

Ｌ１ ５μＨ 
 

 図 A.1 に代替の構成部品の値による回路を示す。これは 150kHz から 100MHz までの帯域で 500A ま

装置のための 50Ω／5μＨ＋１Ω 

代替擬似電源回路網の例 

での電流で使用するのに適している。 

 

 

図Ａ.１ 低インピーダンス電源を使用する
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Ａ.５ 150ΩＶ型擬似電源回路網の一例 

 

 図 5 に適切な回路を示す。構成部品の値を表Ａ.４に示す。 

 

表Ａ.４ 150Ω V 型回路網の構成部品の値 

構成部品 値 

Ｒ１ １０００Ω 

Ｒ２ １５０Ω 

Ｒ３ １００Ω 

Ｒ４  ５０Ω（測定用受信機の入力インピーダンス）

Ｒ５  ０Ω

Ｃ１ １μＦ 

Ｃ２ ０.１μＦ 

Ｌ１ 規定インピーダンスとなるような適切な値 
 

 

Ａ.６ 150ΩΔ型擬似電源回路網の例 

 

 図 A.2 に適切な回路網を示す。構成部品の値を表 A.5 に示す。 

 

図Ａ.２ 不平衡測定装置用の擬似電源回路網（Δ）の例 

 28 109



表Ａ.５ 150ΩΔ回路網の構成部品 

 

構成部品 値 

Ｒ１，Ｒ２ １１８.７（１２０）Ω 

１５２.９（１５０）Ω Ｒ３，Ｒ５

Ｒ ３９０.７（３９０）Ω ４

Ｒ６， ２７５ Ω Ｒ７ .７（２７０）

Ｒ８， ２２.８ Ω Ｒ９  （２２）

Ｒ１０ １１ １０７.８（１１０）Ω ，Ｒ

５０Ω Ｒ１２

Ｃ１， Ｆ Ｃ２ ０.１μ

Ｌ，Ｃ 規定インピーダンスとなるような適切な値  
注１ 平衡／不平衡トランスの巻数比は、中央タップ付で 

１：２.５と仮定する。

注２ カッコ内の抵抗値は、推奨近似値（±５％許容値）。 

 

 

計算結果から以下の回路特性が得られる。カッコ内の値はカッコ内の抵抗値の場合である。 

 

減衰：            平衡    20（20） dB 

              不平衡     20（19.9）dB 

 

 回路網インピーダンス：  平衡   150（150）Ω 

     不平衡  150（148）Ω 

 

Ａ.７ 50μH のインダクタを用いた擬似電源回路網の設計例 

Ａ.７.１ インダクタ 

図 A.3 のインダクタのソレノイドコイルは、絶縁体製の巻芯に直径 6mm の銅線を 8mm ピッチで 35

ターンの一層巻きしたものである。このインダクタンスは、金属ケースの外では 50μH より大きく、金

属ケースの内では 50μH である。 

 

図Ａ.３ 50μＨインダクタの概要 
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 30

インダクタの直径は 3mm の深い

螺旋状の溝を刻み、その溝に巻線を収めるようにする。 

 巻線を分割することによりインダクタの高周波特性を改善できる。4 回巻ごとに分割し、一つ置き毎

にこれを 430Ωの抵抗でシャントする。これらは、インダクタの内部共振を防止するもので、そうしな

いと入力インピーダンスがある周波数で規定値からはずれてしまうことがある。 

 

Ａ.７.２ インダクタのケース 

 インダクタやその他の回路網の部品は、金属製のふたで囲まれた金属製の箱に収められなければなら

ない。底と横のふたは穴をミシン目のようにあけて放熱特性を良くしておく。寸法は、360×300×

180mm とする。図 A.4 に概略図を示す。 

 
注：回路網の負荷側端子は、できるだけ隅の角に配置した方がよい。そうすれば、2 つ以上の回路網のこれらの端子と、

供試装置の付属ソケットを短い導線で接続できる。 

 

図Ａ.４ 擬似電源回路網の外観 

 

Ａ.７.３ インダクタの分離 

 

 図 4 の回路で、分離部分Ｌ２、Ｃ２およびＲ２の無い状態でインダクタを用いたときの電源線上の不要

信号の減衰を図A.5 に示す。減衰は、電源供給端子と無線妨害波測定用受信機端子間の値で決まる。曲

線１の場合には、電源端子における信号発生器の内部インピーダンスは 50Ωの抵抗である。曲線２の場

合は、発生器の内部インピーダンスは、図A.5 に示すように擬似電源回路網の入力インピーダンスの大

きさによって変化する。 

 

130mm である。巻線の電気力学的安定性を改善するため、巻芯に
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Ａ

あるいは信号発生器と測定用受信機または高インピーダンス（低キャパシタンス）プロー

ブを持った高周波電圧計を用いて、それぞれの内部接続の各ライン（たとえば、手動ある

はリモート切換え構成）で測定すべきである。高周波端子に接続されていないすべての

ならない。  

.８ Ｖ型擬似電源回路網の電圧分配係数の測定  
 

電圧分配係数は、それぞれの擬似電源回路網の試験構成に対して、図 A.6a および A.6b
の試験配列を用いて決定することが出来る。測定は、ネットワークアナライザを用いて、

い

ＥＵＴ端子は５０Ωで終端しなければ

 

 

図  Ａ .６ａ ネットワークアナライザの基準化のための試験配置  

 
図  Ａ .６ｂ ネットワークアナライザを用いた電圧分配係数測定の試験配置  
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ライ
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イン

れば

るた

 

 

配、

 
 

Ｔ端子が周波数に依存した入力インピーダンスをもっているため、ネットワークアナ

ザはＥＵＴ端子の電圧レベルで基準化する必要がある。  

信号発生器と高インピーダンスプローブを持った高周波電圧計を用いる場合には、ＥＵ

子には５０Ωパッドを経由して供給し、ＥＵＴ端子と高周波端子の測定によって電圧

係数を決定する間、高周波端子は５０Ω負荷で終端する。  

ＥＵＴ端子で使用されるアダプタの構成は、較正がクリティカルである。その接続は低

ピーダンスを与えＴコネクタをＥＵＴ端子とアース端子に出来るだけ近く配置しなけ

ならない。正確な測定のために正確な５０Ωの信号源と負荷インピーダンスを実現す

め、１０ｄＢパッドを使用する。  

電源端子の各ラインをシャーシに対して５０Ωで終端する。  

１５０ΩＶ型擬似電源回路網については、ＥＵＴ端子と測定用受信機端子の間の電圧分

たとえば１５０Ω／５０Ω、を考慮に入れなければならない。  
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付 則 Ｂ  
（情報）  

最大寸法、ケーブルを流れる最大電源

電流、および測定周波数範囲によって決まる。  
 
通常、電流プローブは円環状で、被測定導体をその中央開口部に貫通させて用いる。現

在の要求事項や製造元の仕様では、中央開口部の大きさは直径 2 ㎜から 30 ㎜まで様々で

ある。２次巻線は、プローブのクランプ機能が容易なように円環に取りつけられている。

円環状コアと巻線は、静電的結合を防ぐために遮蔽材で包まれている。遮蔽材には間隙を

設け、変成器を短絡しないようにする。  
 

 妨害波測定用の一般的な電流プローブは、7 から 8 回巻までの 2 次巻線を用いている。

この巻数は、周波数特性が一定である範囲を最大にでき、挿入インピーダンスが 1Ω以下

とするために最適である。100kHz より低い周波数帯域では、ラミネートシリコンスチー

ルのコアが用いられる。フェライトコアは 100kHz から 400MHz までに、空気コアは

200MHz から 1000MHz までに、平衡コイル－50Ω不平衡出力用の変成器と共に用いられ

る。図 B.1 に一般的な電流プローブの構成を示す。  
 
 電流プローブは、一般に妨害波測定の検出器として用いられる。したがって、それは妨

害波電流を電圧に変換し、計器で測定できるよう設計される。電流プローブの感度は、便

宜上、伝達イ する 2 次

電圧（一般に 50Ω抵抗負荷の両端に関する）の比で定義される。伝達アドミッタンスを用

いる場合もある。  
 
 電流プローブと妨害波測定用受信機をあわせた全体の感度は、受信機の感度に依存する。

導体を流れる測定可能な最小の妨害波電流は、電流プローブの伝達インピーダンス（Ω）

に対する受信機の感度（V）の比となる。たとえば、感度１μV の受信機と伝達インピー

ダンス 10Ωの電流プローブを使用した場合には、測定可能な最小妨害波電流は、0.1μA
となる。一方、10μV 受信機と伝達インピーダンス 1Ωの電流プローブでは、測定可能な

最小妨害波電流は 10μA となる。最大測定感度を得るためには、伝達インピーダンスは、

可能な限り高くすべきである。  
 
 伝達インピーダンスＺ Ｔ は、1Ωに対するdBで表されることが多い。この表現は、１μV
や１μAに対するdB表示をする妨害波の単位に関して便利である。（１Ωに対するデシベル

表示Ｚ Ｔ は、20logＺ Ｔ となる。）  
 

 
電流プローブの構造、周波数帯域および較正  

（５章に関連）  
 
Ｂ .１ 電流プローブの物理的及び電気的考察  
電流プローブの物理的寸法は、被測定ケーブルの

ンピーダンスで表現される。伝達インピーダンスは、1 次電流に対
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図 B.1 電流プローブの代表的な構造  
 

 
Ｂ .２ 電流プローブの電気的等価回路  
 電流プローブは、一般的な変成器理論によって正確な等価回路で表現することができる。

この点については、標準的な参考書が数多く出されているので、その回路をここで繰り返

す必要は無い ＊ 。正確な等価回路と導かれる数式を相当簡単にすれば、下記の伝達インピ

ーダンスの式が導かれる。  
 

高周波の場合 ： Z M
L R LCT

L

=
+ −
ω

ω ω[( / ) ( ) ] /2 2 2 11
 2

 

中間周波の場合 ： Z MR LT L= /  ( )ω2 1LC =  

 

低周波の場合 ： Z M
L RT

L

=
+

ω
ω[( / ) ] /2 11

 2

 

    ここで、 
絶縁体  
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  Ｚ Ｔ ＝伝達インピーダン

  Ｍ＝１次巻線と２次巻線 ダクタンス  
  Ｌ＝２次巻線の自己インダクタンス  
  Ｒ Ｌ ＝

  Ｃ＝２次側の浮遊容量

 ω＝角速度（ラジアン／秒）  

こ

１）負荷のインピーダンスが一定の場合、中間周波数での伝達インピーダンスの最大値は、

Magnetic Circuit and Transformers,John Wiley & Sons Inc. New York、N.Y. 1947 

ンピーダンスを合わせても、1Ωよ

大きい場合には、電流プローブを使用しても 1 次電流は余り変化しない。しかし、回路

ある。また電流プローブは、強力な外部磁界を発生する装置の近傍で

使用できる。但し、電流プローブの伝達インピーダンスは、これらの電源線電流や磁束

ス 

の相互イン

２次側の負荷インピーダンス（通常 50Ω）  
 

 
 

れらの式から次の結論が得られる。  
 

相互インダクタンスと２次側の自己インダクタンスの比に比例する。（ＲＬが一定）  
２）２次側浮遊容量のリアクタンスが負荷抵抗と等しくなったとき、高周波半電力点にな

る。  
 
＊ MIT Staff:  

 
 
Ｂ .３ 電流プローブ測定の悪影響  
 電流プローブは、本質的には環状変成器であるため、2 次側インピーダンスが 1 次側に

影響を与える。8 回巻の 2 次巻線と 50Ωの負荷では、一般に挿入インピーダンスは約 1Ω
となる。被測定回路の負荷インピーダンスと信号源イ

り

の信号源側と負荷インピーダンスの和が挿入インピーダンスより小さい場合には、電流プ

ローブを使用することによって、1 次電流は相当変化するかもしれない。  
 
 電流プローブの応用として、直流 300Ａまたは交流 100Ａまでの 1 次側電源線の妨害波

電流の測定が可能で

も

密度の影響を受けてはならない。したがって、磁気回路は飽和しないように設計しなけれ

ばならない。交流電源電流の周波数帯域は 20Hz から 15kHz までであるため、これらの周

波数の電流プローブ出力が、使用する受信機の入力回路に損傷を与える可能性がある。可

能な対策として、商用周波除去フィルタを電流プローブと受信機の間に挿入する方法があ

る。図 B.2 に遮断周波数が 9kHz のハイパスフィルタを示す。  
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図 B.2 9 kHz のカットオフ周波数を有するハイパスフィルタ  
 

Ｂ .４ 電流プローブの代表的な周波数応答特性  
 図 B.3 にａ）100kHz から 100MHz まで、ｂ）30MHz から 300MHz まで、ｃ）200MHz
から 1000MHz までで平坦な通過帯域を持つ各電流プローブの代表的な周波数応答特性を

示す。  
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図 B.3 電流プローブの代表的な周波数応答特性（B.4 項参照）  

コモンモード）および

ちらの妨害波電流の測定にも使用できる。この方

この方法は、本質的には、ハイパスフィル

と組み合わせた無線周波電流プローブである。ハイパスフィルタは、電流プローブの出

に用いられる。試験方法については、CISPR16-2-1
述べられている。  

Ｂ .５

 １ は電源の活線の電流  
Ｉ ２ は電源の中性線の電流  

流   
 

ある。  

仮定する。これは周波数 30MHz以下で、導線が 1m以下の場

 Ｉ Ｄ ＝Ｉ １ －Ｉ ２

 
Ｂ .５ 電流プローブに用いる遮蔽構造  
 導電性（銅、真鍮等）の遮蔽を備えた電流プローブは、不平衡（

平衡（ディファレンシャルモード）のど

法は、100kHz から 20MHz までで用いられる。

タ

力側の商用周波電流を一層低減するため

に

 
.１ 理論的モデル  

 擬似電源回路網を用いた電流測定回路を図 B.4ａに示す。妨害波電流の成分は：  
Ｉ

 
 Ｉ Ｃ は不平衡電

Ｉ Ｄ は平衡電流  
で

 
注：Ｉ １ とＩ ２ の間の位相角はゼロと

合である。  

 
図 B.4ａ）と B.4ｂ）から、電流には以下の関係が成り立つ。  
  Ｉ １ ＝Ｉ Ｃ ＋Ｉ Ｄ

  Ｉ ２ ＝Ｉ Ｃ －Ｉ Ｄ

  2Ｉ Ｃ ＝Ｉ １ ＋Ｉ ２

 
したがって、Ｉ １ とＩ ２ の和が得られるように導線に取り付けた電流プローブは不平衡電

流のみに依存する出力を生じ、電流の差が得られるようにすれば、平衡電流のみに依存し

た出力が得られる。不平衡電流の式に係数  2 があるため、不平衡電流についてのみ、測

定値に 6dBの補正が必要である（図B.4ｂ参照）。  
 

 
図 B.4a 妨害電流を測定する CISPR 試験回路  
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図 B.4b コモン（不平衡）モードノイズとディファレンシャル（平衡）  
モードノイズとを識別するための試験回路  

 
 
Ｂ .５ .２ 遮蔽筐体の構造  
図 B.5 に示すように追加の遮蔽筐体が必要である。表示した寸法は、中心コアの直径が

51 ㎜の電流プローブに関するものである。他の大きさの電流プローブについては、それに

応じて寸法を換算する。  
 

 

図 B.5 電流プローブに使用される遮蔽構造（導電性の高い遮蔽材料を  
        用いる。例：銅または黄銅）  
 
 この構造により、電流プローブ内において非遮蔽導線の位置決めを可能にし、出力が片

側接地されているときに外部との結合をさらに低減できる。絶縁された撚り線（0.75 ㎜ ２ ）

を穴に通し、その各端部を端子に取りつけ、電源回路網及び供試装置からの遮蔽導線に接

続できるようにしてある。遮蔽体の中央部の直径を絶縁テープで太くし、導線がしっかり

とスロットに固定され、この部分が電流プローブを閉じた後もきちんと収まるようにする。 
 
 遮蔽筐体は、導線を含む面がプローブの各半コアの空隙の断面に垂直になるように、プ

ローブ内に取りつける。ここで重要なのは、図 B.5 に示した遮蔽筐体が電流プローブから

絶縁されており、筐体の空隙を短絡しないことである。  
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.５ .３ ハイパスフィルタ  

プローブの出力と測定用受信機の間に挿入する。

ーブ開口部を貫通するようになる（図 B.8 参照）。  
 

回路を示す。同軸ケーブルが十分整合している場合、内部導体を

ては、

切な同 属のプローブ本体、あるいはプローブの遮蔽体を考慮し

出力電圧をＶ 2とすると、伝達アドミッタンスは次式

算出さ

＝Ｖ １ －Ｖ 2－３４  

  こ
   ｋ＝ ッタンス：dB(S) 

  Ｖ １ ＝同軸線上の無線妨害波電圧：dB(μV）  

  34 係する係数である。  

いて次式より電流Ｉ pが算出できる。  

  Ｖ 2はdB(μV）表示、  
   ｋは dB(S)表示である。  
 
図 B.7 に代表的な較正結果を示す。図 B.8a に反射損、および図 B.8b に同軸アダプタのジ

グを示す。  
 

Ｂ

 ハイパスフィルタは、必要に応じて電流

このフィルタは、受信機の一部となる（図 B.2、B.4ｂ参照）  
 
Ｂ .６ 電流プローブの較正  
電流プローブの較正は、同軸アダプタの半分を 2 個用いたジグを用いて行う。電流プロ

ーブを設置すると、ジグは同軸ケーブルの形となり、その外部導体は電流プローブを包み

込み、内部導体はプロ

 図B.6 に等価的な較正

流れる電流Ｉ Ｐ は線上の電圧Ｖ １ を測定することで算出できる。ジグの設計に当たっ

適 軸構造になるように、金

なければならない。電流プローブの

で れる。  
 
 ｋ

 
こで、  

伝達アドミ

 
   Ｖ 2＝プローブの出力電圧：dB(μV）  
 は 50Ω負荷抵抗に関

 
伝達アドミッタンスｋを用

 
 Ｉ p  ＝Ｖ 2＋ｋ  
 
  ここで、  
   Ｉ pはdB(μA)表示、  
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図 B.6 同軸アダプタと電流プローブによる、電流プローブの伝達  
ッタンスンｋを測定するための回路構成図  アドミ

 
 

 
図 B.7 電流プローブの伝達アドミッタンスｋの周波数特性  

 

 41 122



 

 

 
図 B.8a リターンロスの周波数特性  

有する同軸アダプタ（下図参照）のリターンロス。

 
 

50Ω終端され内部に電流プローブを

電流プローブも 50Ω終端。  
 

 
図 B.8b 同軸アダプタの２つの冶具の間に挿入する電流プローブ  
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付 則 Ｃ  
（情報）  

 
周波数 0.15MHz から 30MHz の範囲で用いる電流注入用結合装置の構造  

（６章に関連）  
 
Ｃ .１ アンテナの同軸型入力端に用いる A 型結合装置  
 この回路図と構成は、インダクタンスの値が 280μH となることを除けば、図 C.1 に示

した A 型装置と同様である。  
 
 280μH のインダクタの構成：  

コア：材料 4C6 もしくは同等の 2 つのフェライトリングをあわせて用い、その外径

は 36 ㎜、内径は 23 ㎜、厚さは 30 ㎜とする。  
巻線：UT-34 等の全体が遮蔽された細い同軸ケーブル 28 回巻とし、 線の直径は 0.9

㎜、

 
Ｃ .２ 電源線に用いるＭ型結合装置  

この回路図と構成は、2 個のインダクタが各 560μH、C1 が 0.1μF、C2 が 0.47μF で

あることを除けば、図 C.2 に示した M 型装置と同様である。  
 
 560μH インダクタの構成：  

コア：材料 4C6 もしくは同等の 2 つのフェライトリングをあわせて用い、その外径

は 36 ㎜、内径は 23 ㎜、厚さは 30 ㎜とする。  
巻線：絶縁した銅線 40 回巻きで、外径は 1.5 ㎜とする。  

 

巻

プラスチック絶縁チューブの外径は 1.5 ㎜とする。  

 

 
図 C.1 同軸入力用 A 型結合回路の例  

概要図と構造の詳細（付則 C の C.1 項および付則 D の D.2 項参照）  
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図 C.2 M 型結合回路の例  

概要図と構造の詳細（付則 C の C.2 項および付則 D の D.2 項参照）  

 
Ｃ .３ スピーカ用導線に用いる L 型結合装置  
 この回路図と構成は、2 個の分離したインダクタが各 560μH、C 1が 47nF、C 2が 0.22
μFであることを除けば、図C.3 に示したL型装置と同様である。  
 
 560μＨチョークコイルの構成：  

コア：材料 4C6 もしくは同等の１つのフェライトリングで、その外径は 36 ㎜、内径

は 23 ㎜、厚さは 15 ㎜。  
巻線：ワニス絶縁した銅線 56 回巻きで、直径は 0.4 ㎜。  

 
注：4C6 型磁性フェライトの特性  

比透磁率 μ i ＝  120 

損失係数 2MHzにおいて tgδ /μ i ＜ 40、 10MHzにおいて tgδ /μ i ＜ 100 

抵抗率  ρ＝ 10kΩｍ  
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図 C.3 ラウドスピーカ用 L 型結合回路の例  
概要図と構造の詳細（付則 D の D.2 項参照）  

Ｃ .４
 この回路図と μH であることを除けば、図

C.4 に オ周波数用で、直径は 2.1
以下であること。  

注：Ｃ .１で述べた A 型の結合装置も、被測定機器の２つのステレオ信号ケーブルを一緒に接続す

る場合は使用できる。  

 

 

 
 

 オーディオ周波数信号用 Sw 型結合装置  
構成は、Ｃ .１で述べたインダクタンスが 280

示した Sw 型装置と同様である。遮蔽ケーブルはオーディ

㎜

 
     

概要図と構造の詳細（付則 D の D.2 項参照）  
   図 C.4 オーディオ信号用 Sw 型結合回路の例  
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Ｃ .５ オーディオ、ビデオ、制御信号用 Sw 型結合装置  
 この回路図と構成は、Ｃ .２で述べた 560μH インダクタが２個であることを除けば、図

C.5 に示した Sw 型装置と同様である。3 導線用ケーブルは外径が 1.5mm 以下とする。こ

れは、UT-20（直径 0.6mm）の極細同軸ケーブル２本と、ワニス絶縁した直径 0.3mm の銅

線を用いて構成する。  
 

 
図 C.5 オーディオ、ビデオ、制御信号用 Sw 型結合回路の例  

概要図と構造の詳細（付則 D の D.2 項参照）  
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付 則 Ｄ  
（情報）  

 

伝導電流イミュニティ測定用結合装置の動作原理と例  
（６章に関連）  

 
Ｄ .１ 動作原理  
 図 D.1 に動作原理を示す。インダクタンス L は、注入する妨害波電流に対して高いイン

ピーダンスとなる。フィルタ L/C2 は、試験装置（信号発生器あるいは補助装置を備えた

もの）を分離する。交流／直流の条件が許せば、C1 と C2 を短絡回路に置き換えることが

できる。内部抵抗 50Ωの発生器からの妨害波信号は、100Ωの抵抗 R1 と、必要ならばブ

ロッキング容量 C1 を通して導線もしくは同軸ケーブルの遮蔽に注入される。  
 
Ｄ .２ 装置の型式と構成  
 下記の型式の結合装置を用いる。  
 
A 型：  無線周波数帯の希望信号を伝達する同軸線路に無線周波同軸装置を用いる。構

造の詳細を図 抗 50Ωを 150Ωを信

号源インピー クタの遮蔽に接続す

る。  
 型：  これらは電源線に用いる。詳細構造を図 C.2 に示す。妨害波電流の注入は、両

衡に行われる。この装置はΔ型擬似電源

ピーカ用導線に用いる。詳細構造を図 C.3 に示す。妨害波源のイン

Sr および ディオ用、ビデオ用、その他の補助用導線に用いる。それ

らは下記に示すように、様々なピン数とコネクタ形式に適用できるようマ

ルチピン装置となっている。  
Sw 型：  この装置は、オーディオ、ビデオ、制御その他の信号に対してスルーパスと

なっているが、妨害波信号に対しては供試装置へ導くことを確実にするためにフ

ィルタとなっている。図 C.4 に示した詳細構造は、遮蔽ペア線を環状に巻いて、

オーディオ信号用の簡単なフィルタになっている。多芯ケーブルの場合には、構

造上の理由から、図 C.5 に示すように、環状に巻く前にケーブル導線を分離する

必要がある。どちらの場合でも、妨害波電流は 100Ωの抵抗を通して、出力コネ

クタの遮蔽と接地ピンに、遮蔽された導線の遮蔽層に、さらに他の遮蔽されてい

ない導線には、コンデンサーを通して注入する。  
Sr型：  信号のスルーパスが必要ない場合に、これら用いる。ケーブルの全てのリード

線は整合負荷で終端する。詳細構造を図D.2 に示す。妨害波電流は、100Ωの抵

抗を通して、遮蔽（接地）とコネクタの接地ピンに注入する。なお、その点に、

全ての負荷抵抗（R １ からRｎ まで）も接続する。図C.4 と図C.5 に示した型式の

結合装置は、正しい負荷抵抗で終端されていれば、この目的のために使用するこ

とができる。  

 

C.1 に示す。100Ωの抵抗（妨害波信号源の抵

ダンスとするため）を、装置内の同軸出力コネ

M
方の電線に等価抵抗 100Ωを通して不平

回路網と類似で、被測定機器用端子からみると、150Ωの平衡および不平衡等価

抵抗を呈する。  
L 型：  これらはス

ピーダンスはＭ型装置と同様である。  
Sw 型：これらはオー
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 妨害波の信号源インピーダンスが 50Ωでない場合は、直列抵抗の値を必要とする 150Ω

までの周波数範囲では、インダクタンスの値は、280μH か

個の 560μH の並列とする。付則Ｃにそれらの構造を述べた。  
 
 素子のレイアウトの際、装置の出力端子の寄生容量を可能な限り小さくするよう注意し

なくてはならない。装置の金属ケースは、塗装なしで、断面積の大きい銅の編組線で接地

面に注意深く接続しなければならない。  
 

のインピーダンスとなるよう調節する。  
 
 図 C.1 から D.2 までに示した無線周波チョークコイルのインダクタンスは、30μH ある

いは 2 個の 60μH を並列にして、1.5MHz から 150MHz までの周波数範囲を満足したもの

とする。0.15MHz から 30MHz
2

 
             図 D.1 電流印加法の一般原理 
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負荷抵抗のある Sr 型結合装置 概要図と簡易構造図（付則 D の D.2 参照）   図 D.2 
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付則 Ｅ  
（規定）  

 

網は、EUTの信号ポート

ペア導体と接続するa 1 ,b 1端子と、グランドプレーン、さらに適用可能であれば、安全の

衡信号はa 2とb 2に接続する。2 重チョークL 1は

害波の不平衡成分を分離して測定するために用いる。2 つの巻線は、平衡電流を高いイ

ンピーダンスで阻止するためのものであるが、このインピーダンスはREを通過する不平衡

電流に対しては無視できるものであること。  
 
 不平衡妨害波電圧回路の終端インピーダンス 150Ωは、不平衡電流に対して並列に入る

2 つの抵抗 RT（200Ω）と、直列に入る抵抗 RM（50Ω）で決定される。抵抗 RM は通常、

測定用受信機の入力インピーダンスである。この場合、メータの読みは、実際の EUT 端子

での不平衡値より 9.5dB 低くなる。容量 CT は直流電流を阻止するので、電源の直流電圧

が抵抗器を破損したり、飽和によって L1 の特性が影響されることはない。  
 
 通常、AAN は EUT とその関連装置との間に挿入する。  
 
Ｅ .２ 不平衡擬似回路網（AAN）の各パラメータの測定  
 ７ .１節の必要条件を全て充たすために、パラメータの測定手順は、下記の方法を使用す

る。  
 
ａ）終端インピーダンス  
  端子a 1とb 1を接続した端子とRG端子の間のインピーダンスは、終端回路を取り外し

た状態で、端子a 2とb 2を接地端子RGに対して交互に開放あるいは短絡して確認する（図

E.2 参照）こと。  
L

 この Y 型回路網の縦電圧変換損は図 E.3c に従って測定すること。ネットワークアナ

ライザ（NWA）の出力信号を、AAN に要求される LCL よりも少なくとも 10dB 以上高

い LCL 値を有する LCL プローブに加える。LCL プローブの性能確認は図 E.3a で、較正

は図 E.3b を参照。  
ｃ）減結合減衰量  
  減結合減衰量は、図 E.4 に従って測定すること。  
ｄ）平衡回路の挿入損失  
  平衡回路の挿入損失は、図 E.5 に従って測定すること。  
  Y 型回路網の挿入損失には２つの LCL プローブをバランとして使用することができる。

２つの同一のバランを直接接続することによりそれらの挿入損失が求められる。バラン

については、２つのバランの結合損失が 0.15MHz から 30MHz の周波数帯域において１

dB 以下となるように設計することが可能である。  
 

不平衡擬似回路網（AAN）の例と各パラメータの測定  
 
Ｅ .１ AAN の例の解説：T 型回路網  
 図E.1 にAAN（不平衡擬似回路網）の一例を示す。このＴ型回路

の

ためのアースか他のEUTの接地導体と接続するRG端子を持っている。  
 
 EUTを正確に動作させるために必要な平

妨

ｂ）縦電圧変換損（不平衡減衰量）（ CL）  
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ｅ）不平衡回路の電圧変換係数（Y 型回路網の較正）  
  不平衡回路の電圧変換係数は図 E.6 に従って測定すること。  
ｆ）平衡負荷インピーダンスと伝送帯域  
  このパラメータは信号伝送システムによって定められる。Y 型回路網は伝送帯域に関

するインピーダンスで最適化される。伝送帯域は、図 E.5 に示す試験回路において（適

切な）平衡負荷インピーダンスを接続した状態で測定される。  
 

 
図 E.1 一対線の T 型回路網の例  

 

 
注 もし AAN が一対線以上の多線用の場合、EUT ポートの全ての線と AE ポートの全ての線は、

それぞれ一緒に接続する。  

図 E.2 終端インピーダンス測定系の構成  
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注 抵抗 R1、R2 及び R3(R2＝R3)で構成され、AAN の公称平衡インピーダンス Z(=R1･

(R2+R3)/(R1+R2+R3)と不平衡インピーダンス 150Ω (=R2・R3/(R2+R3))を与えるΠ（パイ）回路

の LCL が最小値のとき、このプローブは、理想的には測定しようとする最も高い LCL よりも 20 dB

以上の余裕度を持つ必要がある。Z=100Ωとすると R1＝ 120Ω、R2＝R3＝ 300Ωである。この LCL

LCLプローブは、通常のネットワークアナライザーを用いて LCLの測定が可能であるように構成す

 

 

方法  

プローブは不平衡ソースインピーダンスを Z/4 として動作させる必要がある。Z=100Ωの場合、

Z/4=25Ωである。  

最適な測定再現性を得るため、 LCL プローブを平衡終端するΠ回路の両極性についてプローブの

LCL が最大となるようにする必要がある。  

定義：縦電圧変換損（ LCL）＝20log|E/V| (dB) （ ITU-T 勧告 G.117 による）  

る必要がある。 LCLプローブの例は文献 [1]  
に示されている。

図 E.3a LCL プローブの特性確認

 
 
 

 
図 E.3b LCL プローブの較正回路（L 回路）  
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注１： LCL の定義は図 E.3a 参照  

注２：測定する LCL 値とプローブの LCL 余裕度の差分に応じて、EUT 端子に接続する LCL プローブの

極性を変えて測定を実施し、両者の測定結果の平均値でプローブの LCL を決定することにより、

測定の正確度が向上するであろう。  

注３ もし AAN が一対線以上のものである場合、各対線の LCL を測定する。この場合、測定対象の対

線への影響を考慮し、測定していない対線は平衡インピーダンス Z で終端する。  

 
図 E.3c AAN の LCL 測定回路  

 
 

図 E.3c に示す LCL 測定の不確かさは、 L 回路の精度とプローブの LCL の余裕度に影響される。 L 回

路を LCL プローブに接続するとき、その極性を変えることにより、較正する際の測定の不確かさがわ

かるであろう。  

L 回路の例：Z=100Ω、Rsym=100 7 dB（約 30 dB）となる。  

 
図 E.3 LCL プローブの特性確認、較正法と LCL プローブを用いた LCL の測定法  

 

Ω、Rcal=750Ωとすると、 LCL は 29.9

 

図 E.4 号についての  

減結合減衰量（分離度）

AAN のＡＥ端子とＥＵＴ端子間の不平衡信

1

2

20logdecoup vdiv
Va a
V

= − の測定回路  
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Sw1 がオン、オフの両方の場合とも減結合減衰量の規定を満足すること。もし AAN が

一対線以上のものである場合、EUT 端子の全ての線および AE 端子の全ての線はそれぞれ

一緒に接続する。Avdiv は図 E.6 に従って測定される電圧分割係数である。  
 
 

 
もし AAN が一対線以上のものである場合、挿入損失は対線ごとに測定する。  注：

 

 
図 E.5 AAN の挿入損失（平衡信号）の測定回路  

 
注：もし AAN が一対線以上のものである場合、EUT 端子の全ての線および AE 端子の全ての線はそれ

ぞれ一緒に接続する。  

図 E.6 AAN の 路 1

2

20 logvdiva =不平衡回 における電圧分割係数
V
V

の測定回路  

 

Ｅ.３ 参考文献 

[1] MACFARLANE ,I P. “A Probe for the Measurement of Electrical Unbalance of Networks 
and Devices,” IEEE Trans. EMC, Feb. 1999, Vol.41, No.1, p.3-14   
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付則 Ｆ  
（規定）  

 
同軸ケーブル及びその他のケーブル用の AN（擬似回路網）の例と各パラメータの測定  

 
Ｆ .１ 同軸ケーブルおよびその他のケーブル用の AN 
 図 F.1 に、同軸ケーブル用の AN の例を示す。この中では、フェライトコアにミニチュ

ア同軸ケーブルを巻いたコモンモードチョークが用いられている。ここで、ミニチュア同

軸ケーブルはセミリジッドな銅シールド、または二重網組シールドを用いている。  
 
 高い遮蔽効果が要求されない場合、コモンモードチョークは、絶縁さ た中心導体と絶

を同一の磁気コア（例：フェライトコア）に巻くことによ

 
 遮蔽 コモンモードチョークは、絶縁された信号線（内部

か、あ きる。  
 
Ｆ .２ 同軸ケーブルおよびそ メータの測定  
ａ）終端インピーダンス  
  同軸コネクタの外部導体（このとき EUT ーブルは接続しない）と基準接地導体間

換係数は、図 F.2 に従って測定すること。  

れ

縁された遮蔽導体（外部導体）

り構成できる。  

された多線ケーブルの場合は、

導体）と絶縁された遮蔽導体（外部導体）を同一の磁気コアにバイファイラー巻きにする

るいは遮蔽外被のある多線ケーブルを磁気コアに巻くことにより構成で

の他のケーブル用の AN の各パラ

のケ

のインピーダンスは、測定用受信機端子を 50Ω終端して測定すること。  
ｂ）電圧変換係数  
 AN の電圧変

 
図 F.1 同軸ケーブル用 AN の例  
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図 F.2 同軸および遮蔽ケーブル用 AN の電圧分割係数の測定法  

 

電圧分割係数  
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付  
（情 ）  

容量性電圧プローブの構造および性能評価法  
 

付則

示す方法と等しければ、別の較正方法を適用することができる。  

電圧プローブの構成を示す。容量性電圧プローブは２つ以下の同軸電極、

地端子、ケーブル固定材およびインピーダンス変換増幅器から成る。外部電極は、プロ

図 G.2 に容量性電圧プローブの等価回路を示す。ケーブルと接地間に電圧が生じると、

ーダンス入

ピーダンス変換増幅器により低インピーダンス出力に変換され

 
の周波数特性の測定  

めの試験配置を示す。プローブ

は以下の手順によって性能を確認する。  
 
a) 供試装置 (EUT)で用いられるものと同じ型式のケーブルを用意する。  

注） 様々なケーブルが用いられる場合、代表的なケーブルの型式について較正を行ない、測定結

果のバラツキを把握しておくこと。電圧分割係数（F a ）は式G.3 により求めることができるが、

それぞれのケーブルについてF a を測定することを推奨する。  

b) 図 G.3 に示すように、較正用器具を基準大地面上に設置する。  
c) ケーブルの両端を較正用器具の内側の端子（ポート１，ポート２）に接続する（図 G.3

参照）。  
d) 較正用器具内にプローブを設置し、ケーブルがその中心軸を通るように配置する。  

注） 較正用器具の端面が容量性電圧プローブの端面に近づきすぎると、浮遊容量が増加し、より

高い周波数において較正に悪影響を及ぼす。較正用器具の端面がプローブ端面から離れすぎると、

より高い周波数において較正用器具内に定在波が発生する。  

e) プローブの接地端子を較正用器具内側の接地端子に接続する。較正用器具外側の接地

端子は基準大地面に接続する。接地端子接続用導線は、低インダクタンスでなければな

らならず、かつ、できる限り短くし、プローブの開口部から離さなければならない  
f) 出力インピーダンスが 50 号 器を介してポート１の外側

の端子に接続する。  
g) 入力インピーダンスが 50 Ωの測定用受信機を、ポート２の外側の端子に接続し、プロ

ーブの出力端子を 50 Ωで終端する。規定の周波数範囲においてレベル V を測定する。  
h) 測定用受信機をプローブの出力端子に接続し、ポート２の外側の端子を 50 Ωで終端す

 則 Ｇ

報

 

（5.2.2 項に関連）

 
Ｇ .０ はじめに  
本付則は、容量性電圧プローブ（ＣＶＰ）の較正方法の一例を示す。不確かさが本

に

 
Ｇ .１ 容量性電圧プローブの構造的および電気的特徴  
図 G.1 に容量性

接

ーブ近傍のケーブルとの静電結合に起因する測定誤差を低減するための、静電遮蔽の役割

も果たす。  
 

静電誘導により内部電極と外部電極間に電圧が発生する。この電圧は高インピ

力増幅器で検出され、イン

る。プローブ出力は測定用受信機により測定される。  

Ｇ .２ 電圧分割係数

 図 G.3 に容量性電圧プローブの周波数特性を測定するた

。

 Ωの信 発生器を、10 dB の減衰
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 58

る。規定の周波数範囲においてレベル U を測定する。  
i) 測定値から電圧分割係数（F a [dB]=20log 10 |V/U|）を求める。  
 
Ｇ .３ 外部電界による影響の測定方法  
 
Ｇ .3.1 外部電界の影響  
 外部電界の影響はプローブに近接したケーブルとの静電結合によって現れる。図G.4 は

静電結合モデルとその等価回路を示している。図G.4(a)に示すように、ケーブル#2 上のコ

モンモード電圧V x及びケーブル#1 上のコモンモード電圧Vは、容量C x及びCを介して高イ

ンピーダンス電圧プローブの入力端子に現れる。静電遮蔽はC xによる静電結合を低減する

ために用いられる。しかしながら、図G.4(b)に示すように、静電遮蔽の不完全性に起因し

て、外部電極とプローブ外部のケーブルとの間の静電結合（C x ’）による外部電界の影響は

依然として残っている。G.3.2 項に外部電極とプローブ外部のケーブルとの間の静電結合

による影響の評価方法が示されている。更に、|Z s |«|1/(jωC c )|でない限り、電圧Vは電圧V x

によって影響を受けることに注意すべきである。  
 
Ｇ .3.2 外部電界の影響の測定方法  
 静電遮蔽の限界に伴う外部電界によ した試験配置で測定する。測

定手順は以下の通りである。  
 

 G.2 節に従って電圧分割係数（F a [dB]=20log 10 |V/U|）を測定する。  
b) 容量性電圧プローブをケーブル（の中心）から距離ｓ（1 cm）の場所に設置する（図

G.5 参照）。  
c) プローブの接地端子を較正用器具内側の接地端子に接続する。較正用器具外側の接地

端子は基準大地面に接続する。  
d) 出力インピーダンスが 50 Ωの信号発生器を、10 dB の減衰器を介してポート１の外側

の端子に接続する。  
e)  入力インピーダンスが 50 Ωの測定用受信機を、ポート２の外側の端子に接続し、プ

ローブの出力端子を 50 Ω終端する。規定の周波数範囲においてレベルV sを測定する。  
f) 測定用受信機をプローブの出力端子に接続し、ポート２の外側の端子を 50 Ω終端する。

規定の周波数範囲においてレベルU sを測定する。  
g) 外部電界の影響の低減効果は、F s =F a /(V s /U s )で定義される。  
 
Ｇ .４ パルス応答  
 容量性電圧プローブは妨害波測定器を含む測定系の一部として構成される。容量性電圧

プローブは 4 節で記述されている測定用受信機の動作に影響を及ぼさない。プローブは能

動回路を有しているので、パルス応答を測定しなければならない。パルス応答はバンドＢ

について、本規格第１編の付則 B 及び C に規定されているパルス発生器を用いて測定する。 
 
注）パルス発生器を用いてパルス応答を測定することは困難である。パルス応答性能は、パルスの尖頭

値と等しい振幅の正弦波信号を用いて、応答の直線性を測定することで試験できる。プローブが

検波器および帯域通過フィルタを有していないので、この方法でよいと考えられる。信号発生器

と試験用器具との間に同軸ケーブルを使用することに起因する反射を最小限とするために、減衰

器を用いてもよい。周波数特性を平滑にする必要がない場合は、減衰器は不要である。  

 

る影響は、図 G.5 に示

a)
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本規格第１編の表 B.1 に示されているように、パルス発生器のインパルス面積は周波数

0.15 MHz～30 MHz において 0.316(mV ルス発生器の信号の周波数スペクトラ

ムは、実質的に 30 MHz まで一定である τは、おおよそ以下の式で与えられる。 
 

τ=1/(πf m ) ）  
 

こで、 f mは 30 MHzである。これより τが 0.0106 μsとなる。  

 

A=0.316/τ=29.8 V                (G.2) 

この

る。  
 

Ｇ

。ここでは、電圧分割係数に対す

、ケーブルの構造及び配置の影響について検討を行なう。  

分割係数の変化を示したものである。図 G.6 に

いて、a はケーブルの半径、b は内部電極の内径、c は外部電極（静電遮蔽）の内径、g
銅の棒に置き換

え

化から

によく プローブの感度はケーブルの

限とするために、被

 

偏

 

s)である。パ

。パルス幅

                  （G.1

こ

 
パルスの振幅 A は以下の式で与えられる。  

 

 
ことから、容量性電圧プローブは 30 V まで直線性を保証する必要がある。  

 
直線性は、信号発生器の出力の振幅を 30 Vまで変化させて、電圧分割係数F aを測定するこ

とで試験でき

.５ 電圧分割係数の依存性  
 容量性電圧プローブの電圧分割係数は、被測定ケーブルの半径および内部電極内の位置

に依存する。電圧分割係数は妨害波の測定に必要不可欠であるが、全ての型式のケーブル

について係数を計算することは困難であると考えられる

る

 
 電圧分割係数の依存性については、測定および理論解析によって検討を行っている。図

G.6 は、電極内のケーブル位置による電圧

お

は内部電極の中心とケーブルの中心との距離である。実験ではケーブルを

ている。図の横軸は離心率（g/(b-a)）である。実線は内部電極とケーブル間の容量の変

求めた計算値、●印は測定値である。結果からわかるように、測定結果は計算結果

一致している。離心率が 0.8 以下の場合、容量性電圧

内部電極に対する位置によって変化しない。しかし、測定誤差を最小

測定ケーブルはプローブの中心軸に合わせる必要がある。  

 図G.7 に電圧分割係数のケーブル半径に対する依存性を示す。縦軸は電圧分割係数F aの

差を示す。実線は以下の式から求めた計算結果である。  

⎪
⎪
⎬

⎪
⎪
⎨ +

d
a
bC

e
p log

1

⎭⎩ ref

⎪⎪

⎪⎪

2πε
⎫

⎪⎪
⎧

=Fa

1

             (G.3) 
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⎪⎪
⎬

⎪⎩
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⎨ + d

b
aC

e
p log

211 πε
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G.1 に示すとおりであ

。C pはインピーダンス変換増幅器の静電容量で、測定により求める。  

図 G.7 に様々なケーブルの測定結果を表示した。各ケーブルの等価半径は、ケーブルに

計と等しい表面積を持つ銅の棒の半径としている。ケーブルに

 ここで εは誘電率、a refは基準となるケーブル半径、他の定数は図

る

 
 

含まれる導線の表面積の合

含まれる導線の数は、１から 12 の間で変化させている。図からわかるように測定結果は、

ケーブルを銅の棒に置き換えた計算結果と良く一致している。また、実際のケーブルによ

る測定結果と計算結果の差は 2 dB 以内である。このことから、電圧分割係数は導線表面

積の合計から求めたケーブルの等価半径を用いて、式 (G.3)で計算することができる。  
 
 
 

 

インピーダンス
出力端子 

シールド） 
内部電極 

ﾞ

外部電極 
（静電

変換増幅器 
接地端子 

ｹｰﾌ ﾙ固定器器具 

電源 

d 

Vp 

2b 2c 

ｽﾘｯﾄ 

開口部 

     

図 G.1 容量性電圧プローブの構成 

注

誘電体として作用する。 

必要である。 

： 

1) ケーブル固定材は被測定ケーブルをプローブ中心に通すために使用する。 

これは被測定ケーブルと内部電極間の容量を増加させる

2) 電源供給線とプローブ回路が結合しないように外部電界に対する遮蔽が
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EUT 
容量性結合クランプ

測定用受信機インピーダンス変換増幅器

V Vp Rp

C Cp
Zop

UZr 

Zs 

VpGp 
Cs

内部電極とｹｰﾌﾞﾙ導体間の容量 内部電極と外部電極間の容量 接地端子 

b: 25 mm 
c: 55 mm
d: 100 m

 
m 

C: 8 pF 
 (ｹｰﾌﾞﾙの直径 26 mm) 

Cs: 7 pF 

図 G.1 に示した構成における典型的な値

Cp: 5 pF 
Rp: 1 MΩ  
|Zs| << |1/(jωC)|  
Rp>>|1/(jω(Cs+Cp)) | 
Zop = Zr = 50 Ω

これら典型的な値は要求値あるいは規定値ではない。5.1.2 項の“特性”を満足するあら

ゆる値の組み合わせが適用できる。 

 
図 G.2 容量性電圧プローブの等価回路  

 

 

 

 

V 

U 

信号発生器 

容量性電圧プローブ 

ｹｰﾌﾞﾙ 

減衰器10 dB 

外側端子（ﾎﾟｰﾄ 1） 

内側端子（ﾎﾟｰﾄ 1）

内側端子（ﾎﾟｰﾄ 2） 

外側端子（ﾎﾟｰﾄ 2）

基準大地面 

50 Ω 

50 Ω

校正用ユニット

接地端子

内側接地端子 

外側接地端子 

50 Ω 

測定用受信機 

測定用受信機 

b=0.63d
d

出力端子 

 

図 G.3 周波数応答較正の試験系  
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Cx" 
Vx 

外部電極

（静電シールド）

内部電極 

接地線

ｹｰﾌﾞﾙ#1 

V 

V

C 

Vx

Cx 

Cs 

C Vx 

V 

電極 

(a) 静電シールドの無い容量性電圧プローブ 

(b) 静電シールド付き容量性電圧プローブ 

Vp

Vx
V 

Cx

Cp

C 

Cs
Vp ｹｰﾌﾞﾙ#1 

ｹｰﾌﾞﾙ#2

ｹｰﾌﾞﾙ#2 

Rp 

インピーダンス

変換増幅器 

VpCp Rp

Vp 

Cp Rp 

Cx" Cs
インピーダンス 
変換増幅器 

Cc

Cc 

Cc

Cc 

Cx'

Cx'

Zs

Zs

 

図 G.4 静電結合モデルとその等価回路  
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図 G.5 静電結合に起因する外部電界の影響に対する遮蔽効果による影響低減の測  
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図 G.7 電圧分割係数のケーブル半径に対する依存性の検討結果  
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はじめに 
 
本編は、CISPR16-1-3（第 2.0 版 2004-06）に準拠し、無線妨害波及びイミュニティの測定装置並び

に測定方法の規格のうち、第１部：無線妨害波およびイミュニティの測定装置、第 3 編：補助装置－妨

害波電力－ の技術的条件および性能評価法について定めたものである。 
 
本編は、４つの節および付則から構成される。付則Ａは技術情報であり、付則ＢおよびＣは拘束力を

持つ規格である。 
 
１ 適用範囲 
 
本編は、周波数30MHzから1GHzまでの帯域における無線妨害波電力測定のための吸収クランプの特

性と較正法に関して定めた基本的な規格である。 
 
２ 引用規格 
 
以下の引用規格は、本編の利用に不可欠なものである。発行年が記された規格は、その規格を適用す

る。記されていない規格は最新の規格（あらゆる修正を含む）を適用する。 
 
[1] CISPR 16-2-2 (2003)：無線妨害波およびイミュニティ測定装置と測定法に関する規格  

－第２編：無線妨害波およびイミュニティ測定法 － 妨害波電力の測定 
 
[2] CISPR 16-4-2：無線妨害波およびイミュニティ測定装置と測定法に関する規格  

第４部－第２編：不確かさ、統計および許容値モデル － EMC測定の不確かさ 
 
[3] JIS C 60050-161 (1997)：国際電気工学用語（IEV） 161章：電磁両立性 
 
３ 用語の定義と略語 
 
３.１ 用語の定義   
 

JIS C 60050-161の適用すべき項目を参照すること。 
 
３.２ 略語 
 

ACA 吸収クランプ 
ACMM 吸収クランプ測定法 
ACRS 吸収クランプ基準試験場 
ACTS 吸収クランプ試験場 
CF クランプ係数 
CRP クランプ基準点 
DF 減結合係数 
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DR 測定受信機の不平衡インピーダンスからの電流トランスの減結合を規定する減結合係数 
JTF ジグ変換係数 
LUT 被試験導線 
RTF 参照変換係数 
SAD 補助クランプ 
SAR 電波半無響室 
SRP 移動基準点 

 

４ 吸収クランプ装置 
 

４.１ まえがき 
 
吸収クランプを使用する妨害波電力の測定は、30MHz を超える周波数範囲の放射妨害波レベルを評

価するための方法である。この測定法は、放射妨害波試験場（OATS）における妨害波電界強度測定の

代替手段である。吸収クランプを用いる妨害波測定法、すなわち吸収クランプ測定法（ACMM）を、

CISPR16-2-2 (第 2 部－第 2 編)の７章に記載する。 
 

ACMM は次の測定装置を使用する。 
 
－ 吸収クランプ 
－ 補助クランプ（第 2 の吸収装置） 
－ 吸収クランプ試験場 

 
図 1 は、この方法に要求される装置、装置の較正と検証の方法を含めて、吸収クランプ測定法の全体

像を示している。本章では ACMM に必要な装置の要求事項を規定する。吸収クランプ較正方法および

クランプ装置、補助クランプの諸特性に関する検証法の詳細については、付則Ｂに記載する。吸収クラ

ンプ試験場の適合性確認については、付則Ｃに記載する。吸収クランプを用いる妨害波測定は、構造お

よび寸法に依存するが、ある種の機器に適している。正確な測定手順および適用性は、機器の種類に応

じて規定すべきである。(接続線のない)供試装置自身の寸法が波長の１／４に近い場合、装置筐体から

の直接放射が起こりうる。外部導線として電源線のみを有する装置の妨害能力は、この線が送信アンテ

ナとして動作するため、電源線に供給できる妨害波電力によって評価できる。この妨害波電力は、電源

線に装着した適切な電力吸収装置によって吸収される電力にほぼ等しい。但し、吸収装置は吸収電力が

最大になる位置に置く。ここで、機器からの直接放射は考慮していない。電源線以外の外部導線を有す

る機器は、その導線の遮蔽の有無にかかわらず、電源線からの放射と同様に、その導線から妨害波エネ

ルギーを放射しうる。したがって、吸収クランプを用いる妨害波測定は、この種の導線にも同様に適用

することができる。 

 

ACMM の適用法については、CISPR16-2-2 (第 2 部－第 2 編)の７.９節に、より詳細に規定する。 
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４.２ 吸収クランプ 

 
4.2.1 吸収クランプの説明 

 
付則 A に、吸収クランプの構造とその典型的な例を示す。 
 
吸収クランプは、次の５つの部分から構成されている。 

 
－ 広帯域高周波電流プローブ 
－ 被試験導線用の広帯域高周波電力吸収およびインピーダンス安定部 
－ 電流プローブと測定用受信機間の同軸ケーブル表面上の高周波電流を減衰するために用いる吸

収スリーブおよびフェライトリング 
－ 吸収クランプの出力端子と測定用受信機の同軸ケーブルとの間に挿入される 6dB 減衰器 
－ 測定用受信機の同軸ケーブル 
 
クランプ内の電流プローブの前面（線路の長さ方向）の位置をクランプ基準点（CRP）とする。基

準点は測定時のクランプの位置を決定するために使用する。CRP は吸収クランプの筐体の外側に表示し

なければならない。 
 
4.2.2 クランプ係数およびクランプ試験場減衰量 
 

ACMM を実際の供試装置に適用する場合の概略を図 2 に示す。ACMM の詳細は CISPR16-2-2 (第 2
部－第 2 編)の 7 章に記載する。 

 
妨害波電力の測定では、吸収クランプの入力端で、供試装置から発生する不平衡電流を電流プローブ

を用いて測定する。被試験導線を取り囲むクランプのフェライト吸収体は、電流プローブに電源側から

の妨害波が混入しないように防いでいる。導線を直線状に伸ばして伝送線路を形成し、これに沿って吸

収クランプを移動して、最大電流を求める。吸収クランプの位置を変えることにより、供試装置から見

た吸収クランプの入力インピーダンスは変化する。したがって、クランプの最適位置で、最大妨害波電

流、すなわち受信機入力における最大妨害波電圧を測定することができる。 
 
この状態において、対象測定量すなわち供試装置の妨害波電力Peutは、クランプの出力信号Vrecと吸収

クランプのクランプ係数CFactを用いて次のように関連付けられる。 
 
            Peut ＝ CFact ＋ Vrec  （１） 

 
ここで、 

Peut ： 供試装置の妨害波電力 (dBpW) 
Vrec ： 測定された電圧(dBμV) 
CFact： 実際のクランプ係数 (dBpW/μV) 

 
理論的には、受信機入力での受信電力レベルPrec(dBpW)は次の式を用いて計算できる。 
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            Prec ＝ Vrec － 10･log(Zi) ＝ Vrec － 17 （２） 
 
ここで、 

Zi   ： 50Ω、測定受信機の入力インピーダンス 
Vrec ： 測定された電圧レベル(dBμV) 

 
式（１）および（２）を用いて、供試装置から放射される妨害波電力Peutと受信機で受信される電力

Precとの関係が導ける。 
 

Peut － Prec ＝CFact ＋ 17 （３） 
 
供試装置から放射される妨害波電力と、受信機で受信される電力との理論的な関係は、実際のクラン

プ試験場減衰量Aact(dB)として定義される。 
 

Aact ≡ Peut － Prec ＝CFact ＋ 17 （４） 
 
この実際のクランプ試験場減衰量は、３つの特性に依存する。 
－ クランプ応答特性 
－ 試験場特性 
－ 供試装置特性 

 
4.2.3 吸収クランプの減結合機能 
 
吸収クランプの電流プローブは妨害波電力を測定するが、一方、被試験導線を取り囲むフェライトリ

ングは、不平衡インピーダンスを高めて導線の遠端から伝搬してくる妨害波を低減し、これによって遠

端と電流プローブを分離している。この分離によって、接続された電源ならびに遠方端インピーダンス

が電流測定値に及ぼす影響を低減している。この減結合減衰量を、減結合係数(DF)と呼ぶ。 
 
更に別の減結合機能が吸収クランプに必要である。すなわち、測定用受信機の接続ケーブルの不平衡

（すなわちコモンモード）インピーダンスを高めることによって、電流プローブを受信機から分離する

ことである。この分離は、電流プローブから受信機までのケーブルに装着したフェライトリングの吸収

特性によって達成する。この減結合量を、測定用受信機に対する減結合係数(DR)と呼ぶ。 
 

4.2.4 吸収クランプ(ACA)に対する要求事項 
 
妨害波電力測定用吸収クランプは、次の要求事項に適合しなければならない: 
 
ａ） 吸収クランプの実際のクランプ係数(CFact)は、4.2.2 項で定義されており、付則Ｂの測定方法に

従って決定すること。また、クランプ係数の不確かさも、付則Ｂに従って決定すること。 
 
ｂ） 被試験導線用の広帯域高周波電力吸収およびインピーダンス安定部の減結合係数(DF)は、付則

Ｂの測定手順に従って検証すること。この減結合係数は、全ての周波数範囲において 21dB 以上

であること。（なお、補助クランプを追加して 21dB を満足してもよい。） 
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ｃ） 電流プローブと吸収クランプ出力端子間の減結合係数(DR)は、付則Ｂの測定手順に従って決定

すること。この減結合係数は、全ての周波数範囲において 30dB 以上であること。30dB には、

吸収クランプの減衰 20.5dB および結合／減結合ネットワーク(CDN)の減衰 9.5dB が含まれてい

る。 
 
ｄ） クランプ筐体の長さは 600mm±40mm であること。 
 
ｅ） 少なくとも 6dB の 50Ω高周波減衰器を、クランプ出力端子に直接接続すること。 
 

４.３ 複数の吸収クランプの較正法およびそれらの関係 
 
クランプ較正の目的は、供試装置を用いた実際の測定にできる限り似た状況で、クランプ係数 CF を

決定することである。しかし、４.２.２項で述べたように、クランプ係数は供試装置、クランプ特性、

試験場特性に依存する。このため、標準化(再現性)のために、較正は規定された再現性のある性能を備

えた試験場において、再現性のある性能をもつ信号発生器ならびに受信機を用いて行うこと。これらの

条件のもとでは、較正すべき吸収クランプの特性のみが変動要因である。 
 
吸収クランプの較正方法として以下の３方法が開発されており、それぞれ独自の利点、欠点および適

用性を有している(表１参照)。図３に、３種類の方法の概要を示す。 
 
それぞれの較正方法は、以下のように２段階から構成されている。 
 
第１は、基準値を得るために、（50Ωの出力インピーダンスをもつ）高周波信号発生器の出力端に 10dB

の減衰器を接続して、その電力Pgenを受信機を用いて直接測定する(図 3ａ参照)。第 2 に、次の 3 種類の

方法のうちの何れかを用いて、第 1 と同様に高周波信号発生器の出力端に 10dBの減衰器を接続して、

その妨害波電力をクランプを通して測定する。 
 
ａ） 基本の方法 
 

基本の吸収クランプの較正方法は、大型の垂直基準導体面を備えた基準試験場を使用する(図 3b
参照)。この方法は、定義に従ってCFを直接求めることができる。これは基本の較正方法であり、

許容値の決定に使用されており、それゆえに基準の較正方法とみなせる。被試験導線を垂直面に取

付けた貫通型コネクタの中心導体に接続する。この垂直面の後ろで、貫通型コネクタに（10dB減衰

器を介して）信号発生器を接続する。この較正用装置を用いて、付則Ｂの手順にしたがい、被試験

導線に沿ってクランプを移動し、各周波数に対して最大値Porigを測定する。最小試験場減衰Aorigお

よび吸収クランプ係数CForigを、次の式を用いて決定する。 
 

            Aorig ＝ Pgen －Porig （５） 
および 

              CForig ＝ Aorig － 17 （６） 
 
 試験場減衰量最小値Aorigは、約 13dB～22dBの範囲内である。 
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ｂ） ジグ較正法 
 

このジグ較正法は、被較正吸収クランプおよび補助クランプ(SAD)を収容できるジグを使用する。

このジグは、吸収クランプの基準構造としての役割を果たす(図 3c参照)。この較正装置によって、

クランプをジグ内に固定してPjigを周波数の関数として測定する。試験場減衰量Ajigおよび吸収クラ

ンプ係数CFjigは、次の式を用いて決定できる。 
 

            Ajig ＝ Pgen －Pjig （７） 
および 

              CFjig ＝ Ajig － 17 （８） 
 

ｃ） 参照装置法 
 

参照装置法は、(垂直基準面がない) 基準試験場およびこの目的に沿った同軸構造をもつ被試験導

線によって給電される参照装置を使用する(図 3d 参照)。 
この較正装置によって、付則Aに記述されている手順に従い、被試験導線に沿ってクランプを移

動し、各周波数毎に最大値Prefを測定する。クランプ試験場減衰量最小値Arefおよび吸収クランプ係

数CFrefを、次の式を用いて決定する。 
 

            Aref ＝ Pgen －Pref （９） 
および 

              CFref ＝ Aref － 17 （１０） 
 
３種類の吸収クランプ較正法について、付則Ｂで、さらに詳細に記述する。3 種類の吸収クランプ較

正法の概要を図 1 に記載する。また同図に、クランプ測定法とクランプ較正法の関係、および基準試験

場の役割を記載する。 
注 較正はクランプ、減衰器、ケーブルに対して実施する。それらはまとめて取り扱うこと。 

 
ジグ法および参照装置法を使用して得られる吸収クランプ係数(CFjig、CFref)は、基本の吸収クランプ

係数CForigと異なるものである。これらの異なるクランプ係数間の関連を、次のように求めることが必

要である。 
 
ジグ変換係数 JTF を次のように計算する。 

 
              JTF ＝ CFjig － CForig （１１） 

 
dB 単位の JTF は、それぞれの形式の吸収クランプ毎に、クランプの製造業者が決定する。製造業者

または委託された認定較正試験所は、製造シリーズの 5 個の装置に対して、少なくとも５回繰り返した

較正の結果を平均することにより JTF を決定すること。同様に、参照変換係数 RTF を次のように計算

する。 
 

              RTF ＝ CFref － CForig （１２） 
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dB 単位の RTF もまた、それぞれの形式の吸収クランプに対してクランプの製造業者が決定する。製

造業者または委託された認定較正試験所は、製造シリーズの５個の装置に対して、少なくとも 5 回繰り

返した較正の結果を平均することにより RTF を決定すること。 
 
要約すれば、基本の較正方法では直接的にCForigの値を求められる。ジグ法および参照装置法では、

CFjigおよびCFrefをそれぞれ求め、それらから基本の吸収クランプ係数を式（１１）および（１２）を用

いて計算する。 
 

４.４ 補助クランプ 
 

測定の不確かさを低減するために、クランプの吸収部に加えて、吸収クランプ直後に補助クランプ

(SAD)を使用すること。この SAD の機能は、吸収クランプの減結合による減衰に更なる減衰を与えるも

のである。この SAD は、較正および測定の間、吸収クランプと同様に移動させること。したがって、

SAD は走行に適応した車輪を必要とする。SAD の寸法は、被試験導線が吸収クランプと同じ高さとな

るようにすること。 

 

SAD の減結合係数は、付則Ｂに記述する測定手段に従って検証すること。SAD の減結合係数は吸収

クランプと一緒に測定すること。 
 
注 SAD の機能を吸収クランプに組み入れることが可能になる新しい技術が生まれるかもしれない。その場合、吸収

クランプ自体が減結合係数の仕様を満足するため、SAD は必要でない。 

 
４.５ 吸収クランプ試験場(ACTS) 
 
4.5.1 ACTS の説明 
 
吸収クランプ試験場(ACTS)は、ACMM を適用するのに使用される試験場である。ACTS は、屋外ま

たは屋内設備であって、次の要素を含む(付則 C、図 C.1 参照)： 
 
－ 供試装置を搭載する供試装置テーブル 
－ 供試装置に接続された導線(すなわち被試験導線、LUT)および吸収クランプを搭載するクランプ

移動台 
－ 吸収クランプの受信ケーブル用滑走支持器 
－ 吸収クランプを移動するためのロープのような補助手段 
 
上述した全ての ACTS の要素(供試装置テーブルを除く)は、ACTS 検証手順によって測定すること。 
 
クランプ移動台の近い側の端(供試装置側)を移動基準点とする(SRP、図 C.1 参照)。この SRP は、ク

ランプの CRP の水平位置を定める際に使用する。 
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4.5.2 ACTS の機能 

 

ACTS は次の機能をもつ。 
 
ａ）物理的機能：定められた供試装置および被試験導線の配置を備える。 
 
ｂ）電気的機能：供試装置およびクランプに対して(高周波において)理想的な試験場を提供し、吸収

クランプの利用に対して十分に規定された測定環境を提供する(壁または供試装置テーブル、クラ

ンプ移動台、滑走支持器およびロープのような支持具は妨害波に影響しない)。 
 

4.5.3 ACTS に対する要求事項 
 

ACTS に対して次の要求事項を適用する： 
 
ａ）クランプ移動台は、吸収クランプが確実に 5m の距離を越えて移動できる長さであること。これ

はクランプ移動台が６ｍの長さでなければならないことを意味する。 
 
注 再現性の理由から、クランプ移動台の長さおよびクランプの走行距離をそれぞれ少なくとも 6m および 5m に固定

する。クランプ移動台の長さは、走行距離(５m)、ＳＲＰとＣＲＰとの間のマージン(0.15m)および吸収クランプ

の長さ(0.64m)に先端での導線固定具を置けるマージン(0.1m)を加えたものの合計によって決定する。この合計が

クランプ移動台の長さ 6m となる。 

 
ｂ）クランプ移動台の高さは、0.8m±0.05m であること。これは、吸収クランプおよび SAD 内の被

試験導線の位置が基準面から数センチ高いことを意味する。 
 
ｃ）供試装置テーブルおよびクランプ移動台の材料は無反射形、非伝導性でなければならず、また、

誘電特性は空気の誘電特性に近い方がよい。従って、供試装置テーブルは電磁的に透過性になる。 
 
ｄ）クランプ移動台に沿ってクランプを移動するために使用するロープの材料もまた、電磁的に透過

性であること。 
 
注 供試装置テーブルおよびクランプ移動台の材料の影響は、300MHz を超える周波数において重要となる。 

 
ｅ）試験場の適合性(ACTSの電気的機能参照)は、基本の較正方法(付則C参照)を用いて現場で測定す

るACTSのクランプ係数(CFin-situ)と、吸収クランプ基準試験場(ACRS)で測定するクランプ係数

(CForig)とを比較して検証する。双方のクランプ係数間の違いの絶対値は、次の要求事項に適合する

こと： 
 
             ΔACTS ＝ ｜CForig －CFin-situ｜ （１３） 

 
が次の値であること 
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30MHz～150MHz    ＜2.5dB 
150MHz～300MHz    2.5dB～2dB に減少 
300MHz～1000MHz   ＜2dB 

 
次の項で、この試験場の適合性確認手順を更に詳細に規定する。 
 

4.5.4 ACTS の適合性確認方法 
 
ACTS の特性は、次のように検証する。 
 
－ 物理的要求事項 4.5.3ａ）および 4.5.3ｂ）は、検査によって検証できる。 
 
－ ACTSの電気的機能(要求事項 4.5.3 ｅ)は、“基本の較正方法”にしたがって較正したクランプの

クランプ係数CFを、現場で測定したクランプ係数CFin-situと比較することによって検証すること(付
則Ｃ参照)。 

 
放射測定のために検証された１０ｍの OATS または SAR は、ACMM を実施する理想的な試験場であ

るということが、調査研究により判明している。したがって、検証された 10m の OATS または SAR は、

ACTS の電気的適合性確認の基準試験場として適用できる。結論として、検証された 10m の OATS ま

たは SAR がクランプの試験場に使用される場合、この試験場の電気的機能をさらに検証する必要はな

い。 
 
クランプ試験場の電気的機能に対する適合性確認の手順は、付則 C に詳細が記述されている。 
 

４.６ 吸収クランプ装置の品質保証手順 
 
4.6.1 概要 
 
吸収クランプおよび補助クランプの性能は、使用や経年変化または欠陥によって時間的な変化をする

可能性がある。同様に、ACTS の性能も構造の変更または経年変化によって変わる可能性がある。 
 
ジグクランプ係数および参照装置クランプ係数があらかじめ分かっているならば、ジグ較正法および

参照装置較正法を品質保証手順として使用することができる。 
 

4.6.2 ACTS の品質保証確認 
 
試験場が検証された時点で決定したACTSの吸収クランプ試験場減衰量Ａrefを基準値として使用でき

る。 
 
ある時間間隔あるいは試験場改修後、この試験場の減衰測定を繰り返し、結果を基準データと比較す

ることができる。 
この方法の利点は、ACMM の全ての要素を同時に評価できることである。 
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4.6.3 吸収クランプの品質保証確認 

 
クランプが検証された時点で決定した減結合機能およびクランプ係数の性能を基準性能データとし

て使用することができる。 
 
ある時間間隔あるいは試験場改修後、これらの性能パラメータを、減結合係数の測定およびジグ法を

用いたクランプ係数の測定によって再度、検証することができる(付則 B)。 
 

4.6.4 品質保証の合格／不合格基準 
 
品質保証試験の合格／不合格基準は、対象とする測定パラメータの測定の不確かさに関連する。対象

とするパラメータの変化が測定の不確かさ未満であれば、この変化を許容できることを意味している。 
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図 1  吸収クランプ測定法および関連の較正ならびに適合性確認手順の概要 

吸収クランプ測定法（ACMM） 
(CISPR 16-2-2 第７節) 

 

必要とするもの： 

・供試装置 

・較正されたクランプ 

 

・検証されたクランプ 

・検証された吸収クランプ試験場(ACTS) 

・較正された受信機 

・規定された試験配置 

・規定された試験手順 

得られる結果：供試装置の妨害波電力 

クランプ較正法 
（付則Ｂに規定） 

 

ａ．クランプの適性確認 

要求事項： 

補助クランプを伴ったクランプの減結合係数の適合

性確認 

 

ｂ．基本の方法 

必要とするもの： 

・較正対象のクランプと SAD 
・測定機器 

・検証された試験場：ACRS(吸収クランプ基準試験場)

・規定された発生源（信号発生器＋大型垂直基準面）

・規定された試験配置 

・規定された試験手順 

得られる結果：基本のクランプ係数（CForig） 

 

ｃ．ジグ較正法 
必要とするもの 
・較正対象のクランプと SAD 
・測定機器 
・較正ジグ 
・規定された発生源 
・規定された試験配置 
・規定された試験手順 
得られる結果：クランプ係数CFjigおよびCForigを、ジグ

変換係数JTFを用いて計算する。 
 
ｄ．参照装置法 
必要とするもの 
・較正対象のクランプと SAD 
・測定機器 
・検証された試験場：ACRS(吸収クランプ基準試験場)
・規定された発生源 
・規定された試験配置 
・規定された試験手順 
得られる結果：クランプ係数CFrefおよびCForigを、参

照変換係数RTFを用いて計算する。 
 

吸収クランプ試験場(ACTS)の適合性確認 
(付則 Cに規定) 

 

必要とするもの： 

・適合性確認対象の ACTS(吸収クランプ試験場) 

・基本の方法で較正されたクランプと SAD 

・較正された受信機 

・規定された試験配置 

・規定された試験手順 

得られる結果：検証された吸収クランプ試験場 

SAD を伴った吸収クランプの減
結合機能の適合性確認（付則 B） 
 
必要とするもの： 
・較正対象のクランプと SAD 
・ジグ 
・規定された発生源 
・測定機器 
・規定された試験配置 
・規定された試験手順 

吸収クランプ基準試験場(ACRS) 
 
30MHz～1000MHz の放射測定用に検証された 10m
の OATS または SAR は、クランプ測定用の試験場と

しても検証されたと見なされる。 
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図 2   吸収クランプ試験方法の概略図 
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図 3   クランプ較正法の概要図 
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付 則 Ａ 
（情報） 

 

吸収クランプの構造 
（４.２節参照） 

 

Ａ.１ 吸収クランプ構造の例 

 

図Ａ.１および図Ａ.２にクランプの基本的構造を示す。第４.２項で述べた吸収クランプの３つの主要

部分は、電流トランスＣ、電力吸収インピーダンス安定器Ｄ、および吸収スリーブＥである。Ｄはいく

つものフェライトリングで構成され、Ｅは，フェライトリングまたはチューブで構成される。電流トラ

ンスＣのコアには、Ｄに用いたフェライトリングが２個または３個使用される。電流トランスの２次巻

線は、極細同軸ケーブルをフェライトリングに１回巻いたもので、図に示したように接続されている。

ケーブルは，スリーブＥの中をクランプの同軸端子まで通過する(場合によっては 6dB の減衰器を経由

する)。Ｃ及びＤは、被試験導線Ｂに沿って動かすことができるように、お互いに近づけて配置し同一軸

上になるように調整する。スリーブＥは通常、実用上の理由で吸収体Ｄと並べて配置する。ＤおよびＥ

の両者は、その中を通る導線上の不平衡電流を減衰させる働きをする。 

 

図Ａ.２に示す例は、吸収クランプの性能を改善するためのいくつかの特徴を示している。金属円筒１

は、トランスＣのコアの内側に設置され、容量性シールドとして動作する。この円筒は，２つの半円部

分に別れている。導線がトランスの中心を通るように絶縁チューブ２を使用する。このチューブは、ト

ランスの入力端から吸収体Ｄの最初のリングまで伸びており、クランプの較正および小さな径の導線の

測定に使用する。 

 

吸収クランプは，適切なフェライトリングを用いて，30MHz～1000MHz までの周波数範囲を扱える

ように製作することも可能である。 

図Ａ.１  吸収クランプ装置とその部品 

 15 161



 

 

図Ａ.２  吸収クランプの構造例 
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付 則 Ｂ 

（規定） 

 

吸収クランプおよび補助クランプの較正および適合性確認方法 

（４章参照） 

 

Ｂ.１ まえがき 

 

この付則は、吸収クランプおよび補助クランプに対する各種の較正および適合性確認方法に関する詳

細を記載する。 

 

吸収クランプのクランプ係数の較正法（第４.３項も参照）は、Ｂ.２項に記載する。 

 

減結合係数 DF および DR の適合性確認方法については、Ｂ.３項に記載する。 

 

Ｂ.２ 吸収クランプの較正方法 

 

以下の３種類の方法は、測定に用いる減衰器および受信機ケーブルを含めて吸収クランプのクランプ

係数(CF)を決定する。クランプの減結合は完全ではないため、クランプはケーブルと相互作用をおこし、

ケーブルの種類と長さが結果的に不確かさに影響する可能性がある。したがって，較正は受信機ケーブ

ルを含めて実施しなければならない。 

  

Ｂ.２.１ 基本の較正方法 

 

B.2.1.1 較正配置および機器 

 

図Ｂ.1 は較正の配置を示す。較正配置は、近い周囲物の影響を防ぐため ACRS に配置しなければなら

ない。ACRS が基準金属面を備えていない場合は、6×2m の水平基準金属面が一般的に要求される。 

 

この較正手順に対して適正な ACRS は、CISPR の NSA の要求事項に適合した測定距離 10m の OATS

または SAR である。 

 

較正配置は，次の要素から構成されている： 

 

－ クランプ移動台：被試験導線を確実にグランド上 0.8±0.05m の高さに位置させるための、長さ約

6m の非反射材料で作られる。これは、吸収クランプ内および補助クランプ内では，基準面上の被試

験導線の高さが何センチか高くなるということを意味する。 

 

－ 垂直基準金属面：水平基準金属面に接続され、0.87m の高さで垂直な中心紬に取付けた N 型ジャッ

クを備え、2.0×2.0m よりも広いこと。この垂直基準金属面はクランプ移動台の先端の近くに配置さ
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れており、吸収クランプ試験場基準点(SRP)と呼ばれる。 

 

－ 試験のための絶縁導線：7.0±0.05m の長さで、絶縁を含めずに直径 4mm の導線で作られ、一端が

取付け用ジャックに接続(例えば、はんだ付けで)されている。導線の他端は、 (水平)基準金属面に接

続されたタイプ M の CDN(CISPR 16-1-2 図Ｃ.２参照)のラインおよび中性点に接続されている。

CDNの測定出力は 50Ωで終端する(安全性の理由からCDNは電源には接続しない！)。このCDNは、

40MHz～50MHz までの周波数範囲で被試験導線の先端において要求される安定した不平衡インピ

ーダンスを提供する。 

 

－ 非金属製引っ張り器具：クランプ移動台の他端に設置し、被試験導線をわずかに引き伸ばすための

もの。 

 

－ 補助クランプ(SAD)：被較正クランプから 50mm 離してクランプ移動台上に設置する。補助クラン

プは第４節で規定された値以上の減結合係数 DF をもつ(滑走式)フェライトクランプであってもよい。 

 

－ 緩衝器：CRP が垂直基準金属面から 150mm 未満にならないようにするためのもので、電磁的に透

過性の材料でできたもの。 

 

信号発生器出力およびクランプ出力を測定するために、受信機またはネットワークアナライザを使用

する。測定された信号レベルは、信号発生器を停止している場合に吸収クランプの出力端子で測定した

背景信号より 40dB 高くなければならない。この場合、測定システムの誤差は 0.1dB 未満となる。 

 

基準測定として、受信機のトラッキング信号発生器の出力またはネットワークアナライザ(NA)の出力

を、10dB の減衰器をとおして同軸ケーブルにより受信機入力または NA 入力へ接続する。 

 

B.2.1.2 較正手順 

 

被試験導線の非金属ガイドは、導線が電流プローブの中心を通過するように、被試験吸収クランプの

外側に取付ける(図Ｂ.２)。 

 

両方のクランプ － 被試験クランプおよび補助クランプ(SAD) － を、図Ｂ.１に示すようにクラ

ンプ移動台上に配置する。被試験クランプの電流プローブを垂直基準金属面に向けて配置する。電流プ

ローブの先端は、クランプ基準点(CRP)であり、製造業者によって表示されなければならない。CRP と

垂直基準金属面との間に 150mm の距離を維持してクランプを配置する。被試験導線を両方のクランプ

を通過させ、クランプ移動台の遠端で適切な非金属製引っ張り器具を用いて、わずかに引き伸ばすこと

が望ましい。被試験導線を CDN に接続する前に基準金属面に接触させてはならない。 

 

ＮＡの出力を同軸ケーブルおよび 10dB の減衰器を経由して取付け用ジャックに接続する。吸収クラ

ンプの受信機ケーブルを NA の入力に接続する。 
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クランプ試験場減衰量を、少なくとも 60MHz まで 1MHz ステップで、120MHz まで 2MHz ステップ

で、300MHz まで 5MHz ステップで、また、300MHz より上は 10MHz ステップで測定する。 

 

２個のクランプ(吸収クランプおよびSAD)が一緒にクランプ移動台に沿って適度な速度で移動してい

る間に、クランプ試験場減衰量最小値を測定する。クランプは非金属のロープによって引いてもよい。

クランプが移動する速度は、各周波数のクランプ試験場減衰量を 10mm 未満の間隔で測定できるように

調節しなければならない。 

 

吸収クランプのクランプ係数CForigを、クランプ試験場減衰量から第４.３項の式（５）を用いて計算

する。 

 

Ｂ.２.２ ジグ較正法 

 

B.2.2.1 吸収クランプ較正用ジグの仕様 

 

第４節に記述されているように、吸収クランプ較正用ジグは、吸収クランプの較正に使用することが

できる。ジグは、50Ω測定システムで、SAD を含めた吸収クランプの挿入損失を測定するために使用

される。空のジグの特性インピーダンスが 50Ωではないことに注意が必要である。ジグを用いた測定は、

周囲の影響を含まない挿入損失を与える。ジグの寸法およびクランプの配置を図Ｂ.３からＢ.５に示す。 

 

B.2.2.2 較正手順 

 

被試験導線の非金属ガイドを、導線が電流プロープの中心を通過するように、被試験吸収クランプの

前面側に取り付ける(図Ｂ.２)。その後、図Ｂ.３およびＢ.４に示すように、吸収クランプのクランプ基

準点(CRP) が垂直フランジから 30mm になるように、吸収クランプをジグ内に配置する。他の垂直フ

ランジに対して、同じ 30mm の距離を SAD の遠端に適用する。バナナプラグによって、被試験導線を

垂直フランジのソケットに接続する。 

 

NA を用いて挿入損失を測定する。測定した信号レベルは、吸収クランプの出力で測定した背景信号

より 40dB 高くなければならない。この場合、背景雑音による測定システムの誤差は 0.1dB 以下である

こと。 

 

測定用配置を較正するため、NA の出力を、同軸ケーブルおよび 10dB の減衰器を経由して NA の入力

に接続する。 

 

測定用配置を較正した後、NA の出力を同軸ケーブルおよび 10dB の減衰器を経由して、ジグのクラ

ンプの CRP が配置されている側にある取付け用ジャックに接続する。CRP の反対側にある取付け用ジ

ャックを 50Ωで終端する。吸収クランプの出力を 6dB の減衰器及び受信機ケーブルを経由して NA の

入力に接続する。 
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挿入損失を、少なくとも 60MHz まで 1MHz ステップで、120 MHz まで 2MHz ステップで、300MHz

まで 5MHz ステップで、また、300MHz より上は 10 MHz ステップで測定する。 

 

クランプ係数CFjigは、挿入損失から式（７）を用いて計算する。製造業者は、少なくとも第４.３項

の式(１１)で定義されたジグ変換係数JTFを決定しなければならない。これは、この形式の吸収クランプ

におけるCF の算出を可能にする。 org

 

Ｂ.２.３ 参照装置較正法 

 

B.2.3.1 参照装置及び試験場の仕様および使用法 

 

参照装置は、いかなる環境、供給電圧および測定機器にも影響されずに，規定された電流を容量結合

によって被試験導線上に誘起できなければならない。これは、、RF 電圧を 10dB の減衰器経由で同軸ケ

ーブルをとおして参照装置に加えて確認する。参照装置は片面プリント基板と同じ材料で構成されてい

る。基板の中央部には、中心ピンだけが銅はくに接続された同軸コネクタがある。同軸コネクタは 10dB

の減衰器に接続されている(図Ｂ.７参照)。被試験導線上に誘起される不平衡電流が、参照装置によって

生じたもので、ケーブルからの直接的な漏洩によるものではなくするため、この参照装置を接続するの

に二重遮へいケーブルを使用しなければならない。 

 

参照装置は、ACRS での基本の較正手順における大型垂直基準金属面に置き代わるものである。較正

配置を図Ｂ.６に示す。この較正方法に適切な試験場は ACRS である。この較正手順に対して適正な

ACRSの１つが、CISPR規格のNSAの要求事項に適合する測定距離 10ｍのOATSまたはSARである。 

 

B.2.3.2 較正手順 

 

被試験導線のための非金属ガイドは被試験吸収クランプの外側に取付け、導線が電流プローブの中心

を通過できるようにする(図Ｂ.２)。 

 

両方のクランプ － 被試験クランプおよび補助クランプ(SAD) － を、図Ｂ.６に示すようにクラ

ンプ移動台上に置く。被試験クランプの電流プローブを、クランプ移動台の SRP に置いた参照装置に

向けて置く。電流プローブの先端はクランプ基準点(CRP)であり、製造業者によってクランプ筐体上に

表示されなければならない。CRP と参照装置との間に 150mm の距離を維持してクランプを置く。被試

験導線(ネットワークアナライザからの同軸ケーブル)を両方のクランプを通過させ、クランプ移動台の

両端で適切な非金属製引張り器具を用いて、僅かに引き伸ばすことが望ましい。 

 

10dB の減衰器を備えた同軸ケーブル(被試験導線)を NA の出力に接続する。吸収クランプの受信機用

ケーブルを NA の入力に接続する。 

 

クランプ試験場減衰量を、少なくとも 60MHz まで 1MHz ステップで、120MHz まで 2MHz ステップ

で、300MHz まで 5MHz ステップで、また、300MHz より上は 10 MHz ステップで測定する。 
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2 個のクランプが参照装置の 150mm から約 4.5ｍまで適度な速度で移動している間に、クランプ試験

場減衰量最小値を測定する。クランプは非金属のロープによって引いてもよい。クランプが移動する速

度は、各周波数の挿入損失を 10ｍｍ未満の間隔で測定できるようにしなければならない。 

 

吸収クランプのクランプ係数 CF を、クランプ試験場減衰量最小値から第４.３項の式（９）を用いて

計算する。 

 

製造業者は、少なくとも、第４.３項の式（１２）を用いて参照装置変換係数RTFを決定しなければな

らない。これは，この形式の吸収クランプに対してCForigの算出を可能にする。 

 

Ｂ.２.４ 吸収クランプ較正の測定不確かさ 

 

較正の不確かさは、それぞれの較正報告書に記述しなければならない。較正報告書は次の不確かさ要

因を考慮しなければならない。 

 

－ 基本の較正法： 

 

・ 測定機器の不確かさ 

 ・ (6dB の減衰器および受信機ケーブルを備えた)吸収クランプの出力と測定機器との間の不整合 

 ・ 較正の再現性。これには被試験導線の電流プローブ中心からのずれ、およびネットワークアナラ

イザへの受信機ケーブルの引き回し、のような要因を含む 

 

  吸収クランプは、減結合係数DFおよびDRに関する最小限の要求事項を満たさなければならない。 

 

－ ジグ較正法： 

 

 ・ クランプ係数 CF の不確かさ 

 ・ 測定機器の不確かさ 

 ・ (6dB の減衰器及び受信機ケーブルを備えた)吸収クランプの出力と測定機器との間の不整合 

 ・ 較正の再現性。これには被試験導線の電流プローブ中心からのずれ、のような要因を含む 

 

  吸収クランプは、減結合係数DFおよびDRに関する最小限の要求事項を満たさなければならない。 

 

－ 参照装置較正法： 

 

 ・ クランプ係数 CF の不確かさ 

 ・ 測定機器の不確かさ 

 ・ (6dB の減衰器及び受信機ケーブルを備えた)吸収クランプの出力と測定機器との間の不整合 

 ・ 較正の再現性。これには、被試験導線の電流プローブ中心からのずれ、およびネットワークアナ
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ライザへの受信機ケーブルの誘導、のような要因を含む 

 

  吸収クランプは、減結合係数DFおよびDRに関する最小限の要求事項を満たさなければならない。 

 

クランプ較正法の不確かさ量の決定に関する詳細なガイドは CISPR 16-4-2 に記載されている。 

 

Ｂ.３ 減結合機能の適合性確認方法 

 

Ｂ.３.１ 補助クランプを付加した吸収クランプの減結合係数ＤＦ 

 

減結合係数の測定方法を、クランプ製造業者に対する要求事項および品質管理のオプションとして、

補助クランプを備えた吸収クランプに適用する。 

 

減結合係数ＤＦはクランプ較正ジグを用いて測定する(図Ｂ.３、Ｂ.４およびＢ.５参照)。減結合係数

DF の測定は、基準測定および被試験装置の測定の両方について、50Ωの測定システムを使用する。基

準として空のジグを用いると、クランプをジグに挿入しているときにはジグのインピーダンスが変化す

ることから、非現実的な測定値を与えることがある。空のジグは 50Ωシステムではないことに注意しな

ければならない。したがって、減結合係数 DF の測定手順は次のとおりである。 

図Ｂ.８はスペクトラムアナライザを使用する場合に必要な２つの測定ステップを示す。初めに基準測

定を実施する。信号発生器の出力を２個の 10dBの減衰器をとおして、出力Prefを測定する。次に、SAD

を備えた吸収クランプをＢ.２.２.２に述べたように置く。ジグの両方のコネクタに 10dBの減衰器を使

用する。ジグの垂直フランジと被試験装置(クランプの場合はCRP)との間の距離およびクランプ先端の

距離は、30mmとしなければならない。そして出力Pfilを測定する。減結合係数DFを次のように決定する。 

 

             DF ＝ Pref － Pfil （Ｂ.１） 

 

SAD を付加した吸収クランプの減結合係数は、対象の周波数範囲にわたって少なくとも 21dB でなけ

ればならない。 

 
備考 参考までに、単独で測定した SAD の DF は約 15dB である。 

 

測定は NA を用いて実施してもよい。この場合、NA の較正をジグに接続されているインタフェース

で実施するときには、減衰器の使用を省略してもよい。 

 

Ｂ.３.２ 吸収クランプの減結合孫数 DR 

 

クランプ製造業者に対する要求事項及び品質管理のオプションとして、減結合係数 DR をクランプ較

正用ジグを使用して測定する(図Ｂ.３、Ｂ.４およびＢ.５参照)。 

 

減結合係数 DR の測定手順は次のとおりである(図Ｂ.８およびＢ.９参照)。電流プローブからの同軸ケ
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ーブル上の不平衡電圧の測定については、SAD なしの吸収クランプをＢ.２.２.２に記述したようにジグ

の中に置く。短い同紬ケーブルを経由して、測定出力をタイプＡの CDN (CISPR 16-1-2、図Ｃ.１参照)

に接続する。CDN は基準金属面に置く。クランプ CRP の反対側でジグの接続を終端させるために、50

Ωの負荷を使用しなければならない。 

 

図Ｂ.８のステップ１は、スペクトラムアナライザを使用するときに必要な基準測定を示す。信号発生

器の出力Prefを、２個の 10dB減衰器をとおして測定する。 

 

次に、吸収クランプを図Ｂ.９に示すようにセットする。信号発生器は 10dB減衰器をとおしてジグ(ク

ランプのCRPに近い側)に接続し、ジグの他端は 50Ω負荷で終端する。クランプの出力をCDNに接続す

る。CDNの測定出力は 10dB減衰器をとおして受信機に接続する。CDNの出力を 50Ωで終端し、出力

Pfilを測定する。減結合係数DRを次のように決定する。 

 

               DR ＝ Pref － Pfil  （Ｂ.２） 

 

吸収クランプの減結合係数は、対象の周波数範囲にわたって少なくとも 30dB でなければならない。

30dB には、吸収クランプの減衰 20.5dB および CDN の減衰 9.5dB を含んでいる。 

 

測定は NA を用いて実施してもよい。この場合、NA の較正をジグおよび CDN に接続されているイン

タフェースで実施するときには，減衰器の使用を省略してもよい。 
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図Ｂ.１  基本の較正試験場 

 

導線の軸合わせガイド 

 

図Ｂ.２  被試験導線の軸合わせガイドの位置 
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図Ｂ.３  較正ジグの側面図 

図Ｂ.４  ジグの平面図 

 

 

図Ｂ.５ 側面図   ジグの垂直フランジの
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図Ｂ.６  参照装置較正法の試験配置 

 

 

 

図Ｂ.７  参照装置の仕様 
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図Ｂ.８  減結合係数 DF の測定配置 

 

 

 

図Ｂ.９  減結合係数 DR の測定配置 
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付 則 Ｃ 

（規定） 

 

吸収クランプ試験場の適合性確認 

（4 章参照） 

 

Ｃ.１ まえがき 

 

この付則は吸収クランプ試験場の適合性確認方法に関する詳細を記載している。 

 

吸収クランプ試験場(ACTS)の適合性は、較正したクランプのクランプ係数CFと、基本の較正法(第４.

３項および付則Ｂ参照)を用いてACTSの現場で測定したクランプ係数CFin-situと比較して検証すること。 

 

Ｃ.２ 適合性確認に対する機器への要求事項 

 

垂直金属基準面および被試験導線を用いた基本の較正方法(付則Ｂ.２.１参照)によって、この導線に規

定の不平衡電流を発生させること。この不平衡電流がACTSの環境によって影響され、それによりACRS

 28

の値からはずれる可能性がある。

Ｃ.３ 適合性確認の手順 

、受信機を用いて直接測定する(図Ｃ.１ａ)。 

■ ステップ２ － ACTS でのク

第２に、同じ設定の信号発生器と 10dB減衰器、および図Ｃ.１ｂに示すセットアップを用いて、被試

験導線上の最大妨害電力Prefを測定する。 

 

２個のクランプ － 吸収クランプおよび補助クランプ(SAD) － を、図Ｃ.１ｂに示すようにクラ

ンプ移動台上に置く。被試験クランプのクランプ基準点を垂直金属基準面の方向にする。垂直金属基準

面をクランプ移動台の SRP に配置する。被試験導線のための非金属ガイドを、導線が電流プローブの

中心を通過するように被試験吸収クランプの外側に取付ける(図Ｂ.２)。CRP と垂直金属基準面との間が

150mm の距離になるようにクランプを置く。被試験導線が両方のクランプを通るようにし、クランプ

 

 

 

次の較正手順を，検証する ACTS で実施する。 

 

△ クランプ試験場減衰量測定手順 

 

■ ステップ１ － 信号発生器電力の基準測定 

 

最初に、基準として、信号発生器の出力電力Pgenを、使用されるケーブルおよび 10dB減衰器をとおし

て

 

ランプ係数の測定 
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移動台の両端で適切な非金属製引っ張り器具を ずかに引き伸ばすことが望ましい。被試験導

線を垂直金属基準面上で取付け用ジャックに接

 

NA の出力端子を 10dB 減衰器を経由して垂直金属基準面で取付け用ジャックに接続する。吸収クラ

ンプの受信機ケーブルを NA の入力端子に接

なくとも 60MHz まで 1MHz ステップで、120MHz まで 2MHz ステップで、300MHz

で 5MHz ステップで、また、300MHz より上は 10MHz ステップで測定する。 

ランプが垂直グランド面の 150mm から約 4.5m までを適切な速度で移動している間に、最大妨害

電

（Pgen － Pref）－ 17 （Ｃ.１） 

定は，試験所または第３者(較正試験所)によって実施することができる。 

Ｃ

におけるクランプ係数CFin-situと比較しなければならない。適合性

認測定および較正手順（Ｃ.３節およびＢ.２.１項）が試験所自体によって実施され、Ｃ.５節に記載さ

CTSの適合性確認の認証基準は式(１３)(第 4.5.3 項参

)で与えられる。 

 

、適合性確認の認証基準を次のように変更する： 

150MHz～300MHz  3dB～2.5dB に減少 

.５ ACTS の適合性確認方法の不確かさ 

 

用いて、わ

続する。 

続する。 

 

この信号を、少

ま

 

ク

力を測定する。クランプは非金属のロープによって引いてもよい。クランプが移動する速度は、各周

波数の挿入損失を 10mm 未満の間隔で測定できるようにすること。 

 

■ ステップ３ － クランプ係数の計算 

 

検討対象の試験場(ACTS)のクランプ係数(dB)は、次の式を使用して求めることができる。 

 

           CFin-situ ＝

 

このCForigおよびCFin-situの決

 

.４ ACTS の適合性確認 

 

基本のクランプ係数CForigを，ACTS

確

れた不確かさの要求事項が満たされるならば、A

照

クランプ係数が第３者によって決定される場合

 

30MHz～150MHz  ＜3dB 

300MHz～1000MHz ＜2dB 
 

Ｃ

ACTS の適合性確認測定の不確かさは次に依存する。 

 

－ 測定機器の測定不確かさ 

－ (6dB の減衰器を備えた)吸収クランプの出力と測定機器との間の不整合 
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－ 測定の再現性。これには，電流プローブと被試験導線の中心軸のずれ、およびネットワークアナラ

イザへの受信機ケーブルの引き回し、のような不確かさが含まれる。 

 

 

ンプ 適合性確認のための基本の較正法を用いた 

クランプ試験場減衰量測定の試験配置 

 

クランプ試験場の適合性確認手順については、上に述べた不確かさの要求事項を考慮しなければなら

ない。 

 

図Ｃ.１  クラ 試験場の
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はじめに 

本編は、CISPR16-1-4（2.0版、2007-02）に準拠し、無線妨害波およびイミュニティ測定装置のう

ち、補助装置-放射妨害波に関する技術的条件および性能評価法について定めたものである。 

本規格は、８つの節および付則から構成される。付則Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅは、拘束力を持つ規格である。

付則Ｄ、Ｆは、技術情報である。 

 

１ 適用範囲 

本編は、9kHzから18GHz間での周波数範囲での放射妨害波を測定するための機器の特性および性能

を定めた基本規格である｡ 

補助装置の仕様として含まれているものは、次のアンテナおよび試験サイト、TEMセル、並びに反

射箱である。 

本編の要求事項は、すべての周波数で、測定装置の有効指示範囲内の放射妨害波の全レベルについ

て満足されなければならない｡ 

 

２ 引用規格 

以下の引用規格は、本編で引用することにより、本編の規定となる条項を含んでいる。以下に示し

た規格の発行年を付記してある引用文書については、引用された版だけを適用する。発行年を付記し

ていない引用文書については、その引用文書の最新版(修正版のすべてを含む)を適用する｡ 

 

CISPR 14-1:2000、電磁両立性 － 家庭用機器、電動工具および類似機器に対する要求事項  
－ 第１部：放射 

 

CISPR 16-2-1:2003、無線妨害波およびイミュニティ測定装置と測定法に関する規格 

 第２部－第１編：イミュニティと妨害波の測定法－伝導妨害波測定 

 

CISPR 16-2-3:2003、無線妨害波およびイミュニティ測定装置と測定法に関する規格 

 第２部－第３編：イミュニティと妨害波の測定法－放射妨害波測定 
 
CISPR 16-3:2003、無線妨害波およびイミュニティ測定装置と測定法に関する規格 

 第３部：ＣＩＳＰＲ技術報告 
 
CISPR 16-4-1:2003、無線妨害波およびイミュニティ測定装置と測定法に関する規格 

    第４部－第１編：不確かさ、統計および許容値モデル  
－ 標準化されたＥＭＣ試験の不確かさ 

 
CISPR 16-4-2:2003、無線妨害波およびイミュニティ測定装置と測定法に関する規格 

    第４部－第２編：不確かさ、統計および許容値モデル － 測定装置の不確かさ 
 
JIS 60050(161)：1990, 国際電気工学用語（IEV） 161章：電磁両立性 、改定１:1997、改定２:1998 

計量における基本および一般的な国際用語、ISO、ジュネーブ、第２版、1993 
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３  定義 

本編に関する用語を以下のように定義する。本編にない用語に関しては、JIS C 60050 161 「1997 

EMCに関するIEV 用語」を参照すること。 

 

３.１ 帯域幅（Bn) 

帯域幅とは、受信機の総合選択曲線の帯域中央の周波数における応答特性より規定の減衰量だけ低

いレベルの2点間の幅をいう。帯域幅は記号Bnと記し、n はデシベル表示された減衰量の規定値であ

る。 

 

３.２ 有効指示範囲 
有効指示範囲は、測定用受信機が第１編の要求事項を満足する条件での最大指示値と最小指示値の

間の範囲で、この範囲は測定器の製造元によって示される。 
 

３.３ 較正用試験場(CALTS) 

CALTSは、金属大地面上で水平および垂直偏波面について厳密に指定されたサイトアッテネーショ

ン特性を備えた較正用試験場である｡ 

CALTSは、アンテナの自由空間アンテナ係数を決定するために用いられる｡ 

CALTSにおけるサイトアッテネーション測定値は、適合性確認用試験場の性能を評価するために、

対応する適合性確認用試験場のサイトアッテネーション測定値と比較するのに使用される。 

 

３.４ 適合性確認用試験場(COMTS) 

供試装置からの妨害波の放射電界強度を、許容値と比較して適合性を確認するための、有効かつ再

現性のある測定結果を保証する環境。 

 

３.５ アンテナ 

指定された方法で電磁波を放射又は受信するように設計された送信又は受信システムの１部分。 
 

注1：この規格では、バランはアンテナの一部とする｡ 

注2：線状アンテナの用語も参照すること。 

 

３.６ バラン 

平衡伝送線又は平衡伝送装置から不平衡伝送線又は不平衡伝送装置へ、もしくはその反対に、変換

するための受動電気回路網。 

 

３.７ 自由空間共振ダイポール 

一直線に並べた2個の同じ長さの導線を小さな隙間で分離し対称に配置した線状アンテナ。各導線

が当該周波数の約1/4波長の長さで、自由空間に設置されたダイポールの場合には、そのアンテナの隙

間で測定した入力インピーダンスは実数値のみである。 
 

注1：この規格では、バランに接続された線状アンテナも試験アンテナと称す｡ 
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注2：この線状アンテナは同調ダイポールとも呼ばれる。 

 

３.８ サイトアッテネーション 

送信器出力および受信器入力を電気的に直接接続したときを基準として、特定の位置に設置した送

信および受信アンテナ間の2端子測定によって決定された挿入損失を、試験場におけるその２か所間

のサイトアッテネーションという。 

 

３.９ 試験アンテナ 

自由空間共振ダイポールと指定されたバランを組み合わせたもの。 
 

注：この規格だけの目的のためとする。 

 

３.１０ 線状アンテナ 

線状アンテナとは、電磁波を放射又は受信するために一つ以上の金属線又は金属棒からなる特定の

構造を持つ。 
 

注：線状アンテナに、バランは含まれない｡ 

 

３.１１ ６面電波暗室 FAR 

６面電波暗室とは、その内部表面に電波吸収体（RF吸収体）が貼り付けられた遮蔽空間である。そ

の吸収体は目的とする周波数範囲における電磁波エネルギーを吸収する。 

 

３.１２ 準自由空間試験場 

FAR特性評価用アンテナの較正に用いる試験場である。垂直偏波の同調ダイポールで測定されたサ

イトアッテネーションが、全ての周波数において自由空間サイトアッテネーションの計算値から±1 

dB以内の偏差の試験場。 

 

３.１３ FARの試験体積 

供試装置が置かれる６面電波暗室内の空間。 
 

注：この空間内では準自由空間条件を満足する。この空間は、通常６面電波暗室の吸収体から0.5m以上離れて

いる。 
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４ 無線周波放射妨害波測定用アンテナ 
アンテナおよび、アンテナと測定用受信機との間に挿入される回路は、測定用受信機の総合特性に

顕著な影響を与えてはならない。アンテナが測定用受信機に接続されている場合でも、測定システム

は、第１編で規定した各周波数帯に対応する帯域幅に関する要求事項を満足すること。 
アンテナは、本質的に直線偏波であること。アンテナは、あらゆる偏波の入射波を測定できるよう

に、向きが変えられること。地面からアンテナ中心までの高さは、試験方法の規定にしたがって調節

可能であること。 
広帯域アンテナのパラメータに関する追加の情報については、付則Aを参照。 

 
４.１ 電磁界強度測定の精確さ  
均一な正弦波電磁界の電磁界強度測定の精確さは、この節の要求事項を満たすアンテナと第１編の

要求事項を満たす測定用受信機を用いた場合に、±3dBより良いこと。 
注：この要求事項は試験場の影響を含んでいない。 

 
４.２ 9 kHzから150 kHzの周波数帯 
経験的に、この周波数帯の電磁障害は、主として磁界成分によって引き起こされる。 

 
4.2.1 磁界アンテナ 
放射波の磁界成分測定には、60 cm四方の正方形で完全に囲まれる大きさの電気的に遮蔽されたル

ープアンテナを使用することができる。あるいは、適切なフェライトロッド・アンテナも使用可能で

ある。 
磁界強度の単位はμA/m、または対数で表して、20log(μA/m)=dB(μA/m)とする。関連する放射波の

許容値も、同じ単位で表すこと。 
注：全ての条件、即ち、近傍界および遠方界のいずれにあっても、放射電磁界の磁界成分のdB(μA/m)またはμA/mで

表される強度を直接測定することができる。しかしながら、多くの電磁界強度測定用受信機は、等価平面波の

電界強度、即ち、dB(μV/m)単位で目盛り付けされている。この場合、電界成分と磁界成分の強度比を120πすな

わち377Ωと仮定している。この仮定は、波源から 6分の1波長（λ/2π)以上離れた遠方界で成立するもので、こ

のような場合、測定用受信機の指示値を377で割ることによって正しい磁界強度が得られる。あるいは、dB(μV/m)

単位で表された電界強度指示値から51.5 dB(Ω）を引くことによって、dB(μA/m)単位の磁界強度を求めることが

できる。 

上記の電界および磁界の一定比は、遠方界条件のみに適用できることを明確に理解すべきである。 

磁界強度の指示値(μA/m)を得るためには、電界強度の指示値(μV/m)を377Ωで割る。                            

H(μA/m)=E(μV/m)/377Ω 

磁界強度の指示値dB(μA/m)を得るためには、電界強度の指示値dB(μV/m)から51.5 dBを引く。 

H dB(μA/m)=E dB(μV/m) - 51.5 dB(Ω) 

上記の変換に用いたインピーダンスZ=377Ωあるいは20log10Z=51.5 dB(Ω)は、磁界強度を指示する測定器を

μV/m単位（あるいはdB(μV/m)単位）で値付けしたために生ずる定数である。 

 
4.2.2 アンテナの平衡度 
アンテナの平衡度は、均一電磁界内でアンテナを回転したとき、交叉偏波方向のレベルが平行偏波

方向のレベルより少なくとも20 dB以上低くなければならない。 
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４.３ 150 kHzから30 MHzまでの周波数帯 
 
4.3.1 電界アンテナ 
放射波の電界成分を測定する場合、平衡型あるいは不平衡型のどちらのアンテナを使用してもよい。

不平衡型アンテナの場合、垂直ロッドアンテナに及ぼす電界効果のみを測定している。使用したアン

テナの型式は、測定結果とともに記載しなければならない。 
長さ1 mのモノポール（ロッド）アンテナの性能特性と整合回路特性の算出に関する情報は付則Bに

記されている。 
放射源とアンテナの距離が10 m以下である場合には、アンテナの全長は1 mとする。 距離が10 m

以上であれば、アンテナの長さは1 mであることが望ましいが、いかなる場合も、距離の10 %を超え
てはならない。 
電界強度の単位はμV/m、または対数表示を用いて、20log(μV/m)=dB(μV/m)とすること。関連する

放射波の許容値も、同じ単位で表すこと。 
 
4.3.2 磁界アンテナ 
 放射波の磁界成分の測定には、4.2.1に示した電気的に遮蔽されたループアンテナを使用すること。 
 
4.3.3 アンテナの平衡度 
 平衡型電界アンテナまたは平衡型磁界アンテナを用いる場合、そのアンテナの平衡度は、4.2.2の要
求事項を満たさなければならない。 
 

４.４ 30 MHzから300 MHzまでの周波数帯 
 
4.4.1 電界アンテナ 
 基準アンテナは、平衡型ダイポールアンテナとする。 
 
4.4.1.1 平衡型ダイポールアンテナ 
 80 MHz以上の周波数帯では、アンテナは共振長アンテナであること。80 MHz未満の周波数帯では、
アンテナ長は80 MHz共振長に等しく、適切な変換素子によって給電線に同調し、かつ整合したもので
あること。測定装置の入力端子との接続は、平衡ー不平衡変換器を介して行うこと。 
 
4.4.1.2 短縮ダイポールアンテナ 
 以下の場合には、半波長より短いダイポールアンテナを使用することができる： 

(a)測定周波数において、アンテナ全長が波長の1/10より長いこと。 
(b)アンテナは、受信機端においてケーブル上の電圧定在波比（VSWR）が2未満となるように、
十分よく整合したケーブルに接続されていること。較正にはVSWRの値を考慮しなければなら
ない。 

(c)アンテナは、同調型ダイポールアンテナ（4.4.2参照）と同等な偏波識別能力を持っていること。
そのためにはバランが有効な場合がある。 

(d)電界強度の値を決定するには、（アンテナ係数の）較正曲線を測定距離に応じて決定し、使用
すること（例えば、ダイポールアンテナの長さの少なくとも3倍以上の距離において）。 
注：このようにアンテナ係数を求めれば、均一の正弦波電磁界を精確さ±3dB以内で測定する
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ことを定めた要求事項を満足するであろう。図１に、受信機の入力インピーダンス50Ωでl/ｄ
比が異なる場合について、電界強度と受信機入力電圧との理論的関係を与える較正曲線の例を

示した。この図では、バランを理想的な1：1の変成器として扱っている。なお、これらの曲線
がバランの損失、ケーブルおよびケーブルと受信機間のいかなる不整合も含んでいないことに

注意すること。 
(e)ダイポールの長さが短いためにアンテナ係数が大きくなることによる電界強度測定器の感度
が下がっても、（例えば、測定用受信機の雑音およびダイポールの伝送係数によって決まる）

測定器の測定限界が測定しようとする信号レベルより少なくとも10dB低いこと。 
 

 

 

図１ RL=50Ωの短縮ダイポールのアンテナ係数 

例： 

ダイポールの長さ:m 

電界強度 

電圧計 

バラン(1:1) 

ダイポール 

184



 7

4.4.1.3 広帯域アンテナ 

広帯域アンテナは、複雑なアンテナ（多導体アンテナ）に関する4.5.2に示した要求事項を満足する

場合には使用することができる｡ 

 

4.4.2 アンテナの平衡度 

 

4.4.2.1 序 

放射妨害波測定において、受信アンテナ(アンテナケーブル)に接続されたケーブル上に不平衡(CM)

電流が存在することもある｡従って、これらのCM電流は受信アンテナが受信する可能性のある電磁界

を作り出す｡このため、放射妨害波測定の結果に影響を及ぼすこともある。 

 

以下の主な影響により、アンテナケーブル上にCM電流が生じる。 

a) 供試装置によって作り出された電界で、その電界がアンテナケーブルに平行な成分を持つ場合、お

よび、 

b) 受信アンテナのバランの不完全性による平衡モード(DM)アンテナ信号(希望信号)からCM信号への

変換｡ 

 

この節は、バランによる影響を考慮している。a)による影響は、検討中である(4.4.2.2の注１の最後

の文章を参照)。 

 

一般に、ログペリオディックダイポールアレイアンテナ（対数周期ダイポールアレイアンテナ、

LPDA）のDM/CM変換比は大きくない。従って、ダイポールアンテナ、バイコニカルアンテナおよび

ハイブリッド（バイコニカル/LPDA）アンテナに次の検査項目が適用される。 

 

4.4.2.2 バランのDM/CM変換比の検査 

使用される受信アンテナの周波数範囲において、二つの電圧UlおよびU2の測定方法を以下に示す｡

ともに同一の単位(例えば、dBμV)で表される電圧の比率は、DM/CM変換比の指標である。 

 

1) 垂直偏波に設定した被試験受信アンテナを、その中心が大地面上1.5 mの高さになるように設置す

る｡ケーブルは、最後部のアンテナ素子から水平に1.5 m±0.1 m後ろに配線する。そして少なくと

も1.5 mの高さから大地面に垂直に降ろす｡ 

 

2) 垂直偏波に設定した第2(送信)アンテナを、被試験アンテナの中心から水平距離10 mのところに、

大地面からその先端を0.10 m離して配置する｡放射試験のために使用されるサイトの距離が3 mで

ある場合、距離を3 mとしてこの試験を行う(既に、試験が距離10 mで実施され、その結果が±0.5 

dB未満である場合には、3 mでの測定を実施する必要はない)。 

送信アンテナの仕様には、被試験アンテナの周波数範囲が含まれること｡ 

 

3) 送信アンテナを信号源（例えばトラッキングジェネレータ）に接続し、受信機での信号対周囲雑

音の比が所定の周波数範囲にわたって10dBを超えるように信号発生器のレベルを調整する｡ 
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4) 所定の周波数範囲全体にわたって、受信機の電圧Ulを記録する。 

 

5) 設定、特に受信アンテナケーブルの設定また信号源の設定を一切変更せずに、受信アンテナを反

転する(アンテナを180度回転する)｡ 

 

6) 周波数範囲全体にわたって、受信機の電圧U2を記録する。 

 

7) |20log(Ul/ U2)|<1 dBである場合、DM/CM変換比は十分低い｡ 

 

注１ DM/CM変換比基準が満足されない場合、アンテナケーブルの周りに施したフェライトリングがDM/CM変換比を

減少させることもある｡アンテナケーブルへのフェライトの追加は、a)で示した原因が無視できない影響を与え

るかどうかを検証するためにも使用して差し支えない｡約20 cm間隔で４つのフェライトを設置して試験を繰り

返す｡これらのリングを使用して基準に適合した場合、実際の放射測定においても、それらを使用すること｡同様

に、ケーブルによる相互作用は、ケーブルを大地面に落とす前にアンテナの後方に数メートル延長することによ

って低減することができる｡ 

 

注２ 受信アンテナが６面電波暗室で使用されるならば、DM/CM変換比検査は受信アンテナを通常の設置場所に置き、

かつ、送信アンテナを電波暗室の試験体積の中央に置いて測定を実施してもよい。その６面電波暗室は、±4dB

基準に適合しなければならない｡ 

 
注３ 一部が大地面である測定場または６面電波暗室の測定場は、それぞれのNSA要求事項に適合すべきである｡ 

 

注４ 実際の垂直偏波放射妨害波測定の際、アンテナ中央から後方へ水平に配線するアンテナケーブルの水平距離は、

最小でも1.5 mを確保すること。 

 

注５ この影響はアンテナとアンテナ素子に平行に配線された接続ケーブル部分との相互作用に起因する部分が大き

いため、試験設定を厳密に定義する必要はない｡ OATS又は６面電波暗室における一般的なEMC測定環境では、

アンテナへ入射する電界の不均一性に依存する影響があるが、それはさらに小さい。 

 
注６ バランの側面に受信ケーブル接続用コネクタがついている場合（アンテナを取り付けた腕木に対して90°に取り

付けられている場合）は、ケーブルの移動を少なくするために直角コネクタを使用すべきである｡ 

 
4.4.3 アンテナの交差偏波性能 

アンテナが平面波電磁界に配置されている場合、アンテナの偏波面と電界の偏波が交差している時

の出力電圧は、同一偏波の時の出力電圧を少なくとも20 dB下回ること｡ 

この試験は、半波長ダイポールの片側エレメントが互い違いの構造をしているLPDAアンテナに適

用することを意図している｡このようなアンテナの試験の大部分は200 MHzを超える周波数帯で行う

が、200 MHz未満にも適用すること｡この試験は通常のダイポールおよびバイコニカルアンテナを対象

とすることを意図していない｡なぜならば、それらのアンテナは対称的なデザイン構造のため20 dBを
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超える交差偏波除去能力を本質的に持つからである。ダイポール、バイコニカルアンテナおよびホー

ンアンテナは、20 dBを超える交差偏波除去能力を備えている必要があり、また製造業者の型式試験

によってこれを確認することが望ましい｡ 

 

準自由空間条件を達成するため、高品質電波暗室又は屋外で地上から十分な高さにあるタワーを使

用することが可能である｡大地面反射を最小限にするために、アンテナを垂直偏波に設置し、平面波を

被試験アンテナに照射すること｡被試験アンテナ中心と送信アンテナ中心の距離は、１波長を超えるこ

と。 

 
注 被試験アンテナに平面波を照射するためには高品質な試験場が必要とされる｡平面波により得られる交差偏波識

別度に関するその試験場の検出能力は、１対のホーンアンテナ又は切り離し導波管型アンテナ間の伝送によって

検証できる。その場合、受信される水平偏波成分は、垂直偏波成分に比べて、測定誤差を含めて30 dB以上低いこ

と。サイト誤差が大変小さくても、送受ホーンアンテナが同一性能を備えている場合には、一つのホーンアンテ

ナの交差偏波性能は、両ホーンアンテナ全体の交差偏波性能より約6 dB良くなる｡ 

 

 

希望信号よりレベルが20 dB低い妨害信号は、希望信号に対して最大誤差±0.9 dBをもたらす｡最大

誤差は、交差偏波信号が同偏波信号と位相が一致しているときに発生する｡ LPDAの交差偏波性能が

20 dB未満の場合に、使用者はこれによる不確かさを算出し、測定結果と共にそれを公表しなければ

ならない｡例えば、14 dBの交差偏波レベルの場合、+1.6 dBから-1.9 dBの不確かさになる。標準不確

かさを算出する場合は、大きい方の値を使いU型分布を想定すること｡ 

 

0 dBの信号に-14 dBの別の信号が加わる場合、初めに電圧(-14dB)を20で割って逆対数を求めて相対

電圧(0.2)に変換する。次に、この値を単位信号(1)に加える。さらに、この値(1.2)の対数をとり20を掛

ける。この結果が、プラス側の誤差(+1.6dB)である。マイナス側の誤差（デシベル）を得るには、相

対電圧(0.2)を単位信号(1)から引き上記の計算を繰り返す(-1.9dB)。 

 

放射妨害波の試験結果の不確かさを算出するために、一方の偏波で測定した信号レベルが直交した

偏波で測定した信号を6 dB以上超える場合、交差偏波識別度が14 dBより劣るLPDAは20dBの仕様に

適合していると判断される。もし垂直偏波と水平偏波の信号レベルとの差が6dB未満の場合、この差

と交差偏波の合計が20 dB未満であれば、追加の不確かさを算出しなければならない｡ 

 
４.５ 300 MHzから1000 MHzの周波数範囲 

 

4.5.1 電界アンテナ 

ダイポールアンテナを使用する場合、4.4.1.1および4.4.2の要求事項を満たすこと。 

 

4.5.2 複雑なアンテナ 

300 MHz-1000 MHzの周波数範囲においては、単純ダイポールアンテナの感度が低いために、より

複雑なアンテナが用いられることもある。そのようなアンテナは、次の条件を満たすこと: 
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a) アンテナは、本質的に直線偏波であること。これは単純なダイポールアンテナの交差偏波と同じ

方法で調べること。 

b) アンテナの放射パターンの主ローブは、直接波の方向と大地面からの反射波の方向に対する利得

が1 dB以上違わないようなものであること。この条件を確保するには、測定アンテナの利得が最
大値の1 dB以内であるような垂直面内角度範囲2 が下記の通りであること。: 

 

1)測定用アンテナを水平方向に保持している場合 

1
1 2tan /h h d  

2)測定アンテナを（直接波および反射波が角度範囲2 内に含まれるように）最適位置で大地面に

向けて傾けている場合： 

1 1
1 2 1 22 tan / tan /h h d h h d  

ここで 

h1は、測定アンテナの高さ; 

h2は、被試験機器の高さ; 

dは、測定アンテナと被試験機器の水平距離｡ 
 
アンテナの放射パターンは、垂直偏波用に配置した状態において水平面内で調べること。ただし、

アンテナパターンは、特に角度範囲2 の範囲内で、垂直偏波で測定した場合と、水平偏波の場合

で同一であるとみなす。アンテナと送信源間の実効的な距離dの変化およびその利得の周波数特性
を考慮すべきである。 

(c) フィーダを接続したアンテナの測定用受信機端で測定した電圧定在波比は、2.0より小さいこと。 
(d) ４.１の要求事項を満足させるために較正係数を与えること。 

 

４.６ 1 GHzから18 GHzの周波数範囲 

1 GHzを超える放射妨害波測定は、較正済みの直線偏波アンテナを用いて行うこと。これらには、

ダブルリッジドガイドホーン、矩形導波管ホーン、角錐ホーン、最適ゲインホーン、および標準ゲイ

ンホーンなどが含まれる。使用するいかなるアンテナも、そのビームすなわち主ローブは十分広く、

測定距離に設置された供試装置全体を包含できること。もしくは、放射源またはその方向を見つける

ために、アンテナを掃引して供試装置全体を走査できるようにすること。主ローブの幅は、アンテナ

の3 dBビーム幅と定義する。なお、アンテナの資料にこの値の決定法について記載することが望まし

い。これらのホーンアンテナの開口面寸法Dは、測定距離Rmが次式を満足するように充分に小さいこ

と｡ 

2 / 2mR D  

Dは、アンテナの開口面の最大寸法、単位はメートル; 

λは、測定周波数における自由空間波長、単位はメートル。 
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疑義がある場合には、標準ゲインホーンアンテナ又は正確に較正された同等なホーンアンテナを用

いた測定値を優先させること｡ 

 
注 較正されたどのような直線偏波アンテナ（たとえば、対数周期ダイポールアレイ）をこの測定に用いてもよい。

この周波数範囲では、スペクトラムアナライザおよび妨害波測定器の感度が低いため、ホーンアンテナ以外のアン

テナを用いた場合、利得が不十分な場合が多い。測定者は、適用すべき許容値より少なくとも6 dB低い値を測定で

きる感度を、測定系が持っていることを確認すること。また、測定において例えばプリアンプのような何らかの感

度改善手段を用いる場合、それによって発生する歪、スプリアス信号又は過負荷が問題無いことを確認すること。

LPDAは、ホーンアンテナよりかなり広いビーム幅を持っているため、これを用いた測定においては大地面からの

反射が重大な誤差を生じることもある。 

 

４.７ 特殊なアンテナ装置 

 

4.7.1 ループアンテナシステム 

9 kHzから30 MHzまでの周波数範囲では、単一供試装置から放射される磁界成分の妨害能力を、特
殊なループアンテナシステム（LAS）を用いて決定する。 すなわち、LASにおいては、磁界によって
LASの各ループアンテナ内の誘起した電流によって、妨害能力を測定する。 LASを用いれば、室内測
定が可能である。 

LASは、互いに直交した直径2 ｍの３つの円形ラージループアンテナで構成され、非金属性の支柱
で支えられている。LASに関する完全な解説は付則Cに記載する。 
供試装置は、LASの中心に配置する。供試装置とラージループアンテナ間の距離は0.2 ｍ以上に保

つ必要があり、このため供試装置の最大寸法は制限される。付則C.3、注2および図C.6に、信号ケー
ブルの配置に関するガイドラインを示す。ケーブルは一緒にして引き回し、ラージループアンテナの

球空間の同一八分儀の区画から出入りし、どのループアンテナに対しても0.4 m以内に近づかないよ
うに配置しなければならない。 
互いに直交する3つのラージループアンテナを用いれば、供試装置を回転させたりラージループア

ンテナの方向を変えることなく、すべての偏波の放射磁界の妨害能力を規定の精確さで測定できる。 
注 標準の直径2 m以外の円形ラージループアンテナを使用してもよいが、直径はD ≦ 4mで、かつ供試装置と一つの

ラージループアンテナ間の距離は少なくとも0.10×D mであること。非標準直径の場合の補正係数を、C.6に示す｡ 
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５ 周波数30 MHzから1000 MHzまでの無線妨害波測定用試験場 

供試装置から発生する妨害波の電磁界強度の測定において、有効で再現性のある結果を得るには、

それに適した環境が必要である。使用場所においてしか測定できない装置に関しては、異なった規定

を適用すべきである。 

 

５.１ 野外試験場 
妨害波の電磁界強度測定は、通常、野外試験場（オープンサイト）において行う。オープンサイト

は、地形的に開けた平坦な場所である。また、このようなオープンサイトには、建築物、電力線、柵、

樹木などがあってはならず、また、供試装置（EUT）に対する電力の供給や供試装置を動作させるた
めに必要なものを除いて、地下にはケーブルやパイプラインなどがあってはならない。 
周波数30 MHzから1 GHzにおける電磁界強度測定用のオープンサイトの推奨する構造については、

付則Ｄを参照すること。オープンサイトの適合性確認試験手順については５.６項に、さらにその詳細
については付則Ｅに示す。付則Ｆは適合性の基準を示す。 
 

５.２ 全天候型設備 
オープンサイトが年間を通して使用される場合には、そのサイトを全天候型とすることが望ましい。

全天候型設備の構造は、供試装置や測定用アンテナを含むサイト全体に対するもの、あるいは供試装

置に対してだけの場合もある。この設備に使用する材料は、高周波において等価的に透明なものであ

り、供試装置から放射される電磁波に対して不要な反射や減衰を生じるものであってはならない。 
この設備の形状は、雪、氷、または雨などが容易に排除できることが必要である。詳細については

付則Dを参照すること。 
 

５.３ 電波無反射領域 
オープンサイトでは、供試装置と電界強度測定用アンテナを取り囲む無反射領域が必要である。こ

の電波の無反射領域には、顕著な電磁波の散乱体があってはならないし、また、この領域は十分に広

く、電界強度測定用アンテナが受信する電磁界成分に、領域外の物体による散乱波の影響がほとんど

無いようにしなければならない。この領域の適性を判断するには、サイト適合性確認試験を行わなけ

ればならない。 
反射物体からの散乱波の強さは、多くの要素（物体の大きさ、供試装置からの距離、供試装置に対

する方位、物体の導電率や誘電率、周波数など）に依存するので、全ての用途に対して必要かつ十分

で妥当な電波無反射領域を規定することは、実際的には不可能である。この領域の大きさおよび形状

は、測定距離に依存し、また供試装置を回転するか否かにも依存する。 オープンサイトにターンテー
ブルが設置されている場合に必要とされる電波無反射領域は、受信アンテナと供試装置を2つの焦点
とする楕円の範囲内で、その長軸が測定距離の2倍、短軸が測定距離の 3倍であることが必要である
（図２参照）。 
この楕円の境界線上にある物体によって反射する非希望波の伝搬路の長さは、２つの焦点間を結ぶ

直接伝搬路の長さの2倍となる。 大型の供試装置をターンテーブル上に設置した場合には、供試装置
の外周線から反射物までの距離が上記の条件を満足するように、電波無反射領域の大きさを広げなけ

ればならない。 
オープンサイトにターンテーブルの設備がなく、供試装置の置き方が固定している場合は、推奨す

る電波無反射領域は、供試装置の外周線からその領域の境界線までの距離が測定距離の1.5倍となるよ
うな円形の区域である（図３参照）。この場合、測定アンテナは、測定距離を保ちつつ、供試装置の周

190



 13

囲を回って移動させる。 
電波無反射領域内の地形は平坦でなければならない。しかし、排水のための緩やかな傾斜は差し支

えない。金属大地面を使用する場合には、その平坦度は、付則ＤのＤ.２項を参照すること。測定装置
や試験要員は、電波無反射領域の外側に位置すること。 
 

 

 

 
 

図２ ターンテーブルのあるテストサイトにおける障害物のない領域 

 

 
図３ 据え置き供試装置における障害物の無い領域 

 

短軸の長さ 

長軸の長さ 

供試装置 アンテナ 

楕円形で定められた 
領域の境界 

 

試験用アンテナの位置 

障害物のない領域の境界 

供試装置の境界 
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５.４ オープンサイトにおける無線周波電磁環境 
オープンサイトにおける無線周波数帯の電磁環境レベルは、測定しようとするレベルより十分に低

くなければならない。このような観点から見たオープンサイトの特性は、品質の良さの順に列記した

以下の４つの分類によって評価することができる。 
(a) 電磁環境レベルは、測定レベルよりも6 dBまたはそれ以上低い。 
(b) 幾つかの周囲電磁波レベルは、測定レベルに対して6 dB以内にある。 
(c) 幾つかの周囲電磁波レベルは測定レベルよりも高いが、それが不規則（例えば、測定が行える
ほど、周囲電磁波の発射間隔が十分に長い）であるか、連続的であるがある限られた周波数に

ついてのみ存在する。 
(d) 電磁環境レベルが測定周波数範囲の大部分にわたって測定レベルより高く、かつ、連続的に存
在する。 

 
オープンサイトを選択する場合は、周囲環境および測定技術者の熟練度によって、測定の精確さが

確保できることを確認しなければならない。 
注：十分良い測定結果を得るには、測定する放射レベルより、周囲電磁環境レベルは20 dB以上低いことが望ま

しい。 

 
５.５ 大地面 
オープンサイトの大地面は、自然の大地面から、高い導電性をもつ金属材料の大地面など、広い範

囲の材料によって構成することができる。この平面は、自然大地面と同じレベル、あるいは適切な大

きさを有する床上げ式プラットフォーム上または屋上に設けてもよい。金属大地面がより望ましいが、

ある種の機器や用途に対しては、製品規格でそれを推奨しないことがある。金属大地面が適切かどう

かは、そのサイトが５.６項に述べる適合性確認条件を満たすかどうかに依存する。大地面が金属材料
でない場合には、そのサイトの大地面反射特性が、時間、天候、またはパイプ、導管のような埋設金

属物により、または不均質土壌の影響を受けて変化しないようなサイトを選択することが必要である。

このようなサイトは、金属面のサイトに比較して、一般に異なるサイトアッテネーション特性を示す。 
 

５.６ オープンサイトの適合性確認試験手順 
ここに示す適合性確認試験手順および正規化サイトアッテネーションに関する要求事項は、金属大

地面が要求されている場合に、サイトの品質を評価するのに用いる。他の構造のサイトに対しては、

この適合性確認試験手順は技術情報的なものであり、調査すべきサイトの特異性を調べるのに使うこ

とができる。なお、この適合性確認試験手順は、電波吸収体を貼付した測定室には適用できない。こ

のような場合には、さらに詳細な規定が必要であり、第５.７節で規定する。 
オープンサイトの適合性の確認は、図４および図５にそれぞれ示すように、大地面に対して水平お

よび垂直に向けた2個のアンテナを用いて行う。オープンサイトのサイトアッテネーションは、送信
アンテナに接続した信号源の電圧(VＩ)と、受信アンテナ端子において測定された受信電圧（VR）の比

から求める。これらの電圧測定は、50 Ω系で行う。もし、VＩやVRを、それぞれ送信アンテナおよび

受信アンテナのアンテナ端子で測定できない場合は、ケーブルの損失に対する適切な補正を行うこと。

次に、このサイトアッテネーションの値を、使用した2個のアンテナのアンテナ係数の積で除す。こ
の結果、得られた値が正規化サイトアッテネーション（NSA）の値であって、dBで表示する。水平お
よび垂直偏波に対するNSAの測定値が、表１(a)、表１(b)あるいは表２に与えられている値に対し±4 
dB以内にあるときは、そのサイトは適正であると判断する。表２は、５.７節の代替試験場において、
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80MHz以下の適合性確認試験を80MHz 同調ダイポールアンテナ（固定長）を用いて行う場合に適用
するもので、一般のオープンサイトの適合性確認試験には表１を適用する。 

もし、±4 dBの基準を超える場合は、そのサイトは、付則ＥのＥ.４項に基づいて調査しなければな
らない。 
±4 dBのサイト適合判断基準の根拠を付則Ｆに示す。 
 
NSAの測定値と理論値の差を、供試装置の電界強度測定値に対する補正値として使用してはならな

い。この手順は、サイトの適合性確認試験に対してのみに使用するものである。 
 

表１(a)は、大地面に対し水平に配列した半波長同調ダイポールアンテナを使用する場合に、また表

１(b)は、垂直に配列した半波長同調ダイポールアンテナの場合に、それぞれ適用する。なお、表１(b)

においては、受信アンテナ高h2 の掃引範囲に制限があることに注意すること。これは、受信ダイポー

ルアンテナのエレメントの下端の高さを大地面から25cm 以上離すためである。表２ は、代替試験場

の適合性確認試験において、大地面に対し水平および垂直に配列した80MHz 同調ダイポールアンテ

ナ（固定長）を使用する場合に適用する。 

 

表１(a)、(b)と表２ が異なるのは、半波長同調ダイポールアンテナと80MHz 同調ダイポールアン

テナ（固定長）において、アンテナ設定条件がそれぞれ異なるためであり、その原因は、低周波数帯

では半波長同調ダイポールアンテナのエレメントが長くなるためである。 

各表に記載された周波数以外の周波数に対するNSAの値は、表に記載された値から直線的に内挿し

て求めることができる。 

 

各表における用語の意味は、以下の通りである。 

R ：送信アンテナおよび受信アンテナの大地面に対する投影の水平間隔（m） 

h1 ：送信アンテナ中心の大地面からの高さ（m） 

h2 ：受信アンテナ中心の大地面からの高さの範囲（m） 

NSA 測定ではこの範囲内における受信信号レベルの最大値を測定する。 

fm ：MHz で表した周波数 

AN ：正規化サイトアッテネーションNSA（下記の式(1)参照） 

 

水平偏波に関するNSAを最初に測定することを推奨する。それは、水平偏波の測定の方が垂直偏波

の測定より、試験結果に特異性が現れ難いためである。この場合、NSA の測定結果は、表１(a)や表

２の規定値の±4dB 範囲内に容易に入るはずである。もし、そうでない場合は、測定技術、測定装置

の変化、アンテナ係数の較正について再チェックをすること。それでもなお、±4dB の適合基準を超

える場合は、そのサイトには簡単に見つけられる明らかな異常があり、垂直偏波に関するNSA 測定

を行う前にそれを直す必要がある。 
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図４ 水平偏波サイトアッテネーション測定における機器配置構成(5.6および付則 E) 

 
 

 

 

図５ 同調ダイポールを使った垂直偏波サイトアッテネーション測定における機器配置構成 

（５.６および付則 E) 

 

端子１と２を直結した時と 
アンテナを経由した時の 
VRを記録する 

一定に保つ 

 

最大受信信号 

* 距離 30m の場合 距離 3m および 10m 

距離 3m および 10m * 距離 30m の場合 

最大受信信号 

一定に保つ 

広帯域アンテナの場合 h1=h2=1m(min) 

同調ダイ
ポール 

25cm 以上離す 
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5.6.1 NSAの一般的測定法 
それぞれの偏波に関するNSA 測定では、受信電圧VRに関して２種類の異なる測定を行う。第１の

VRは、同軸ケーブルを２つのアンテナから取り外し、それらを接続用アダプタを介して相互に接続し

て測定する。第２のVRは、２本の同軸ケーブルをそれぞれのアンテナに接続し、受信アンテナの高さ

を規定の範囲内で変化させて、最大の信号電圧を測定する（この高さの範囲は、測定距離3m および
10m では1 から4m、測定距離30m では1 から4m または2 から6mである）。これらの２つの測定に
おいて、信号源の電圧Vi は一定に保持すること。VRの第１の測定値をVDIRECT、第２の測定値をVSITE と
呼ぶ。これらの値は、次の式(1)においてNSA の測定値ANを求めるときに使用する。なお、全ての項

をdB で表す。 
 

AN=VDIRECT-VSITE-AFT-AFR-ΔAFTOT  (dB)  (1) 
 
ここで、 

AFT ＝ 送信アンテナのアンテナ係数 
AFR ＝ 受信アンテナのアンテナ係数 
ΔAFTOT ＝ 相互インピーダンス補正係数 

である。 
式(1)の最初の２つの項は、サイトアッテネーションの実測値を表す。すなわち、（VDIRECT - VSITE）

は従来のサイトアッテネーションに等しいものであって、これは、使用した２個のアンテナの特性を

含んだ伝搬路の挿入損失である。AFT およびAFR は較正によって正確に求めなければならない。表１
(a)、表１(b)、表２ の測定に適用するΔAFTOT の理論値を、アンテナ較正時におけるアンテナの地上
高に応じて、それぞれ表Ｅ.１、Ｅ.２に示す。 
なお、次式に注目すること。 

 VDIRECT=VI-CT-CR   (dB) 
 
ここでCT およびCRはケーブル損失であり、別々に測定する必要はない。表Ｅ.１に示す相互インピ

ーダンス補正係数は、半波長同調ダイポールアンテナを使用する場合に、また表Ｅ.２は、周波数30MHz 
から80MHz において、80MHz 同調ダイポールアンテナ（固定長）を使用する場合に適用する。 
 
これらのNSA 測定において、周波数毎にエレメント長の調節が必要な半波長同調ダイポールアンテ

ナを用いる場合は、以下の離散周波数法を用いる。但し、30MHz から80MHz までの周波数帯におい
て、80MHz 同調ダイポールアンテナ（固定長）を利用する場合は、周波数掃引法を用いることがで
きる。どちらの測定法でも、それが付則Ｅに示されているように正しく行われれば、本質的には同じ

結果が得られる。各測定法の概要は、次の通りである。 
 
ａ）離散周波数法 
この方法では、表１(a)、表１(b)、表２ に示す特定の周波数において、順次、測定を行う。各周波

数において、受信アンテナは該当する表の地上高範囲にわたって上下し、受信信号の最大値を求める。

これらの測定値を式(1)に代入して NSA の測定値を求める。付則Ｅには、データの記録方法、NSA 測
定値の計算方法、およびNSA 理論値との比較についての手順を述べる。 
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ｂ）周波数掃引法 
この方法では、ピーク保持（最大値保持）とデータ蓄積機能を持つ周波数掃引型測定用受信機およ

びトラッキングジェネレータを使用し、広帯域アンテナを用いて測定を行う。この測定法においては、

アンテナ高と周波数を共に所要の全範囲にわたって連続的に掃引する。周波数の掃引速度は、アンテ

ナ高の変化速度よりも十分に速くなければならない。その他の手順は、(a)に述べたものと同じであり、
詳細については付則Ｅに述べる。 

 
5.6.2 アンテナ係数の決定 

NSA の測定では、直線偏波のアンテナが必要であり、これらのアンテナのアンテナ係数は正確でな
ければならない。一般に、アンテナに添付されているアンテナ係数は、本目的のために特別にあるい

は個々に較正されたものでなければ、適切なものとは言えない。 
 

5.6.3 サイトアッテネーションの偏差 
NSA の測定において±4dB以上の偏差が生じたときには、最初に、いくつかの項目についてチェッ

クし直さなければならない。 
(a) 測定の手順 
(b) アンテナ係数の精確さ 
(c) 信号源のドリフト、測定用受信機またはスペクトラムアナライザの入力減衰器および測定値の

読みとり精度 
上記(a)、(b)、(c)に誤りがないにもかかわらず、なおサイトが適合しない場合には、サイト特性を

劣化させる可能性のある原因について、さらに詳しく調査しなければならない。NSA 測定において発
生する誤差については、付則Ｍで述べる。 

 
垂直偏波による測定は一般に影響を受け易いので、サイトの特異性を調べる場合は、水平偏波より

も、垂直偏波の測定を用いることが望ましい。調査すべき主な事項は、次の通り： 
(a) 大地面の大きさおよび構造の不適切性 
(b) 不要な散乱波を生じる可能性のあるサイト周辺の反射物 
(c) 全天候用サイトの覆い 
(d) ターンテーブル面が導電性で、周囲の大地面と同じ平面にあるときは、そのターンテーブル外
周における大地面との不連続性 

(e) 大地面を覆っている厚い誘電体材料 
(f) 階段のために大地面に設けた開口部 

 
５.７ 代替試験場の適合性 
放射妨害波測定のための試験場や施設には、様々なものがある。それらの多くは、天候や無線周波

帯周囲ノイズの悪影響を防止するためのものである。これらには、全天候型試験場や電波吸収体を敷

設した遮蔽室が含まれる。 
試験場が構造材料で囲まれると、５.６に定めた１回のNSA 測定のみでは、適合性判断には十分で

ない可能性がある。但し、電波透過特性が良い覆いを設備する全天候型試験場については、測定を１

回に省略してもよい。 
代替試験場の適合性を評価するために、以下の手順を推奨する。その方法は，供試装置が占める空

間にわたって複数回のNSA 測定を行うことを基本とする。野外試験場と同等で、妨害波試験に適する

196



 19

と判断するには、NSA 測定値が許容偏差±4dB 以内でなければならない。 
ここでは、導電性大地面を持つ代替試験場について述べる。 

 
5.7.1 代替試験場の正規化サイトアッテネーション 
代替試験場においては、その設備の天井や壁を構成する構造材または電波吸収材からの反射波の影

響を見付けるのに、１回のNSA 測定だけでは不十分である。このようなサイトでは、例えばターンテ
ーブルを用いて、最大寸法の被測定装置あるいは被測定システムをその中心の周りに360°回転させた
軌跡によって作られる体積を“試験体積”と定義する。 
代替試験場の適合性確認試験は、原則として、表１ に従って半波長同調ダイポールアンテナを用い

て水平偏波および垂直偏波で NSA を測定する。この場合、図６a、図６b に示されている水平面内
で５箇所（中央、および中央から測定アンテナを結ぶ直線に関して前後左右）、２種類の偏波（水平お

よび垂直）、１種類の高さ（水平偏波に関して2m、垂直偏波に関して2.75m）で行う必要がある。な
お、この測定に使用する相互インピーダンス補正係数ΔAFTOT を、アンテナ較正時のアンテナ高に対
応して表Ｅ.１に示す。 
但し、代替試験場の大きさの制約から、80MHz 以下の周波数帯において半波長同調ダイポールア

ンテナを使用できない場合は、表２ に従って80MHz 同調ダイポールアンテナ（固定長）を使用して、
水平偏波および垂直偏波で NSAを測定する。この場合は、図６a、図６bに示すように、最大で 20 回
の独立したサイトアッテネーション測定、すなわち、水平面内で５箇所（中央、および中央から測定

アンテナを結ぶ直線に関して前後左右）、２種類の偏波（水平および垂直）、２種類の高さ（水平偏波

に関して1m 及び2m、垂直偏波に関して1m及び1.5m）で行う必要がある。なお、この測定に適用す
る相互インピーダンス補正係数ΔAFTOT を、アンテナ較正時のアンテナ高に対応して表Ｅ.２に示す。 

80MHz 同調ダイポールアンテナ（固定長）の特性は、周波数が80MHz より低くなればなるほど、
アンテナエレメント長によって大きく変化する。従って、NSA測定時およびアンテナ較正時にエレメ
ント長が変化しないように、十分注意すること。また、このアンテナは同軸ケーブルとの整合状態も

余り良くないため、測定結果の再現性が低下しやすい。従って、アンテナのバランに整合用減衰器が

内蔵されていない場合は、アンテナに6dB 以上の減衰器を接続し、減衰器を付加した状態で一個のア
ンテナとして取り扱い、較正を行うこと。 
送信および受信アンテナは、アンテナ素子を互いに平行に、かつ測定軸と直交させて並べること。 

垂直偏波に関しては、中心以外の送信アンテナの水平面内位置は、試験体積の境界上である。水平偏

波に関しては、左右の位置での測定において、横壁の構造物または吸収体と供試装置の境界との距離

が1m以下であれば、アンテナの中心を中央へ移動させ、アンテナの先端が試験体積の境界上か、ある
いは試験体積直径の10%以上境界から離れない位置とする。前後の位置は、試験体積の境界上とする。 

 
なお、80MHz同調ダイポールアンテナ（固定長）を用いて周波数30MHzから80MHz の範囲で測定

を行う場合、下記の条件を満たすならば、測定回数を減らしてもよい。 
(a) 試験体積の後部境界から構造物または吸収材の最も近い点までの距離が1mより大きい場合は、後
部位置での垂直および水平偏波の測定を省略できる。放射源が誘電体の境界近くに置かれると電流

分布が変化するため、その場所における放射源の放射特性に影響が出ることが知られている。供試

装置がその境界近くに置かれる場合、追加のサイトアッテネーション測定が必要である。 
(b) 左右の位置をつなぐ試験体積の直径に沿って行う水平偏波の測定回数は、アンテナの投影が直径
の90％を覆うのに充分な数まで減らすことができる。 

(c) 80MHz 同調ダイポールアンテナ（固定長）を用いる測定では、供試装置の最上部の高さが、テー
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ブルを含んで1.5ｍを越えなければ、送信高1.5ｍの高さにおける垂直偏波の測定は省略してもよい。 
(d) テーブルを使用する場合は、それも含めた試験体積が、奥行き1ｍ×幅1.5ｍ×高さ1.5ｍ以内であれ
ば、水平偏波測定は、中心、前方、後方の位置でのみ行うこととする。上記の項目（a)を適用する
場合、後部位置は省略できる。この場合、最小の８箇所での測定でよい。すなわち図６c、図６d に
示すように、垂直偏波では１つの高さで位置（左、中心、右、前方）の４配置で、水平偏波の測定

では、２つの高さで位置（中心と前方）の４配置で測定する。 
 

NSA の測定に当たっては、送信アンテナと受信アンテナの距離を表１あるいは表２に従って離すこ
と。図６a，６b，６c，６d に示すように、受信アンテナは規定の距離を維持しながら、ターンテー
ブル中心線に沿って動かさなければならない。代替試験場は、上記のNSA 測定の全ての結果が５．７．
２の要求事項と5.7.3の大地面の要求事項を満足するならば、放射妨害波測定を行うのに適していると
判断できる。 
 
5.7.2 サイトアッテネーション 
代替試験場における水平および垂直偏波のNSA測定値が、理想サイトの正規化サイトアッテネーシ

ョンの理論値の±4dB 以内であれば、その代替試験場は放射妨害波測定に使用できると判断できる。 
 
5.7.3 導電性大地面 
放射妨害波試験場には、導電性大地面が必要である。導電性大地面は、供試装置の外周および最大

測定アンテナを少なくとも1mは超えて拡がり、供試装置とアンテナの間の全域を覆っていなければな
らない。その大地面は金属製で、長径が最高測定周波数に対応する波長の1/10より大きな穴や空隙が
あってはならない。NSA測定値が±4dBの適合基準を満足しない場合には、さらに大きな導電性大地
面が必要となる。 
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図６ａ 代替試験場の代表的なアンテナ配置―垂直偏波の NSA測定 

 

図６b 

p = 360°回転した供試装置の外周

p = 360°回転した供試装置の外周

図６ｂ 代替試験場の代表的なアンテナ配置―水平偏波の NSA測定 
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図６ 代替試験場の代表的なアンテナ配置 

図６ｃ 代替試験場の代表的なアンテナ配置―供試装置の容積が奥行き
1m、幅 1.5m、高さ 1.5mの容積を超えないで、不要な反射を引き
起こす最も近い距離が 1m より大きい外周を持つ場合の垂直偏波
の NSA測定 

 

図６ｄ 代替試験場の代表的なアンテナ配置―供試装置の容積が奥行き
1m、幅 1.5m、高さ 1.5mの容積を超えないで、不要な反射を引き
起こす最も近い距離が 1m より大きい外周を持つ場合の水平偏波
の NSA測定 
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表１(a) - 正規化サイトアッテネーション 

（半波長同調ダイポールアンテナを用いる場合に適用） 

 

偏波面 水平偏波 

R 

h1 

h2 

3m 

2m 

1m～4m 

10m 

2m 

1m～4m 

30m 

2m 

2m～6m 

fm 

(MHz) 

AN 

(dB) 

30 11.0 24.1 38.4 

35 8.8 21.6 35.8 

40 7.0 19.4 33.5 

45 5.5 17.5 31.5 

50 4.2 15.9 29.7 

60 2.2 13.1 26.7 

70 0.6 10.9 24.1 

80 -0.7 9.2 21.9 

90 -1.8 7.8 20.1 

100 -2.8 6.7 18.4 

120 -4.4 5.0 15.7 

140 -5.8 3.5 13.6 

160 -6.7 2.3 11.9 

180 -7.2 1.2 10.6 

200 -8.4 0.3 9.7 

250 -10.6 -1.7 7.7 

300 -12.3 -3.3 6.1 

400 -14.9 -5.8 3.5 

500 -16.7 -7.6 1.6 

600 -18.3 -9.3 0 

700 -19.7 -10.6 -1.3 

800 -20.8 -11.8 -2.4 

900 -21.8 -12.9 -3.5 

1000 -22.7 -13.8 -4.4 

本表の測定に適用する相互インピーダンス補正係数ΔAFTOTは表Ｅ.１を参照。 
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表１(b) 正規化サイトアッテネーション 

（半波長同調ダイポールアンテナを用いる場合に適用） 

 

 

偏波面 垂直偏波 

R=3m 

h1=2.75m 

R=10m 

h1=2.75m 

R=30m 

h1=2.75m 

fm 

(MHz) 

 h2 

(m) 

AN 

(dB) 

h2 

(m) 

AN 

(dB)

h2 

(m) 

AN 

(dB)

30 2.75～4 12.4 2.75～4 18.8 2.75～6 26.3

35 2.39～4 11.3 2.39～4 17.4 2.39～6 24.9

40 2.13～4 10.4 2.13～4 16.2 2.13～6 23.8

45 1.92～4 9.5 1.92～4 15.1 2～6 22.8

50 1.75～4 8.4 1.75～4 14.2 2～6 21.9

60 1.50～4 6.3 1.50～4 12.6 2～6 20.4

70 1.32～4 4.4 1.32～4 11.3 2～6 19.1

80 1.19～4 2.8 1.19～4 10.2 2～6 18.0

90 1.08～4 1.5 1.08～4 9.2 2～6 17.1

100 1～4 0.6 1～4 8.4 2～6 16.3

120 1～4 -0.7 1～4 7.5 2～6 15.0

140 1～4 -1.5 1～4 5.5 2～6 14.1

160 1～4 -3.1 1～4 3.9 2～6 13.3

180 1～4 -4.5 1～4 2.7 2～6 12.8

200 1～4 -5.4 1～4 1.6 2～6 12.5

250 1～4 -7.0 1～4 -0.6 2～6 8.6 

300 1～4 -8.9 1～4 -2.3 2～6 6.5 

400 1～4 -11.4 1～4 -4.9 2～6 3.8 

500 1～4 -13.4 1～4 -6.9 2～6 1.8 

600 1～4 -14.9 1～4 -8.4 2～6 0.2 

700 1～4 -16.3 1～4 -9.7 2～6 -1.0

800 1～4 -17.4 1～4 -10.9 2～6 -2.4

900 1～4 -18.5 1～4 -12.0 2～6 -3.3

1000 1～4 -19.4 1～4 -13.0 2～6 -4.2

受信アンテナ高h2の下限値は周波数によって異なるが、これは、アンテナの下端が 

大地面から25cm以上離れるようにするためである。 

本表の測定に適用する相互インピーダンス補正係数ΔAFTOTは表Ｅ.１を参照。 
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表２  正規化サイトアッテネーション 

（80MHz同調ダイポールアンテナ（固定長）を用いる場合に適用） 

 

 

R 3m 10m 

偏波面 水平偏波 垂直偏波 水平偏波 垂直偏波 

h1 

h2 

1m 

1m～4m 

2m 

1m～4m 

1m 

1m～4m 

1.5m 

1m～4m 

1m 

1m～4m

2m 

1m～4m

1m 

1m～4m

1.5m 

1m～4m

ｆm 

(MHz) 

AN 

(dB) 

30 15.8 11.0 8.2 9.3 29.8 24.1 16.7 16.9 

35 13.4 8.8 6.9 8.0 27.1 21.6 15.4 15.6 

40 11.3 7.0 5.8 7.0 24.9 19.4 14.2 14.4 

45 9.4 5.5 4.9 6.1 22.9 17.5 13.2 13.4 

50 7.8 4.2 4.0 5.4 21.1 15.9 12.3 12.5 

60 5.0 2.2 2.6 4.1 18.0 13.1 10.7 11.0 

70 2.8 0.6 1.5 3.2 15.5 10.9 9.4 9.7 

80 0.9 -0.7 0.6 2.6 13.3 9.2 8.3 8.6 

本表の測定に適用する相互インピーダンス補正係数ΔAFTOTは表Ｅ.２を参照。 

 

 

５.８ 大地面のない試験場の適合性 

30 MHzから1000 MHz帯の周波数範囲に用いる大地面のない試験場の適合性確認手順について以下

に示す。 

 

5.8.1 ６面に電波吸収体を貼付した遮蔽空間からなる自由空間試験場の測定で考慮すべき事項 

６面を電波吸収体で覆った遮蔽空間は、６面電波暗室(Fully Anechic Chamber:FAC又は Fully Anechoic 

Room:FAR)として知られており、放射妨害波測定に使用してもよい。FAR法を使用する場合、適切な放射

妨害波許容値を関連する規格(一般規格または製品・製品群規格)で規定しなければならない。野外試験場

における試験と同様な方法で、無線業務を保護するための要求事項（許容値）への適合性確認をFAR

において行わなければならない。 

FARは、送信アンテナ又はEUTからの放射だけが直接的に受信アンテナに到達するように、自由空間環

境を模擬している。その他の間接波及び反射波は、FARの全壁面、天井及び床に敷かれた適切な電波吸収材

を使用してできるだけ低減すること。 

 

5.8.2 試験場の性能  

試験場は、以下に記述する二つの方法（サイト参照法及びNSA法）のいずれかで適合性を確認するこ

と。 
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5.8.2.1 正規化サイトアッテネーションの理論値 

 

 

図７ 異なる測定距離に対する周波数の関数としての自由空間サイトアッテネーションの理論値(式4参照) 

 

注 測定距離3 mにおける110 MHz未満の周波数及び測定距離5 mにおける60 MHz未満の周波数において、NSA

は近傍界の影響を含む。従って、これらは個別の試験場ごとに計算すること。 

 

以下では、微小アンテナに対するNSA理論を述べている。 

 

サイトアッテネーション(SA)は、試験場において２つのアンテナ端子間で測定した伝送損失である。自

由空間環境におけるSA (dB単位)は式(2)によって近似的に計算できる１）。 
 

 

 

 

1)参考文献 :  GARBE, H. New EMC Test faci l i t ies for radiat ion measurements,  Review of Radio 

Science 1999-2003. John W il ly & Sons, New York,  2002 
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0
10 10

2 4

520log 20log
2 1 11

( ) ( )

m R T
Z dSA f AF AF

d d

 (2) 

 

ここで、 
,R TAF AF は、dB/m単位で表した受信及び送信アンテナのアンテナ係数 

d は、メートル単位で表した両アンテナの位相中心間の距離 

0Z は、基準インピーダンス (すなわち , 50Ω) 

は、 2  

mf は、 MHz単位で表した周波数 

である｡ 

 

dB単位で表した正規化サイトアッテネーション(NSA)の理論値は、使用するアンテナのアンテナ係数

を減じたサイト減衰量として定義される。従って: 

0
10 10

2 4

520log 20log
2 1 11

( ) ( )

calc m
Z dNSA f

d d

 (3) 

 

5 mの距離における60 MHz未満又は3 mの距離における110 MHz未満では、表３のそれぞれの試

験配置に対して、図７のNSA理論値と式(2)を比較して近傍界補正係数を適用しなければならない。近傍

界補正係数は、アンテナ、試験距離及び使用する試験体積に対して特有のものであるので、NECのような

数値計算法により求めなければならない｡代替法である５．８．２．２．１のサイト参照法では、

同じアンテナを参照サイトにおける測定及びFARにおける測定の両方に使用するので、近傍界の影響を相殺す

ることができる｡ 

 

距離10 m及び30 mの測定については、式(3)の近傍界項は無視することができるので、次のよう

に簡略化される。 

0
10 10

520log 20log
2calc m
Z dNSA f  (4) 

 

簡略化された式(4)を式(2)に代えて使用する場合、それによる誤差は距離5 mで60 MHzを超え

る周波数および距離3 mで110 MHzを超える周波数において、0.1 dB未満となる。これらの

周波数より低いところでは、近傍界の影響による誤差は0.1 dBを超える｡距離3 mの場合、30 MHz

での最大誤差は1 dBである｡この誤差を減少させるためには式 (2)を使用すべきである｡  
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5.8.2.2 サイトの適合性確認手順  

ターンテーブル上の供試装置の回転によって作り出される円筒形の試験空間にわたって5.8.3の

NSAに関する要求事項を満たすこと。ここで、供試装置はそれを構成する全ての要素及び相互接

続ケーブルを含む。表３に試験空間の最大高さ及び最大直径(hmax = dmax)を試験距離ごとに示す。表３に

示す直径と試験距離との比率を満足すれば、放射試験における不確かさを許容範囲に収めることができる｡ 

 

表３  試験距離に対する試験空間の最大寸法 

試験空間の最大直径dmax及び 

最大高さhmax(m) 

試験距離

Dnominal(m) 

1.5 3.0 

2.5 5.0 

5.0 10.0 

 

１点におけるSA (サイトアッテネーション)測定のみでは、FARの構造体及び/又は壁、床、天井並

びにターンテーブルに敷かれた吸収材からの潜在的な反射を検出するのに十分ではないことがある｡ 

 

従って、６面電波暗室のSA測定及び適合性確認は、送信アンテナを試験空間内の１５か所に設置し、水

平及び垂直偏波の両方に対して実施しなければならない(図８参照 )。  

 

－ 試験空間の３つの高さ：底部、中央部及び頂部 

－ 上記高さの水平面における５か所:中心、左、右、前方及び後方位置。 

後方位置と吸収材との距離が0.5 mを超える場合、後方位置における測定は省略してもよい。供試装置の

試験では、ターンテーブルの回転によって後方位置が前方位置に来るため、後方からの反射波の寄与は

最大受信レベルに影響しない｡ 

 

SA測定においては、２個の広帯域アンテナを使用すること。送信アンテナの基準点を試験空間内の規定

された位置に設置し、受信アンテナを試験空間の外側の指定された方向及び位置に設置する。送信アンテ

ナは、ほぼ無指向性のＨ面パターンを備えていること｡ (試験距離3 mの場合、送信アンテナの最大寸法

は40 cmを超えてはならない。より遠い試験距離においては、アンテナ寸法はそれに応じて定めることが

できる)｡ 

 

30 MHz-1000 MHzの範囲では、一般的な受信アンテナとして、ハイブリッドアンテナ(バイ

コニカルアンテナ /LPDAの組合せ )か、又は周波数ごとに、30 MHz-200 MHzにおいてバイ

コニカルアンテナ及び200 MHz-1000 MHzにおいてLPDAを用いる。  

 

注 ハイブリッドアンテナ (バイコニカルアンテナ /LPDAの組合せ )  は、アンテナ寸法が物理的に大きいため、こ

のアンテナを距離3mにおける放射試験および電波暗室の適合性確認の測定に使用することは望ましくない｡ 

 

準自由空間試験場における参照サイトアッテネーションの測定（5.8.2.2.2）には、FARにおけるSA測定
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に使用したものと同じアンテナ、ケーブル、フェライト、減衰器、増幅器、信号発生器及び受信機を使

用すること。FARの適合性確認に使用する受信アンテナは、供試装置の放射試験に使用するアンテナと

同じ形式のものでなければならない｡ 

 

試験空間内のすべての送信アンテナ位置に対する水平及び垂直偏波に関する適合性確認において、Ｆ

ＡＲ内の受信アンテナ高は、図８及び９に示すように試験空間の中央レベルに設定すること。両方の

アンテナを対向させるために、アンテナを傾斜させることが必要である｡アンテナ基準点（アンテナ較正で

定義されている）と試験空間の前方位置との間の距離がdnominalである。送信アンテナを試験空間内の他の

位置に移動する場合、受信アンテナもdnominalを維持するため受信アンテナ移動軸に沿って移動させること。

受信アンテナ移動軸は試験空間中心に置いた送信アンテナと受信アンテナを結ぶ線である。すべての位置

及び偏波について、送受信アンテナのエレメントを互いに平行になるように対向させなければならない（傾

斜については図９参照）。適合性確認の測定中は、全てのアンテナマスト及びその支持台の位置を変え

てはならない｡ 

 

 

 

図８  試験場の適合性確認手続きにおける測定配置 

 

 

 

水平および垂直偏波においてこの

位置で距離を測定すること 

アンテナの基準点間の固定距離 ● 
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水平偏波及び垂直偏波において、送信アンテナを試験空間内のどの位置に配置しても、受信アンテナは測定

軸上に設置すること。 

 

ある位置では、この要求事項を満たすためにアンテナを傾斜させることが必要である(図９参照)。 

 

dnominalは、許容値を適用する際の試験距離、適合性確認手順における固定のアンテナ距離、およびアン

テナ較正手順におけるアンテナ間距離である。 

 

試験空間内の送信アンテナ高は、次のように決定すること。 

－ “中央部”は、可能な限り、FARの高さの中心及び幅の中心における仮想軸に合わせる。 

－ “頂部 (ht)”及び “底部(hb)”は、hmax (表３参照 )の半分から送信アンテナ寸法の半分を減じて得

る(例えば、バイコニカルアンテナでは20 cm以下)。 

 

これらの位置を水平及び垂直偏波の両方に使用すること。頂面と天井吸収体及び底面と床面吸収体との間の

距離は、試験空間に関するNSA試験によって決定される吸収体の特性によってそれぞれ与えられるが、

EUTの吸収体との結合を防ぐため少なくとも0.5 mとする｡ 

 

図９  試験場の適合性確認手順のための１つの測定位置及びアンテナ傾斜の例 

 

 

備考：アンテナ偏波は水平、送信アンテナ位置は頂部の右側 
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離散周波数測定における最大周波数間隔は、表４に従うこと。 

 

表４ 周波数範囲及び周波数間隔 

周波数範囲 MHz 最大周波数間隔 MHz 

30 -100 1 

100 - 500 5 

500 - 1000 10 

 

 

以下の２つの方法で、試験場の適合性確認を行うこと。 

a) サイト参照法：試験距離が5 m未満の場合にはこの方法を適用すること。 

b) NSA法：試験距離が5 m以上の場合に適用することが望ましい。  

 

サイトアッテネーション測定法は、理想的な試験場で実施した場合、偏差値が0 dBとなる。測定不確か

さを減らすために、いかなる方法も使ってよい。ただし、これらの方法は規定された試験配置及び試験手

順に反してはならない。又、例えば、共振を平滑化することによってサイトの欠陥を隠してはならない。 

 

次のような手段で、試験場の適合性確認測定の不確かさを減らすことができる｡ 

 

－垂直偏波アンテナにおいては、遮蔽の良いケーブルをケーブルが大地面に到達する前に少なくとも

各アンテナの後方2 mまで延長しなければならない｡可能ならば、ケーブルはFARの壁に取り付けられた

コネクタに対し真直ぐ後方に延長すること｡更に可能ならば、ケーブルにクリップ止めフェライトを使用

すること｡ケーブルの影響を減少させるその他の代替方法としては、光学リンクを使用する方法もある｡ 

－アンテナコネクタに接続した減衰器(例えば、6 dB又は10 dB)は、アンテナ端におけるどの

ような大きなインピーダンス不整合でもその影響を減少させることができる｡ 

－平衡度の良いバランを持つアンテナを使用すること(アンテナの照準軸に関してアンテナを180度

回転させた場合、受信機の読みの変化が±0.5 dB未満であること。アンテナ平衡度の確認方法は、4.4.2

に記述されている)｡ 

－供試装置の試験にバイコニカルアンテナとLPDAを別々に使用する(アンテナは200 MHzで変更する)

場合、FARの評価にもこれらのアンテナを使用してもよい｡ハイブリッドアンテナ(バイコニカルアン

テナとLPDAの組合せ)は、これら２つの形式の組合せであり、機械的寸法が測定距離に対して十分に小

さい場合、同様に使用してもよい｡ 

 

FARの適合性確認手順は、暗室特性の経年変化を検出するために、定期的に実施すること｡また、FARで

電磁波送信特性に影響するような変化が起きた場合も実施すること｡ 
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5.8.2.2 .1 サイト参照法  

準自由空間試験場における一対のアンテナ(送信及び受信アンテナ)を用いたサイトアッテネーション測

定結果が、参照値として必要である。この参照値 (SAref)を決定するための手順は、 5.8.2.2.2に記述さ

れている｡この参照値には、距離3 mの試験において重要な影響を及ぼす可能性があるアンテナ間相互

結合と近傍界の影響が含まれている。また、参照値SAref(d)の測定においては、送信アンテナと受信ア

ンテナを規定の距離dnominalに設定する。 

 

試験空間のそれぞれの位置についての試験場適合性確認手順は、以下の３つの手順で実施する。 

 

1) M0は、送信アンテナ用および受信アンテナ用接続ケーブルを互いに直接接続したときの受信機に

よってdBμV単位で測定された基準レベルであり、通常、試験空間にわたる一連の測定の前に一度実

施する｡ 

 

2) M1は、アンテナを取り付けたときに、受信機によってdBμV単位で測定されたレベルである｡適合

性確認対象の試験場のサイトアッテネーションSAvalは、次により計算できる 

 

SA v a l =M 0 -M 1   dB  (5) 

 

3) 測定されたサイトアッテネーションの参照値SAref(d)からの偏差(ΔSA)は、式(6)を使用して計算

する｡ 

ΔSA=SAref(d)-SAval dB  (6) 

 

5.8.2.2.2 参照値の決定  

5 m未満の距離における正確な適合性確認については、参照値を決定するため一対の(送信及び受信

アンテナ)専用アンテナの使用を推奨する｡準自由空間試験サイトが必要となる｡そこには、２つの非金

属製アンテナマスト(木又はプラスチック製で、εr≦2.5、低損失、機械的強度を保持したできるだけ小

さな直径を持つもの)があり、これによって大地面上の特定の高さにアンテナを設置することができる(図

10)。参照値を±1 dBで決定する方法の一つは、アンテナの高さ(h)を次のようにすることである。 

8
3h d   ( 7 )  

ここで, dは,アンテナ間距離である｡ 

大地面の影響を抑圧するために、 8
3h d の高さが推奨される。又は30 MHzまで効果のある

電波吸収体を大地面上に設置する必要がある｡ 

 

参照値を得るときの距離dは、FAR内で使用されるアンテナ間の実際の距離dnominalに等しくすること｡

アンテナは垂直偏波とすること(水平偏波は、大地面からの反射信号による強い干渉があるため使用し

てはならない)｡それによって、より良い自由空間状態が得られる｡垂直偏波アンテナでは、建築物、木、

その他などからの影響があるため、それらから十分に離すこと。 
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アンテナ接続ケーブルの影響が試験結果に及ばないように注意を払うこと。これは、図10に示すような

ケーブル配置又は光ファイバを使用することが最も望ましい｡ 

 

サイトアッテネーション参照値(SAref)は、以下の３つの手順で決定する｡ 

1) M0RSは、送信アンテナ用および受信アンテナ用接続ケーブルを互いに直接接続したときの受信機

によってdBμV単位で測定された基準レベル｡ 

2) M1RS(d)は、規定の距離dnominalにアンテナを設置したときに、受信機によってdBμV単位で測定され

たレベル｡ 

3) SAref(d)は式 (8)に従って計算される。  

 

SAref(d)=M0RS-M1RS (d) dB  (8) 

 

3 mの試験場の適合性確認については、少なくとも4 mの高さを使用しなければならない。この高さ

は、妨害波測定用に使用される遠隔操作式アンテナマスによって一般的に実現可能である。この場合、ア

ンテナ間の大地面上に電波吸収体を設置すること。さらに、双方のアンテナ周囲のすべての方向に対して

も吸収体を設置して、5.8.1に規定されている準自由空間状態が実現されていること。d>3 mのサイト適

合性確認については、式 8
3h d を使用する 。 又は、サイトアッテネーション参照値を±1 dB

で測定可能な代替のアンテナ配置を使用する｡ 
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図10 自由空間参照サイトアッテネーション測定の典型的な配置 

 

 

5 . 8 . 2 . 2 . 3 N S A法  

送信及び受信アンテナの自由空間アンテナ係数が、この手順のために必要である｡各測定位置に対する試

験場適合性確認を、以下の４段階で実施する｡ 

 

1) M0は、送信アンテナ用および受信アンテナ用接続ケーブルを互いに直接接続したときの受信機に

よって測定された基準レベル｡ 

 

2) M1は、ケーブルをアンテナに接続したときに受信機によって測定されたレベル。 

 

3) 測定されたNSA(NSAm)は、式(9)に従ってdB単位で計算される。 

 

0 1m T RNSA M M AF AF  d B   ( 9 )  

 
ここで TAF 及び RAF は, dB/m単位の自由空間アンテナ係数である。 

適合性確認距離 

大地面からのアンテナ高 

送信および受信アンテナの同軸ケーブルは、物理的に可能な限り 2m に近い距離にアンテナ後方に水平に
配置する。FAR内では、ケーブルの経路はできるだけ水平に保ち、FAR壁面の管を通してまっすぐに伸ば
す。あるいはアンテナ出力の RF光学リンクに接続した光ファイバをを使用するのがよい。 

図１０の全ての配置についてサイト基準を別々に取得する。 

 

ネットワークアナライザ 

垂直偏波 

非金属製マスト 
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4) 偏差 NSAは、式(10)に従ってdB単位で計算される。 

 

m calcNSA NSA NSA    (10)  

 
ここで、 calcNSA は式(4)を用いて計算し、 NSAは該当するNSA判定基準と比較する。例え

ば、 5.8.3に規定された±4 dBと比較する。 

 

注 送信及び受信アンテナの基準点(アンテナ較正によって定義されている)間の距離dは、dnominalを使用しなければな

らない。アンテナ間の実効距離は、位相中心が移動するため周波数によって変動する｡伝送損失は、dnominalに対する実効

距離の比率によって補正すること｡ 

 

5.8.3 試験場の適合性確認基準  

測定試験場は、次の要求事項に適合すること。 

- SA又はNSAの偏差 (式 (6)又は式 (10))は、水平と垂直偏波の両方、及び各測定位置と測定周

波数に関して、±4 dB未満であること｡ 

- CISPR 16-4-2の勧告に基づいて測定場適性評価の不確かさを報告すること。ただし、評価項目

は、大地面をもつ代替試験サイト上での電界強度測定に対して要求されるものと同じであること｡ 

 

５.９ 供試装置台とアンテナ昇降装置の評価  

 

5.9.1 序文 

一般的な電界強度測定では、D.5節で指定する試験台に供試装置を配置する。この試験台の形状、

構造および材料の誘電率は、電界強度測定結果に影響を与える。次の5.9.2項では、30MHzから

1000MHzの周波数範囲における試験台の影響を調べ、そして、電界強度測定値に関連する不確かさの

寄与を見積るための手順を解説する。 

 

アンテナ昇降装置については、あらゆる影響がNSA測定に含まれていると考えられるので、追加の

評価を必要としない。 

 

5.9.2 試験台の影響に関する評価手順（卓上装置） 

試験台の影響を評価するために、指定の送信アンテナを指定の場所に置いて、試験台の有無による

２つの伝送特性の測定を行う。測定手順は、次の通りである。 

 

試験台は、試験場の通常位置に配置し、かつ、その最大寸法を受信アンテナに対向させて配置する

（図11参照）（すなわち、四角形の試験台の対角線または、円形試験台の半径）。上限周波数1000MHz

までの周波数範囲に関して、全長が0.40 m未満の小さいバイコニカルアンテナを、水平偏波の状態で

試験台上に設置する。試験台上面とアンテナバラン中心間の距離は、0.1mとする（図12参照）。試験

台は、その対角線を受信アンテナの方向に向けて設置し、小型バイコニカルアンテナは、試験台の中

心と角を結ぶ直線上の中心に設置しする（図11参照）。標準信号発生器の信号を試験台上の送信アン

テナ（小型バイコニカルアンテナ）に供給する。試験周波数ステップは、利用される最高周波数の0.5%
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と同じか、または、それ以下にしなければならない。受信アンテナで観測される電圧は、測定装置の

ノイズレベルよりも、少なくとも20dB以上であること。その給電ケーブルは、アンテナと同じ高さに

して、およそ2m後方まで水平に配置する。さらに、ケーブルが測定値に影響するのを防ぐために、適

当な間隔でフェライトコアを設置すべきである。 

 

試験台の有り無しの２回について、送信アンテナの位置を変更せずに、受信アンテナ高を走査して

最大受信電圧Vrを測定すること。1GHz以下の周波数に関しては、少なくとも200MHzから1GHzの周

波数範囲で測定を実施する。この場合、オープンサイトまたは電波暗室においては、受信アンテナを

1mから4mの高さで走査し、FAR（全無響暗室）では受信アンテナ高を固定する。 

 

２つの測定結果の差異Δ(f)は、dBμVで測定された電圧から式(11)を用いて計算する。 

 

withoutrwithr VVf //)(    (11) 

ここで、 

Vr/withoutは、試験台が無い場合の任意の周波数における電圧測定値 

Vr/withは、Vr/withoutの測定周波数における試験台がある場合の電圧測定値 

 

周波数帯域200MHzから1000MHzにおける最大値Δmaxを、最大偏差とする。 

 

MHzMHzwithoutrwithr VV
1000200//max max   (12) 

 

試験台に起因する標準不確かさUtableは、差異が一様分布すると仮定し、その最大値をΔmaxとして計

算すること。したがって、Utable(dB)は式(13)を用いて計算できる。 

 

max3
1

tableu    (13) 
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図11  長方形試験台の角からのアンテナ配置     図12  試験台上のアンテナ配置 

（平面図）               (側面図) 

 

 

 

5.9.3 床置型装置用試験台の影響に関する評価手順 

床置型装置用試験台は、非導電性で低誘電率の材料を使って作成されなければならない。 

試験台が装置の底面の投影（またはその射影）面よりも小さければ、試験台の評価は必要としない。 

 

受信アンテナ 

R 

2
R  

0,1m 

2
R

R 
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６ 全放射電力測定用反射箱 

マイクロ波周波数領域で動作するある種の装置では、３次元放射パターンが装置の動作条件と環境

に依存して複雑であるため、妨害規制にとって、全放射電力の測定は重要なパラメータであると考え

られる。 

これは、装置を金属壁の適当な密閉箱に置くことにより測定可能である。何も対策しないと定在波

によって箱内のエネルギー密度分布が場所によって不均一になるため、それを避けるために回転する

攪拌装置を取り付ける。撹拌装置を適当な寸法、形状、配置にすれば、箱内の任意の位置におけるエ

ネルギー密度を不規則に変化させることができ、そのとき、位相、振幅および偏波は一定の統計的分

布則に従う。 

 

６.1 反射箱 

 

6.1.1 寸法と形状 

反射箱の寸法は対象とする最低周波数の波長に比べて大きく、また供試装置、撹拌装置、および測

定アンテナを収納するのに十分大きくなければならない。マイクロ波装置は体積が0.2m3 の小型卓上

オーブンから、高さが1.7ｍで底面の幅が760mm の大型ユニットまで様々な大きさのものがある。反

射箱は、その三方の寸法が同じオーダーであればどのような形状でもよい。さらに、三方の寸法が異

なるようにすることが好ましい。最低周波数が1GHz であれば、反射箱の容積は少なくとも8m3 以上

なければならない。 

実際の寸法は反射箱の物理的特性によって定まる。反射箱の適性評価試験法は、6.4.1に述べる。壁

と撹拌装置は金属製でなければならない。金属材料間の接合は機械的に堅固で、全長にわたって電気

抵抗が低く、かつ表面腐食があってはならない。箱内には、木材のような吸収体を置いてはならない。 

 

6.1.2 扉、壁面の開口部および取り付けブラケット 

反射箱の扉は、測定者と機器が通れるように十分大きいものとする。それらは外開きとし、エネル

ギー損失を最小にするために密閉できること。送信および受信アンテナを箱内に設置するのに便利な

ように、取り付けブラケットを壁に固定してもよい。 

 

6.1.3 撹拌装置 

撹拌装置の２例を下記に示す。その他の形状も、攪拌効率が6.1.4の基準を満足していれば認められ

る。 

 

6.1.3.1 回転羽根 

回転羽根を使用する場合には、２枚の羽根を隣接する壁面に据え付け、壁から使用最大波長の少な

くとも1/4 以上離し、また堅牢にするため十分な厚さとする。羽根は、壁の大きさが許す限り最大と

し、その幅は、長さの約1/5 とする。 

 

6.1.3.2 回転パドル 

回転パドルを使用する場合には、２または３枚のパドルを反射箱の壁面に据え付ける。パドルは互

いに直角をなすよう配置する。パドルの形状は図13に示すようなもので、その長さ方向に平行な軸の
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回りに回転する。撹拌円筒形空間の直径は、少なくとも使用する最大波長に等しくなければならず、

また長さは壁の大きさが許す限り最大とする。構造は堅牢なものであること。 

 

6.1.3.3 回転速度 

それぞれの撹拌装置の回転速度は等しくないこと。１回転に要する時間で最長のものは、測定計器

の積分時間の1/5 未満であること。6.1.5に述べる測定機器の場合、50 回/分から200 回/分までが適当

である。撹拌装置を回転させるのに用いるモータおよび減速ギアはなるべく反射箱の壁の外に置くこ

と。 

 

6.1.4 撹拌装置の効果に関する試験 

反射箱内におけるエネルギー分布が所期の均一さになっているか否かは、結合減衰量の周波数変化

の滑らかさからわかる（6.1.5参照）。低い周波数では波長が長いので、この均一性を得ることが困難

であり、顕著な最大値と最小値が存在する。撹拌装置の効果が大きければ、これらの最大、最小値は

小さくなるため、使用可能周波数は低くなる。 

結合減衰量は、反射箱の使用可能周波数全域にわたって測定する。最大値と最小値が観測される低

い周波数では、減衰量を100MHz 間隔で測定する。但し、受信アンテナを固定し、送信アンテナを45°

間隔で回転し、各位置で各周波数について試験を繰り返す。この試験全体を、受信アンテナを90°間

隔で回転しながら繰り返すこと。以下の条件を満たせば、撹拌装置の効果は十分とみなせる。 

(1) 最大値と最小値のグラフの包絡線は、送信アンテナの任意の位置においても2dB を超えないこと。 

(2) ４つのグラフの平均が 2dB以下の包絡線の内側にあること。代表的な例を図14 に示す。 

 

 

 

図 13 回転パドルの代表例（6.1.3.2） 
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6.1.5 結合減衰量 
反射箱の結合減衰量は、箱内の送信アンテナと受信アンテナの端子間で測定した挿入損失である。

出力電力を正確に測定できる較正済みの信号発生器を用いて、箱内または箱の壁面に置かれた、低損

失送信アンテナ（例えばホーンアンテナ）に電力を供給する。受信アンテナは、箱内の任意の点に置

けるが、壁から少なくとも波長の 1/4 以上離し、その向きは、送信アンテナの方向や最も近い壁面の
方向を避け、また箱のどの軸にも沿わないようにすること。 
低雑音無線周波増幅器はハイパスフィルタを介して受信アンテナに接続する。増幅器出力はバンド

パスフィルタを通してダイオード検波器に接続する。バンドパスフィルタは対象とする周波数に同調

させ、指定された帯域幅をもつものとする。検波器の出力は、規定の尖頭値保持時間をもつ尖頭値型

電圧計に接続する（保持時間は被測定機器に依存する）。この測定にはスペクトラムアナライザを使用

してもよい。送信アンテナへの入力電力 P を記録する。次に信号発生器を低雑音増幅器の入力端子に
接続し、電圧計の読みが同一となるように低雑音増幅器への入力電力を調節しその時の信号発生器の

出力電力ｐを記録する。結合減衰量は 10 log(P/p) dB である。 
 
 
７ （欠番） 
 
 
８ 周波数範囲1 GHz-18 GHzにおける無線妨害波の電界強度測定用試験場 

試験場は、無反射（自由空間）条件をできるだけ満たすこと。これらの条件を満たすためには、電

波吸収体を使用するか、および/又は供試装置の高さを上げる必要がある｡ 

注：床置型の機器を試験する場合には、大地面付近で無反射条件を満たすことはできないであろう｡ 

 

図 14 図 13の回転パドルを使った反射箱に関しての結合減衰範囲の周波数特性（6.1.4）
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８.１ 参照試験場 

参照試験場は、測定結果に反射の影響がないように十分留意した自由空間野外試験場(FSOATS)で

あること。 

 
８.２ 試験場の適合性確認 

 

8.2.1の基準を満たした場合、その試験場は、1GHｚから 18 GHzにおける放射電磁界測定に適合し

ていると判断する。試験場の適合性確認の手続きを 8.2.2に示す。CISPR規格に関する測定のために

は、適合性確認の測定は、1GHz からその施設で使う最高周波数まで行わなければならず、その最高

周波数は、少なくとも 2 GHz以上であること。 

 

1GHｚから 18 GHzにおける試験場は、たとえば電波暗室のように、受信信号に対する反射の影響

を最小化するように設計しなければならない。もし、試験場が完全な無反射条件を提供するように設

計されていない場合、たとえば５面暗室の場合には以下に示すように、金属大地面の一部に吸収体を

敷く必要がある。 

 

試験体積が、装置の伝導性床から EUTの上まで伸びている場合、これは床置き装置の試験の時は、

典型的なものであるが、評価の際には、吸収体を敷かなければならない。金属大地面の上に置くこと

のできない床置き装置の試験の時は、金属大地面の上に置いた吸収体によって 30cm の高さまで試験

体積の照射ができなくてもよい。 

 

床置き装置の妨害波測定の時は、試験場評価の時に敷いた吸収体を、供試装置のすぐそば（射影）

およびそれから+10cm分だけは取り外してもよい。 

 

サイトの評価は、いわゆるサイト電圧定在波比（SVSWR）によって行なう。試験場適性評価方法で

は、下記の特定の組み合わせに対して、与えられらた試験体積を評価する。すなわち、試験場、受信

アンテナ、試験距離（CISPR16-2-3の 7.3.6.1項に記載）及び、もし 8.2.1項の基準を満たすのに必要

であれば大地面に置いた電波吸収体、の組み合わせである。試験場適性評価において用いられる受信

アンテナマストの影響や、試験体積中に永久に固定された物体（たとえば、永久的に設置されたター

ンテーブル）は、この評価手順において一緒に評価される。取り除くことができる物体、たとえば可

搬型のターンテーブルは、もし、これらがこの規格の５．８項の追加的な手続きによってその影響が

別に評価されるならば、試験場適性評価試験の間は設置する必要はない。 

 

CISPR16-2-3は 1GHｚから 18 GHzにおける EUTの測定法を規定している。SVSWR手順の目的は、

本手続きによって評価された試験空間内にある任意の大きさ・形状の EUTに到来する反射波の影響を

チェックすることである。 

 

SVSWR は、直接波（目的の波）と反射波の干渉によって生じる最大受信信号と最小受信信号の比で

ある。すなわち、 
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min

max

min

max

V
V

E
ESVSWR      (14) 

 

ここで、Emaxと Eminは、最大受信信号と最小受信信号であり、Vmaxと Vminは、受信に受信機やスペ

クトラムアナライザを使用したときの、それぞれ対応する受信電圧である。 

 

以下に示す手続きでは、デシベル（dB）が、通常の測定及び計算に用いられる。この場合、SVSWRは、 

 

dBdBdBdBdBVSWR EEVV
E
E

V
VS min,max,min,max,

min

max

min

max
, )log(20)log(20  (15) 

となる。 

 
注１：デシベルが用いられる時は、SVSWR,dBは、dBm, dB または dB V/m単位で受信された最大信号に対する最小信

号の差で求めてもよい。 

注２：SVSWR や、SVSWR,dB の値は、６個の測定場所に対して、周波数ごと、偏波ごとの最大レベルと最小レベルから

個々に評価する。 

 

8.2.1 判定基準：サイト VSWR法 

 

SVSWRは、直接的に不要な反射の影響に関連している。1GHｚから 18 GHzにおける試験場適性評

価において、許容される基準は、8.2.2項の手順で SVSWRを測定したとき、以下のとおり： 

 

SVSWRは、２：１以下、すなわち SVSWR dBは 6dB以下であること。 

 

8.2.2 確認手順 

 
この項は SVSWRを評価するときの、要求される手順を示す。 

 

8.2.2.1 アンテナの要求条件 

 

この試験の際に、すべての反射面を照射できるように、かつ、多くの実際の EUTの低指向性アンテ

ナ利得を模擬するために、この項は SVSWRの測定に用いる機器の特性を規定する。試験機器の要求条

件を満足するかを評価するために、製造者が供給するデータを用いてもよい。 

 

8.2.2.1.1 標準的な SVSWRの手続きに用いる試験機器アンテナの要求条件 

 

受信アンテナは直線偏波で、EUTの妨害波測定に用いるものと同じタイプでなければならない。送

信アンテナのパターン条件に対する 0°基準角は、アンテナが受信アンテナと正対する角であり（開口

面が平行）、これをボアサイト方向 Bとする。 
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送信源とみなすアンテナは、直線偏波で以下に述べるダイポール状の放射パターンでなければならな

い。放射パターンデータは、1GHz以下の周波数ステップ幅 2)で入手できること。 

 

8.2.2.1.1.1 送信アンテナの E面放射パターン 

 

単純な直線偏波のアンテナの E面放射パターンは、放射球の周りにある、たくさんのカット面のう

ちのひとつ（方位角が一定）の面で測定が可能である。パターン測定に関するカット面は、アンテナ

製造者によって決定され、アンテナ特性レポートに記述されなければならない。簡便な選択の一つは、

コネクタとケーブルを含む面をカット面とすることである。 

 

a) 右及び左の側の各々のパターンに対して、M で示される主ローブ方向を選ぶ。M は、それぞれ 0°

±15°および 180°±15°の間にあること。 

b) パターン 3)の両側の主ローブ方向に対象に、いわゆる禁止帯を書く。ここでは、振幅が±15°の-3 dB

以下である。 

c) E面放射パターンは、禁止帯に入らないこと。 

 

図 15は、この E面要求条件を満足している、放射パターンの例である。 

 

 

 

注 このプロット例は、8.2.2.1.1.1 の E 面要求条件を満足するアンテナに対するものである。右および左側の放射パ

ターンの主ローブ方向 M は、それぞれ、0°±15°および 180°±15°の間にある影つきの領域は禁止帯を表し、そ

こでは、各々のローブに対して振幅が±15°の-3 dB以下である。アンテナパターンは、禁止帯に入ってはいない。 

 

図 15  送信アンテナ E面放射パターンの例（単なる情報） 

 
2)アンテナは SVSWRの測定に用いる他の周波数においても要求条件を満足していると仮定している。 
3)この基準は、ボアサイト領域における連続的なパターン、および許容可能な無指向性パターンを保障する。 
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8.2.2.1.1.2 送信アンテナの H面放射パターン 

 

ダイポールアンテナの H面パターンを図るための可能な面は一つだけであり、これはダイポールの

中心を横切る、ダイポール軸に直交する面である。この面は、バラン、入力コネクタ、入力ケーブル

（金属あるいは光ファイバが使用される）を含む。アンテナの製造業者は放射パターンを測定する際

の配置を、アンテナ試験報告書の最初にケーブルの配置、コネクタの位置について記載すること。 

 

a) 放射パターンデータ（dB）を±135°（0°はボアサイト方向）にわたって平均する。最大のステッ

プサイズは 1GHｚから 6 GHzは 5°、6 GHｚから 18 GHzは 1°である。 

b) 放射パターンは±135°平均値から以下の偏差を越えないこと。 

 

 

角度の範囲 1 GHzから 6 GHz 6 GHzから 18 GHz

- 60°から 60° ±2 dB ±3 dB 

- 60°から-135°, 60°から 135° ±3 dB ±4 dB 

- 135°から-180°, 135°から 180° ＜＋3 dB ＜＋4 dB 

 

注 ±135°以外の H面パターンの下限は規定してはいないが、H面パターンが±180°においてヌルを示さず、できる

限り無指向性であることが望ましい。アンテナ製造メーカーによって提供される給電線とアンテナマストに関する

ガイドラインが可能なら、±135°以外の H面パターンへの影響を最小にするために、それに従うこと。 

 

 

図 16は、この H面要求条件を満足している、放射パターンの例である。 

 

 

図 16-a  1 GHzから 6 GHzの放射パターンの例 
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図 16-b  6 GHzから 18 GHzの放射パターンの例 

 

注 このプロット例は、H 面要求条件を満足するアンテナに対するものである。影つきの領域は 8.2.2.1.1.2で規定し

た最大許容偏差を示している。この例のアンテナはそのアンテナパターンが禁止帯に入っていないので要求条件

を満足している。 

図１６  送信アンテナ H面放射パターンの例（単なる情報） 

 

 

8.2.2.1.2 相反的な SVSWRの手順のための試験機器 

試験空間からの送信に使用されるアンテナは、放射妨害波測定に用いるものと同じタイプでなけれ

ばならない。等方性プローブは 3 dBよりも良い等方性を持つものであること。 

 

8.2.2.2 測定場試験のために要求される位置 

 

測定場適合試験は、円柱の形も持つある体積に対して行われなければならない。円柱の底面はＥＵ

Ｔを支持するために用いられる表面によって決められる。試験円柱の上面は、EUTとその上方に向け

て延びるケーブルが占める最大の高さとする。円柱の直径は、ケーブルを含む EUTを収容するのに必

要な最大径である。試験体積から出て行くケーブルについては、これらのケーブルのうちの 30cm は

体積の大きさを決めるのに（EUTの一部であると）仮定すること。支持台の上に上げられない床置形

の装置については、試験体積のうち底面から 30cmまでの高さに対する部分からの放射は金属大地面

上においた吸収体によって遮られても構わない。8.2.2.3項の手続きに従い、受信アンテナを評価され

るべき体積に対応する位置に置き、送信源の位置を決められた位置に沿って移動することによって

SVSWRを評価する。代替法として、8.2.2.4項の相反 SVSWR手続きに従い、この項において記述された

位置は、試験体積中の電界プローブの位置として用いる。 
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SVSWR 測定を行うための決められた位置は、試験体積の大きさに依存する。条件付きの試験位置の

詳細は 8.2.2.5項に記載する。SVSWRは要求された位置および偏波のおのおのに対して評価され、それ

は受信アンテナの参照点に向けてのある直線に沿った６個の一連の測定によって得られる。要求され

る可能性のあるすべての位置は、8.2.2.5項に記載されている条件付きの測定位置も含めて、図１７お

よび図１８に図示する。受信アンテナに対する直線に沿った６個の一連の測定はこれらの図中の点で

示す。 

 

 
図１７ 水平面内における SVSWR測定位置 - 詳細は 8.2.2.2.1項を参照 

 

8.2.2.2.1 水平面内における SVSWR測定位置の記述（図１７） 

 

a)前面位置 1-6 (F1から F6): 前面の位置は、試験体積の中心から受信アンテナの参照点に向かう直線

上にある。これらの点の位置を決めるには、まず、試験体積の前面で、受信アンテナの参照点から

測定距離 Dだけ離した測定軸の上に、F6を置く。 

 

F5から F1は、F6に対して以下のように受信アンテナから離すことにより決定される。 

1) F5= F6 + 2 cm受信アンテナから離す。 

2) F4= F6 + 10 cm受信アンテナから離す。 

3) F3= F6 + 18 cm受信アンテナから離す。 

4) F2= F6 + 30 cm受信アンテナから離す。 

5) F1= F6 + 40 cm受信アンテナから離す。 

 

b)右側位置 1-6 (R1から R6): これらの点は、位置 R6に対して決められる。R6は、試験体積の右側

の最も遠い点（位置 R1）を決定し、そこから受信アンテナに向かう直線上で 40 cmほど動かすこ

とにより決定される（図１７参照）。 

 

D-30 cm 

D 
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R5から R1は、R6に対して以下のように受信アンテナから離すことにより決定される。 

1) R5= R6 + 2 cm受信アンテナから離す。 

2) R4= R6 + 10 cm受信アンテナから離す。 

3) R3= R6 + 18 cm受信アンテナから離す。 

4) R2= R6 + 30 cm受信アンテナから離す。 

5) R1= R6 + 40 cm受信アンテナから離す。 

 

c)左側位置 1-6 (L1から L6): これらの点は、位置 L6に対して決められる。L6は、試験体積の左側の

最も遠い点（位置 L1）を決定し、そこから受信アンテナに向かう直線上で 40 cm ほど動かすこと

により決定される（図１７参照）。 

 

L5から L1は、L6に対して以下のように受信アンテナから離すことにより決定される。 

1) L5= L6 + 2 cm受信アンテナから離す。 

2) L4= L6 + 10 cm受信アンテナから離す。 

3) L3= L6 + 18 cm受信アンテナから離す。 

4) L2= L6 + 30 cm受信アンテナから離す。 

5) L1= L6 + 40 cm受信アンテナから離す。 

 

d)中心位置 1-6 (C1から C6): これらの点は、位置 C6に対して決められる。C6は、試験体積の中心

位置である。位置 C1から C6は、試験体積の直径が 1.5 mを超えた場合に試験する必要がある。 

 

C5から C1は、C6に対して以下のように受信アンテナから離すことにより決定される。 

1) C5= C6 + 2 cm受信アンテナから離す。 

2) C4= C6 + 10 cm受信アンテナから離す。 

3) C3= C6 + 18 cm受信アンテナから離す。 

4) C2= C6 + 30 cm受信アンテナから離す。 

5) C1= C6 + 40 cm受信アンテナから離す。 

 

8.2.2.2.2 追加的な SVSWR測定位置の記述（図１８） 

図１７に示す位置に加え、試験体積の高さに依存して、追加的な SVSWR測定平面が必要となる場合

がある。図１８は、SVSWR 測定に対する追加的な高さの要求を示している。２番目の高さに対する試

験は、前面の位置のみにおいて測定すること。 
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図 18 SVSWR測定位置(高さに対する要求条件) 

 

表５は試験位置の要約を示したものである。表５において、位置は高さ（h1, h2 ）および位置（前、

左、右、中心）によってグループ分けされている。それぞれの位置に対して、式(16)によって要求さ

れる計算に用いるようにある参照点が指定されている。 

 

表 5  SVSWR測定位置 

点の名前 位置 高さ 偏波 Drefのための参照点

式(16)参照 

参照点に対する位置 

最初の高さの前の位置（前、h1） 

F1h1H 前 h1 水平 F6h1 受信アンテナから+40 cm 遠方

F1h1V 前 h1 垂直 F6h1 受信アンテナから+40 cm 遠方

F2h1H 前 h1 水平 F6h1 受信アンテナから+30 cm 遠方

F2h1V 前 h1 垂直 F6h1 受信アンテナから+30 cm 遠方

F3h1H 前 h1 水平 F6h1 受信アンテナから+18 cm 遠方

F3h1V 前 h1 垂直 F6h1 受信アンテナから+18 cm 遠方

F4h1H 前 h1 水平 F6h1 受信アンテナから+10 cm 遠方

F4h1V 前 h1 垂直 F6h1 受信アンテナから+10 cm 遠方

ha 床上の吸収体でさえぎられる試験体積の部分（最大 30 cm） 

h1 試験空間中間の高さ、あるいは地上高 1 mのいずれか低い方 

h2 試験体積の上面にあり、h2が h1 より少なくとも 0.5 m 離れているときに測定すべき高さ 

  （詳細は 8.2.2.5項） 
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F5h1H 前 h1 水平 F6h1 受信アンテナから+2 cm 遠方 

F5h1V 前 h1 垂直 F6h1 受信アンテナから+2 cm 遠方 

F6h1H 前 h1 水平 F6h1 ＝参照点（前、h1）  

F6h1V 前 h1 垂直 F6h1 ＝参照点（前、h1） 

最初の高さの中心の位置（中心、h1）（必要な場合、8.2.2.5参照） 

C1h1H 中心 h1 水平 C6h1 受信アンテナから+40 cm 遠方

C1h1V 中心 h1 垂直 C6h1 受信アンテナから+40 cm 遠方

C2h1H 中心 h1 水平 C6h1 受信アンテナから+30 cm 遠方

C2h1V 中心 h1 垂直 C6h1 受信アンテナから+30 cm 遠方

C3h1H 中心 h1 水平 C6h1 受信アンテナから+18 cm 遠方

C3h1V 中心 h1 垂直 C6h1 受信アンテナから+18 cm 遠方

C4h1H 中心 h1 水平 C6h1 受信アンテナから+10 cm 遠方

C4h1V 中心 h1 垂直 C6h1 受信アンテナから+10 cm 遠方

C5h1H 中心 h1 水平 C6h1 受信アンテナから+2 cm 遠方 

C5h1V 中心 h1 垂直 C6h1 受信アンテナから+2 cm 遠方 

C6h1H 中心 h1 水平 C6h1 ＝参照点（中心、h1）  

C6h1V 中心 h1 垂直 C6h1 ＝参照点（中心、h1） 

最初の高さの右の位置（右、h1） 

R1h1H 右 h1 水平 R6h1 受信アンテナから+40 cm 遠方

R1h1V 右 h1 垂直 R6h1 受信アンテナから+40 cm 遠方

R2h1H 右 h1 水平 R6h1 受信アンテナから+30 cm 遠方

R2h1V 右 h1 垂直 R6h1 受信アンテナから+30 cm 遠方

R3h1H 右 h1 水平 R6h1 受信アンテナから+18 cm 遠方

R3h1V 右 h1 垂直 R6h1 受信アンテナから+18 cm 遠方

R4h1H 右 h1 水平 R6h1 受信アンテナから+10 cm 遠方

R4h1V 右 h1 垂直 R6h1 受信アンテナから+10 cm 遠方

R5h1H 右 h1 水平 R6h1 受信アンテナから+2 cm 遠方 

R5h1V 右 h1 垂直 R6h1 受信アンテナから+2 cm 遠方 

R6h1H 右 h1 水平 R6h1 ＝参照点（右、h1）  

R6h1V 右 h1 垂直 R6h1 ＝参照点（右、h1） 

最初の高さの左の位置（左、h1） 

L1h1H 左 h1 水平 L6h1 受信アンテナから+40 cm 遠方

L1h1V 左 h1 垂直 L6h1 受信アンテナから+40 cm 遠方

L2h1H 左 h1 水平 L6h1 受信アンテナから+30 cm 遠方

L2h1V 左 h1 垂直 L6h1 受信アンテナから+30 cm 遠方

L3h1H 左 h1 水平 L6h1 受信アンテナから+18 cm 遠方

L3h1V 左 h1 垂直 L6h1 受信アンテナから+18 cm 遠方

L4h1H 左 h1 水平 L6h1 受信アンテナから+10 cm 遠方
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L4h1V 左 h1 垂直 L6h1 受信アンテナから+10 cm 遠方

L5h1H 左 h1 水平 L6h1 受信アンテナから+2 cm 遠方 

L5h1V 左 h1 垂直 L6h1 受信アンテナから+2 cm 遠方 

L6h1H 左 h1 水平 L6h1 ＝参照点（左、h1）  

L6h1V 左 h1 垂直 L6h1 ＝参照点（左、h1） 

２番目の高さの前の位置（前、h2）（必要な場合、8.2.2.5参照） 

F1h2H 前 h2 水平 F6h2 受信アンテナから+40 cm 遠方

F1h2V 前 h2 垂直 F6h2 受信アンテナから+40 cm 遠方

F2h2H 前 h2 水平 F6h2 受信アンテナから+30 cm 遠方

F2h2V 前 h2 垂直 F6h2 受信アンテナから+30 cm 遠方

F3h2H 前 h2 水平 F6h2 受信アンテナから+18 cm 遠方

F3h2V 前 h2 垂直 F6h2 受信アンテナから+18 cm 遠方

F4h2H 前 h2 水平 F6h2 受信アンテナから+10 cm 遠方

F4h2V 前 h2 垂直 F6h2 受信アンテナから+10 cm 遠方

F5h2H 前 h2 水平 F6h2 受信アンテナから+2 cm 遠方 

F5h2V 前 h2 垂直 F6h2 受信アンテナから+2 cm 遠方 

F6h2H 前 h2 水平 F6h2 ＝参照点（前、h2）  

F6h2V 前 h2 垂直 F6h2 ＝参照点（前、h2） 

注 これらの SVSWR測定はどのような順番で行ってもよい。 

 

8.2.2.3 SVSWRによる試験場の確認－標準的な試験手順 

 以下の手続きにおいて、位置は Pmnopqと記す。ここで、添字は表５の最初の列に示されている位置

の名前に対応している。測定された信号 Mは、おのおのの位置における、受信された電界あるいは受

信電圧であり、上と同様に、Pmnopqのように添字で表す。例えば、PF1h1H は位置は F1、高さは 1、水

平偏波で、その測定信号（dB）は、M F1h1Hで表す。 

 

a) 送信源を参照点である前面６の位置に、高さ１、水平偏波の状態で置く（PF6h1H）。受信アンテナ

を同じく水平偏波にし、受信アンテナの参照点から送信源までの距離を、試験距離 D とする。受

信アンテナ高は、送信源の全ての測定位置に対して同じ高さにすること。 

b) すべての測定周波数範囲にわたり、表示された受信信号が周囲雑音や測定用受信機あるいはスペ

クトラムアナライザの表示雑音から少なくとも 20 dBは高いこと。そうでない場合は、表示され

た背景雑音よりも 20 dBよりも高いレベルを適切に維持するために、異なる機器（送受アンテナ、

ケーブル、信号源、プリアンプ）か、および／または分割した周波数範囲を使う必要がある。 

c) 各々の周波数に対して、測定信号レベル M F6h1Hを記録すること。連続的な周波数掃引測定やステ

ップ的な周波数の増加を用いてもよい。ステップ的な測定を行う場合はその増加幅は 50 MHz 以

下とすること。 

d) 送信源を表５（8.2.2.2項）に示す前面の他の５個の位置に、高さ１、水平偏波の状態にして置き、

手順 a)から c)を繰り返す。前面、高さ１、水平偏波に対して、受信アンテナからの離隔距離を表

5に示すように変化させながら、全部で６個の測定（M F1h1Hから M F6h1H）を行う。 
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e) 送信源および受信アンテナの偏波を垂直に変えて、前述の測定を位置 P F1h1Vから P F6h1Vに対して

行い、指示値 M F1h1Vから M F6h1Vを得る。 

f) 全ての測定に対して、測定された電界あるいは電圧のデータを式(16)を用いて、表５の参照点の距

離に対して規格化する： 

(dB)log20'
ref

mnopq
mnopqmnopq D

D
MM    (16) 

 

ここで、D mnopqは測定位置に対する実際の距離、D refは参照点に対する離隔距離、Mmnopqはデシ

ベル単位で表した測定信号（電界あるいは受信機電圧）である。各々の測定位置は異なる参照点、

すなわち表５の Pmnopqに対しては位置６に相当する点を持つことに注意する必要がある。 

 

g) 式(14)または式(15)を用いて、水平偏波に対して SVSWRを計算する。式(15)を用いれば、SVSWR,dB

は、６つの測定点に対して位置補正（ステップ f））を行った後で、最高受信レベル M max,dBから

最低受信レベル M min,dBを引くことによって得られる。垂直偏波に対して得られた指示値に対して

も同じ計算を繰り返す。 

h) 各々の偏波に対して、SVSWRは 8.2.1項の判定基準を満足しなければならない。 

i) a)から h)までのステップを、試験体積の左と右の位置に対しても行う。送信源を左または右に移

動した場合、送信源アンテナのボアサイト方向が受信アンテナを向くように注意すること。一方、

受信アンテナは中心位置を向いている（両側の位置を向かない）ようにすること。これは、EUT

の測定を行う際に向いているのと同じ方向である。 

j) もし、8.2.2.5項によって要求されるのであれば、上記の前面での測定手順を、２番目の高さに対

して要求される測定に対しても繰り返す。2番目の高さにおいて測定を行う際は、受信アンテナは

送信アンテナと同じ高さとなるようにすること。 

 

8.2.2.4 SVSWRによる試験場の確認－等方性電界プローブを用いた相反的な試験手順 

遮蔽された室（例えば６面電波暗室や５面電波暗室）の評価では、表５の要求される位置に等方性

電界プローブを置き、放射妨害波測定に用いる受信アンテナを用いて、試験体積を照射することによ

って SVSWRの評価を行ってもよい。この規格の目的のために、この方法を“相反的な” SVSWRの評価法

と呼ぶ。この相反的な SVSWRの評価法においては、EUTの測定に用いる受信アンテナは、試験体積中

の電界プローブを照射するのに用いられるので“送信アンテナ”と呼ばれる。等方性電界プローブは、

8.2.2.1項で規定される放射パターンの仕様を満足しなければならない。プローブは、送信アンテナの

偏波と同一、すなわちプローブ内の受信エレメントの位置や向きが既知でなければならない。 

 

等方性電界プローブを用いた相反的な SVSWRの評価法の試験手順は以下のとおりである。 

 

a) 電界プローブを参照点である前面６の位置に、高さ１、水平偏波の状態で置く（PF6h1H）。送信ア

ンテナを、試験体積の縁からそのアンテナの参照点までの距離を、試験距離 D とする。送信アン

テナ高は、電界プローブの全ての位置に対して同じ高さにすること。 

b) 電界強度の大きさが、そのプローブの正常な機能を満足するために十分であることを確認するこ
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と。適切な電界強度を設定するための装置と手順のガイダンスについては、そのプローブの仕様

（適切な感度と測定不確かさ）を扱っている製造者に確認すること。また、送信システムとプロ

ーブシステムの直線性は確認することが望ましい。また、高調波については基本信号の少なくと

も 15 dB以下のレベルに抑制すること。送信電力の変動は試験結果における変動を生じさせるの

で、試験中の進行波電力をモニタするための方向性結合器の使用を推奨する。信号源の不安定性

による変動（例えば、悪いケーブルの接続、プリアンプの余熱時間に関連する変動、等々）は測

定結果の付加的な変動の原因（すなわち、擬似的に高い SVSWRの値）となるので安定した送信信

号を準備することは重要である。 

c) 各々の周波数に対して、測定信号レベル M F6h1Hを記録すること。連続的な周波数掃引測定やステ

ップ的な周波数の増加を用いてもよい。ステップ的な測定を行う場合はその増加幅は 50 MHz 以

下とすること。 

d) 電界プローブを表５（8.2.2.2項）に示す前面の他の５個の位置に、高さ１、水平偏波の状態にし

て置き、手順 c)を繰り返す。前面、高さ１、水平偏波に対して、受信アンテナからの離隔距離を

表 5に示すように変化させながら、全部で６個の測定（M F1h1Hから M F6h1H）を行う。 

e) 電界プローブおよびアンテナの偏波を垂直に変えて、前述の測定を位置 P F1h1Vから P F6h1Vに対し

て行い、指示値 M F1h1Vから M F6h1Vを得る。 

f) 全ての測定に対して、測定されたデータを式(16)を用いて規格化する。 

g) 式(14)または式(15)を用いて、水平偏波に対して SVSWRを計算する。式(15)を用いれば、SVSWR,dB

は、６つの測定点に対して位置補正（ステップ f））を行った後で、最高受信レベル M max,dBから

最低受信レベル M min,dBを引くことによって得られる。垂直偏波に対して得られた指示値に対して

も同じ計算を繰り返す。 

h) 各々の偏波に対して、SVSWRは 8.2.1項の判定基準を満足しなければならない。 

i) 上記の手順を、試験体積の左と右の位置に対しても行う。この相反的な SVSWRの評価法に対して

は、プローブが送信アンテナの参照点を向くように方向を調節してもよい。一方、送信アンテナ

は中心位置を向いている（両側の位置を向かない）ようにすること。これは、EUT の測定を行う

際に向いているのと同じ方向である。 

j) もし、8.2.2.5項によって要求されるのであれば、上記の前面での測定手順を、２番目の高さに対

して要求される測定に対しても繰り返す。2番目の高さにおいて測定を行う際は、プローブは送信

アンテナと同じ高さとなるようにすること。 
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8.2.2.5 条件付試験位置に関する要求条件 

図１７、図１８、表５に示すように、試験体積の大きさに依存して、追加的な試験位置が要求され

る。図１９は、いつこの追加的な測定が必要となるかを規定しているフローチャートである。 

 
注 測定は、必ずしも図の順番に行う必要はなく、全ての測定データが得られるように任意の順番に行ってもよい。 

図１９ 追加試験位置に対する要求 

 

 

追加試験位置が必要とされる場合、SVSWRは 8.2.2.3項あるいは 8.2.2.4項の手順に従い、各々の周

波数において、水平および垂直偏波に対して独立に６回の測定の各グループから、決定されなければ

ならない。 
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8.2.2.6 SVSWR法による試験場適合性試験レポート 

表６は、基本的な要求位置および 8.2.2.5 項の条件付位置での測定結果を含めて、すべての要求さ

れる可能性のある SVSWRの測定と計算の概要を表にしたものである。 

 

表６ SVSWRの報告に対する要求条件 

場所 高さ 偏波 型 SVSWR 

dB 

前 h1 水平 標準 = Max (S'F1h1H…S'F6h1H) – Min (S'F1h1H…S'F6h1H)

前 h1 垂直 標準 = Max (S'F1h1V…S'F6h1V) – Min (S'F1h1V…S'F6h1V)

右 h1 水平 標準 = Max (S'R1h1H…S'R6h1H) – Min (S'R1h1H…S'R6h1H)

右 h1 垂直 標準 = Max (S'R1h1V…S'R6h1V) – Min (S'R1h1V…S'R6h1V)

左 h1 水平 標準 = Max (S'L1h1H…S'L6h1H) – Min (S'L1h1H…S'L6h1H)

左 h1 垂直 標準 = Max (S'L1h1V…S'L6h1V) – Min (S'L1h1V…S'L6h1V) 

 

中心 h1 水平 追加 = Max (S'C1h1H…S'C6h1H) – Min (S'C1h1H…S'C6h1H)

中心 h1 垂直 追加 = Max (S'C1h1V…S'C6h1V) – Min (S'C1h1V…S'C6h1V)

前 h2 水平 追加 = Max (S'F1h2H…S'F6h2H) – Min (S'F1h2H…S'F6h2H)

前 h2 垂直 追加 = Max (S'F1h2V…S'F6h2V) – Min (S'F1h2V…S'F6h2V)

 

前記の SVSWRの計算と報告の要求条件は、全ての試験周波数に適用される。 

 

8.2.2.7 SVSWRによる試験場適合性試験法の制限 

8.2.2.2項で選択され、前述の手続きに含まれている測定ポイントは、1 GHzから 18 GHzの周波数

にわたる試験場の SVSWRの全ての測定を意図したものである。しかしながら、8.2.2.3項や 8.2.2.4項

の手続きを使って特定の周波数 f の最大 SVSWRは、いつも得られるわけではないことに注意する必要

がある。従って、単一周波数の測定に基づく SVSWR はの適合性の表明は避けるべきである。しかし、

周囲のオクターブ（0.5fから 2f）内において、前記の手続きによって得られた最大値は、その周波数

帯内の全ての周波数に対する SVSWRの最悪値の典型的な代表値である。 

 

単一周波数の詳細な SVSWRの結果を必要とするときは、図１７や図１８に示す直線に沿って、６点

以上の測定点で測定することによって、上記の方法を改良することができる。付加的なデータの測定

点を評価したいときは、非等間隔で、送信アンテナ（相反的な SVSWRの評価法においては電界プロー

ブ）の距離移動に基づいて、対象周波数の４分の１波長間隔となるように選択することが望ましい。 

 

 

８．３ 代替試験場 

どのような試験場も、自由空間条件を満たしていれば、試験に用いることができる｡ 
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付則 A 

(規定) 

広域帯アンテナのパラメータ 

 

Ａ.１ まえがき 

新しい改良されたアンテナが、掃引型受信機やスペクトラムアナライザを用いた広い周波数範囲に

わたる放射妨害波測定およびイミュニティ測定の両方に使われているので、これらの広帯域アンテナ

の特性や有効性を比較するのに用いる特性パラメータを定めることは、非常に有益である。 

様々なCISPR文書は、測定に用いる特定のアンテナを定めている。80 MHz以上の周波数帯では、半

波長同調ダイポールアンテナが最も顕著に記載されている。一般的に、他のアンテナ、通常は広帯域

アンテナも使用できるが、その結果が指定されたアンテナで得られるものと等価でなければならない。

これらの広帯域アンテナを指定のアンテナと、または他の広帯域アンテナと比較する場合、適切なパ

ラメータを表にすれば容易に行える。新しいアンテナの使用を推奨するCISPR寄与文書には、これら

のパラメータが記載されなければならない。アンテナ製造者は、妨害波測定に用いられる広帯域アン

テナの最も有益な情報を規定する際に、この情報をガイドとして参照しなければならない。ただし、

CISPRの意図は、これによって特定の広帯域アンテナが同調ダイポールより優れていることを示すこ

とではない。 

 

Ａ.２ 広帯域アンテナパラメータ 

CISPR測定に用いる広帯域アンテナは、直線偏波であり、広い周波数範囲にわたって用いることを

意図したアンテナである。このことは、エレメント長を限られた範囲で調整したり、エレメントを追

加するようなアンテナの使用を妨げるものではない。このようなアンテナのインピーダンスは、通常、

実数部と虚数部の両方を含んでいる。規定することができる他のパラメータを以下に示す。 

 

Ａ.2.1 アンテナの型式 

下記の項目は、規定されるべき広帯域アンテナの物理的なパラメータに関するものである。アンテ

ナによっては、適用できないものもあることに注意すること。 

 

Ａ.2.1.1 長さまたは直径が固定あるいは可変のアンテナ形状 

アンテナの長さを変えられる場合には、基本の固定長を変えるために追加あるいは削除するセクシ

ョンの数を明示すること。 

注：完全な同調アンテナは広帯域とは考えないので、ここでは取り上げない。通常、ループアン

テナの直径は変化できない。 

 

Ａ.2.1.2 奥行きと幅の比もしくはループ直径 

寸法はm単位で規定すること。LPDAに関しては、例えば、測定軸に沿ったブームの長さと最大アン

テナ素子幅を明示する。 

 

Ａ．2.1.3 能動アンテナ又は受動アンテナ 

増幅器、前置増幅器、あるいは信号を増幅したり周波数応答に影響するような非線形能動素子を含
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む広帯域アンテナは、能動アンテナと見なされる。 

 

Ａ.2.1.4 取り付け器具 

典型的な三脚あるいはアンテナポジショナに取り付けられないものは、特に取り付けに関する要求

事項を規定すること。 

 
Ａ.2.1.5 コネクタの型式 

BNC 型、N 型、SMA 型などの適したものを明示すること。 

 

Ａ.2.1.6 バランの型式 

バランが分離型か、分布型か、同調型かなどを明示すること。 

 

Ａ.2.2 アンテナの仕様 

 

Ａ.2.2.1 周波数範囲 

アンテナがその特性を維持して動作する周波数範囲を、MHzあるいはkHzで明示すること。周波数

範囲のどちらかの端で、オクターブ当たりのdB量で減衰特性が定義できるなら、それを明示すること。 

 

Ａ.2.2.2 利得およびアンテナ係数 

 

Ａ.2.2.2.1 利得 

等方性の放射源に対する代表的なあるいは実際の利得(dBi)を、dB値で明示すること。 

 

Ａ.2.2.2.2 アンテナ係数 

代表的なあるいは実際のアンテナ係数を、dB/mで明示すること。 

利得とアンテナ係数は、両者ともQ.2.3.1の較正方法に従って、測定すること。 

 

Ａ.2.2.3 直線偏波の指向性とパターン 

E，H偏波面の両方について、極座標上に角度ごとのアンテナパターンと指向性を明示すること。指

向性が鋭くないアンテナについては、前方－後方比をdBで明示すること。無指向性アンテナであれば、

そのように明記すること。 

 

Ａ.2.2.4 電圧定在波比(VSWR)とインピーダンス 

最大VSWRとΩ単位の定格入力インピーダンスを示すこと。 

 

Ａ.2.2.5 能動アンテナの性能 

増幅器付きのアンテナについては、相互変調積のレベル、外来妨害波の電界および磁界強度に対す

るイミュニティレベル、さらに過負荷や誤動作のチェック方法等を明示すること。 
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Ａ．2.2.6 取り扱える電力 

イミュニティ測定では、watts単位で規定した最大電力容量と過渡的電力容量を考慮すること。 

 

Ａ.2.2.7 その他の条件 

アンテナが動作する温度と湿度の範囲および、アンテナが天候に対する防護のない場所で用いられ

る場合の注意事項を規定すること。 

 

Ａ.2.3 アンテナの較正 

 

Ａ.2.3.1 妨害波測定に関する較正方法 

較正方法を示すこと。たとえば、 

a)計算によるもの（用いた公式を示すこと） 

b)測定によるもの（使用した較正法または規格、あるいは国家較正機関とのトレーサビリティ、さら

に、アンテナが個々に較正されたかどうかを明示すること） 

注：イミュニティの測定における電磁界強度の較正は、一般に放射に曝される被測定機器の位置に置かれた２

次較正済みアンテナを用いて行う。従って、送信アンテナに較正は必要でない。 

 

Ａ.2.3.2 周波数間隔 

較正時に用いた周波数をMHzかkHzで明示すること。周波数掃引法を用いた場合には、その旨を述

べること。 

 

Ａ．2.3.3 較正の精確さ 

較正の公称精確さを+/-dBで明示すること。最悪値とその周波数帯域を示すこと。 

 

Ａ.2.3.4 推奨あるいは指定アンテナとの相関 

CISPR文書で推奨あるいは指定するアンテナの代わりとして広帯域アンテナが用いられるならば、

推奨あるいは指定アンテナによる測定結果と等価な結果が得られるために、全ての相関係数をdBで示

すこと。さらに、磁界強度から変換するための変換係数、あるいはその逆、または電磁界強度とは違

う他の測定単位への変換についても示すこと。 

 

Ａ．2.3.5 単位 

磁界あるいは電界強度に関する妨害波測定に必要な単位で較正値を明示すること。 

 

Ａ.2.4 アンテナ使用者への情報 

 

Ａ.2.4.1 アンテナの使用法 

 アンテナの使用法に関して、全て説明すること。誤用防止のため、如何なる注意事項や制限条件も

確実に示すこと。 
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Ａ.2.4.2 物理的な制限 

 アンテナを使用する際に物理的な制限条件がある場合には、それを示すこと。例えば以下のような

もの。 

a) 大地面からの最低アンテナ高 

b) 大地面に対する推奨される偏波 

c) 受信アンテナあるいは送信アンテナとしてのみに使われるなどの特別な使用法。通常は、受動ア

ンテナに関してはバランの取り扱い電力容量、能動アンテナに関しては非双方向性特性などで限定

される。 

d) アンテナの電気的接続の完璧さを調べるための簡単な抵抗値検査。 

e) 被測定機器とこれに最も近いアンテナ素子との最小間隔。 
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付則 B 

(規定) 

モノポール(1 mロッドアンテナ)の性能評価式と付属のアンテナ整合回路の特性4) 

 

Ｂ.１ 解説 

Ｂ.1.1 モノポール(1 mロッド)アンテナシステム 

モノポール（ロッド）アンテナは、通常、30 MHz以下で使用されるが、時には、それより高い周波

数で使われることもある。低い周波数では波長が長いため、高い周波数で使われているアンテナの較

正方法や特性を測る方法は適用できない。この付則で規定する方法は、30 MHzまでの周波数に適用可

能である。この方法は、注意深く行えば、わずかな誤差(1 dB未満)しか生じないので、広く使用され

ている。 

国家標準に対してトレーサビリティのあるアンテナ係数を得る基本的な方法は、アンテナ全体に平

面波を照射する方法である。モノポール素子をコンデンサに置き換える代替法がこの付則に述べられ

ている。コンデンサ置換法によってアンテナ係数を決定することは可能であるが、実際の較正におい

て誤差1 dB以内でアンテナ係数を得るには、専門的知識が必要である。モノポール素子を着脱可能で

ないアンテナタイプ用のジグを作る際に特に必要である。なお、10MHzを超える周波数帯や、能動ア

ンテナの場合にコンデンサ置換法を使用する場合、特に注意を要する。 

 

Ｂ.1.2 モノポール(ロッド)アンテナの性能評価式 

次の式は、一般的な寸法のロッドアンテナまたはモノポールアンテナの実効高、自己キャパシタン

スおよび高さ補正係数を決定するために使用する。 

これらは、λ/8より短い円柱状アンテナにのみ有効である。[8]5) 

tan
2e

hh   [1],[2],[3]  (B.1) 

2tan55.6
2(ln ) 1

a

h
hC h h

a

 [3],[4],[5],[6],[7],[8] (B.2) 

20logh eC h       (B.3) 

ここで、 

heは、メートルで表したアンテナの実効高 

hは、メートルで表したロッドアンテナの実際の長さ 

λは、メートルで表した波長 

Caは、ピコファラッドで表したロッドアンテナの自己キャパシタンス 

aは、メートルで表したロッドアンテナ素子の半径 

Chは、dB(m) で表した高さ補正係数 

である。 

 
4) この付則はIEEE291-1991に基づく（本付則B.5節を参照）。 
5) 角括弧内の数字は本付則B.5節の参考文献を示す。 
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Ｂ.２ 整合回路網の特性評価 

等価容量置換法は、実際のロッドアンテナ素子の代わりにダミーアンテナを使用する。ダミーアン

テナの主要構成要素は、ロッド又はモノポールの自己キャパシタンスに等しいコンデンサである。ダ

ミーアンテナは、信号発生器によって給電され、アンテナの整合回路網又はアンテナ素子取り付け筐

体からの出力は、図B.1に示す回路を用いて測定される。dB(1/m)の単位で示すアンテナ係数(AF)は、

次の式(B.4)で得られる。 

 

AF=VD-VL-Ch （B.4） 

 

ここで、 

VD は、dB(μV)を単位とする信号発生器出力の測定値 

VL は、dB(μV)を単位とする整合回路網出力の測定値 

Ch は、dB(m)を単位とする(実効高用の)高さ補正係数 

である。 

 
EMC測定において通常使用されるモノポール(1 mロッド)アンテナに関して、実効高(he)は0.5 mで

あり、高さ補正係数(Ch)は、-6 dB(m)および自己キャパシタンス(Ca)は、10 pFである。 

 

注 上記以外の一般的な寸法のロッドアンテナの実効高、高さ補正係数および自己キャパシタンスの計算は、B.1.2

を参照すること｡ 

 

２つの方法、B.2.1のネットワークアナライザを用いる方法、又はB.2.2の信号発生器および測定用

受信機を用いる方法、のいずれかを使用すること｡ 

 

どちらの方法においても同じダミーアンテナが使用される。ダミーアンテナを作成するためのガイ

ドは、B.3を参照すること。アンテナ係数の連続的な曲線を得るためには、アンテナの動作範囲また

は9 kHz-30 MHzのどちらか狭い範囲内で、数多くの周波数について測定を実施すること｡ 

 

B.2.1 ネットワークアナライザを用いる方法 

a) ネットワークアナライザを測定に使用するケーブルと共に較正する｡ 

b) 特性評価すべき整合回路網および測定機器を、図B.1に示すとおりに設定する｡ 

c) 参照チャネルの信号レベル(dB(μV)単位)から試験チャネルの信号レベル(dB(μV)単位)を引き、さら

にCh (1 mロッドアンテナの場合、-6dB)を引くことによって、アンテナのアンテナ係数(dB(1/m)

単位)を得る｡ 

 
注 ネットワークアナライザの入出力ポートのインピーダンスは極めて50 Ωに近く、また較正中に全ての誤差が補正

されるため、ネットワークアナライザに減衰器を付加する必要はない。必要ならば減衰器を使用しても差し支え

ないが、それらを含めると、ネットワークアナライザの較正が複雑になる｡ 
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B.2.2 無線周波測定用受信機および信号発生器を用いる方法 

a) 特性評価すべき整合回路網および測定機器を、図B.2に示すとおりに設定する｡ 

b) 図のように機器を接続し、T-コネクタ(A)を50 Ωで終端して、測定ポート(B)において受信信号電

圧VL(dB(μV)単位)を測定する｡ 

c) 信号発生器の無線周波出力をそのままにし、50 Ω終端器を測定ポート(B)に、および測定用受信機

の入力ケーブルをT-コネクタ(A)に移す。印加信号電圧VD (dB (μV)単位)を測定する。 

d) VDからVLおよびCh(1 mロッドアンテナの場合、-6dB)を引き、アンテナのアンテナ係数(dB(1/m)

単位)を得る｡ 

 

  

 

図B.1 ネットワークアナライザを使用する方法 

 
注１：ダミーアンテナは、アンテナポートに極力近づけて配置すること。T-コネクタをダミーアンテナに極力近づけ

て配置すること。T-コネクタと参照信号ポート間のケーブル、および50Ω測定ポートと測定信号ポート間のケー

ブルは、同じ型式および同じ長さのものを使用すること。 

注２：減衰器の付加は、ネットワークアナライザには不要であり、推奨されない｡ 

 

 
 

図B.2 無線周波測定用受信機および信号発生器を使用する方法 

 

注１：ダミーアンテナは、アンテナポートに極力近づけて配置すること。T-コネクタをダミーアンテナに極力近づけ

て配置すること｡ 

特性評価すべき

整合回路網 

測定信号

ポート 

参照信号

ポート 

 

出力信号 

ポート 

特性評価すべき
整合回路網 

10dB 付加減衰器 

測定用受

信機 

無 線 周 波

信 号 発 生

器 

ネットワークアナライザ
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注２：受信機および信号発生器のVSWRが小さい場合は、減衰器を付加しなくてもよいか、または6 dBもしくは3 dB

を使用しても差し支えない。 

 

注３：ダミーアンテナは、その入力点でVSWRを制御するため、また測定ポートにおいて信号レベルを制御するため

に、他の整合器を組込んでも差し支えない。 

 

50 Ω終端は、極めて低い定在波比(SWR) (1.05:1未満)を有すること。無線周波測定用受信機は較正

され、かつ、SWRが低い(2:1未満)こと。信号発生器の出力は、周波数および振幅が安定しているこ

と。 

 

注：信号発生器は共通に使用されるので、較正は不要である。 

 

 

Ｂ.３ ダミーアンテナ 

ダミーアンテナに使用されるキャパシタは、小型金属容器内または小型金属枠に実装すること。リ

ード線は、長さ8 mm未満でできるだけ短いものとし、また、金属容器又は金属枠の表面から5 mmか

ら10 mm離さなければならない。図Ｂ．３を参照すること。 

アンテナ係数測定に使用されるT-コネクタは、ダミーアンテナ容器内に組み込んでもよい。信号発

生器のインピーダンス整合用付加減衰器もダミーアンテナ容器内に組み込んで差し支えない。 

 

 

構成要素  

C 式(B.2)から算出したアンテナキャパシタンス(Ca)、誤差５％、銀-雲母積層キャパシタ 

S 5mmから10mmのリード線間隔（容器に収納されている場合は、全ての表面から10mm）  

L リード線長さ、8mm未満の極力短いもの（全リード線長はキャパシタリード線およびアンテナ 

ポートコネクタの長さも含め40mm未満）  

 

図Ｂ.３ ダミーアンテナ内のキャパシタの取り付け例 

 

 

コンデンサリード線 Ｌ（ 両側 ）  

ロッ ド入力ポートを伴

う低容量コネクタ  

金属取り付けフレーム

コネクタ，例 BNC キャパシタリード線 L（両側） 

アンテナポートに適合した

低キャパシタンスコネクタ

金属枠 

S 
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Ｂ.４ モノポール(ロッド)アンテナの使用 

モノポールロッドアンテナは、通常、カウンターポイズと共に使用するか又は大地面上に設置する

ように設計されている。電界強度の正確な値を得るため、カウンターポイズ又は大地面の使用に関す

る製造業者の指示書もしくは推奨に従うことが望ましい。 

 

アンテナが伸縮式ロッドエレメントを使用している場合、そのエレメントは、製造業者の指示書に

指定されている長さに伸長すること｡ 

 

多くの測定規格は、モノポール(ロッド)アンテナのカウンターポイズを金属大地面又は試験台金属

面に取り付けることを規定している。測定に関する規格の要求事項に適合すること｡ 
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付則 C 

(規定) 

 

周波数範囲9 kHz-30 MHzの磁界誘導電流測定用のループアンテナシステム 

 

Ｃ.１ 序 

この付則は、ループアンテナシステム（LAS）に関する情報およびデータを示す｡LASは、その中心

に置かれた1台の供試装置から発生した磁界によって誘導された電流を測定する装置である。周波数9 

kHz-30 MHzの範囲で使用する。本規格の４.７節およびCISPR 16-2-3はLASについて記載している。 

 

LASの詳細およびそのアンテナの適合性試験方法について以下に述べる。変換係数は、磁界の強度

とそれによって誘導された電流の関係を結びつける。ただし、その磁界強度とは、屋外測定場で同じ

供試装置から指定距離だけ離れておかれた単一ループアンテナで測定した値である。 

 

Ｃ.２ LASの構造 

図Ｃ.１に示したループアンテナシステム（LAS）は、Ｃ.３節で述べるように、３つの互いに直交し

たラージループアンテナ(LLA)で構成されている。LAS全体は、非金属性の支柱で支えられている。 

ラージループアンテナの電流プローブと同軸スイッチ間、およびそのスイッチと測定装置間の50Ω

同軸ケーブルは、表面伝達インピーダンスが、100 kHzで10mΩ/m、10 MHzで1mΩ/mより小さくなけ

ればならない。この要求事項は、たとえば、２重編みシールド同軸ケーブルRG223/Uを用いれば満た

すことができる。 

 全てのコネクタの表面伝達インピーダンスは、同軸ケーブルと同程度でなければならない。この要

求事項は、例えば良品質のBNCコレットロック型コネクタを用いれば、満たすことができる（IEC 

601690-8 参照＊）。 

全てのケーブルには、図Ｃ.１のＦで示したフェライト吸収リングを取り付け、コモンモード直列抵

抗が10 MHzで100 Ωを越えるようにしなければならない。この要求事項は、環状フェライト、例えば、

Ferroxcubeの3E1型(最小サイズ：外径29 mm x内径19.1 mm x高さ7.5 mm)を12個使えば、満たすこと

ができる。 

 

★ IEC6016&-8:1978, Radio-Frequency Connectors – Parts 8: RF coaxial connectors 

withinnerdiameter of outer conductor 6.5 mm( 0.256 in) with bayonet lock – Characteristic 

impedance 50 ohms (Type BNC) 

 

Ｃ.３ ラージループアンテナ(LLA)の構造 

LASのラージループアンテナは同軸ケーブルでできており、その表面伝達インピーダンスはＣ．２

節で規定する。さらにLLAの内部導体抵抗は、十分小さいこと（注１）。両方の要求事項は、例えば、

２重編みシールド同軸ケーブルRG223/Uを用いれば、満たすことができる。 

同軸ケーブルは、図Ｃ.２で示すように、その形状を円形に保つと共にスリット部を保護するために、

内径約25 mmの厚みの薄い非金属被覆管に入れられている。同様の目的に、他の非金属構造物も使用

できる。 
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ループの標準直径Ｄは2 mである。しかし、必要であれば、例えば大きい機器の試験などでは、Ｄ

は大きくてもよい。ただし、30 MHzまでの周波数範囲では、許される最大直径は4 mである。それ以

上の直径になると、測定周波数範囲の高周波端で、LASの応答は再現性のない共振状態になる可能性

がある。 

 

供試装置

図 C.1 
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LLAの直径Ｄが増大すると、周囲ノイズに対する感度はＤに比例して増加し、希望信号に対する感

度は、Ｄの２乗に反比例して減少することに注意しなければならない。 

 

LLAは、反対方向に向かい合う２つのスリットを持つ。それは、Ｃ.２に示すように、LLAの電流プ

ローブと対称に配置される。このようなスリットは、図Ｃ.３に示すように、同軸アンテナケーブルの

外部導体に切ってあり、幅は7 mmより狭くなければならない。そのスリットは、２つの100 Ω抵抗

の並列回路で直列に接続される。各直列回路の中央部は同軸アンテナケーブルの内部導体に接続する。 

 

スリットの両端において、スリット部を頑丈にするために、少なくとも5 mmは離れている２つの長

方形銅板を介して、同軸アンテナケーブルの外部導体をプリント回路板に固定してもよい（図Ｃ.４参

照）。 

 同軸アンテナケーブルの内部導体に取りつけた電流プローブは、9 kHzから30 MHzまでの周波数範

囲で、1V/Aの感度はあること。電流プローブによる挿入損失は十分低くなければならない（注１）。 

 

 

図 C.２ 
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この同軸ケーブルの外部導体は、電流プローブを内蔵する金属箱に取り付けなければならない（図

Ｃ.５参照）。この箱の最大寸法は、幅80 mm、長さ120 mm、高さ80 mmである。 

 

注１： 9 kHzから30 MHzまでの周波数範囲の最低周波数で、LLAの平坦な周波数特性を得るためには、電流プ

ローブの挿入損失Rcが、9 kHzで2πｆLcより十分小さくなければならない。ここで、 Lcは、電流プロ

ーブのインダクタンスである。さらに、9 kHzで（ Rc ＋ Ri ）<< Xi ＝2πｆＬでなければならない。

ここでRiは、ループの内部導体の抵抗。Ｌは、ループのインダクタンスである。このインダクタンスは、

全周にわたり約1.5 μH/mである。従って、標準LLAでは、9 kHzで Xi＝0.5 Ωである。 

注２： 供試装置とLASの間の不要な静電容量結合をなくすためには、供試装置とLLA構成部分との距離は、少

なくともループ直径の0.1倍はなくてはならない。供試装置の導線には、特別の注意を払わなければなら

図 C.３ 

図 C.４ 

同軸ケーブル 

RG223/U 

同軸ケーブル 

RG223/U 

245



 68

ない。ケーブル類は一緒にして引き回し、ラージループアンテナが占める球空間の同一八分儀区画から

引き出し、どのループアンテナに対しても0.4 m以内に近づかないように配置されなければならない（図

Ｃ.６参照）。 

 

 

 

 

 

 

 
 

Ｃ.４ ラージループアンテナの特性確認 

ループアンテナシステム(LAS)のラージループアンテナの特性確認と較正は、Ｃ.５節に示すように、

50ΩのRF発生器に接続したバラン付きダイポールによってLLAに誘導される電流を測定することに

より行われる。そのダイポールが発生する磁界により、LLAの磁界に関する感度を検証できる。また、

 

図 C.５ 

図 C.６ 
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ダイポールが発生する電界によって、LLAの電界に対する感度は十分に低いことがわかる。 

図Ｃ.７に示す8カ所の位置にバラン付きダイポールを置いて、9 kHzから30 MHzまでの範囲で、誘

導電流を周波数の関数として測定すること。この測定を行う間は、バラン－付きダイポールは、供試

LLAと同一平面内にあること。 

8カ所の各々において、RF発生器の開放端電圧と電流測定値の比(dB表示）は、図Ｃ．８に示した特

性係数から±2 dB以上離れてはならない。 

 図Ｃ.８に示した特性係数は、標準直径であるＤ＝2 mの円形LLAに関するものである。円形LLAの直

径がＤ＝2 mでなければ、その非標準LLAの特性係数は、図Ｃ.８、Ｃ.１１（Ｃ.６節）に示すデータに

基づいて算出する。 

 

 
 
 

 

 

 

図 C.８ 直径 2mのラージループアンテナの特性係数 

図C.７ ラージループアンテナを検証する際のバラン付きダイポールの8カ所の配置場所

 

 

バラン付きダイポール

特

性

係
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Ｃ.８に示す特性係数は、標準直径D=2 mの円形LLAに関し有効である。D=2 m以外の非標準LLAの

特性係数は、図Ｃ.８及びＣ.１１(Ｃ.６節)のデータから得ることができる。 

 

Ｃ.５ バラン付きダイポールの構造 

図Ｃ.９のバラン付きダイポールは、LLAで測定されるべき磁界を発生し、かつ同時に、測定されて

はならない電界も発生するように設計すること。 

バラン付きダイポールは同軸ケーブルRG223/Uで作る。図Ｃ.９に示すように、それは幅Ｗ＝150 cm

で、高さＨ＝10 cm（ケーブル中心間の距離）とする。 

同軸ケーブルの外部導体のスリットによって、ダイポールは半分に分割される。このダイポールの

片側半分、例えば図Ｃ.９では右半分は、スリット付近とコネクタ付近で短絡されている。ここで短絡

とは、同軸ケーブルの内部導体と外部導体を電気的に接続することである。そして、この半分はコネ

クタ(BNC型)の基準接地側に接続される。同軸ケーブルの内部導体、図Ｃ.９ではダイポールの左半分

を形成するが、これはBNCコネクタの中心ピンに、またその外部導体は、BNCコネクタの接地側に接

続される。 

ダイポール付近で接続部を遮蔽するため、小さな金属箱を用いる。同軸ダイポールのケーブルの両

半分の外部導体は、BNCコネクタの接地点であるこの金属箱に接続される。 

ダイポールは、頑丈にするため、非金属支柱で支える。 

 
Ｃ.６ 変換係数 

この節は、供試装置によってLLAに誘起する電流値を、供試装置から規定の距離における磁界強度

Ｈに換算するための係数について述べる（図Ｃ.１０参照）。また、非標準直径のLLAで測定される電

流値から、標準直径2 mのLLAによって得られると予想される電流値に換算する係数についても述べる

（図Ｃ.１１参照）。 

図Ｃ.１０の変換係数は、LLAの中心に置かれた磁界発生源で、そのダイポールモーメントがLLA面

に垂直な場合に適用される。４.２節に規定したループアンテナでは、ループアンテナは常に垂直にお

かれ、供試装置はその垂直軸の周りに回転するのみである。この場合は、水平ダイポールモーメント、

すなわち大地面に平行なダイポールモーメントのみが測定される。従って、両測定法を比較するのに、

垂直ダイポールモーメントについては変換係数を適用することはできない。しかし、磁界測定におい

て、ループアンテナを水平面内に置くか、供試装置を90°傾けて、対象とする垂直ダイポールモーメ

ントを水平ダイポールモーメントにすれば、変換係数を用いることができる。 

 
供試装置内の実際の妨害波源の位置が標準LASの中心から0.5 m以内にある場合、その測定結果は、

その妨害波源がLAS中心にあるときの値と比較して3 dB以下の違いである。 

距離ｄで測定される磁界強度Ｈ(dBμA/m）とLASで測定される電流Ｉ(dBμA）との関係は、次式で

表される： 

    H [dB(μA/m)] = I [dB(μA)] + CdA(dBm-1) 

ここでＣdAは、ＨをdB(μA/m）で表したときに、ある距離ｄでの電流－磁界換算係数である（次式

の注も参照せよ）。 

 

一般に、変換係数は、周波数に依存する。図Ｃ.１０は、標準の測定距離3 mおよび10 mに関するＣ
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dAを示したものである。標準の距離d＝30 mに関する変換係数は検討中である。 

直径Ｄ (m)のLLAによる電流測定値と、標準直径Ｄ＝2 (m)のLLAでによる電流測定値との比SD(dB)

を、いくつかのＤについて、図Ｃ.１１に示す。この比を用いると、上式は次のように表される： 

    H [dB(μA/m)] = I [dB(μA)]-SD(dB) + CdA(dBm-1) 

注意：妨害波の計算に関して、CISPRでは、磁界強度Ｈを(dBμV/m）で表すよりも、(dBμA/m）で表

すこととした。この場合、(dBμV/m）と(dBμA/m）の各々で表したＨには、次式の関係がある： 

    H [dB(μV/m)] = H [dB(μA/m)]+51.5[dB(Ω)] 

便宜上、Ｉ(dBμA）をＨ(dBμV/m）に換算する係数ＣdVも図Ｃ.１０に示した。 

 

下記の例は、上記の３式及び図Ｃ.１０、図Ｃ.１１の使い方を示している。 

 

a)測定周波数ｆ＝100 kHz、ループ直径Ｄ＝2 m、ループ電流Ｉ＝Ｘ dB(μA)の場合： 

  最初の式および図Ｃ．１０より、 

  ｄ＝3 m：Ｈ[dB(μA/m)]＝Ｘ[dB(μA)]＋Ｃ3A(dBm-1）＝（Ｘ－19.5)dＢ(μA/m）      

  ｄ＝3 m：Ｈ[dB(μV/m)]＝Ｘ[dB(μA)]＋Ｃ3V[dB(Ω/m)]＝[Ｘ＋(51.5－19.5)]dB(μV/m) 

b) 測定周波数ｆ＝100 kHz、ループ直径Ｄ＝４ m、ループ電流Ｉ＝Ｘ dB(μA)の場合 

  図Ｃ．１１より、同じ供試装置は、標準直径Ｄ＝2 mのLLAに次式の電流を生じる。 

   Ｉ[dB(μA)]＝Ｘ－Ｓ3(dB)＝(Ｘ＋13)dB(μA) 

c) Ｄ＝3 mのLLAの特性確認 

Ｄ＝3 mの時の較正係数は、図Ｃ.１１に示す各周波数Ｓ3を図Ｃ.８に示された較正係数に加算する

ことによって求められる。従って、測定周波数が100 kHzならば、Ｄ＝3 mのLLAの較正係数は、86－

7＝79 dB(Ω)となる。 

 

 
図 C.9 バラン付きダイポールの構造  

  

同軸ケーブル
RG223/U 

金属箱

BNCコネクタ

バラン付きダイポール
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Ｃ.７ 参考文献： 

A Large-Loop Antenna for Magnetic Field Measurements, J. R Bergervoet and H. Van Veen, 

Proceedings of the 8th International Zurich Symposium on EMC, pp 29-34, March 1989, ETH 

Zentrum - IKT, 8092 Zurich, Switzerland. 

 

図 C.１０ 

 

図 C.１１ 
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付則 Ｄ 

（情報） 

周波数30 MHzから1000 MHzまでの野外試験場の詳細構造 

(第５節) 

 
Ｄ.１ 概説 

５.１項から５.５項で、野外試験場の主な構造に関する概念を述べた。この付則では、良好な特性

の野外測定場や全天候用型設備を確保するのに役立つ付加的な事項について述べる。これらを実施し

た結果が適切であったか否かの確認法は、５.６項で述べるNSAの測定を行うことである。 

 

Ｄ.２ 大地面の構造 

 

Ｄ.2.1 構成材料 

電磁界強度測定用の試験場では、大地面を構成する材料として推奨できるものは金属材料である。

しかし、実際的な理由から、全ての機器の測定に金属大地面を規定するものではない。金属製大地面

の例としては、金属板、金属箔、穴あきメタル、伸展メタル、金属繊維の布、金属網、金属製格子な

どがある。大地面には、最高測定周波数の波長の何分の１かになるような径の裂け目や隙間があって

はならない。金属製スクリーン、穴あきメタル、格子状メタルまたは伸展メタルの大地面には、測定

する最高周波数の波長の1/10（1000 MHzで3 cm）以上の隙間や裂け目が無いようにする。大地面材

料が個々の金属板、ロール板または小片からなる場合は、各継ぎ目をなるべく連続的に半田づけや溶

接し、測定する最高周波数の波長の1/10以上の隙間を作らないようにすべきである。金属大地面の上

面を砂、アスファルト、木材などのような厚い誘電体で覆うと、サイトアッテネーション特性に許容

できない結果を与えることがある。 

 

Ｄ.2.2 平坦性 

レイレーの粗さの基準は、大地面の凹凸の実効値について、許容最大値の有益な推定値を与える（図

Ｄ.１参照）。ほとんどの実際のサイト、特に測定距離3 mのサイトの場合では、4.5 cmまでの凹凸は

測定に対して顕著な影響を与えない。10 mおよび30 mサイトでは、さらに大きな凹凸があっても差し

支えない。このサイトの凹凸が許容できるものかどうかを決定するには、５.６項のサイト適合性試験

を実施しなければならない。 

 

Ｄ.３ 供試装置への電力供給 

供試装置に対する電気設備、すなわち電源配線は、できる限り大地面の下を通し、なるべく測定軸

に直角になるように配置する。供試装置用のターンテーブルや支持台に対する配線、ケーブルおよび

配管もまた、大地面下を通すべきである。地下を通せない場合は、供試装置に対する設備は、大地面

の上に平坦に配置し、かつ大地面に電気的に接合すべきである。 
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凹凸の最大値 

２乗平均平方根 b 
測定距離 

R 

m 

信号源の地上高 

h1 

m 

受信アンテナ高

の最大値 

h2 

m 
波長 

 

1000MHzにおい

てcm 

3 1 4 0.15 4.5 

10 1 4 0.28 8.4 

30 2 6 0.49 14.7 

 
bの値は、次の式によって計算される： 

8sin
b  

 

Ｄ.４ 耐天候設備の構造 

 

Ｄ.4.1 構成材料およびファスナの構造 

1000 MHzまでの周波数では、グラスファイバやほとんどのプラスチックの薄板、特殊加工した木

材、織物等の材料は、供試装置からの放射に対し大きな減衰を生じない。しかしながら、材質（例え

ば、木材、ナイロン）によっては、吸収した水分が伝搬損失を生じることがあり、特に、構成材を通

して妨害波を測定する場合に顕著である。空気中に導電性粒子の沈積や、水や氷の溜りなどが、構造

物の上や材料内部に無いように注意を払うこと。構造物の上に測定誤差を生じるような他の物質が留

まらないように、定期的に検査を行うべきである。 

大地面の上における金属の使用は、最小限に抑える。プラスチックや繊維材の留め具の使用は大い

に推奨できる。杭やパイリングまたは同様な基礎構造材は、測定に影響を与えないように、試験場所

から十分に遠く離すことが望ましい。 

 

Ｄ.4.2 内部の配置 

全ての構造材は電波を反射しないものであること。冷暖房や換気用のブロワーやダクトは、試験場

所の外側、もしくは建築物の外側に設置することが望ましい。但し、それらが非導電性材料で作られ

図 D.1 グランド面の粗さに関するレイレー基準 
 

入射波１ 

入射波２ 
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ているか、金属大地面の下で動作させるか、または非金属大地面の下に十分深く配置されているなら

ば、問題無い。供試装置の動作に、温度や湿度の制御が必要になることがある。また、すべての隔壁

や窓は、金属の裏打ちや金属枠などを用いないこと。安全用手摺や階段もそれらを大地面の上に置く

場合には、非導電性のものであること。 

 

D.4.3 耐天候設備の大きさ 

耐天候用の覆いの大きさは、供試装置の寸法および測定に使用するアンテナ全体を中に入れるのか

否か、供試装置の周りだけを入れるのか、測定装置の周りも考えるか、さらに受信アンテナの昇降設

備と垂直偏波測定時の受信アンテナの最大高までも考えるかによって決まる。 

 

D.4.4 時間および天候に対する性能の一定性 

周期的に正規化アッテネーションの測定を行って、天候（例えば水分の吸収等）による耐天候用覆

いの劣化や、覆いの付着物に起因する異常を調べることが望ましい。この測定は、高周波ケーブルや

試験用測定設備の較正結果の確かめるのにも役立つ。この試験は、一般的に６カ月毎に行うのが適切

である。ただし、覆いの材料が空中の浮遊物の付着によって変色するなど材質の劣化を示すような変

化があった場合には、さらに早く行う必要がある。 

 

Ｄ.５ 回転台 

回転台は、供試装置のすべての側面からの電磁放射を測定するのに役立つので推奨する。床上設置

機器に対する試験に用いる回転台は、金属で覆われ、大地面と同一平面上にあって、それと導電的に

接続されていること。卓上型機器の試験には、大地面上に置かれた非金属性の回転台、または金属性

回転台とその上に置かれた非金属台の組み合わせを使用できる。また、大地面からの高さがわずかな

非金属性回転台は、床上設置機器の試験に使用してもよい。 

 

Ｄ.６ 受信アンテナ昇降設備 

受信アンテナは、非金属性材質の支持機構によって保持され、測定距離が10 m以下の場合には高さ

1 mから4 mまでの範囲を、10 mを超える距離の場合には1 mから4 mまで、または2 mから6 mまでの

範囲を昇降できるものであること。水平偏波の場合、ケーブルは、すべてのアンテナ高において大地

に対して平衡を維持するように、アンテナ素子の軸に対して直角に配置して、アンテナのバランに接

続しなければならない。受信アンテナのバランからのケーブル配線は、アンテナの後方1 mまたはそ

れ以上のところから垂直に大地面に下げる。ケーブルはその点から、測定を妨げないように、大地面

上または大地面の下に配置する。アンテナと妨害波測定器間のケーブルは、1000 MHzにおいて十分

な受信レベルが得られるように、できるだけ短い長さとする。 

垂直偏波時のダイポールアンテナについては、妨害波測定器へのケーブル配線は、大地面に下げる

までは受信アンテナの後方（供試装置から離れる方）約1 mまたはそれ以上の距離まで水平に、すな

わち大地面に平行に保つことが望ましい。測定器までのケーブルの引き回しは、水平偏波の場合と同

様とする。 

どちらの場合においても、アンテナ係数の較正結果は、アンテナ昇降装置やアンテナに接続される

同軸ケーブルの配置によって影響を受けることがないようにすること。 
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付 則  E 

（規定） 

周波数30MHzから1,000MHzまでの野外試験場の適合性確認試験手順 

(第５節） 

 

Ｅ.１ 概説 

５.６は、正規化サイトアッテネーション(NSA)測定を用いてサイトの適合性を決定するための一般

的な要求事項およびその手順を示しており、この付則では、NSA測定の実施に関する各手順を示す。 

 

Ｅ.２ 離散周波数法 

Ｅ.2.1 測定のための設備構成 

個々の試験設備の詳細な構成については、図４および図５を参照すること。信号発生器は、適当な

長さの伝送ケーブルを介して送信アンテナに接続し、送信アンテナは、所要の場所に設置する。この

アンテナの地上高をh1に設定し（h1の値については表Ｅ．１および表Ｅ．２を参照）、所要の偏波面

に合わせる。同調ダイポールアンテナを使用するときは、その長さを周波数に応じて調節する。 

受信アンテナは、送信アンテナから距離Rの地点に設置し、このアンテナを高さh1からh2の最小値

から最大値まで上下できるアンテナ昇降マストに取り付け、適当な長さのケーブルを介して妨害波測

定器またはスペクトラムアナライザに接続する。偏波面は送信アンテナと同じに設定する。同調ダイ

ポールアンテナを使用する場合は、、アンテナの長さを周波数に応じて調節する。 

同調ダイポールアンテナを使用する表１のNSA測定では、アンテナエレメント長を測定周波数に応じ

て調節することを前提としている。なお、代替試験場の測定において、周波数30MHzから80MHzでは

80MHz同調ダイポール(固定長)を使用してもよい。 

 

Ｅ.2.2 測定の手順 

表１および表２に示した各周波数に対し、次の手順に従って測定を行う。測定は、高さh1に設定さ

れた送信アンテナを用いて、最初は水平偏波について行い、次に垂直偏波について実施する。 

(1) 信号発生器の出力レベルを調整し、受信電圧の表示が周囲雑音や妨害波測定器またはスペクトラ

ムアナライザの内部雑音より十分高くなるように設定する。 

(2) アンテナ昇降マストによって受信アンテナを上昇させ、表１または表２に示されたアンテナ高範

囲h2を掃引する。 

(3) アンテナ高掃引時の最大信号レベルを測定し記録する。この値が、5.6.１の式(1)のVSITEである。 

(4) 送信および受信用のケーブルを各アンテナから外し、これらのケーブルを接続用アダプタを介し

て直接接続する。 

(5) 送信および受信用のケーブルを接続したままで、信号レベルを測定し記録する。この値が5.6.1の

式(1)のVDIRECTである。 

(6) これらの測定値を5.6.1の式(1)に代入する。 

(7) 各測定周波数における送信および受信アンテナのアンテナ係数を式(1)に代入する。 

(8) さらに、表Ｅ．１、または表Ｅ．２の相互インピーダンス補正係数ΔAFTOTを代入する。これらの
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表ΔAFTOTの数値が記載されていない場合は、ΔAFTOTを零とする。 

(9) 式(1)からAN を求めると、使用した偏波及び測定周波数における正規化サイトアッテネーション

測定値が求まる。 

(10) ステップ(9)で得られた値を、表１または表２の該当するNSAの値から差し引く。 

(11) ステップ(10)で得られた値が±4dBより小さいときは、そのサイトはその周波数及び偏波で適合

していると判断できる。 

(12) ステップ(1)から(11)までの操作を、次の周波数および偏波の組み合わせに関して繰り返して行う。 

 

Ｅ.３ 周波数掃引法 

 

Ｅ.3.1 測定のための設備構成 

測定の設備構成は、80MHz同調ダイポールアンテナ（固定長）のような広帯域アンテナを使用する

ことを除いて、Ｅ.2.1に記載されているものと同様である。 

 

Ｅ.3.2 測定の手順 

この測定では、ピーク保持（最大値保持）とデータ蓄積機能を持つ周波数掃引型測定用受信機およ

びトラッキングジェネレータを使用して、次のようなステップで測定を進める。受信アンテナ高h2と

周波数は、共に所要の範囲にわたって掃引する。この周波数範囲は、使用する広帯域アンテナの型に

よって決まる。周波数掃引速度は、アンテナ高の掃引速度より十分速くしなければならない。まず、

送信アンテナ高をh1に設定する。 

(1) トラッキングジェネレータの出力レベルを、外部雑音、掃引受信機またはスペクトラムアナライ

ザの雑音よりも十分高くなるように調整する。 

(2) 受信アンテナを、表２に示すアンテナ掃引範囲の最大高まで上げる。 

(3) スペクトラムアナライザの周波数掃引範囲を所要の値に設定する。そして、スペクトラムアナラ

イザを調節して、60dB以上大きな信号も同じ振幅表示面に表示できるようにする。もし、十分な

振幅範囲を表示できない場合は、測定周波数範囲を幾つかに分割し、各周波数範囲毎に周波数掃引

を行うこと。また、必要ならば、正確な固定減衰器を測定用受信機入力端子に付加してもよい。こ

れは、ステップ(5)において記録すべきレベルを読み取ることができるようにするものである。 

(4) 受信アンテナを、表の当該配置に対するアンテナ掃引範囲の最下点まで、徐々に下げる。dB(μV)

で表された受信電圧の最大表示値(VR)を測定器に取り込むかまたは記録すること。(アンテナを下

げるのに要する時間は、スペクトラムアナライザの掃引時間より十分長くなければならない。) 

(5) 送信用および受信用ケーブルを（それぞれのアンテナから）切り離し、それらを接続用アダプタ

によって直接接続する。周波数を掃引して、その結果得られた電圧表示値 dB(μV)を測定器に取り

込むかまたは記録する。 

(6) 各周波数において、ステップ(4)で得られた電圧をステップ(5)で得られた電圧から差し引く。さら

に送信および受信アンテナのアンテナ係数AFT(dB/m)およびAFR(dB/m)を差し引く（連続的な周波

数に対するアンテナ係数は、離散的な周波数に対するアンテナ係数から直線的な内挿法を用いて計

算できる。）。さらに、表Ｅ．２の相互インピーダンス補正係数を差し引く。この結果は測定周波

数範囲にわたるNSAの測定値である。 

(7) NSAの測定値と表２の差は、±4dBの基準以内でなければならない。 
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注：どちらの方法においても、信号発生器の出力、妨害波測定器やスペクトラムアナライザの入力におけるインピー

ダンスの不整合は、反射を生じ、誤差の原因となり得る。この反射は、10dBのパッド用の減衰器を送信アンテナお

よび受信アンテナの各ケーブルの出力端に１個接続することによって、避けることができる。 

 

Ｅ.４ サイト適合判断基準を超える原因 

NSAの偏差が±4dBの適合判断基準を超える場合は、次のようにして原因の調査を行う。先ず最初

に、測定システムの特性について調査する。信号発生器および測定システムが測定時間中にドリフト

を生じていない場合に、最も疑わしいのはアンテナ係数である。アンテナに欠陥がある場合もある。

これらをすべて調べて、測定を繰り返す。そして、偏差が依然として±4dBより大きい場合は、その

サイトおよびその周囲の影響が原因と考えられる。垂直偏波のサイトアッテネーションは、一般にサ

イトの特異性に最も敏感である。従って、問題点を追求するには、この垂直偏波の測定を行う。可能

性のある原因としては、大地面の構造や大きさの不適切性、近すぎる反射物（柵、建物、照明塔など）、

不適切な構造や維持技術によって生じる全天候用設備の性能劣化、なお、空中に浮遊する導電性付着

物の長時間にわたる浸透によっても全天候用設備は劣化する。 

 

Ｅ.５ アンテナの較正 

サイトアッテネーション測定に使用するアンテナのアンテナ係数は、較正によって精確に求めてお

くこと。サイトアッテネーションの実測値と理論値の良い一致を得るには、製造業者によって供給さ

れるアンテナ係数は正確さが不充分かも知れない。通常、アンテナ係数にはバランによる損失を含ん

でいる。分離可能なバランが使用されているときは、その影響について考慮すること。 
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表Ｅ．１（ａ） 
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表Ｅ．１（ｂ） 
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表Ｅ．１（ｃ） 
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表Ｅ．２（ａ） 

表Ｅ．２（ｂ） 
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付則 Ｆ 

（情報） 

試験場の適合判断基準 ±4 dBの根拠 
 

(第５節) 

 
Ｆ.１ 概説 

この付則は、５.６項において要求される正規化アッテネーション測定に関する±4 dBの許容基準の

根拠について、述べたものである。 

 

Ｆ.２ 誤差の分析 

表Ｆ.１に示す誤差分析は、５.６項による正規化アッテネーションの測定に適用する。推定誤差全
体が±4 dBの適合判断基準の根拠であり、これは測定における不確定性の約 3 dBと、サイトの不完
全性として許容する 1 dBの和からなる。 
表Ｆ.１に示した誤差見積もりには、信号発生器、トラッキングジェネレータ、その他使用される増

幅器の振幅の安定度に関する不確かさを含まないし、また測定技術上の潜在的な誤差も含まない。ほ

とんどの信号発生器やトラッキングジェネレータの出力レベルは時間や温度にともなって変化し、ま

た、多くの増幅器の利得は温度によって変化する。これらの誤差要因は、測定に影響のない程度まで

小さくするか補正することが必要である。そうでないと、測定上の問題だけによってでも、サイトは

適合判断基準に合致しないことがある。 

 

表Ｆ.１ 誤差見積もり 

誤差項目 測定法 

 離散周波数法(dB) 周波数掃引法(dB) 

アンテナ係数(Tx) ★ ±1 ±1 

アンテナ係数(Rx) ★ ±1 ±1 

電圧計 0 ±1.6★★ 

減衰器 ±1 0 

サイトの不完全性 ±1 ±1 

総和 ±4 ±4.6 
★ 周波数800 MHz以上では、アンテナ係数の誤差は±1.5 dBに近づく。 

★★ 取扱説明書による。 

 
スペクトラムアナライザの取り扱い説明書によると、潜在的な誤差の全てを出来る限り除去あるい

は補正すれば、例えば、残った振幅誤差は下記のようになる： 

 １）±0.2 dBの較正器の不確かさ 

 ２）±1.0 dBの周波数応答の平坦さ 

 ３）±1.0 dBの入力減衰器のスイッチング 

 ４）±0.4 dBのRFおよびIF利得の不確かさ 
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これで誤差は、全体で±2.6 dBとなる。これには、温度ドリフト±0.05 dB/Kを含んでいない。実際、

置換法による測定を行うときには、周波数応答の平坦さと入力減衰器のスイッチングに起因する誤差

は、通常1dB小さくなる。したがって、２端子電圧計としてのスペクトラムアナライザの全誤差範囲

は、表Ｆ．１で用いたように、±1.6 dBか、それ以下になる。 

減衰器には絶対値の正確さが劣っているものも多いが、良いものもある。そのため、離散周波数法

における全誤差は、増加もし、減少もする。掃引周波数法でスペクトラムアナライザに外付け減衰器

を用いた場合にも、誤差見積もりは大きくなる。 

これらの誤差見積もりには、時間、温度変化に伴なう試験装置の利得、出力レベル、増幅特性の変

動は含まれていない。これらの誤差は存在する可能性があり、測定をできる限り迅速に行うことによ

って誤差を排除するように対処すべきである。 

実用上は、上記による誤差が同一方向に起こることは極めて希である。うまく構築、配置されたサ

イトでは、理想状態に比べて±1 dB以上の異常がサイトにあっても、適合判断基準±4 dBを満足する

であろう。 

 

 

262



無線妨害波およびイミュニティ測定装置 
 

第５編 30 MHz～1,000 MHz のアンテナ較正試験場 
 
 

目 次 
 

はじめに .......................................................................................................................................... １ 
 

１．適用範囲··································································································································· １ 
２．引用規格··································································································································· １ 
３．定義 ·········································································································································· ２ 
４．周波数範囲 30MHz～1000MHz においてアンテナの較正に使用される試験場の仕様 

および適合性確認手順 ············································································································· ３ 
４．１ 序文 ······························································································································ ３ 
４．２ アンテナ較正試験場(CALTS)の仕様············································································· ４ 
４．３ 試験アンテナの仕様 ····································································································· ４ 
４．４ アンテナ較正試験場の適合性確認手順 ········································································ ７ 
４．５ アンテナ較正試験場の適合基準 ................................................................................１３ 
４．６ 妥当性確認報告書......................................................................................................１７ 

 

付則Ａ（情報） CALTS の要求事項...........................................................................................１９ 
付則Ｂ（情報） 試験アンテナについて .....................................................................................２２ 
付則Ｃ（情報） アンテナおよびサイトアッテネーション理論 .................................................２８ 
付則Ｄ（情報） 適合性確認手順のチェックリスト ...................................................................３９ 
 

図１ 試験アンテナの概略図·········································································································· ５ 
図２  伸縮型線状エレメントの長さを Lwe に調整する方法 ·························································· ５ 
図３  Ur1(f)およびUr2(f)の決定 .....................................................................................................１０ 
図４  規定された位置における線状アンテナのUs(f)の決定 ........................................................１０ 
図５  SA 適合性判断基準に用いる量の関係 ...............................................................................１６ 
 

図Ｂ.１ 試験アンテナの例 .........................................................................................................２３ 
図Ｂ.２ S11、S21 の測定図.......................................................................................................２３ 
図Ｂ.３ 挿入損失A1(f)測定法の概略図........................................................................................２６ 
図Ｂ.４ 挿入損失A2(f)測定法の概略図........................................................................................２６ 

 
図Ｃ.１ SA 計算用の回路網モデル.............................................................................................３０ 
図Ｃ.２ 図 C.1 の回路網の等価回路 ...........................................................................................３０ 
図Ｃ.３ 反射面上のアンテナ及びそれらの鏡像アンテナ間の相互結合、給電端子電圧並びに 

アンテナ電流の定義 ...................................................................................................３０ 
 

 i 263



表１  SA 測定を行うべき周波数および受信アンテナ固定高 ......................................................... ９ 
表２  d=10 m 測定に関する最大許容範囲 ..................................................................................１３ 
 

表Ａ.１ ダイポールアンテナの同調周波数、掃引周波数範囲および受信アンテナ高の組合せ..２０ 
表Ｃ.１ 数値計算例、La、 SAc の計算 .....................................................................................３４ 
表Ｃ.２  ΔSAt の数値計算例 .....................................................................................................３５ 
表Ｃ.３ hrc 及びΔhrt の数値計算例 ...........................................................................................３６ 
表Ｃ.４ fc 及びΔft の数値計算例 ..............................................................................................３６ 
表 D.１ CALTS 妥当性確認報告書に記載すべき項目.................................................................３９ 

 ii 264



はじめに 

 

本編は、CISPR16-1-5（第1版2003-11 ）に準拠し、無線妨害波およびイミュニティの測定装置並

びに測定方法の規格 第１部－第５編 無線妨害波およびイミュニティの測定装置 30 MHz～
1,000MHzのアンテナ較正試験場の技術的条件および性能評価法について定めたものである。 

 

本編は、４つの節および付則から構成される。付則Ａ、Ｂ、Ｃ、およびＤは、技術情報である。 

 

１ 適用範囲 

 

本編は、アンテナ較正を実施するために使用する較正試験場、試験アンテナの特性、較正試験場の

適合性確認手順、およびサイト適合性規準に関する要求事項を定めた基本規格である。較正試験場要

求事項、試験アンテナ、およびアンテナとサイトアッテネーション理論に関しての詳細情報を付則

（情報）に記載する｡ 

 

測定装置の仕様は、本規格第1編および第4編に記載されている。一般的な不確かさに関する詳細

情報および背景は、CISPR 16-4-1に記載され、それは、アンテナの較正手順の不確かさ評価を確立

するのに有用である。 

 

２ 引用規格 

 

以下の引用規格は、本編の利用に不可欠なものである。年号が記された規格は、その版を適用する

こと。年号が記されていない規格は最新の版（あらゆる修正を含む）を適用すること。 

 

CISPR 14-1:2000 電磁両立性 － 家庭用機器、電動工具および類似機器に対する要求事項 －  

第１部：エミッション（放射） 

本規格：無線妨害波およびイミュニティの測定装置並びに測定方法の規格  

第１部：無線妨害波およびイミュニティの測定装置 第１編：測定用受信機 

本規格：無線妨害波およびイミュニティの測定装置並びに測定方法の規格  

第１部：無線妨害波およびイミュニティの測定装置 第４編：補助装置－放射妨害波 

CISPR 16-4-1:2003 無線妨害波およびイミュニティの測定装置並びに測定方法の規格  

第４部－第１編 －不確かさ、統計および許容値モデル－標準化されたＥＭＣ試験の不確かさ 

CISPR 16-4-2:2003 無線妨害波およびイミュニティの測定装置並びに測定方法の規格  

第４部－第２編 －不確かさ、統計および許容値モデル－測定装置の不確かさ 

 

JIS C 60050(161):1997 EMCに関するIEV用語 

計量における基本および一般的な国際用語、ISO、ジュネーブ、第２版、1993 
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３ 定義 

本編に関する用語を以下のように定義する。あわせてIEC 60050(161)を参照すること。 

 

３.１ 較正試験場(CALTS) 

金属大地面を持ち、厳密に規定された水平および垂直偏波のサイトアッテネーション特性を満足す

る野外試験場。 

 

CALTSは、アンテナの自由空間アンテナ係数を決定するために用いられる。 

 

CALTSのサイトアッテネーション測定値は、適合性確認用試験場の性能を評価するために、その

試験場のサイトアッテネーション測定値との比較に用いられる。 

 

３.２ 適合性確認用試験場(COMTS) 

適合性許容値との比較をするために使用される、供試装置からの妨害波電界強度の有効かつ再現性

のある測定結果を保証する場所。 

 

３.３ アンテナ 

送信又は受信システムの一部であり、規定されたとおりに電磁波を放射又は受信するように設計さ

れたもの。 

 

注1 この規格においては、バランはアンテナの一部である。 

注2 "線状アンテナ"の用語も参照｡ 

 

３.４ バラン 

平衡伝送線・装置から不平衡伝送線・装置へ、あるいはその逆に変換するための受動電気回路網 

 

３.５ 自由空間共振長ダイポール 

一直線に並べた二個の同じ長さの導線、各導線は約1/4波長の長さ、を小さな間隙で分離し対称に

配置した線状アンテナ。自由空間に設置されたダイポールの場合には、指定された周波数において線

状アンテナ間隙で測定した入力インピーダンスの値は実数のみとなる。 

 

注1 この規格においては、バランに接続されたこの線状アンテナを“試験アンテナ”と呼ぶ。 

注2 この線状アンテナは、“同調ダイポール”とも呼ばれる。 

 

３.６ サイトアッテネーション 

試験場において規定された二か所間のサイトアッテネーションは、発生器出力および受信器入力を

直接接続を、規定の位置に設置した送信および受信アンテナに置き換えた時の２端子対測定によって

決定される挿入損失である。 
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３.７ 試験アンテナ 

自由空間共振長ダイポールと規定されたバランを組合せたもの。 
 

注 この規格だけの定義である｡ 

 

３.８ 線状アンテナ 

電磁波を放射又は受信するために設計された構造物で、一つ以上の金属の線又は棒で構成される。 
 

注 線状アンテナはバランを含まない｡ 

 

 

４ 周波数範囲30 MHz～1000 MHzにおいてアンテナの較正に使用される試験場の仕様および適合性

確認手順 
 

周波数範囲30 MHzから1000 MHzにおいて無線妨害波電界強度測定を実施するための試験場の条件

に関しては、本規格第１部－第４編（CISPR16-1-4）の5章に定められている。この試験場は、アン

テナの較正には適さないことがある。周波数範囲30 MHz から 1000 MHzにおける、平坦な導電性金

属面上で行うアンテナ較正に適した試験場の要求事項および適合性確認手順を本章で規定する。これ

らの厳密な要求事項を満たす試験場は、本規格第１部－第４編（CISPR16-1-4）の5.6節の適合性確

認手順の代わりに用いる確認法（注：本規格第１部－第４編（CISPR16-1-4）の5.6節には未だ規定

されていない）において、比較のための基準試験場として使用しても良い｡ 
 

４.１ 序文 

アンテナ較正に適した試験場、ここではCALTSと呼んでいるものは、自由空間アンテナ係数を求

めるためのアンテナ較正に適した場所を提供するものである。アンテナ較正は、水平偏波だけを使用

し、金属大地面上で行うのが最も容易である。CALTSの特性、計算可能な試験アンテナの特性、

CALTSの検証(適合性確認)手順および判定基準を4.3節 から4.6節に示す。4.5節に示すCALTS適合性

確認手順では、4.4節で規定する計算可能なダイポールアンテナの使用が必要であり、これによりサ

イトアッテネーションの理論的予測値と測定されたCALTS性能値との比較が可能になる｡ CALTS適
合性確認報告書に記載すべき項目を4.7節にまとめる。4.6節に指定した適合性確認基準に合致する

CALTSの指針を付則Aに示す｡ 
 

本規格第１部－第４編（CISPR16-1-4）の第5章に従い、試験場の性能を確認するための基準試験

場(REFSITE)としてCALTSを使うためには、幾つかの要求事項を追加する必要がある｡ 4.7節に追加

の特性および基準性能を指定する。本規格第１部－第４編（CISPR16-1-4）の第5章に定める試験

場、即ち、放射妨害波許容値の適合確認に使用する試験場を、適合確認試験場(COMTS)と名付け

る。COMTSの性能は、本規格第１部－第４編（CISPR16-1-4）の第5節に規定したサイトアッテネ

ーションの理論値と測定値を比較することによって判定できる。なお、同じ測定配置および機器(ア
ンテナ、ケーブル、信号発生器、測定用受信機など)を使用して、REFSITEおよび当該試験場のサイ

トアッテネーション測定値を比較することによって判定しても良い。 
 

この規格の付則には、CALTSおよびCALTS適合性確認手順に用いられる計算可能な自由空間共振

 3 267



ダイポール(同調ダイポール)の仕様（情報）を示す。さらに、理論的サイトアッテネーション計算

式、数値例および適合性確認手順のチェックリストも示す｡ 
 

４.２ アンテナ較正試験場(CALTS)の仕様 
4.2.1 序文 

CALTSは、次の主要部分で構成されている。 
- 導電性の良い平坦な金属面(反射面)  
- 反射面周囲に電磁的妨害物（訳注：反射物）がない環境 

 

さらに、次の補助機器が必要である。 
- CALTS適合性確認手順又はアンテナ較正手順こ使用するアンテナを支えるマスト2本 
- これらのアンテナの接続ケーブル 
- 無線周波信号発生器および測定用受信機などの電子機器 

 

CALTSに対する要求仕様を、4.2.2項に示す。また、適合性確認基準を一般に満たすCALTSの製作

および設置に関するガイドとして、多数の情報を付則Aに示す。 
 

4.2.2 要求仕様 
アンテナの較正のためには、CALTSは、4.5.3項に示す適合性確認基準を満足しなければならな

い。すなわち 
 

a)固定されたアンテナ地上高でのサイトアッテネーション、および 
b)アンテナが較正されるべきすべての周波数における最大サイトアッテネーションを示すアンテナ地

上高、又は最大サイトアッテネーションを示す周波数 
 

注1 CALTS適合性確認手順において使用する機器は、要求仕様(4.3節および4.4節参照)を満足すること。 

注2 CALTS適合性確認報告書(4.6節)には、CALTSが実際の使用中に要求事項に合致していることを示すため、要求

事項への適合性をどのように維持しているのかに関し情報を記載することが望ましい。 
 

４.３ 試験アンテナの仕様 
4.3.1 序文 

適合性確認手順に必要な理論的サイトアッテネーションSAcの計算を行うには、正確にモデル化で

きるアンテナが必要である。したがって、試験アンテナは、指定された特性を持つバランに接続され

た自由空間共振ダイポールとする。この試験アンテナの要求仕様を4.3.2項に示す。また、試験アン

テナの構造例を付則Bに示す｡ 
 

試験アンテナは、バランおよび直線配列の二本の線状導体エレメント（直径Dweおよび長さLwe）
で構成される。これらのエレメントは、バランの2か所の給電端子(図１のAおよびB)に接続する。こ

れらの給電端子間の隙間の幅をWgとする。アンテナの先端と先端の長さをLaとすれば、La = 2 Lwe 
+ Wg になる。試験アンテナの中心は、直線配列線状導体エレメント中心線上において給電端子間隙

の中央である。 
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入力／出力

参照点 

バラン 

バランは、１個の不平衡入/出力(送/受信アンテナ) ポートおよび２つの給電端子AおよびBによっ

て構成される１個の平衡ポートを有する。例として、バランの機能の概略を平衡/不平衡変成器を用

いて図１に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 試験アンテナの中心は、2本の線状導体エレメント中心線上における間隙の中央である 

図１ 試験アンテナの概略図 
 

4.3.2 要求仕様 

4.3.2.1 試験アンテナは同一の長さLweの線状導体エレメントで構成され、エレメントはバランから

取り外すことができること。これによって、バランの特性を確認でき、またサイトアッテネーション

測定では、2本のアンテナのバランの平衡ポートを相互に接続できるようになる。 
 

4.3.2.2 約半波長の線状アンテナの先端間の長さLa(f, Dwe)は、自由空間における給電端子（訳注：

端子AおよびB）の入力インピーダンスの虚数部の大きさが、指定周波数fにおいて1Ω未満になるよ

うに決定される。 
 

注1 線状エレメントの直径が一定で、Dwe ≪ Laならば、 La(f, Dwe)は、 C.1.1項の式(C.2)によって計算できる。

直径が一定でない場合、例えば、伸縮型ロッドアンテナの場合は、数値計算のみによってLa(f)を計算できる。 

C.2.2参照。 

 

注2 伸縮型ロッドアンテナを用いたときは、直径の太い方のエレメントから順に伸ばし(図２参照)、ロッドアンテナ

素子を同調することが望ましい。また、このようなアンテナの伸ばし方に対応して数値計算を行うこと｡ 

 

 

 

 

 

図２a 正しい             図２b 誤り 
 

図２ 伸縮型線状エレメントの長さをLweに調整する方法 
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4.3.2.3 給電端子間隙は、 Wg≦15 mm、又はWg ≦ 0.03λminのいずれか小さい方とする。 
 

ここで 
λmin =c0/fmax 
fmax は試験アンテナ使用時の最高試験周波数 
c0 は真空状態における電磁波の速度 

 

4.3.2.4 実際の線状アンテナの先端間の長さLa(f)が、そのアンテナの指定長La(f)のΔLa(表２参照)以
内であり、給電端子間隙が4.3.2.3項を満たしている時、その長さは適切とみなされる｡ 
 

4.3.2.5 バランの平衡ポートは、次の項目を満足しなければならない 
a) 規定された最大VSWRに対応するインピーダンスZAB（表２参照）。但し、不平衡ポートを外部

回路(アンテナ給電ケーブル)によって、インピーダンスZeで終端した時。 
b) バラン基準点における振幅の平衡度はΔAb dB以内であること（表2参照）。但し、両給電端子を

バラン基準点に対してインピーダンスZAB/2で終端した場合。 
c) 位相の平衡度は180°±ΔΦb°であること（表２参照）。両給電端子をバラン基準点に対してイ

ンピーダンスZAB/2で終端した場合｡ 
 
注1 バランの３ポートのコネクタは、無線周波測定が行えるようなものであること｡ 

注2 平衡ポートインピーダンスZABは、図１の給電端子A-B間のインピーダンスである。このインピーダンスの望ま

しい値はZAB = 100Ω(実部)｡ 

注3 外部回路によって提供されるインピーダンスZeは通常50Ωで、この値を推奨する｡ 

注4 振幅および位相の平衡度に関する要求事項は、給電端子AおよびBにおける信号がバラン基準点に関して同振

幅・逆位相であることを保証するものである。平衡ポートがこの要求事項を満たしている場合、不平衡ポート

がインピーダンスZeで終端された時、二つの給電端子間の分離度(isolation)は26 dBを超える。 

注5 バランは、できるだけ反射を最小にするために、線状アンテナと同一偏波にならないように向けることが望ま

しい。 

注6 バランの構成部品は、それらの浮遊的な特性が周囲の影響を受けないように、電気的に遮へいされていなけれ

ばならない。バラン基準点および出力/入力ポートの接地端子は、その遮へい体に接続すること｡ 

 

4.3.2.6 4.3.2.5項で要求されているバランの特性は、Sパラメータ測定、および一部は注入測定によ

って決定できる｡ 
 
注1 4.4.4.2項および4.4.4.4項に示す２つのバランの平衡ポートの直接的な相互接続は、ケーブルとケーブルの接続

に置き換えてもよい。但し、バラン特性がSAcの計算値に包含されており、バランの全Sパラメータ、バランか

ら見た信号発生器および測定用受信機のインピーダンスが分っていること。 

 

4.3.2.7 CALTS適合性確認手順において、試験アンテナおよび/又は試験機器に推奨値100Ωおよび

50Ωと異なるZABおよび/又はZeをそれぞれ用いるならば、その旨を適合性確認報告書(4.6節)に明確

に記載すべきである｡ 
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４.４ アンテナ較正試験場の適合性確認手順 
4.4.1 序文 
適合性確認手順こおいて、サイトアッテネーション測定値SAmと理論的なサイトアッテネーション

計算値SAcを比較する。従って、この手順によって、CALTSがSAの計算において仮定した特性を充

分に満足しているかどうかを検証する。すなわち、 
a) その面は完全に平坦で、無限に大きい 
b) その面の反射係数の絶対値はr=1  
c) その面における水平偏波の電磁波の入射波および反射波の位相差は、Φ=πラジアン 
d) 補助機器およびその面の周囲の反射物からの影響は無視できる 
 

その特性の検証には、二通りの測定が要求される。 
 

1)固定アンテナ高を用いるSA測定を行い(4.4.4参照)、SAの測定値および計算値とを比較することに

よって、特性a)、b)およびd)を同時に検証する。 
2) SA最大値を求めるために試験アンテナの一方の高さを走査し(4.4.5参照)、最大値を示す高さの測

定値と計算値とを比較することによって、特性a)、c)およびd)を同時に検証する。 
 

代わりの方法として、周波数掃引測定によっても(4.4.6参照)、後者の組み合わせの特性を同時に検

証できる｡ 
 

以下に示す物理量±ΔXは、適合性確認において許容されるパラメータ値Xの最大偏差を表す。許

容偏差の定量的データを表２にまとめて示す｡ 
 

4.4.2 試験装置類 
4.4.2.1 ２本の試験アンテナの中心、それを支えるアンテナマストおよびアンテナ用同軸ケーブル

は、反射面（金属大地面）に垂直な１平面内に設置し、かつ反射面の中央付近に置く｡ 
 
注 試験アンテナの中心は、4.3.1項で定義されている。 

 

4.4.2.2 (水平偏波のアンテナの)直線配列の線状エレメントは、反射面に対して常に平行に、かつ、

4.4.2.1項に述べる(垂直)面に対して直角になるように設置する｡ 
 
注 周波数範囲の低限、例えば30 MHz-40 MHzでは、比較的長い線状エレメントが垂れ下がるため、測定結果に影響

する。この影響は、物理的に導線を引き上げるか、又は理論的なサイトアッテネーションの計算において考慮す

ることで除くことが可能である(4.4.4.3項および4.5.3.1項参照)。 

 

4.4.2.3 試験アンテナの中心間の水平距離は 
d=10.00 m±Δd m (表２参照) 

 

4.4.2.4 反射面上の送信アンテナの中心高は 
    mm00.2 tt hh Δ±=
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4.4.2.5 反射面上の受信アンテナ中心は、表１および表２に指定されている高さhr±Δhrに設置でき

ること。また4.4.5で要求しているとおり、高さ範囲 1.0m≦h≦4.0mにわたって、走査可能であるこ

と｡ 
 

4.4.2.6 送信および受信アンテナのバランに接続する同軸ケーブルは、線状エレメントに直角に、

かつ線状エレメントから、少なくとも1 mの距離まで反射面に平行に引き伸ばす｡その後、ケーブル

を反射面に垂れ下げ、(できれば)続けて反射面の下又はその面の上を線状エレメントに対して直角

に、反射面の隅にいたるまで配線する。コモンモードの結合を避けるためには、バランに接続する同

軸ケーブルにフェライト・コアを装荷することが推奨される｡ 
 
注1 ケーブル表面に流れる誘導電流が伝達インピーダンスを介して測定結果に及ぼす影響を低減するために、その

伝達インピーダンスは低くすべきである｡ 

 

注2 ケーブルを反射面より下に降ろす場合、その面を貫通する際に、ケーブルシース（外被）は反射面に確実に接

合(360°周囲を)すべきである｡ 

 

4.4.2.7 無線周波信号発生器および無線周波測定用受信機は、それらが反射面から20 m以内にある

場合は、反射面を超える高さに設置してはならない｡ 
 

4.4.2.8 無線周波信号発生器は、サイトアッテネーションの測定中、高い周波数安定度と出力レベ

ル安定度を持たねばならない。 4.4.4.5も参照すること｡ 
 
注 測定においては、充分な長時間安定度を保証するために、無線周波発生器および無線周波測定用受信機にはウオ

ームアップ時間 (それは、一般的に機器製造者によって示される) を確保することが必要である。 

 

4.4.2.9 無線周波測定用受信機は、少なくともダイナミックレンジ50 dBにわたって直線性を持って

いなければならない。受信機の直線性不確かさをΔArで表す(4.5.2.2参照)。受信機の直線性不確かさ

の妥当な値は、0.2 dBである｡ 
 
注 直線性ダイナミックレンジが50 dB未満の場合には、4.4.4.7項に記述されているように、較正された正確な減衰

器による置換法を用いても良い。 

 

4.4.3 試験周波数および受信アンテナ高 
4.4.3.1  4.2.2項を遵守して、4.4.4項の適合性確認測定は、少なくとも表１に示す周波数で、それに

対応する受信アンテナの固定高（反射面上のアンテナ中心の高さ）hr(m)において実施すること。 
 
注1 規定の周波数以外の周波数におけるCALTS性能に関する情報は、A.2.2項に示す周波数掃引測定を用いることで

得られる。 

 

注2 アンテナが高いQ値の特性を有する場合、特に周波数300 MHzを超えるときは、注意を払わなければならない。

その場合、指定周波数付近および対応する地上高で、周波数掃引測定を実施すべきである｡ 
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4.4.3.2 4.4.4項に示す適合性確認測定に加え、4.4.5項に記載の三つの受信アンテナ高走査測定又は

4.4.6項に示す三つの周波数掃引測定のいずれかを実施しなければならない｡ 
 

a)受信アンテナ高走査測定を選択する場合は、周波数fs: 300 MHz、600 MHzおよび900 MHzで、対

応する周波数fsに同調させた試験アンテナを使って、測定を実施しなければならない｡ 
b)周波数掃引測定を選択する場合は、受信アンテナ高hrsおよび試験アンテナ同調周波数fsの組合せ

{hrs、fs}： {2.65m、300MHz}、 {1.30m、600MHz}および{1.70m、900MHz}で測定を実施しなけ

ればならない｡ 
 

表１ SA測定を行うべき周波数および受信アンテナ固定高 
ht=2mおよびd= 10m (4.4.2.3および4.4.2.4)の場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

周波数 hr 周波数 hr 周波数 hr 
MHz m MHz m MHz m 
30 4.00 90 4.00 300 1.50 
35 4.00 100 4.00 400 1.20 
40 4.00 120 4.00 500 2.30 
45 4.00 140 2.00 600 2.00 
50 4.00 160 2.00 700 1.70 
60 4.00 180 2.00 800 1.50 
70 4.00 200 2.00 900 1.30 
80 4.00 250 1.50 1000 1.20 

 
 

4.4.3.3 4.4.3.1項および4.4.3.2項に指定する周波数において、放送局から生ずるような狭帯域雑音

が正確な測定を妨げる場合は、指定周波数にできる限り近い使用可能な試験周波数を選択しなければ

ならない｡ 
 

指定周波数からの周波数偏差に関する根拠を、適合性確認報告書に記録すること(4.6参照)。 
 

4.4.3.4 送信アンテナに信号を供給する無線周波信号発生器の周波数は、表１又は4.4.3.2に指定さ

れている試験周波数に⊿f(表２参照)以内で合うように調節しなければならない。 
 

4.4.4 サイトアッテネーション測定 
この項では、指定の周波数におけるサイトアッテネーション測定値SAmを決定するための、三つ

の測定手順を説明する｡ 対象とするサイトアッテネーションとは、送信アンテナ給電端子(図３中お

よび図４中のAおよびB)および受信アンテナ給電端子(図３中および図４中のCおよびD)間のSA（サ

イトアッテネーション）のことである。 
 
注 バランの全Sパラメータが得られており(4.3.2.6項を参照)、これを理論上のSAの計算に考慮することができるな

らば、二つのケーブル/バランのインターフェース間のSAも使用することが可能である｡以下の説明では、後者の

可能性について、それが可能な場合には、注に示す｡ 
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 信号発生器 受信器 ケ ー ブ バラン バラン ケ ー ブ

 
 

図３ Ur1(f)およびUr2(f)の決定 
 
 

信号発生器 ケ ー ブ
バラン バラン 

ケ ー ブ 受信器 

 
 
 
 
 
 
 
 
 図４ 規定された位置における線状アンテナのUs(f)の決定 

 
 

4.4.4.1 測定１:指定周波数fで、基準電圧Ur1(f)を決定する。この電圧によって、無線周波信号発生器

出力ポートから送信用線状アンテナ給電端子までの信号の減衰、および同様に、受信用線状アンテナ

給電端子から受信機入力ポートまでの信号の減衰を評価することができる。 
 

Ur1(f)は、次のように決定される(図３参照)。試験アンテナの線状エレメントを、それらのバランか

ら取り外し、二つのバランの平衡ポート同士を接続する(次の注4も参照)。接続は、できる限り短

く、λmin/10以下であることが望ましい。なお、λmin は4.3.2.3項で定義した。 
 

受信機の指示値が受信機の雑音レベルから少なくとも60 dB高くなるように、無線周波信号発生器

のレベルを設定する(次の注2を参照)。この時の受信機指示値をUr1(f)として記録する。 
 
注1  放射電磁界のレベルは、我国の許可された送信レベルを超えるべきではない。 

注2 この項では、無線周波受信機は4.4.2.9項の規定に合致しているものとする。4.4.2.9項の注が適用される場合に

は、4.4.4.7の方法を用いるべきである｡ 

注3 受信機の雑音レベルは、受信帯域幅を下げることによって、減らすことができる。しかし、無線周波発生器お

よび受信機の周波数が自動同期していなければ、受信帯域幅を充分に広くし、無線周波信号発生器の周波数ド

リフトが測定結果に影響を与えないようにすることが望ましい。 

注4 4.4.4項に示す方法に従うならば、試験アンテナ全体をケーブルから外し、2本のアンテナケーブルを相互に接

続して、Ur1(f)と4.4.4.4項のUr2(f)を決定する。 

 10 274



 

4.4.4.2 個々の周波数において、4.4.4.1項で用いた無線周波発生器の振幅設定は、4.4.4.3項および

4.4.4.4項に関連する測定全般にわたって、一定にすること｡ 
 

4.4.4.3 測定２ :２つのバランを分離し、線状エレメントをそれぞれのバランに接続して規定の長さ

La(f)に調節する (図４参照)。これらの試験アンテナを4.4.2項および4.4.3項に指定されている位置に

配置する。試験に必要なその他のすべての装置類(elements)は、4.4.4.1項と同じものであること。

4.4.2.2項および4.4.4.5項の注も参照すること｡ 
 

指定試験周波数fについて、指定位置のアンテナにおいて受信機の読みをUs(f)として記録する. 
 

4.4.4.4 測定３:基準電圧の測定(4.4.4.1参照)を、同じ指定周波数で再度行う｡測定値をUr2(f)として記

録する. 
 

4.4.4.5 対数表示のUr1(f)およびUr2(f)が 0.2dBを超えて異なる場合は、試験に用いる装置の安定性を

改善し、前述の測定法1、2および3を繰り返し行わなければならない｡ 
 
注 不安定性の原因の一つとして、特に直射日光の下では同軸ケーブル減衰量の温度依存性がある｡ 

 

4.4.4.6 サイトアッテネーション測定値SAm(f)を、次の式で示す: 
 

SAm(f)=20log 1 0 {U r a (f) /U s (f)} (dB)      
 

 

ここでUra(f)はUr1(f)とUr2(f)の平均値である。 
 
注 30 MHz、35 MHzおよび 40 MHzの低周波数において、両試験アンテナの線状エレメントのたるみを避ける方法

を講じない場合には、サイトアッテネーション測定値SAmに対する補正が必要かもしれない(4.5.3.1項参照)。 

 

4.4.4.7 無線周波受信機のダイナミックレンジが4.4.2.9項を満足しないときは、バランの全Sパラメ

ータが利用可能で、それらをSAの理論値の計算に含むことができるならば、次の置換測定法を使用

してもよい｡ 
 

a)4.4.4.3項に示す受信機読み Us(f)を測定し、記録する。 
 

b)試験アンテナを較正済みの精密減衰器と入れ替え、両アンテナケーブルを減衰器に接続する｡ a)で
決定したUs(f)と同じ受信機の読みになるように、減衰器の挿入損失をレベルA i 1 (f) に調節する。

A i 1 (f)およびその測定不確かさ⊿A i 1 (f)を記録する｡ 
 

c)4.4.2.8項に記述した試験装置類の安定性を立証するために、ステップa)のUs(f)とステップb)の
A i 1 (f)の測定時間の和にほぼ等しい時間経過後に、ステップb)を繰り返してA i 2 (f)を測定する。も

し、A i 2 (f)がA i 1 (f)と0.2 dBを超えて異なる場合は、試験装置類の安定性を改善し、ステップa)、 
b)およびc)を繰り返さなければならない｡ 
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d)試験装置類が充分に安定していれば、次の式でサイトアッテネーション測定値が得られる。 
 

SAm(f)=20log 1 0 {A i a (f)} (dB)          (2)  
 

ここで A i a ( f )は、A i 1 (f)とA i 2 (f)を真値で表した場合の平均値。 
 

4.4.5 アンテナ高掃引測定 
この項では、サイトアッテネーション測定値が鋭い最大値を示す受信アンテナ高hr,maxを決定するた

めに必要な、アンテナ地上高掃引測定法の３回の測定手順を説明する(4.4.3.2 a)および4.5.3.2参照。

なお、この鋭い最大値は、間接波、すなわち、反射面からの反射波によって、受信アンテナに到来す

る直接波が(ほぼすべて)打ち消されることに起因する｡ 
 

4.4.5.1 4.4.3.2 項a)で指定される周波数fsにおいて、4.4.2項に記載されている試験装置類を用い

て、アンテナを高さhr=1.0mからSAの最初の鋭い最大値が得られる高さhr,max(fs)まで上昇させる。な

お、この最初の鋭い最大値は受信機の指示値の最初の鋭い最小値に対応する。 
 
注 受信機指示値の最小値は重要ではない。この読みは、単にhr,max(fs)を見つけるためのものである。 

 

4.4.5.2 高さhr,max(fs)を測定し、その測定不確かさ⊿hr,max(fs)とともに記録する。 
 
注 測定値hr,max(fs)は、必ずしも4.4.3.2項 b)に示すhrs(fs)と等しくない｡ なぜなら、hr,max(fs)は実際の試験アンテナ

の特性にも依存するからである。 

 

4.4.6 周波数掃引測定 
この項では、周波数掃引測定法において、サイトアッテネーション測定値が鋭い最大値を示す周波

数fmaxを決定するための必要な３回の測定手順を説明する。4.4.3.2項 b)および4.5.3.3項参照。な

お、この鋭い最大値は、間接波、すなわち、反射面からの反射波によって、受信アンテナに到来する

直接波が(ほぼすべて)打ち消されることに起因する｡ 
 

4.4.6.1  4.4.3.2項 b)に指定されている試験アンテナの固定高hrs(fs)において、4.4.3.2項 b)に示す対

応する周波数fsに同調させた試験アンテナを用いて、fsより充分に低い、例えばfsより100 MHz低い

周波数から、SAの鋭い最大値、すなわち、受信機指示値の最小値に対応するfmax(hrs)値まで、無線周

波信号発生器の周波数を掃引する。 
 
注 受信機指示値の最小値は重要ではない。この読みは、単にfmax(hrs)を見つけるためのものである。 

 

4.4.6.2 周波数fmax(hrs)を、その測定不確かさ⊿hr,max(fs)とともに記録する。 
 
注 測定値fmax(hrs)は、必ずしも4.4.3.2項 a)に示すfs(hrs)と等しくない。なぜなら、fmax(hrs)は実際の試験アンテナ

の特性にも依存するからである。 
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４.５ アンテナ較正試験場の適合基準 
4.5.1 序文 

CALTSは以下の場合に、基準を満足しているものとみなせる。すなわち、CALTSを使用するアン

テナ較正のすべての周波数で、サイトアッテネーション測定値(4.4.3.1)およびアンテナ地上高測定値

又は周波数測定値(4･4.3.2)が、理論的計算値(4.5.3)から許容範囲内にある場合、基準を満足している

ものとみなせる。この許容範囲には、各種測定データの不確かさの他に、測定配置の許容偏差も考慮

されている｡ 
 

4.5.2で説明しているとおり、不確かさの許容範囲は次の要素から構成される。すなわち、理論的

なモデルから計算すべき値と、サイトアッテネーション測定における電圧測定、およびアンテナ高走

査測定又は周波数掃引測定の不確かさに直接関連する値である。 
 

4.5.2 許容範囲および測定の不確かさ 
4.5.2.1 それぞれのパラメータの最大許容範囲を表２に示す｡ 
 

表２ d=10 m 測定に関する最大許容範囲 

パラメータ 最大許容範囲 項 
La ±0.0025La又は 

もしLa<0.400(m)ならば±0.001(m) 4.3.2.4 

ZAB VSWR ≦ 1.10 4.3.2.5 a 
Ab ±0.4 dB 4.3.2.5 b 
Φb ±2° 4.3.2.5 c 
d ±0.04 m 4.4.2.3 
ht ±0.01 m 4.4.2.4 
hr ±0.01 m 4.4.2.5 
f ±0.001f 4.4.3.4 

注 アンテナエレメントの半径に関する許容偏差ΔDweおよび２つのアンテナの軸合わせに関連する不

確かさについては検討中である。 
 

 
 
4.5.2.2  4.4.4.6 項の式(1)で定義したサイトアッテネーションの測定値 SAm における不確かさ 
ΔSAm は、次の式で与えられる。 
 
                                           (3) { } { }22 )()()( =Δ dBSAdBSAdBSA trm Δ+Δ
 
ここで、ΔSAr としては、4.4.2.9 項のΔAr 又は 4.4.4.7 項のΔAi(f)のいずれか適用可能な値を用い

る。ΔSAt は、上記パラメータの許容範囲(表２に示す最大値)内の変動に伴うサイトアッテネーショ

ンの不確かさである。ΔSAr およびΔSAt としては、95 %信頼レベルの値を式(3)に代入すること。 
 
注 ΔSAt (95%)は、付則 C に示すモデルを使用して計算できる。 
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4.5.2.3 パラメータが表２の許容範囲内である場合、ΔSAt (95 %)=0.2 dBを30 MHz～1,000 MHzの
全周波数に使用してもよい。その場合、ΔSAtを計算する必要はなく、またCALTS適合性確認報告書

に計算結果を記す必要はない。 
 
注 ΔSAt (95 %)=0.2 dBの根拠を、C.1.3.2項に示す。 

 

4.5.2.4 4.4.5項で定義されている受信アンテナ高の測定値hr,maxにおける不確かさΔhmは、次の式

で得られる｡ 
 

{ } { }22
max, )()()( mhmhmh rtrm Δ+Δ=Δ   (4) 

 

ここで、Δhr,maxは、4.4.5.2項で定義される。また、Δhrtは、パラメータの許容範囲(表２に示す 
最大値)内の変動に伴う測定値hr,maxの不確かさである。 

 
注 Δhrtは、C.1.3.3項に示すモデルを使用し計算することができる｡ 

 

4.5.2.5 パラメータが表２の許容範囲内である場合、Δhrt (95 %)= 0.025mを指定の３周波数に使用

してもよい｡その場合、Δhrtを計算する必要はなく、またCALTS適合性確認報告書に計算結果を記す

必要はない。 
 
注 Δhrt (95 %) = 0.025 m の根拠を、C.1.3.3に示す｡ 

 

4.5.2.6 4.4.6項で定義されている周波数の測定値fmaxにおける不確かさΔfmは、次の式で得られ

る。 
  (5) 

{ } { }22
max )()()( MHzfMHzfMHzf tm Δ+Δ=Δ 

ここで 
Δfmax は、4.4.6.2項に定義されている。 
Δftはパラメータの許容範囲(表２に示す最大値)内の変動に伴う測定値fmaxの不確かさである。 

 
注 Δft は、C.1.3.4項に示すモデルで計算することができる｡ 

 

4.5.2.7 パラメータが表２の許容範囲内である場合、Δft (95 %)/fc = 0.015 を指定された３つの受信

アンテナ高に使用してもよい。その場合、Δftを計算する必要はなく、またCALTS適合性確認報告書

に計算結果を記す必要はない。 
 

注 Δft (95 %)/ fc = 0.015 の根拠を、 C.1.3.4項に示す｡ 

 

4.5.3 適合性判断基準 
この項では、計算に用いるパラメータ値は、測定における実際の値を使用すること。実際のパラメ

ータ測定は充分に小さな不確かさで行い、そのパラメータ値が表２に示す最大許容偏差内にあること

を確かめることができること。 
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例 アンテナ中心間の指定距離が、d=10.00 m (4.4.2.3)で、実際のSA測定中の距離が、da= 
10.01mの場合、後者の値を計算に使用する。しかし、(d-da)は、常に0.04m (表２参照)未満でなけれ

ばならない。但し、daは|d-da|<0.04mが確かめられるような小さな不確かさで測定されていること｡ 
 

4.5.3.1 アンテナ較正に用いるすべての周波数において、次の式が成り立てば、CALTSはサイトア

ッテネーションの適合性判断基準に合致している(図５)。 
 

  (6) )()()()( dBSAdBTdBSAdBSA mSAmc Δ−<−
 

ここで、 
SAc(f)  は、指定周波数におけるSAの理論値であり、付則Cに記載のとおり計算された値で

ある。その際、4.3.2.6項を適用して得られた試験アンテナデータ（バランのロス）、

および実際のアンテナパラメータ値La、 d、 ht、 hrを使う。 
SAm(f) は、式(1)又は(2)から得られるSA測定値である(注も参照) 。 
ΔSAm(f)は、4.5.2.2項から導出されたSA測定の不確かさ(95 %信頼レベル)である。 
TSA(f) は、SAの許容範囲である。 

 

CALTSの使用を指定するアンテナ較正規格に特に記載のない限り、30 MHzから1,000 MHzの周波

数全体にわたってTSA(f)= 1.0 dBとする。 
 

少なくとも、表１に記載の周波数においてCALTSがSAの判断基準に合致していることを立証しな

ければならない｡ 
 

注1 30MHz-40MHzの周波数では、線状アンテナの先端に大きなたるみが生じるため、SAm値を修正する必要が

ある。 

 
a)30MHzで、4.8m長のダイポールの先端は16cmまで垂れ下がることがある。その場合、SAmとSAcを正しく比較す

るために、ダイポール高さが1 m、2 mおよび4 mに対して、SAmをそれぞれ0.27 dB、0.13 dBおよび0.08 dBだけ

増加すること｡ 

 

b)もし先端のたるみが20cm以上であれば、SAm(f)の増加分を数値計算することが望ましい(C.2参照)。 

 

注2 例 

もし、ΔSAt (95%)=0.2dB (4.5.2.3の適用)およびΔSAr (95 %)=0.2dBならば、ΔSAm(95 %)=0.3 dBとなる。結

果として、0.7 dBがサイトアッテネーションの計算値と測定値の最大許容偏差である。低いΔSAr(95 %)の受信

機を使用すること、各種パラメータの誤差を減少させること、またΔSAt (95 %)の実際値を考慮することによっ

て、最大許容偏差を増加できる｡ 
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図５ SA適合性判断基準に用いる量の関係 
 

4.5.3.2 4.4.3.2 a)に示す周波数fsにおいて、SA最大値に対応する受信アンテナ高が下記の条件を満

足するならば、CALTSは受信アンテナ高に関する判断基準に合致するものとする。 
 

  (7) )()()()( max, mhmTmhmh rmhrrrc Δ−<−
 

ここで、 
hrc(m) は、SAが最大値（信号伝送の最小）になる受信アンテナ高の理論値であり、付則Cによ

って計算できる。その際、4.3.2.7項を適用して得られた試験アンテナデータ（バラン

のロス）、および実際のアンテナパラメータ値La、d、htと実周波数fsを使う。 
hr,max(m)は、4.4.5項で述べた手順による受信アンテナ地上高の測定値である。 
Δhrm(m)は、4.5.2.4項によって導出された受信アンテナ地上高測定の不確かさ(95%の信頼度)で

ある。 
Thr(m) は、hr,maxの許容範囲である。 

 

CALTSの使用を指定するアンテナ較正規格に特に記載のない限り、Thr= 0.05mが許容される範囲

である｡ 
 

注 4.5.3.2項か4.5.3.3項のいずれかを適用する。4.4.3.2項参照。 

 

4.5.3.3 4.4.3.2 b) に示す周波数fsにアンテナ長を同調させ、受信アンテナを対応する高さhrsに設置

した時、SAが最大値になる周波数が下記の条件を満足するならば、CALTSは周波数に関する判断基

準に合致するものとする。 
 

  (8) )()()( max MHzfTmfMHzf rmfc Δ−<−
 

ここで 
fc(MHz)は、SAが最大値（信号伝送の最小）になる理論上の周波数で、付則Cにより計算する。

この時、4.3.2.7項を適用して得られた試験アンテナデータ（バランのロス）、および

実際のアンテナパラメータ値La、d、ht、hrsを使う。 
fmax(MHz)は、4.4.6で述べた手順による測定周波数である。 
Δfm(MHz)は、4.5.2.6から導出された周波数測定の不確かさ(95 %信頼度)である。 
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Tf は、fmaxの許容範囲である。 
 

CALTSの使用を指定するアンテナ較正規格に特に記載のない限り、Tf = 0.03 fcが許容される範囲

である｡ 
 

注 4.5.3.2項又は4.5.3.3項のいずれかを適用する。4.4.3.2参照。 

 

４.６ 適合性確認報告書 

4.6.1 序文 
この規格は、 CALTSに関する要求事項、 適合性確認手順および適合性基準を規定している｡この

適合性確認作業は、いわゆる"CALTS適合性確認報告書"を作成し、承認をもって完了とする。 
 

この適合性確認報告書は、この規格に定められているCALTSの要求事項に合致していることを調

べ、保証するための方法である｡ 
 

CALTSの所有者か、他の関係者のいずれかが、CALTSの適合性を実証する責任がある。 
 

CALTS適合性確認報告書は、4.6.2項に示す要求事項を満たさなければならない｡ 
 

4.6.2 適合性確認報告書の要求事項 
適合性確認報告書は多くの項目を扱い、それぞれは、CALTSの適合性確認に関するものである。

各項目およびそれを報告書に含める理由を次に示す。記載すべき項目の一覧チェックリストを付則D
に示す。 
 

a)一般情報 

CALTSの場所、責任ある所有者などの一般情報を記載しなければならない。 
サイトの適合性確認を他の団体/機関によって実施する場合には、それらを記載しなければならな

い。 

CALTSの構造を記載し、かつ、付属装置を図面、写真、部品番号などを使って記載しな けれ

ばならない｡ 
さらに、適合性確認実施の日付および適合性確認報告書の発行日を記載する。適合性確認報告書

の作成責任者および承認者の氏名は、それらのサインも含めて表紙にわかるように記載しなければ

ならない。 
 

b)有効期限および制約条件の評価 
アンテナの較正前に、CALTSが適合していることを示さなければならない (4.2.2 a 参照)。 
したがって、そのCALTSの予測される有効期限を提示することが重要である。CALTSは、恐ら

く室内か屋外設備のいずれかなので、CALTSの予測される有効期限は異なる。また、環境変化、

ケーブルの経時変化又は吸収材の経時変化などの異なる要因によって影響される。CALTSの適合

性確認の有効期限を評価および申告することは設備所有者の責任である。 
この有効性の評価にあたっては、設備の使用過程で変化する項目、状況を明らかにしなければな

らない。例えば、屋外の施設では、環境、木々、雪、地面の含水率などである。一般的に、ケーブ
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ル、機器、アンテナおよびアンテナマストの性能安定性は重要なものである。また、環境条件、機

器又は吸収体の経時変化、および機器の較正の有効性によりCALTSの有効期限を決定することが

できる。 

CALTSの性能の有効性/類似性を日常的に評価するための簡単な測定手段又は目視検査法を含め

てもよい。 

環境又は構造について特別の条件又は制約がある場合は、それらを明記すること。 
 

c)試験アンテナの記述および適合性確認 

適合性確認報告書のこの項目は、アンテナの要求事項に対する適合性を示すものである。 

試験アンテナ(エレメントおよびバラン)は、4.3.2項の仕様および表２の該当項目の値に合致しな

ければならない。 

各々の仕様項目について、検査又は測定の何れかによって適合性を確認しなければならない。適

合性の確認結果については、付録又は別紙資料(写真、測定結果、較正結果、供給元資料など)に記

載しなければならない。 
 

d)試験装置 

適合性確認報告書のこの項目は、試験装置の有効性を示すものである。試験装置は、4.4.2の仕

様および表２の該当項目の値に合致しなければならない。 

各々の仕様項目について、検査又は測定の何れかによって適合性を確認しなければならない。適

合性の確認結果については、付録又は別紙資料に記載すること。 
 

e)適合性確認測定 

サイトアッテネーションの適合性確認測定は、4.4.4項に示す手順および表１に示す試験周波数

とアンテナ地上高に従って実施し、その結果を適合性確認報告書のこの項に記載すること。さら

に、アンテナ地上高走査測定(4.4.5項)又は周波数掃引測定(4.4.6項)の何れかの結果を、この項に記

載すること。 
 

f)サイトアッテネーションおよび許容範囲の計算 

適合性確認報告書のこの項目には、アンテナの長さを、付則Cの手順か、又は別の数値計算法に

よって計算したかを明示すること。サイトアッテネーションの計算および測定の不確かさの計算結

果については、表２の許容偏差の場合、規定された値又は計算値を用いて示すこと。 
 

g)適合性判断基準の計算 

適合性確認報告書のこの項において、SAの計算値と測定値の結果、また、それに対応する許容

範囲と不確かさを式(6)を代入して、周波数ごとに適合性を判断すること。同様に、アンテナ高の

基準(式(7)) 、又は周波数の基準(式(8))のいずれかについて適合性を判断すること。 
 

h)適合性の最終判定 

すべての周波数でサイトアッテネーションの測定値が式(6)を満足し、さらにアンテナ高走査又

は周波数掃引の何れかの判断基準を満足していれば、b)の有効期限、記載の制約条件および構造条

件の下で、当該のCALTSは要求事項に適合していることを宣言することができる。 
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付則 A 
(情報) 

 

CALTSの要求事項 
 

A.1 序文 
仕様は、一般的に、CALTSが屋外試験場(OATS)であることを想定している。但し、CALTSが必ず

しもOATSであることを要求するものではない。したがって、すべての仕様を満足するならば、

CALTSは全天候性のものや大きな岩塩抗の中などでもよい｡ 
本規格第１部－第４編（CISPR16-1-4）の第5節に試験場の詳細を示している。さらに、追加の情

報を次に示す。特に、この規格の利用者に参考文献のリスト(A.4参照)を提供するものである。 
 

A.2 金属反射面 
A.2.1 金属反射面の構造 

反射面の材料は、金属板か導線網とする。金属板又は網は、つなぎ目が連続的に溶接されているこ

とが望ましい。さもなくば、つなぎ目に沿ってλmin /10未満の間隔で溶接すること（λmin：使用す

る最大周波数の波長）。導線網を使用する場合には、交差する金属線が互いに良好な導電接触をする

ように配慮すること。網目の幅は、λmin /10未満にすること。 
 

反射面の材料の厚さは、機械的な強度および安定性に関する要求事項によって決めるべきである。

導電性は鉄と同等かそれ以上であれば十分である。反射面の形状は、楕円以外であれば、それほど問

題にはならない(A.2.2参照)。ごく厚めの保護層は反射波の位相を変えるかも知れないので、反射面

を厚い保護層で覆わないほうがよい。すなわち4.4.1項のΦがπラジアンと異なる原因になる[A.4]＊

。反射面の平坦度および粗さに関しては、 本規格第１部－第４編（CISPR16-1-4）の第5節および

[A.3]を参照。1000 MHzまでの測定には、通常は、平坦度±10 mmで充分である｡ 
 

反射面の水平寸法は充分に大きく、それがアンテナ較正の不確かさに及ぼす影響が、充分に小さく

なければならない。残念ながら、今のところ、アンテナ較正において、規定の最大不確かさと、これ

を満足する水平反射面の最小寸法との関係に関する理論は存在しない。基準としては、反射面が第1
フレネルゾーンより大きいことが考えられる([A.1]、 [A.2]および[A.3])。これにより、最小平面寸法 
20 m (長)×15 m(幅)が得られるが、より小さな反射面でもCALTS要求事項を満たすことがある。最

低周波数(30MHz)において、アンテナの長さLaは約5mである｡したがって、反射面 20 m X 15 mの場

合、30 MHz – 1000 MHzの範囲の全周波数において、適合性確認におけるアンテナから反射面の周

辺までの距離が少なくともLaになる。 
 

A.2.2 反射面縁端の影響およびその周辺 
反射面の寸法が有限の場合、反射面縁端で反射特性が変わるため、電磁波がその縁端で散乱し、測

定結果に悪影響を及ぼすことがある。通常、縁端における散乱の影響は、垂直偏波に関する測定結果

に顕著に現れ、水平偏波に関しては無視できる[A.7]。 
 

特に、散乱の程度は、反射面が周囲の地面(土が湿っているか、乾燥しているかに依存する [A.5] )

                                                  
＊ 鍵括弧内は、A.4 の参考文献を示す。 

 19 283



と同じ平面にあるか、又は高くなっているか（例えば、屋根の上）に依存する。これらに関する調査

結果は[A.6]に記載されており、それには、反射面の形状が第 1 フレネル楕円であってはならないと

記載されている。その理由は、反射面縁端における散乱波によって生じる不確かさが増大するためで

ある。 

反射面の縁端を周囲の地面に多点接地すれば、地面の導電性がよい場合、例えば湿っていれば、金

属反射面が拡がることになる[A.7]。 

反射を生じる可能性のある物体が、反射面の縁端からある距離、例えば 40 m 以内にある場合には、

その影響を無視できるか否かを検証すべきである。この適合性確認には、固定長ダイポールアンテナ

を用いて、周波数掃引によるサイトアッテネーション測定を行っても良い。その測定方法は、4.4.6

に記載のものと同等である。送信アンテナ高さ ht が 2 m の場合、掃引周波数範囲に対応するアンテ

ナの固定長(周波数 fr に同調している)と受信アンテナ高 hr の組合せとして、表 A.1 を利用しても良

い。このような広い周波数範囲にわたる測定値の理論値は、NEC のような数値計算法によって求め

られる(C.3 参照) [C.5]。 

 

 
表A.1 ダイポールアンテナの同調周波数、掃引周波数範囲および受信アンテナ高の組合せ 

fr Bs hr
MHz MHz m 
60 30-100 4.0 

180 100-300 1.8 
400 300-600 1.2 

700 600-1000 1.4 
 
 

反射物がなければ、測定結果は周波数に対して滑らかに変化する。反射物がある場合には、その結

果に狭帯域な共振が重畳する。この共振によって、顕著な反射が存在している周波数が分かる。その

疑わしい反射物の位置は、その前に大きな金属板を置き、金属板の反射波が最大になるように向け

て、その共振が無くなれば、決定することができる。 
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A.3 補助機器 

CALTSをCOMTSとしても使用するならば、アンテナの支柱、アンテナホルダ、支柱支持用ロー

プ、測定用ケーブルのガイド、ケーブルコネクタ、回転台が測定結果に影響のないように注意を払う

ことが望ましい。その場合、A.2 に述べたように周波数掃引測定を行えば、問題点を明らかにできる

ことがある。 

 

A.4 参考文献 

 [A.1] ANSI Standard C63.4, 1992, Methods of Measurement of Radio-Noise Emissions from Low-
Voltage Electrical and Electronic Equipment in the range of 9 kHz to 40 GHz, 1992. 

[A.2] Microwave Antenna Measurements, Hollis, J.S., Lion T.J. and Clayton L. (Editors), Scientific 
Atlanta Inc., Atlanta, GA, U.S.A., 1986. 

[A.3] Transmission and Propagation of Electromagnetic Waves, Sander K.F. and Reed G.A.L., 
Cambridge University Press, Cambridge, UK, 1987. 

[A.4] Note on the Open-Field Site Characterization, Livshits B. and Harpell K., IEEE EMC 
Symposium, Denver, pp 352-355, 1992. 

[A.5] Site Attenuation for Various Ground Conditions, Sugiura A., Shimizu Y. and Yamanaka Y., Trans. 
IEICE, E73, 9, pp 1517-1523, September 1990. 

[A.6] Ground-Plane Size and Shape experiments for Radiated Electromagnetic Emission 
Measurements, Berquist A.P. and Bennett W.S. , EMC/ESD Symposium, Denver, U.S.A. pp 
211-217, 1992. 

[A.7] EMC Antenna Calibration and the Design of an Open-Field Site, Salter M.J. and Alexander M.J., 
Meas. Sci. Technol., 2, pp 510-519, 1991. 

[A.8] Calibration of Antennas used for Radiated Emission Measurements in Electromagnetic 
Interference (EMI) Control, ANSI Standard C63.5, 1988. 

 

 21 285



付則 B 
(情報) 

 

試験アンテナ 
 

B.1に試験アンテナの例を提示する｡また、B.2では、バラン特性の決定方法として、Sパラメータ

測定法と注入測定法（4.3.2.6に記載）について述べる。 
 

B.1 試験アンテナの例 
[B.1]*に記載されている試験アンテナの例を図 B.1に示す。アンテナのバランは、次のとおり構成

する。 
a) 180°3dBハイブリッド・カプラの和ポート(∑) は、常時、特性負荷インピーダンス(50Ωと仮定

する)で終端する。また、差ポート(Δ)は、アンテナの入出力ポートである。 
b)セミリジッド同軸ケーブルを、高品質コネクタ、例えばSMAコネクタを介して、ハイブリッド・

カプラの平衡ポートAおよびBに接続する。そのケーブル長は約 1 mで、この長さは、アンテナエ

レメントにおける支柱やカプラからの反射波の影響を低減するのに役立つ。 
c)セミリジッド同軸ケーブルについているフェライトビーズ(F)は、バランおよび接続アンテナケー

ブルに誘導するコモンモード電流を抑制する。 
d)セミリジッド同軸ケーブルの出力端にある 3 dB減衰器は、インピーダンス安定器や整合用パッド

(M)として機能しており、SMAコネクタを介してアンテナエレメントに接続されている。これら

のコネクタは、4.4.4および付則Cに示すAおよびBポート(CおよびDポート)に対応する。これらの

コネクタの外部導体は、アンテナエレメント付近で電気的に接続する。この接続点は、Sパラメ

ータ測定の際にバランの基準点となる｡ 
 

上述のバランは、有用なバランの一例である。別の形式のバランも同様に使用しても良い。但し、

どのバランも、4.3.2の要求事項を満足すること｡ 
 

アンテナエレメントの長さは、バランに取り付た状態で、4.3.2.2に示す試験アンテナの長さLa(f)
を満たすこと(La(f)の計算については C.1.1を参照)。表C.1では、周波数180MHz未満において、ア

ンテナエレメントの直径を 10 mmとしている。これによって、比較的長いアンテナでも良好な機械

的強度を保つことができる。周波数180MHz以上では、直径は 3mmで充分である。周波数60MHz未
満では、エレメントは伸縮型でも、固定長型でもよい｡(付則D参照)。 
 

                                                  
* 鍵括弧内は、B.3 の参考文献を示す｡ 
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B.2 バラン特性の決定 
B.2.1 理想的な無損失バラン 

無損失の理想的なバランは、三つのポートがそれぞれ特性インピーダンスで終端されている場合

(図B.2参照)、AおよびBポートの信号は、同振幅で正確に180°の位相差を持つ。この場合、いずれ

のポートも入力信号に対して無反射で、かつポート2の入力信号はポート3に出力されない(逆も同

様)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注 バランはハイブリッド回路（同軸端子付き） 

図B.1 試験アンテナの例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ネットワークアナライザ

 

図B.2  S11、S21の測定図（S22およびS12の測定では、発生器および負荷を置き換える。この図

では、代わりにスイッチを用いている） 
 
 

Sパラメータを測定するための基本設定を、図B.2に示す。バランの不平衡ポートを”1”とし、平衡

ポートを”2”および”3”とする。 
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三つのポートの特性インピーダンスは、それぞれ50Ωとする(4.3.2.5参照)。図B.1に対して、図B.2
の四角い箱"バラン"には、図B.1のカプラ、ケーブル他を含む。図B.1のハイブリッド・カプラの∑ポ

ートは、特性インピーダンスで常に終端しておくこと。 
 

Sパラメータは、図B.2のa1又はa2で示す入射波と、b1およびb2で示す散乱波の関係を示す。入射

信号および散乱信号は、方向性結合器(D)を有するネットワークアナライザで測定する。変数S11= 
b1/a1およびS21=b2/a1 (条件a2=0で)は、ポート3を50Ωで終端して測定する。信号発生器および負荷

を交換(両スイッチの位置を変えて)すると、測定値は、S22=b2/a2およびS12=b1/a2 (条件a1=Oで)が
得られる。同様に、ポート2に50Ω負荷を接続し、ポート1および3の間を測定すると、S11および

S31、S13およびS33が得られる。最後に、50Ω負荷をポート1に接続し、ポート2および3の間を測定

するとS22およびS32、S23およびS33が得られる。 
 

理想的なバランのSパラメータ・マトリックスを次の式で示す。 
 
 
                                                  (B.1) 
 
 

各ポートでの反射がないので、このSマトリックスにおいて、S11=S22=S33=0となる。完全に平衡

であるため 21SS 2112 == 、および 21SS 3113 −== となる(このバランは無損失のため、絶対値は 21
に等しい)。また、位相差は正確に180°である(マイナス記号で表示した)。さらに、ポート2および3
の間は完全に分離されているので、S23=S32=0となる｡ 
 

B.2.2 バラン特性およびSパラメータの関係 
Sマトリックスを、インピーダンス・マトリックスに変換でき、これによって、バランの入出力電

流と電圧の関係が得られる。ポート1を特性インピーダンスで終端し、かつ、ポート2および3だけを

考慮すれば、次の式となる([B.2]参照) 。 
 
 
 
 

（B.2） 
 
 
 
 

よって、インピーダンスZAB (4.3.2.5a)参照)は、次の式で示される。 
 
 

(B.3) 
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なお、測定値ZABは、SAcの計算に必要である(付則C参照)。同様に、計算に必要な別のバランのイ

ンピーダンスZCDを求める。 

 

次の式が成り立てば、VSWRは4.3.2.5 a)および表2を満足する 

 

     ,10.1
1
1

<
Γ−

Γ+
ここで、 100

100
+
−

=Γ
AB

AB

Z
Z

              (B.4) 

 

注 ハイブリッド・カプラ自体が(B.4)の式を満足しない場合、非常に低いVSWRの整合減衰器を使えば、VSWRを下

げることができる｡ 

 

実際のバランの平衡度および位相差は、以下の式を用いて、検証する 

 

(B.5) 

 

次の式が成り立てば、振幅平衡度は、4.3.2.5 b)および表2を満足する。 

 

0.95 < rb < 1.05                             (B.6) 

 

次の式が成り立てば、位相差は、4.3.2.5c)および表2を満足する。 

 

 (B.7) 

 

実際のバランの分離度は、S23およびS32の実測値を用いて検証する。次の式が成り立てば、

4.3.2.5の注4を満足する。 

 

｜S23｜=｜S23｜< 0.05                            (B.8) 

 

実際のバラン損失の影響は、CALTS適合性確認手順の基準電圧Urの測定によって相殺される。図

B.1のバラン例では、バラン損失は主として3dB整合パッドに起因する。 
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B.2.3 挿入損失の測定 
図B.3および図B.4に示した挿入損失測定を実施することにより、4.3.2.5 b)および4.3.2.5 c)のバラ

ン仕様に関する検証を行うことができる｡その結果から、いわゆるバランの不平衡除去特性(BUR)を
決定できる。 
 
 

バラン２ バラン１  
 
 
 
 
 
 
 

図B.3 挿入損失A1(f)測定法の概略図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

バラン Ｔ分岐 

図B.4 挿入損失A2(f)測定法の概略図 
 
 

この測定では、 4.4.4.1のとおり、平衡ポート同士を接続した二つの同一バランの挿入損A1(f)の測

定、および一つのバランの平衡ポート2および3 (図B.4も参照)を並列接続した場合の挿入損失A2(f)の
測定を行う。バランの不平衡除去特性は、コモンモード除去特性とも呼ばれるが、A1に及ぼす二つ

のバランの影響が等しいと仮定すると、デシベル表示で以下の式で表される。 
 

BUR(f) ＝ A2(f) - A1(f)／2 (dB)   (B.9) 
 
 

BUR > 28 dBであれば、バランは、前述の節および表２に示す許容範囲を満足していることにな

る。 
 

初めの挿入損失測定では、まず、バランの周波数帯域にわたって周波数ごとに基準電圧Ur1(f)を測

定する。すなわち、二つのバランが無い状態で、図B.3に示す接続端子1、3と2、4の間を短絡させ、

回路の電圧を測定する。次に、平衡ポートを互いに接続した二つのバランを挿入し、電圧U1(f)を測
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定する(図B.3参照)。これらの測定によって、A1(f)は次式で得られる。 

 
(dB)

)(
)(log20)(

1

1
101 ⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=

fU
fUfA r

(B.10) 

 

2番目の挿入損失測定では、まず、バランの周波数帯域にわたって周波数ごとに基準電圧Ur2(f)を測

定する。すなわち、Tコネクタとバランが無い状態で、図B.4に示す接続端子1、3と2、4の間を短絡

させ、回路の電圧を測定する。次に、Tコネクタおよび被測定バランを回路に挿入して電圧U2a(f)を
測定する。この場合、ポート2、3は同軸型平衡Tコネクタで接続する。但し、このTコネクタはセミ

リジッドケーブルで構成され、そのc-dおよびc-e間の電気長は等しくする(完全に機械的に対称)。こ

の測定では、dをポート2に、eをポート3に接続する。図B.4にMで示す6dB減衰整合パッドは、定在

波の影響を低減するために付加されている。 

 

測定系の非対称性等によって生じる誤差を低減するために、バランおよびT接合器の接続を逆にし

て、後者の測定を繰り返す。すなわち、dをポート3に、eをポート2に接続する。この測定で電圧U2ｂ

(f)を得る。これより、A2(f)は次式で得られる。 

 

{ } (dB)
)(),(max

log20)(
22

2
102 ⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=

fUfU
UfA

ba

r
(B.10) 

 

 

理想的なバランでは、すべての周波数においてA2(f) = ∞ dBとなる. 

 

注 このTコネクタおよび6dB減衰器の代わりに、較正済みの6dB電力分配器を使用してもよい。その場合、分配器に

よる減衰をBURの計算で考慮すること。 
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付則C 
(情報) 

 

アンテナ及びサイトアッテネーションの理論 
 

C.1 理論式 
 この節では、線状アンテナ(図C.1.1)の全長La(f)及びサイトアッテネーションSAc (C.1.2)の計算法

について述べる。解析モデルでは、送信アンテナと受信アンテナ、さらに反射面によるそれらの鏡像

間の相互結合を考慮に入れている。また、受信アンテナに沿った実際の電磁界分布を考慮し、受信ア

ンテナに入射する電磁波は平面波であるとは仮定しない。但し、線状アンテナの電流分布は正弦波状

であるということのみを仮定する。 
 

 ここで示す理論式によって計算されるSAc値は、長さLaで、充分に細い線状アンテナについて正確

に数値計算したSAc値の±0.01 dB以内に収まっている。この規格において、充分に細いとは、ワイ

ヤアンテナの半径Rweが、次の条件を満たすことである[C.1]＊。 
 

)ln(230
we

a

R
L

＝但し αα ≥  

  

半波長ダイポールアンテナ(La=λ0/2)については、この条件式は、次式となる。 
 

α

λ
α

e
Rwe

2
30 0＝但し≥   (C.1) 

 

 数値計算例と測定不確かさの考察をC.1.3に示す。 
 

C.1.1 試験アンテナの全長 
 定義により、試験アンテナ、すなわち自由空間共振ダイポールアンテナの周波数fにおける全長

La(f)は、次式を解くことにより求まる。 
 

Xa(f, Rwe)=0                                (C.2) 
 

ここで 
Xa(f、Rwe)は、境界のない媒体、すなわち自由空間において電波を放射しているダイポールアンテ

ナのインピーダンスの虚数部である。 
Rweは線状エレメントの半径であり、その値は長さ方向に一定で(非伸縮型のエレメント)、Laより充

分に小さいと仮定する。 

                                                  
＊ 鍵括弧内の文字は, C.3 の参考文献を示す｡ 
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給電点の間隙Wgは、無限小と仮定する。Xaは、次の式から得られる([C.2]参照) 。 
 

 (C.3) 
 
 

ここで、η = 377 Ω、k = 2Π/λ0 、λ0は真空中の波長である。 
 

Si(x)、 Ci(x)は以下の式で与えられる。 
 
 

(C.4a) 
 

(C.4a) 
 
 

(C.5a) 
 
 
 

 これらの値は、以下の式によって十分正確に計算できる[C.3]。 
 
 

(C.5b) 
 
 

(C.5c) 
 
 

但し、    a1=7.241163 b1=9.068580 c1=7.547478 d1=12.723684 
a2=2.463936 b2=7.157433 c2=1.564072 d2=15.723606 

 

 表C.1に示すLa(f)の値は、式(C.3)から(C.5)を用いて式(C.2)によって得られたものである。 
 

C.1.2 サイトアッテネーションの理論値 
 サイトアッテネーション(SA)は、回路網モデルを用いて計算する[C.4] (図C.1参照)。無線周波信号

発生器は、送信アンテナのバランにある給電端子A及びBに信号を供給する。受信アンテナの給電端

子C及びDに発生する信号は、測定用受信機のインピーダンスZrの両端で測定する。ケーブル及びバ

ランは、T型回路網により表示される。 
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信号 
発生器

ケーブル バラン サイト バラン ケーブル 受信機 

 
 
 
 
 
 

図C.1 SA計算用の回路網モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図C.2 図C.1の回路網の等価回路 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

バラン バラン 

 

図C.3 反射面上のアンテナ及びそれらの鏡像アンテナ間の相互結合、給電端子電圧 
並びにアンテナ電流の定義 

 

 基準電圧Ur1(f)及びUr2(f)(4.4.4.1及び4.4.4.4参照)を測定する際は、給電端子A及びCを、無視できる

くらいのインピーダンスを持つ短い導体で相互に接続する。同様に、B及びDも相互に接続する。線

状エレメントを給電端子(ABまたはCD)に接続し、指定の位置に設置して行うUs(f)(4.4.4.3参照)の測

定に関しては、信号伝送に与える試験場の影響を、図C.1に示すポートAB及びCDを持つT回路網によ

って表すことができる。 
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 図C.1の回路を簡略化したものが図C.2である。但し、ZAB及びZCDは平衡ポートインピーダンスの

測定値である(付則B参照)。図C.2の回路から、基準電圧UCD,r (従って、Z1=Z2=0 及びZ3 =∞)は次式

で与えられる。 
 

(C.6) 
 

 また、 UCD,sは次式で与えられる。 
 

(C.7) 
 
 

 従って、サイトアッテネーションSAcは、次の式で計算される。 
 

(C.8) 
 
 

 次の段階は、インピーダンスZ1、Z2及びZ3を図C.3に描いた実際の状況、すなわち、反射面上に2
本の試験アンテナがある状況と関連づけることである。 
 

 送信ポート1 (給電端子A及びB)と受信ポート2 (給電端子C及びD)の間の信号伝送は、アンテナとそ

の鏡像アンテナ間の種々の結合の影響を受ける。図C.3では、この影響を伝達インピーダンスZnm(n, 
m: 1から4の値、n≠m)で示す。 
 

 端子電圧UAB及びUCDは、形式的に、図C.3の４本のアンテナのアンテナ電流l1 からl4を用いて次の

式で得られる。 
 

(C.9) 
 
 

 理想的な反射面で、アンテナが水平かつ互いに平行に配置された場合、I3=ρI1及びI4=ρI2となる。

ここで、ρ=r･exp(iΦ  は、導電面の複素反射係数である。ここでρ=-1である。さらに、相反定理に

より、Z12=Z21及びZ23=Z14である。したがって、式(C.9)は、次のように変形できる。 
 

 
(C.10) 

 

 図C.2の回路から、次の式になる。 
 
 

(C.11) 
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 さらに、式(C.10)と比較すれば、次の式が得られる。 
 
 
 

 よって、式(C.8)は次のように表せる。 
 

(C.12) 
 
 

 式(C.9)のZll及びZ22は、自由空間に放射するワイヤアンテナの入力インピーダンスであり、したが

って反射面はない状況のものである。これらのインピーダンスの虚数部は、X11=X22=Xaとして、

(C.3)式から計算できる。実数部は、R11=R22=Raとして、次の式から求められる。 
 
 
 
 
 

(C.13) 
 
 

 相互インピーダンスZ12、Z13、Z14、及びZ24は、ローレンツの相反定理[C.1, C.2]を利用して計算で

きる。この計算法では、線状アンテナに沿った実際の電磁界を考慮している。従って、受信アンテナ

に到来する電磁波を平面波と仮定する必要はない。唯一の仮定は、線状エレメント上の電流分布が、

正弦波状であることである。この仮定は、 2)( 0λ≈fLa 、かつ、Rweが式(C.1)の条件を満たすな

ら、妥当なものである。 
 

Znm=Rnm + jXnm (n=1,･･･,4  m=1,･･･,4, n≠ m)と置くと、実数部分Rnmは以下のように表され

る。 
 

 
 
 

(C.14) 
 
 

かつ、虚数部分は次式によって得られる。 
 
 
 

 
(C.15) 
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ここでrnmは、アンテナnとm間の距離である。 
 
 
 
 

(C.16) 
 
 
 
 
 
 

 式(C.12)の中の全てのインピーダンスが分かっているので、4.5.3.1項で要求されるSAcは、この式

によって計算することができる。すなわち、ZAB及びZCDは実測値(付則B参照)、その他のインピーダ

ンスは式(C.3)及び(C.13)から(C.16)によって得られる計算値。同じ式が、任意の周波数でのSAc(hr)
の計算に使用できるので、4.5.3.2項で必要とされるhr,max(fs)を決定することや、4.5.2.2項及び4.5.3.2
項で必要な測定不確かさΔSAt及びΔhr,maxを計算することができる。 
 

C.1.3 数値計算の例 
 

 数値計算結果の例として、表C.1にLa及びSAc、表C.2にΔSAc、表C.3にhrc及びΔht、表C.4にfc及
びΔftの計算結果を示す。 
 

 すべての計算において、受信アンテナ及び送信アンテナの地上高、アンテナ中心間の水平距離及び

周波数については、4.4項で規定した値を用いている。測定不確かさの計算では4.5.2.1項に示した許

容偏差を用いている。 
 

 線状アンテナの半径は、周波数 30MHz≦ f<180MHzにおいて Rwe=5.0mm、 180MHz≦ f ≦ 
1000MHzにおいて、Rwe=1.5mmと仮定した。 
 

C.1.3.1 La及びSAcの計算(表C.1) 
 

 アンテナ長La(f)は、式(C.2)を用いて計算した。SAc(f)の値は(C.13)から(C.16)を用いて計算した。

但し、平衡ポートインピーダンス(100 +j0) Ωを持つ理想的なバランと、理想的な反射面、すなわち 
ρ=-1を仮定した。 
 

C.1.3.2 ΔSAtの計算(表C.2) 
 95%信頼度の測定不確かさΔSAt (4.5.2.2)は、次の式を用いて計算した([C.6]参照)。 
 
 
 

（C.17） 
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 但し、変数ΔSAcは一様確率分布に従うと仮定し、かつ、（ p= ）9個の変数：hr、ht、d、f、
ZAB、ZCD、La、Ab、及びΦbに関する不確かさを考慮した(表2も参照)。 

 

 初めの6個の変数についてΔSAcは次の式から計算できる。 
 

 { }[ ] )6,,2,1()()( L=Δ±−= ipipiSASAAbsMaxiSA cc      (C.18) 
 

ここで、SAc は、C.1.3.1で計算したサイトアッテネーションの公称値である。 
SA(pi+Δpi)及びSA(pi-Δpi)は、それぞれ変数pから許容偏差Δpだけ加減して計算したサイトアッテ

ネーションの値である。 
 

 表2に示したΔhr、Δht、Δd及びΔfによって生じるΔSAcの計算結果を、表C.2の列3から列6に示

す。 
 
注 Δfの影響を計算する場合、アンテナ長Laは一定とし、公称周波数におけるLaに等しいとした。 

 

表C.1 数値計算例、La、 SAcの計算(C.1.3.1項 参照) 

Rwe La SAc f hr Rwe La SACf hr

MHz m mm m dB MHｚ m mm m dB 
30 4.00 5.00 4.803 21.03 160 2.00 5.00 0.885 26.44 
35 4.00 5.00 4.112 20.95 180 2.00 1.50 0.797 27.52 
40 4.00 5.00 3.594 20.60 200 2.00 1.50 0.716 29.37 
45 4.00 5.00 3.192 20.70 250 1.50 1.50 0.572 30.43 
50 4.00 5.00 2.870 21.12 300 1.50 1.50 0.476 32.47 
60 4.00 5.00 2.388 22.13 400 1.20 1.50 0.355 34.90 
70 4.00 5.00 2.043 21.76 500 2.30 1.50 0.283 37.02 
80 4.00 5.00 1.785 20.93 600 2.00 1.50 0.236 38.35 
90 4.00 5.00 1.585 21.49 700 1.70 1.50 0.201 39.59 

100 4.00 5.00 1.425 22.97 800 1.50 1.50 0.176 40.91 
120 4.00 5.00 1.185 25.16 900 1.30 1.50 0.156 41.84 
140 2.00 5.00 1.013 27.20 1000 1.20 1.50 0.140 42.71 

 
 

 インピーダンスZAB及びZCDに関しては、表2に最大VSWR=1.10が規定されている。従って、この

計算例では、これら２つのインピーダンスは、インピーダンス平面において、円形(中心はp=(100±
j0Ω)、半径Δp =9.5Ω)の境界線を描くことを意味している。検討結果によれば、p= (100±Δp+j0)及
びp= (100±j Δp)を単に計算するだけで充分である。ΔSAcの計算結果を、表C.2の列7及び列8に示

す。列7及び列8のΔSAc値は、hr = htのとき、等しくなる。 
 

 La､ Ab、Φbの不確かさによるΔSAcの値は、C.2に示した数値計算によって見積ることができ

る。その結果、ΔSAc(La) < 0.03 dB及びΔSAc(Ab, Φb) < 0.03 dBとなることが分かる。 
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 表C.2の列9に、その前6つの列のΔSAc値の二乗和平方根(RSS)値ΔSA∑ = √[∑{ΔSA(i)}]を示

す。列10の95 %信頼度の値は、列9のデータの2/√3倍である (式(C.17)参照)。ΔSAtの95%信頼度の

値は、次式で表される。 

),()()(%)95( 22
6

1

2
3

2 bAbSAcLaSAciSAcCLSA
i

t φΔ+Δ+
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

Δ==Δ ∑
=

       (C.19)  

 

 ΔSAc(La) = 0.03 dB及びΔSAc(Ab, Φb) = 0.03 dBと仮定すると、 列11のΔSAtが得られる。こ

の例では、最大値はΔSAt = 0.19 dB (80 MHzのとき)となる。これが、4.5.3.1に記載の値ΔSAt = 
0.20 dBの根拠である。 

 

表C.2  ΔSAtの数値計算例(C.1.3.2参照) 
 

RSS 95% 95%Δhr Δhr Δd Δf ΔZAB ΔZCDSAc 周波数 
ΔSAc ΔSAc ΔSAc ΔSAcΔSAc ΔSAc ΔSAΣ ΔSAΣ ΔSAt

MHz dB dB dB dB dB dB dB dB dB dB 
30 21.03 0.023 0.018 0.056 0.03 0.110 0.026 0.13 0.15 0.16
35 20.95 0.028 0.020 0.05 0.007 0.080 0.057 0.12 0.13 0.14
40 20.60 0.025 0.024 0.054 0.005 0.059 0.105 0.14 0.16 0.16
45 20.70 0.013 0.028 0.055 0.013 0.036 0.121 0.14 0.16 0.17
50 21.12 0.001 0.033 0.048 0.016 0.010 0.106 0.12 0.14 0.15
60 22.13 0.002 0.044 0.051 0.005 0.027 0.049 0.09 0.10 0.11
70 21.76 0.019 0.050 0.050 0.038 0.061 0.058 0.12 0.14 0.14
80 20.93 0.014 0.041 0.038 0.039 0.104 0.098 0.16 0.18 0.19
90 21.49 0.011 0.012 0.035 0.011 0.121 0.084 0.15 0.18 0.18

100 22.97 0.007 0.021 0.036 0.027 0.106 0.056 0.13 0.15 0.15
120 25.16 0.008 0.039 0.012 0.018 0.051 0.092 0.12 0.13 0.14
140 27.20 0.043 0.043 0.047 0.029 0.055 0.055 0.11 0.13 0.14
160 26.44 0.030 0.032 0.046 0.023 0.097 0.097 0.15 0.18 0.18
180 27.52 0.021 0.021 0.039 0.029 0.086 0.086 0.13 0.16 0.16
200 29.37 0.015 0.015 0.029 0.017 0.057 0.057 0.09 0.10 0.11
250 30.43 0.035 0.019 0.038 0.027 0.089 0.072 0.13 0.15 0.15
300 32.47 0.010 0.008 0.016 0.020 0.075 0.076 0.11 0.13 0.13
400 34.90 0.042 0.054 0.008 0.016 0.084 0.092 0.14 0.16 0.17
500 37.02 0.005 0.006 0.047 0.009 0.068 0.069 0.11 0.12 0.13
600 38.35 0.000 0.004 0.013 0.012 0.075 0.075 0.11 0.12 0.13
700 39.59 0.002 0.046 0.017 0.008 0.080 0.072 0.12 0.14 0.14
800 40.91 0.004 0.051 0.008 0.009 0.071 0.075 0.12 0.13 0.14
900 41.84 0.005 0.018 0.025 0.009 0.075 0.068 0.11 0.12 0.13

1000 42.71 0.011 0.062 0.004 0.010 0.079 0.075 0.13 0.15 0.15
ΔSA(dB) 
最大値 

0.043 0.062 0.056 0.039 0.121 0.121 0.16 0.18 0.19

注 この表の最終行に各列の最大値を示す。列3から列8の小数点以下3桁目は実質的な意味を持たない

が、比較のために示したものである。 
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C.1.3.3 hrc及びhrtの計算(表C.3) 
 この項では、4.4.3.2 a)項及び4.4.5項に規定されたhr,max(fs)について述べる。この値は、hr を1 m
から増加させてSAを求め、最初のシャープな最大値を捜すことにより得られる。シャープな最大値

は、受信アンテナでの直接波及び反射波が相殺することによって得られるので、注意して探すこと。

4.4.3.2 a)項に規定された周波数でのhrc(4.5.3.2参照)の結果を、表C.3に示す。 
 

 また、表C.3には測定不確かさの計算結果Δhr,maxを示しており、これは、C.1.3.2と同様な手法

で、表2に示す許容偏差を用いて計算したものである。hr,maxについては、許容偏差Δht、Δd及びΔf
だけが顕著な影響を与える。Δhrtの最大値(CL=95%)は0.02mである。これが、 4.5.2.5項に記載し

た値0.025mの根拠である。 
 

表C.3 hrc及びΔhrtの数値計算例(C.1.3.3参照) 

周波数 Δht Δd Δf RSS 95% 
MHz Δhrc Δhrc Δhrc Δhrc∑ Δhrt 

4.4.3.2a) 

hrc 
 

m m m m m m 
300 2.630 0.014 0.010 0.004 0.017 0.020 
600 1.284 0.006 0.005 0.005 0.010 0.011 
900 1.723 0.008 0.009 0.002 0.013 0.015 

最大値 - 0.014 0.010 0.005 0.017 0.020 
 
 

C.1.3.4 fc及びΔftの計算(表C.4) 
 

 この項では、 4.4.3.2 b)項及び4.4.6項に指定されているfmax(hr、fs) について述べる。この値は、

(hr, fs)の規定値に関してSAの最大値を捜すことによって得られる。シャープな最大値は、受信アン

テナでの直接波及び反射波が相殺することによって得られるので、注意して探すこと。4.4.3.2 b)項
に規定する組合せに関するfcの結果(4.5.3.3項 参照)を、表C.4に示す。 
 

表C.4 fc及びΔftの数値計算例(C.1.3.4参照) 

周波数/ fc Δhr Δht Δd RSS 95% 
地上高 
MHz/m 

4.4.3.2 b) 

 
MHz 

 
Δfc/fc 

 
Δfc/fc

 
Δfc/fc 

 
Δfc∑/fc 

 
Δft/fc 

300/2.65 297.4 0.004 0.006 0.005 0.009 0.010 
600/1.30 592.6 0.008 0.005 0.004 0.010 0.012 
900/1.70 912.1 0.006 0.005 0.004 0.009 0.010 
最大値 - 0.008 0.006 0.005 0.010 0.012 

 

 また、表C.4には測定不確かさ計算結果Δft/fcを示しており、これは、C.1.3.2と同様な手法で、表2
に示す許容偏差を用いて計算したものである。fmaxについては、許容偏差Δhr、Δht、及びΔdだけ

が顕著な影響を与える。Δftの最大値(CL = 95 %)は0.012fcである。これが、4.5.2.7項に記載した値

0.015 fcの根拠である。 
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C.2 数値の計算 
 

 この項では、アンテナインピーダンス、全アンテナ長及びサイトアッテネーションの最小値に関す

る代替計算手法を提供する。この手法は、モーメント法に基づく入手可能な計算プログラムを用いる

ものであり、PCで利用することができる。そのプログラムの例としては、MININEC[C.6、C.7]があ

る。この方法では、線状エレメントの電流に関して、正弦波状の分布を仮定しない。 
 

 このプログラムにおいては、アンテナは、解析のためにセグメントに分割された複数の直線導体で

表される。正確な結果を得るためには、セグメントは波長に対して長すぎたり短すぎたりしないこと

が重要である。また、セグメント長は、セグメントの直径を超える長さであることが重要である。半

波長につき約30セグメントが良い結果を与える。 
 

 セグメントの分割が適切であることを確認するために、セグメント数を増加してインピーダンス及

び電流の計算値の収束性を調べることが望ましい。このプログラムでは、計算モデルに、無限大の完

全金属基準面を含むことができる。また、導体の１点に電圧を印加したり、導体の１点に集中負荷イ

ンピーダンスを装荷したりすることができる。 
 

C.2.1 アンテナ入力インピーダンス 
 給電点におけるアンテナ入力インピーダンスZaは、プログラム出力から読み取ることができる。 
 

C.2.2 試験アンテナの全長 
 アンテナの長さは、開放空間において共振する(すなわち、入力リアクタンスがゼロとなる)よう

に、反復手法によって定めること。まず、長さを半波長としてプログラムを動作させ入力リアクタン

スを求める。もし、入力リアクタンスが正であれば、アンテナ長を短くし、負であれば、逆にアンテ

ナ長を長くして、プログラムを再度動作させ、そのアンテナの入力リアクタンスを求める。 
 

 このように、アンテナ長を変更し、アンテナ入力リアクタンスを求める計算は、入力リアクタンス

の大きさが1Ω未満になるまで繰り返す。その結果、アンテナ長は正確な値になる。 
 

C.2.3 サイトアッテネーションの理論値 
 モーメント法のプログラムには、無限大の完全導体面上の二つの線状導体の配置や寸法が入力され

る。二つの導体は、正確な高さ及び間隔に配置する。送信アンテナを表す導体の中心に電圧Uf = 1 + 
j0 [V]を給電し、かつ、受信アンテナの導体にはZCD (受信機及び受信アンテナのケーブル及びバラン

を縦続接続したものの入力インピーダンス。図C.2参照) に等しい負荷を接続する。プログラム出力

の求めるべきパラメータは、送信アンテナの入力インピーダンス及び負荷電流の振幅である。 
 

 サイトアッテネーションは次の式で示される。 
 

(C.20) 
 

ここで、 

I2 は、負荷電流(図C.2参照)  
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Za は、送信アンテナの入力インピーダンス(図C.2.1参照)  

ZAB は、バラン、送信アンテナのケーブル及び信号発生器を縦続接続したものの入力インピー

ダンス 

ZCD   は、バラン、受信アンテナのケーブル及び受信機を縦続接続したものの入力インピーダン

ス(図C.2参照)。 

 

 上記の式によってサイトアッテネーションの最小値を求めることができる。但し、この式は、基準

電圧を求める際に、２つのバランの平衡ポートを直接的に相互接続する場合にのみ適用できる。その

代わりに、信号発生器及び受信機のケーブルを直接的に相互接続する場合には、バランのSパラメー

タの測定値をサイトアッテネーションの計算に入力すること。 
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付則 D 
(情報) 

 

妥当性確認手順のチェックリスト 
 

表D.1 CALTS妥当性確認報告書に記載すべき項目 
4.6.2 
参照 項目 備考 

a 一般情報  
a1 CALTS場所の住所。  
a2 CALTS所有者の住所、電話/ファックス番号。  
a3 CALTS妥当性確認報告書に責任がある者/組織の

住所、電話/ファックス番号 
a2に同じこともある。

a4 CALTS妥当性確認を実施した者/組織の住所、電

話/ファックス番号。 
a2および又はa3に同じ

こともある。 
a5 a2、a3およびa4に記載の者/組織の署名。  
a6 

CALTS適合性に用いるCALTS構成および補助部

分の一般的内容。 

写真、図面、部品番号

を使い、説明を容易に

する。 
a7 CALTS妥当性確認の完了日および妥当性確認報

告書の発行日の日付。 
 

b 適合評価  
b1 適合評価の結果。  
b2 現行CALTS妥当性確認の有効期間の決定。  

 b3 制約条件および構成の記載。 
 試験アンテナ c 

c1 計算可能なアンテナの記載。 型名、部品番号。 

c2 使用する規定仕様への適合性の確認。 4.3.2および表２の値と

の比較。 
c3 使用する特性インピーダンスの記載。 4.3.2.7参照。 
d 試験設定  
d1 試験配置の詳細説明。  

d2 
使用する規定仕様への適合性の確認。 4.4.2および表２の値と

の比較。 
e 測定  
e1 可能ならば指定周波数からの偏差の理由を記載。 4.4.3.3参照。 
e2 4.4.4および表１に従ったSA測定結果、並びにSA

不確かさの決定。 
4.4.3.1および4.4.4参
照。 

e3 アンテナ地上高走査測定又は周波数走査測定およ

び不確かさのいずれかの結果。 
4.4.3.2および4.4.5又は

4.4.6参照。 
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4.6.2 
参照 

項目 備考 

f 4.5.2参照。 サイトアッテネーションおよび許容偏差の計算

f1 SA基準、および最大SAのための地上高基準又

は周波数基準のいずれかの計算方法の詳細。 
参照：付則C又は数

値手法。 
f2  理論上のSA基準、および地上高基準又は周波

数基準のいずれかを決定する。 
f3 式 (3)および (4)又は

(5)。 
すべての測定不確かさを、表２のデフォルト値

を用い決定する。表２と異なる場合はその計算

値を決定する。 
g 適合性基準計算方法 4.5.3参照。 
g1  SAおよびアンテナ地上高又は周波数のいずれ

かの計算値および測定値の絶対値を決定する。

g2  SAおよびアンテナ地上高又は周波数のいずれ

かの許容偏差と測定不確かさとの差を決定す

る。 
g3  式(6)および(7)又は(8)を使い、適合性を確認す

る。 
h  適合性の最終申告 
h1 bを引用する。 結果、有効期間を考慮した適合宣言、制約条件

および構成に関しまとめる。 
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諮問第３号 

「国際無線障害特別委員会（CISPR）の諸規格について」 

のうち 

「音声及びテレビジョン放送受信機並びに関連機器の 

無線妨害波特性の許容値及び測定法」 
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音声及びテレビジョン放送受信機並びに関連機器の 

無線妨害波特性の許容値及び測定法 
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総論 

 
 この規格は、2006 年に第 4.2 版として発行された CISPR 13「音声及びテレビジョン放送受信機並

びに関連機器の無線妨害波特性の許容値及び測定法」に準拠するものである。 
 
 
１．適用範囲及び目的 
 
 この規格は、放送波及び類似の伝送波を受信するための音声及びテレビジョン放送受信機並びに関

連機器からの電磁エネルギーの発生に対して適用する。対象となる周波数範囲は、150 kHz～18 GHz
である。 
 
 許容値を規定していない周波数における測定は、必要としない。 
 
 共同受信用の受信システム、特に： 
 － ケーブル伝送ヘッドエンド（共用アンテナテレビジョン、CATV）； 
 － 共用受信システム（マスターアンテナテレビジョン、MATV） 
 については、IEC 60728-2 を適用する。 
 
 デジタル信号を使用する放送受信機は、付則 A 及び付則 B でカバーする。 
 

 情報技術装置(ITE)は、たとえテレビジョン放送受信機に接続することを意図しているとしても、除

外される。 

 
 通信ネットワークへの接続を意図する放送受信機の通信ポートには、2 項(3)の規格を適用する。 
 
 更に、通信ポートにおける測定は、測定中、通信機能から独立する放送受信機能を無効にして行う。 
 
 PC チューナカードは、この規格の関連条項に従い測定する。 
 
 この規格は、音声及びテレビジョン放送受信機並びに関連機器に適用する測定法を規定し、これら

機器からの妨害波を抑制するための許容値を示す。 
 
 この規格の異なる項及び／又は他の規格に同時に対象となる複合機能機器については、4.1 項に詳

細を示す。 
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２．引用規格等 
 
 次の規格等は、この規格で引用することにより、この規格の規定となる条項を含んでいる。これら

規格等は、改訂されることがあるため、最新版が適用できるか否かを検討することが必要である。 
 
(1) 情報通信審議会諮問第 3 号「国際無線障害特別委員会(CISPR)の諸規格について」のうち、 

「無線妨害波及びイミュニティ測定装置の技術的条件」について（平成 1９年度答申） 
第１部：無線妨害波及びイミュニティ測定装置」 

第１編：測定用受信機 (CISPR 16-1-1 第 2.1 版：2006) 
第２編：補助機器 － 伝導妨害波 (CISPR 16-1-2 第 1 版：2003、修正 1：2004) 
第３編：補助機器 － 妨害波電力 (CISPR 16-1-3 第 2.0 版：2004) 
第４編：補助機器 － 放射妨害波 (CISPR 16-1-4 第 2.0 版：2007) 
第５編：30 MHz － 1000 MHz の放射妨害波 (CISPR 16-1-5 第 1 版：2003) 

(2) 電気通信技術審議会諮問第３号「国際無線障害特別委員会(CISPR)の諸規格について」のうち、 
「無線妨害波及びイミュニティ測定法の技術的条件」について（平成 12 年度答申） 
「無線妨害波及びイミュニティ測定装置と測定法に関する規格、 

第２部：無線妨害波及びイミュニティ測定法 (CISPR 16-2：1996、修正 1：1999)」 
(3) 情報通信審議会諮問第３号「国際無線障害特別委員会(CISPR)の諸規格について」のうち、 

「情報技術装置からの無線妨害波特性の許容値と測定法」について（平成 1９年度答申） 
「情報技術装置からの無線妨害波特性の許容値と測定法 (CISPR 22 第 5.2 版：2006)」 

(4) JIS C 60050-161： 1997 EMC に関する IEV 用語 
(5) IEC 60728-2： テレビジョン及び音声信号のケーブル伝送システム －  

第２部：機器の電磁両立性 
(6) ITU-R 勧告 BT471-1： カラーバー信号の術語と解説 
 
 
３．定義及び略語 
 
3.1 定義 
 この規格のために、次の定義及び 2 項(4)に規定する定義を適用する。 
 
3.1.1 音声放送受信機 
 入力信号がデジタル又はアナログの何れかにかかわらず、地上、ケーブル及び人工衛星を用いた音

声その他の音響を送る放送及び類似の無線業務を受信するための装置 
 
3.1.2 テレビジョン放送受信機 
 入力信号がデジタル又はアナログの何れかにかかわらず、地上、ケーブル及び人工衛星からのテレ

ビジョン放送波及び類似の無線業務を受信するための装置。 
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3.1.3 関連機器 
 音声又はテレビジョン放送受信機に直接接続されるか、音声又は映像情報を発生若しくは再生する

ことを意図する機器。 
 

なお、 
(1) チューナは、衛星放送受信段及び復調器、デコーダ、デマルチプレクサ、D/A コンバータ、エン

コーダなどを備えていてもよい。 
(2) 周波数変換器は、衛星放送受信段及び信号を他の周波数帯域に変換する装置を備えていてもよい。 
(3) 受信機、チューナ又は周波数変換器は、受信周波数同調方式又は固定方式であってもよい。 
 
3.1.4 PC チューナカード 
 パーソナルコンピュータに挿入又はそれらに恒久的に組み込まれる音声放送受信カ－ド及びテレビ

ジョン放送受信カ－ド。 
 
3.1.5 個別受信向け家庭用衛星放送受信システムの屋外ユニット 
 アンテナ、フィーディングネットワーク及びダウンコンバ－タ付き低雑音増幅器から構成されるユ

ニット。中間周波増幅器及び復調器は含まれない。 
 
3.1.6 複合機能機器 
 例えばテレビジョン放送受信、音声放送受信、デジタル時計、テープレコーダ又はディスクプレー

ヤ、などの二つ以上の機能を同じユニット内に備えている機器。 
 
3.2 略語 
  AM   振幅変調 
  CATV  共用アンテナテレビジョン 
  CD   コンパクトディスク 
  FM   周波数変調 
  ITE   情報技術装置 
  ITU-R  国際電気通信連合 - 無線通信部門 
  LW, MW and SW 長波、中波及び短波 
  MATV  マスターアンテナテレビジョン 
  PC   パーソナルコンピュータ 
  RF   無線周波数 
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４．妨害波許容値 
 
4.1 一般事項 
 RF 妨害波レベルは、第 5 項で示す方法を用いて測定したとき、4.2 項から 4.7 項で示す許容値を超

えてはならない。隣り合う二つの周波数範囲の境界では、低い方の許容値を適用しなければならない。

量産品の少なくとも 80 %が、80 %の信頼度でこの許容値に適合することが要求される (第 6 項参照) 。 
 
 この規格の異なる項及び／又は他の規格に同時に対象となる複合機能機器は、機器内部の改造なし

で行うことができるならば、各機能毎に個別に働作させて試験しなければならない。従って、各機能

が関連する条項／規格の要求を満たした場合に、被試験機器が、すべての条項／規格の要求に適合し

ていると見なさなければならない。 
 
 各機能毎に個別に動作して試験することが実用的でない又は特定の機能の分離がその機器の主機能

を満たすことができなくなる機器においては、必要な機能を動作して関連する条項／規格の規定にそ

の機器が合致する場合は、その機器が、適合していると見なさなければならない。 
 
4.2 電源端子妨害波電圧 
 5.3 項に従って、測定を行わなければならない。 
 

表１ 電源端子妨害波電圧の許容値 
 

許容値 
dB(µV) 

機器の型式 周波数範囲 
MHz 

準尖頭値 平均値 

テレビジョン及び音声放送受信機

並びに関連機器 
0.15  ～  0.5 
0.5   ～  5 
5     ～ 30 

66 ～ 56 1)

56 
60 

56 ～ 46 1)

46 
50 

1) 周波数の対数とともに直線的に減少 

 
(1) 準尖頭値検波器を用いて測定したとき平均値検波器に対する許容値を満足するならば、平均値検

波器を用いる測定は許容値を満足しているものと見なす。 
(2) アンテナ入力の外側遮へい導体をアースに接続した状態及び接続しない状態で測定し、高い方の

値を採用する。 
(3) 文字放送受信機能を備えているテレビジョン放送受信機については、文字放送画像を用いて文字

放送受信状態で試験すべきである。 
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4.3 アンテナ端子妨害波電圧 
 5.4 項に従って、アンテナ端子電圧の測定を行わなければならない。 
 
 表 2 に示す許容値は、75 Ω の公称インピーダンスに対応するものである。 
 
 75 Ω 以外の公称インピーダンスをもつ受信機に対する許容値については、次の式に従って計算し

なくてはならない。 
 

L Z = L 75 + 10 log(Z/75) dB(µV) 
 
 

表２ アンテナ端子妨害波電圧の許容値 
 

機器の型式 発生源 周波数 
 

MHz 

許容値 
dB(µV) 75 Ω 
準尖頭値1)

≦1000 基本波 46 

 30 ～  950 高調波 46 

局部発振器 

950 ～ 2150 高調波 54 

30 MHz から 1 GHz のチャンネル

で動作するテレビジョン放送受信

機、ビデオレコーダ及びＰＣチュー

ナカード その他  30 ～ 2150  46 

950 ～ 2150 基本波 54 局部発振器 

950 ～ 2150 高調波 54 

放送衛星局の行うテレビジョン放

送受信機及びチューナユニット2)

その他  30 ～ 2150  46 

  ≦ 1000 基本波 54 

 30 ～  300 高調波 50 

局部発振器 

300 ～ 1000 高調波 52 

周波数変調方式による音声放送受

信機及びＰＣチューナカード 

その他  30 ～ 1000  46 

  ≦ 1000 基本波 66 
 30 ～  300 高調波 59 

局部発振器 
 
 300 ～ 1000 高調波 52 

周波数変調方式による音声放送受

信機(車載用) 

その他  30 ～ 1000  46 

RF 入力端子をもつ関連機器 その他 300 ～ 2150  46 

1) 1 GHz を超える周波数では、尖頭値検波器を使用する。 
2) チューナユニットの場合、「アンテナ端子」は「第 1 中間周波数入力端子」を意味する。 

 
長波、中波及び短波用の振幅変調方式による放送受信機には、許容値を適用しない。 
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4.4 RF 映像変調器を搭載又は付属した機器の RF 出力における希望信号及び妨害波電圧 
 5.5 項に従って、ビデオレコーダ及びデコーダのように RF 映像変調器を搭載又は付属した機器の、

RF 出力端子における希望信号及び妨害波電圧の測定を行わなければならない。RF 出力の公称インピ

ーダンスが 75 Ω と異なる場合、4.3 項に示した式によって、許容値を計算しなければならない。 
 
 

表３ RF 映像変調器をもつ機器の RF 出力端子における希望信号と妨害波電圧の許容値 
 

機器の型式 発生源 周波数 
MHz 

許容値 
dB(µV) 75 Ω 
準尖頭値 1)

 
 

音声並びに映像の搬送波周

波数及び 
両側波帯 76 

 30 ～  950 高調波 46 

希望信号 

950 ～ 2150 高調波 54 

RF 変調器をもつ機器(例：ビデオレ

コーダ、カムコーダ及びデコーダ) 

その他  30 ～ 2150  46 
1) 1GHzを超える周波数では、尖頭値検波器を使用する。 

 
 
4.5 妨害波電力 
 5.6 項に従って、測定を行わなければならない。 
 

表４ 妨害波電力の許容値 
 

許容値 
dB(pW) 

機器の型式 周波数範囲 
MHz 

準尖頭値 平均値 

関連機器(チューナをもつビデオレコー

ダは除く) 
30 ～ 300 45 ～ 55 1) 35 ～ 45 1)

1) 周波数とともに直線的に増加 

 
 準尖頭値検波器を用いて測定したとき平均値検波器に対する許容値を満足するならば、平均値検波

器を用いる測定は許容値を満足しているものと見なす。 
 

 6
313



4.6 放射妨害波 
 5.7 項に従って、局部発振器の基本波及び高調波並びにその他の発生源による妨害波電界強度の測

定を行わなければならない。 
 

表５ 3 m の距離における放射妨害波の許容値 
 

機器の型式 発生源 周波数 
 

MHz 

許容値 
dB(µV/m) 
準尖頭値 

  ≦ 1000 基本波 57 1)

 30 ～  300 高調波 52 
局部発振器 

 
300 ～ 1000 高調波 56 

30 ～  230  40 

テレビジョン放送受信機、ビデオレコ

ーダ及び PC チューナカード 

その他 
230 ～ 1000  47 

30 ～  230  40 
230 ～ 1000  47 

放送衛星局の行うテレビジョン放送

受信機及び放送衛星局の行う超短波

受信機(屋外ユニットを除く) 
赤外線リモートコントロールユニッ

ト及び赤外線ヘッドフォンシステム 

その他 
 

  

  ≦ 1000 基本波 60 
 30 ～ 300 高調波 52 

局部発振器 

300 ～ 1000 高調波 56 
30 ～  230  40 

周波数変調方式による音声放送受信

機及び PC チューナカード 

その他 
230 ～ 1000  47 

1) 中間周波数（アナログ放送用映像中間周波数；58.75 MHz、デジタル放送用中心周波数、57 MHz）を使用する

もので、受信周波数が 300 MHzを超えるものについては 70 dB(µV/m)、受信周波数が 90 MHz以上 300 MHz以下の

ものについては、200 MHz以上の周波数において 66 dB(µV/m) )を適用する。 

 

 
 
 車載用の音声放送受信機並びに長波、中波及び短波用の振幅変調による音声放送受信機には、放射

妨害波の許容値を適用しない。 
 テレビジョン放送の音声を受信できるものにあっては、その機能で動作するとき、“周波数変調方

式による音声放送受信機”として許容値を満足すること。 
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4.7 放射電力 
 5.8 項に従って、局部発振器の基本波及び高調波周波数の放射電力測定を行わなければならない。 
 

表６ 家庭用衛星放送受信機のチューナユニットの放射電力許容値 
 

機器の型式 発生源 周波数 
GHz 

許容値 
dB(pW) 

1 ～ 3 基本波 57 放送衛星局の行うテレビジョン放送受信機及び

放送衛星局の行う超短波放送受信機：チューナユ

ニット 

局部発振器 
1 ～ 3 高調波 57 

 
 

表 7 家庭用衛星放送受信機の屋外ユニットの放射電力許容値 
 

機器の型式 発生源 周波数 
GHz 

許容値 
dB(pW) 

家庭用衛星放送受信機の屋外

ユニット 

メインビーム軸±7°内における

アンテナからの局部発振器の漏

洩電力1)

0.9 ～ 18 基本波 30 

1   ～  2.5  43  局部発振器の漏洩電力を含む屋

外ユニットからの等価放射電力

2)

2.5 ～ 18  57 

1) 5.9項に従って、直接測定法を行う。パラボラアンテナの反射板が取外せない場合は、5.8項に従

って、間接測定法を行う。その場合には、アンテナゲインを考慮しなければならない。 
2) 5.8 項に従って、等価放射電力の測定を行わなければならない。アンテナのメインビーム軸の ±
7 °内は、要求はない。 

 
 
 CS デジタル放送受信用屋外ユニット及び BS・110 度 CS 放送受信用の屋外ユニットにおいて、こ

の２０１２年３月末日までは、表 7 の許容値に代えて表 8 の許容値を適用してもよい。 
 

表８ CS デジタル放送受信用及び BS・110 度 CS 放送受信用の屋外ユニットの 
局部発振出力漏洩許容値 

機器の型式 許容値 
dB(pW) 

測定法 

CS デジタル放送受信用の屋外ユニット 35 5.9 項 

BS・110 度 CS 放送受信用の屋外ユニット 60 5.9 項 
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５．測定手順 
 
5.1 一般事項 
 
 この項では、標準測定手順及び測定器について述べる。 
 
 測定結果が標準法を用いて得られた結果と同等であり、かつ差異が試験報告書に記載されていれば、

この規格と異なる測定手順も認める（例えば、広帯域アンテナの使用、シールドルームの寸法など）。 
 
 疑義がある場合は、この規格で規定した手順を優先しなければならない。 
 
5.2 試験信号 
 
 テレビジョン放送受信機並びにビデオ信号の入出力端子及び／又はＲＦ変調器をもったその他の機

器のための標準試験信号は、2 項(6)に従った標準テレビジョンカラーバー信号（図１参照）である。

ビデオ及びオーディオ信号による RF 搬送波の変調は、機器が意図しているシステムに従わねばなら

ない。 
 
 テレビジョン放送受信機の場合、希望信号は、カラーバーストを含んだ完全なビデオ波形で変調し

た映像搬送波と、正しい相対振幅及び周波数の無変調音声搬送波が一緒になったものでなければなら

ない。 
 
 文字放送画像は、できれば図２に示す完全に画面を埋め尽くす数字の列を含むものでなければなら

ない。この画像が利用できない場合、文字放送サービスの主索引ページ又は図２ａに示す画像を用い

て測定を行わなければならない。図２以外の画像を使用した場合、その画像を測定報告書に記載しな

ければならない。 
 
 音声放送受信機の標準試験信号は、次のものとする。 
 a) 周波数変調方式による放送帯： 1 kHz のモノラル信号を 37.5 kHz 偏移で周波数変調したＲＦ

信号 
 b) 長波／中波／短波： 1 kHz の信号で 50 ％で振幅変調したＲＦ信号 
 
 関連機器の標準試験信号は、次のものとする。 
 a) オーディオアンプ及び赤外線ヘッドフォン: 1 kHz の正弦波 
 b) オーディオ関連機器、例えばオーディオテープレコーダ、レコードプレーヤ、ＣＤプレーヤ:  

供試機器の製造者によって指定された標準音声レベルの１ kHz の音声信号 
 c) ビデオ関連機器、例えばビデオテーププレーヤ、カムコーダ、レーザーディスクプレーヤ:  

供試機器の製造者によって指定された標準音声レベルの１kHz の音声信号をもった標準テレ

ビジョンカラーバー信号 
 d) 電子オルガン: 高い方のＣ音（約 523Hz）を押すことにより得られる信号 
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 e) 赤外線リモートコントローラ: 典型的な制御機能の永続送信 
 
 この規格の中で希望信号について明確に記述されていない機器については、製造者によって指定さ

れた公称信号を試験中使用しなければならない（例えばデジタル放送受信機、デコーダなどの場合）。

製造業者はその技術報告書の中で、試験中どの入力信号を使用したかを明記しなければならない。 
 

赤外線リモートコントローラをメインユニットの一部と考え、一緒に試験する。別々に販売するリ

モートコントローラについては、放射妨害のみを試験する（表 5）。 

 

5.3 150 kHz～30 MHz の周波数範囲における電源端子妨害波電圧 
 
5.3.1 一般事項 
 電圧測定の対象には、水平偏向回路及び映像回路からの狭帯域妨害波並びに半導体整流器によって

発生するような広帯域妨害波を含む。 
 
 Ｖ型擬似電源回路網は、供試機器の電源端子と基準接地との間に、規定の高周波インピーダンスを

与えるために必要である。この回路網は、電源線を伝搬する不要な RF 電圧が供試機器に加わらない

ようにするために適切なフィルタも備えている。 
 
 0.15 MHz～30 MHz の範囲の周波数において、供試機器の各電源端子と基準接地との間の妨害波電

圧の測定に適した、2 項(1)に従った擬似電源回路網（図３及び図４をも参照）を使用しなければなら

ない。 
 
 図５及び図６で示したシールドルームの中で、妨害波電圧測定を行うべきである。 
 
 床置型機器については、機器を直接床の上に置くべきである。供試機器のきょう体が導電材で、絶

縁された脚又は車輪を備えていないならば、そのきょう体が接触する個所は、厚さ 12 mm 以下の絶

縁材料によって金属接地面から離すべきである。 
 
5.3.2 テレビジョン放送受信機 
 5.2 項に規定する標準試験信号に、テレビジョン放送受信機を同調させなくてはならない。この目

的のために、小型受信アンテナ（図５及び図６参照）を受信機に接続する。もし受信機が内蔵アンテ

ナを備えているならば、このアンテナを使用しなければならない（小型受信アンテナの接続を外さな

くてはならない）。 
 
 モニターテレビの場合、5.2 項に規定する標準テレビジョン信号を発生するビデオ信号発生器を，

絶縁トランスを介してそのモニターテレビのビデオ入力端子に接続しなければならない。 
 
 絶縁は、0.15 MHz ～ 30 MHz の周波数範囲内で、アースへのコモンモードインピーダンスを 75 Ω
にしたアイソレーショントラスフォーマで与えることができる。代りに、ビデオ信号は、非常に短い
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リード線によりビデオ入力端子に接続された 60 µH のトロイダル RF チョーク（各導体に１個）に対

して直列に加えることができる。 
 
 入力信号は、ノイズのない画像を得るために十分に強くなければならない。 
 
 通常の画像となるように、供試機器のコントラスト、輝度及び色飽和の設定を行わなければならな

い。 
 
 通常の画像は、次の明度で得られる。 
  ・試験パターンの黒色部 ：  2 cd/m2； 
  ・試験パターンのマゼンタ色部： 30 cd/m2； 
  ・試験パターンの白色部 ：  80 cd/m2； 
 
 試験パターンのマゼンタ色部の明度を 30 cd/m2 に設定すべきである。この値に達しない場合、可能

な最大値に明度を設定すべきである。30 cd/m2と異なる値を使用した場合は、その値を測定報告書に

記載しなければならない。 
 
 文字放送受信機能を備えているテレビジョン放送受信機については、上記の調整を行った後で、文

字放送画像を用いて文字放送受信状態で試験しなければならない。 
 
5.3.3 音声放送受信機 
 音声放送受信機の標準試験信号は、5.2 項に従わねばならない。 
 
 フェライトアンテナ又はロッドアンテナを備えた振幅変調方式音声放送受信機の場合は、図５及び

図６の放射アンテナを放射ループアンテナ又は放射ロッドアンテナに置換えなければならない。 
 
 定格音声出力電力の 8 分の 1 になるように、供試受信機の音量調整器を調整しなければならない。

その他の調整器は、中央又は中立の動作位置でなければならない。定格負荷インピーダンスと等しい

抵抗性負荷で出力端子を終端しなければならない。 
 
 定格負荷インピーダンスがある範囲をもつ場合、供試機器が最大出力になる定格負荷の値を使用し

なければならない。 
 
 振幅変調方式による音声放送及び周波数変調方式による音声放送のための受信機は、周波数変調の

動作モードで試験しなければならない。 
 
5.3.4 関連機器 
 関連機器の標準試験信号を 5.2 項に規定する。 
 
 RF 入力をもつ関連機器は、テレビジョン又は音声放送受信機と同じように測定することができる。 
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 音声又はテレビジョン放送受信機の特有な機能の一部として動作するモジュラーユニット（チュー

ナ、周波数変換器、RF アンプ、RF イコライザ、モニターなど）を、それぞれ音声又はテレビジョン

放送受信機と同様に測定する。 
 
 放送受信器及び関連機器のリモートコントローラは、メインユニットの一部であると考える。 
 
5.3.5 オーディオアンプ 
 絶縁トランスを介して供試機器の入力端子にオーディオ信号発生器を接続しなければならない。 
 
 絶縁は、0.15 MHz ～ 30 MHz の周波数範囲内で、アースへのコモンモードインピーダンスを少な

くとも 500 Ωにした絶縁トランスで与えることができる。代りに、オーディオ信号は、非常に短いリ

ード線によりオーディオ入力端子に接続された 60 µH のトロイダル RF チョーク（各導体に１個）に

対して直列に加えることができる。 
 
 定格負荷インピーダンスと等しい抵抗性負荷でアンプの出力端子を終端しなければならない。 
 
 定格負荷インピーダンスがある範囲をもつ場合、供試機器が最大出力になる定格負荷の値を使用し

なければならない。 
 
 各出力に対して定格出力の 8 分の 1 になるよう音量調整器でオーディオ出力信号のレベルを調整し

なければならない。 
 
 その他の調整器の設定は、中央又は中立の位置でなければならない。 
 
5.3.6 電源端子妨害波電圧測定 
 図 5 及び図 6 に示すように供試受信機又は関連機器及び擬似電源回路網を配置する。擬似電源回路

網は、5.3.1 項に示すとおりでなければならない。2 項(1)に従った広帯域測定用の準尖頭値検波器及

び狭帯域測定用の平均値検波器をもつ選択性電圧計を用いて測定を行わなければならない。 
 
 受信機と金属接地面上の擬似電源回路網との間で、可能な限り最短距離になるよう電源線を配置し

なければならない。供試機器と擬似電源回路網を隔てている距離 0.8 m を超える電源線については、

0.3 ～ 0.4 m の長さの束になるよう、電源線に対し前後平行に折りたたまなければならない。 
 
 安全接地が備えられている場合、可能な限り短い線を用いて、擬似電源回路網に備えられた接地端

子に供試機器の接地を行わなければならない。 
 
 供試機器が同軸 RF 入力端子をもつ場合、同軸 RF 入力端子の外側遮へい導体を接地した状態及び

接地しない状態で試験を行わなければならない。これらの試験を行うとき、いかなる追加の接地端子

に対しても、これ以外の接地を行ってはならない。 
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 供試機器が同軸 RF 入力端子をもっていないが、接地端子をもっているならば、この端子を接地し

て試験を行わなければならない。 
 
5.4 30 MHz ～ 2.15 GHz の周波数範囲における放送受信機及び RF 入力を有する関連機器のアン

テナ端子妨害波電圧測定 
 
5.4.1 一般事項 
 供試機器のアンテナ端子において測定が行われるとき、放送受信機又は関連機器の同調周波数にお

いて放送受信機の入力に RF 信号を供給する補助信号発生器を使用しなければならない（5.2 項参照）。 
 
 75 Ωのインピーダンスで、周波数変調方式による音声放送の受信機のアンテナ入力端子においては

60 dB(µV)及びテレビジョン放送受信機のアンテナ入力端子においては 70 dB(µV)となるよう補助信

号発生器の出力レベルを設定しなければならない。 
 
 周波数変調方式による音声放送の受信機の場合、補助信号は、無変調搬送波でなければならない。 
 
5.4.2 同軸アンテナ接続部をもつ放送受信機又は関連機器の測定 
 放送受信機又は関連機器のアンテナ端子及び補助信号発生器を、同軸ケーブル及び最低 6 dB の減

衰量をもつ抵抗型結合回路網を用いて測定器に接続する（図７参照）。 
 
 放送受信機又は関連機器から見たインピーダンスは、放送受信機が設計されている公称アンテナ入

力インピーダンスに等しくなければならない。 
 
 供試機器を希望信号に同調しなければならない。 
 
 測定器を当該放射周波数に同調し、放送受信機アンテナ端子と測定器入力との間の減衰を考慮に入

れて妨害レベルを測定する。 
 
 同軸システムに侵入して誤った測定結果を引き起こさないように、例えばフェライトチューブを用

いて、放送受信機のきょう体から同軸ケーブルの遮へい部の表面に流れる無線周波電流を防止するべ

きである。 
 

注) 補助発生器の出力信号により測定器の入力段が過負荷となる可能性のあることに注意しなければならない。 

 
5.4.3 平衡アンテナコネクタをもつ受信機又は関連機器の測定 
 測定法は、5.4.2 項に規定した方法に類似している。測定の配置を、図８に示す。 
 
 必要な場合、放送受信機又は関連機器と選択性電圧計間の放送受信機から 0.5 m 離れた位置に、不

平衡電流を減衰させ平衡・不平衡変換器と放送受信機間に正しい整合を与える整合回路網を挿入し、
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非遮へい平衡フィーダで放送受信機に接続しなければならない。不平衡電流は、放送受信機のアンテ

ナ端子において、平衡フィーダを逆に接続することにより確かめることができるが、不平衡電流が問

題となる場合、それらを適切な装置、例えばフェライトチューブ又は阻止フィルタにより抑制しなけ

ればならない。 
 
5.4.4 結果の表示 
 結果は、妨害波電圧を dB(µV)で表さなければならない。放送受信機又は関連機器の規定入力イン

ピーダンスを測定報告書に記載しなければならない。 
 
5.5 30 MHz～2.15 GHzの周波数範囲における RF映像変調器をもつ関連機器の RF出力端子での希

望信号及び妨害波電圧の測定 
 
5.5.1 はじめに 
 高すぎるレベルの RF 出力信号又はその高調波が、RF 出力をもつ機器（例えばビデオレコーダ、

カムコーダ、デコーダ）及びテレビジョン放送受信機の組み合わせから放射され、近隣に妨害をもた

らすことがあるため、テレビジョン放送受信機のアンテナ端子への接続を意図している RF 出力をも

つ機器の場合、その RF 出力端子における希望信号レベル及び妨害波電圧の追加測定を行わなければ

ならない。 
 
5.5.2 測定法 
 図 9 に示すように、同軸ケーブル及び整合回路網（必要な場合）を用いて測定器の入力に供試機器

の RF 出力を接続する。ケーブルの特性インピーダンスは、供試機器の公称出力インピーダンスに等

しくなければならない。 
 
 供試機器は、垂直カラーバービデオ信号（図 1 参照）により変調された RF 搬送波を発生しなけれ

ばならない。 
 
 RF 出力レベルは、測定器又はスペクトラムアナライザの指示値（映像搬送波周波数及びその高調

波に同調）に整合回路網の挿入損を加えることにより求めることができる。 
 
5.6 30 MHz ～ 300 MHz の周波数範囲 における関連機器（チューナをもつビデオレコーダを除

く）の妨害波電力測定 
 
5.6.1 一般事項 
 一般に、30 MHz を超える周波数では、装置が発生した妨害波エネルギーは、放射により妨害波を

受ける放送受信機へ伝播すると考えられる。 
 
 経験により、妨害エネルギーは、大部分が電源線及び装置近傍のその他接続線の部分から放射され

ることが明らかになっている。従って、装置の妨害レベルを、電源線及びその他の接続線に供給でき

る電力で規定することが合意されている。 
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 この電力は、吸収電力が最大になる位置で、これらの線に結合させた適切な吸収クランプに機器が

供給する電力とほぼ等しい。 
 
5.6.2 測定法 
 規定した方法は、30 MHz ～ 300 MHz の周波数範囲において関連機器の端子に発生する有効電力

として表される妨害波電力の測定に適用できる。 
 
 供試関連機器の標準試験信号及び動作条件を 5.2 項に示す。測定法、測定配置及び吸収クランプは、

2 項(1)及び(2)に従わなくてはならない。 
 
5.6.3 測定手順 
 床から高さ 0.8 m の非金属台の上に供試関連機器を置き、他の金属物及び人から少なくとも 0.8 m 
離す。吸収クランプを用いて同調のために必要な位置調整ができるよう、被測定リード線を十分な長

さでまっすぐ水平に引き伸ばさなくてはならない。被測定リード線上の妨害波電力に比例した量を測

定するために、吸収クランプの電流トランスを供試機器に向け被測定リードの周りに吸収クランプを

配置する（図 1０参照）。 
 
 被測定リード線以外のリード線については、機械的及び機能的に可能ならば接続を外すか、測定結

果に影響を及ぼすかもしれない RF 電流を減衰するフェライトリングを取り付けなくてはならない。

そのようなリード線については、被測定リード線の方向に対し直角の方向に、接続されたユニットか

ら離して伸ばさなくてはならない。 
 
 使用していない全ての端子は、終端しないままにしておかなくてはならない。使用を代表する方法

でリード線が接続されている全ての端子を終端しなくてはならない。リード線が遮へいされ、遮へい

されたユニットの中で通常終端される場合、終端を遮へいしなければならない。 
 
 吸収クランプ測定は、供試機器の個々のユニットに接続されるであろう 25 cm 以上の長さの全ての

遮へい・非遮へいリード線（例えば、電源線又は電源供給線、信号線、制御線など）に対し、順次適

用する。 
 
 同一供試機器に属するユニット間の相互接続リード線については、吸収クランプの電流トランスを

リード線の両端にある二つのユニットのうち、まず一方のユニットに向け測定、次ぎに他方のユニッ

トに向けて 2 回の測定を行わなければならない。 
 
 各試験周波数において、吸収クランプを、供試機器に隣接する位置と半波長に対する距離との間で

最大値が見つかるまで、リード線に沿って動かさなくてはならない。必要な場合、30 MHz における

半波長の長さ（即ち 5 m）に吸収クランプの 2 倍の長さを加えた長さになるよう接続リード線を延長

しなくてはならない。 
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 しかしながら、先端が外部リード線をもたないユニットに接続されており本来の長さが下限周波数

における半波長より短い相互接続リード線については、この同じユニットからの吸収クランプの移動

を、リード線本来の長さと等しい距離までに制限する。 
 
 製造者の仕様に従って、吸収クランプより長い相互接続リード線のみ、試験を行う。 
 

注) 最初の測定においては、妨害が特に強い周波数を見つけるために、吸収クランプを固定の位置にして測定する

ことができる。 

 
5.6.4 結果の表示 
 最大指示値及び吸収クランプの較正曲線から測定電力を求め dB(pW)で表す（2 項(1)に示す規格も

参照）。 
 
 電源線又はその他の接続リード線に対し各測定周波数において記録した各最大値のうち、最も高い

値がその機器の妨害波電力レベルである。 
 
5.7 30 MHz ～ 1 GHz の周波数範囲における距離 3 m での放射波測定 
 
5.7.1 はじめに 
 ここで規定する方法は、周波数変調方式による音声放送の受信機、テレビジョン放送受信機、ビデ

オレコーダなど（表 5 参照）からの妨害波電界強度の測定に対し使用する。屋外又は特別に用意され

た屋内でこの測定法を使用すべきである。 
 
 5.7.2 項に適合しているならば、無反射処理された広い室内あるいはレドーム又はプラスチックドー

ムのような適切な非金属の覆いを用いた全天候型の屋外サイトで、ここで規定した方法による測定を

行ってもよい。 
 
 全天候型屋外測定サイトは、雨又は雪の天候条件下で無線周波測定条件に著しい変化のないことが

サイトアッテネーション試験によって立証されるまでは、雨又は雪の間は使用すべきではない。 
 
 プラスチックドームで覆われたサイトの場合、大気汚染によって測定条件が著しく変化していない

ことを、サイトアッテネーション試験を適切な間隔で繰り返すことによって確認すべきである。 
 
 2 項(1)又は 2 項(3)に規定された測定法及び試験サイトの有効性評価法を代りに用いて、測定を行っ

てもよい。 
 
5.7.2 測定サイト要求事項 
 測定サイトは、平坦でかつ反射物があってはならない。供試受信機、関連機器又は電界強度計のア

ンテナの近くに、寸法 50 mm を超える不要な金属物があってはならない。図 11 に示すように寸法 6 
m × 9 m の大きさの金属大地面上に供試受信機及び電界強度計用アンテナを配置しなければなら
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ない。 
 
 大地面が理想的導体面からはずれている又は測定サイトが囲まれている場合には、結果に著しい影

響がないことを立証すべきである。 
 
 電界強度計用アンテナと、信号発生器に接続されたダイポールアンテナ又は供試受信機あるいは関

連機器の中心との水平距離は、3 m でなければならない（図１２及び１４参照）。 
 
 図１２に示す配置で、80 MHz～1 GHz の周波数範囲に対する測定サイト及び測定器の適性を確認

しなければならない。その場合、供試受信機を標準信号発生器に置換えなければならない。この信号

発生器の出力は、両端が正しく終端され、かつ充分に遮へいされた伝送線を用いて、水平に配置した

送信同調ダイポールアンテナに接続しなければならない。送信同調ダイポールアンテナの高さは、4 m 
でなければならない。電界強度計用アンテナは、まず 4 m の高さに設置し、それよりアンテナを降下

させて、最初に電界強度計の指示値が極大値になる高さに設定する。 
 
 サイトアッテネーション A は、dB で、次のとおりに表される。 
 

A = Pt － Pr

 
 ここで、 
 Ptは、dB(pW)で、送信同調ダイポールアンテナに供給される電力である。 
 Prは、dB(pW)で、受信同調ダイポールアンテナ端子における有効電力である。 
 
 信号発生器、電界強度計及び伝送線が同じインピーダンスをもつ場合、サイトアッテネーションＡ

は、次のように求めることができる。 
 

A = |Va － Vb| － at － ar （dB） 
 
 ここで、 
 |Va － Vb|は、信号発生器の出力をある一定レベルVgに固定して、以下の２種の測定を実施した

ときの電界強度計入力レベル（dB表示）の差。（または電界強度計の指示値をある一定値Vrに固定す

る場合は、信号発生器の出力レベルの差） 
 a) 図１２のように、送信アンテナと受信アンテナのそれぞれに伝送線が接続されている状態 
 b) これら 2 本の伝送線をアンテナから取り外して、伝送線を直結した状態 
  

at及びarは、送信側及び受信側それぞれのバランと任意の整合パッドの測定周波数における減衰を

dBで表したものであり、その影響は測定a)には含まれ、測定b)には含まれない。 
 サイトアッテネーションの測定値が図１３に示す理論曲線の±3 dB 以内に収まっているならば、そ

の測定サイトは放射波測定に適格であると判断してよい。 
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 電界強度計の感度が高い場合、電界強度計の入力端子における不整合、内部で発生したノイズ又は

外来信号によって誤差を生じることがある。送信同調ダイポールアンテナからの放射電力は、電界強

度計の指示値の誤差が±1.5 dB を超えないように、十分高くすべきである。 
 
5.7.3 供試受信機の配置 
 図１４に示したように、大地面から高さ 0.8 m の非金属製の支持台の上に供試受信機を配置しなけ

ればならない。供試機器は、水平面で回転できなければならない。 
 
 測定アンテナの中心及び供試受信機の中心は、同一垂直面になければならない。 
 
 図１４に示したように同一平面内に電源線を配置し、余分な長さについては、電源プラグ端におい

て 0.3 m ～ 0.4 m の水平の束になるよう、電源線に対し前後平行に折りたたまなければならない。 
 
 測定の正確さが影響を受けないよう、適切なフィルタを電源に組み込まなければならない。 
 
 供試受信機の下の大地面に置いた信号発生器と供試受信機を可能な限り短いケーブルで垂直に接続

し、規定の試験信号（5.2 項参照）を供給する。 
 
 高品質の同軸ケーブルで信号発生器と供試受信機を接続しなければならない。同軸ケーブルの遮へ

い部は、グラウンドレベルで接地しなければならない（図１４参照）。 
 
 内蔵アンテナをもつが外部アンテナをもたない供試受信機については、内蔵アンテナを使用しなけ

ればならず、試験信号（5.2 項参照）は、信号発生器に接続した垂直送信アンテナから得なければな

らない。このアンテナは、供試受信機アンテナから水平距離で 3 m より近くしてはならず、電界強度

計用アンテナから水平距離で 6 m 以上離さなければならない。 
 
 最大の長さまで伸縮アンテナを引き出し、1 本のロッドアンテナの場合は垂直位置に固定し、2 本

のロッドアンテナがある場合は、おおよそ V の字になるように垂直位置から 45 度の位置に固定しな

ければならない。 
 
 試験信号を供試受信機のアンテナ入力に加えずに妨害波電界強度を測定してもよい。この場合、供

試受信機のアンテナ端子は、供試受信機が設計されている特性インピーダンスに等しい値の非放射抵

抗で供試受信機のアンテナ端子を終端すべきである。 
 
 様々なホストユニット（例えば PC）に組み込むために個別に市販される PC チューナカードの場

合、製造者の選んだ少なくとも 1 つの適切な代表的ホストユニットでそのカードを試験しなければな

らない。 
 
 PC チューナカードをパーソナルコンピュータに挿入し、電源を入れ、アンテナ入力端子を非放射

ダミー負荷で終端して測定を実施する。 
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5.7.4 電界強度計の配置 
 
5.7.4.1 電界強度計用アンテナ 
 このアンテナは、ダイポールアンテナでかつ測定サイトの軸に対し直角に垂直平面内で回転できな

ければならず（図１１参照）、アンテナの中心の高さは 1 m ～ 4 m の範囲で変えられなければなら

ない（図１４参照）。 
 
 80 MHz ～ 1 GHz 間では、測定周波数のλ/2 の長さのダイポールアンテナを用いて妨害波電界強度

測定を行わなければならない。 
 
 30 MHz～80 MHz 間では、80 MHz でλ/2 に相当する長さの固定長ダイポールアンテナを用いて妨

害波電界強度測定を行わなければならない。この 30 MHz～80 MHz の範囲における電界強度計の較

正は、電界強度計にこの固定長ダイポールアンテナを接続し、アンテナを地上 4 m の高さに設置して

基準電界法により行うこと。 
 
5.7.4.2 アンテナケーブル 
 図１４に示すように、適切なアンテナケーブルを、ダイポールアンテナとアンテナケーブルの垂直

部分との間を 1 m 以上隔てて取り付けなければならない。 
 
5.7.4.3 電界強度計 
 適切な電界強度計を、都合のよい高さに設置しなければならない。 
 
5.7.5 測定手順 
 最初に供試受信機の正面を測定アンテナに向け、測定アンテナを水平偏波測定用に調整し、その高

さを電界強度計の指示値が最大になるように 1 ～ 4 m の間で変化させる。 
 
 次に、供試受信機を指示値が最大になるまでその中心を軸に回転させ、その後、測定アンテナの高

さを再び 1 ～ 4 m の間で変え、最大値を記録する。 
 
 この手順を、測定アンテナを垂直偏波にして繰り返すが、この場合、高さは 2 ～ 4 m の間で変化

させる。 
 
 この手順に従って得た最高値を、この供試受信機の放射値と定める。 
 
 もしも、ある周波数における周辺雑音電界強度が、受信アンテナの位置で高いならば、供試機器の

適合性を示すのに下記の方法を用いてもよい。 
 
 高い周辺雑音がある狭い周波数帯に対して、隣接した値から妨害波の値を補間してもよい。補間し

た値は、周辺雑音に隣接する妨害波の値の連続関数を描写している曲線による。 
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5.8 1 ～ 18 GHz の周波数範囲における放射波測定 
 
5.8.1 測定配置 
 大地面より 1 m の高さの非金属製回転台の上に供試機器を置かなくてはならない。 
 
入力信号が必要な機器については、「十分に遮へいされている」ケーブルで適切な信号発生器に接続

しなければならない。 
 

注）ケーブルが整合された負荷で終端されているときに、その放射レベルが供試機器の予期される放射レベルより

も少なくとも 10 dB 低く、そのケーブル及び機器に同じ入力信号レベルが供給されているならば、「十分に遮

へいされている」と見なすことができる。 

 
 供試機器に使用しない出力端子がある場合、それら端子の公称インピーダンスの非放射負荷で終端

しなくてはならない。 
 
 電源線がある場合、垂直に配置し、適切なフィルタを通して電源アウトレットに接続しなくてはな

らない。電源線の余分の長さは、0.3 m ～ 0.4 m の長さの整った垂直の束にまとめなくてはならな

い。 
 
 測定誤差を避けるため、電源線及び信号発生器の同軸ケーブルには、供試機器の近くに適切な吸収

装置（例えばフェライトリング）を備えなければならない。 
 
 放射電界の垂直及び水平成分を分けて測定できる小開口指向性アンテナを用いて、測定を行わなけ

ればならない。アンテナ中心線の大地面からの高さは、供試機器の放射中心の高さと同じでなければ

ならない。 
 
 結果に対する地上反射の影響を避けるために、適切なホーンアンテナを使用することを推奨する。

その場合には、非金属大地面を必要とする。「フラウンホーファ条件」を満足するためには、測定距

離 d は、以下の式による。 
 

d ≧ 2b 2 / λ 
 
 ここで、 
 
  b は、ホーン開口面の広い方の寸法である。 
  λは、試験周波数に対応する波長である。 
 
 測定高（h=1 m）に対する測定距離 d の比が大きい場合、5.8.2 項で述べたサイト有効性判定基準を

満足できるよう、無反射材で大地面を覆わなくてはならないかもしれない。 
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 この周波数範囲のための測定器として、通常、スペクトラムアナライザを使用する。放射レベルが

低い場合には、低雑音プリアンプを必要とすることがある。 
 
5.8.2 測定サイトの適性評価 
 測定サイトが放射波測定に適しているか否かは、次のように判定しなければならない。供試機器の

ほぼ放射の中心（通常は容積の中心）を置こうとする位置に送信アンテナを取り付けなければならな

い。送信アンテナは、半波長ダイポールアンテナと同じ放射特性をもつものでなければならない。実

際の測定のために選んだ位置と同じ位置に受信アンテナを配置しなければならない。二つのアンテナ

は同じ偏波面をもち、それらのアンテナ間の仮想線に対して直角に配置しなければならない。水平及

び垂直偏波面で試験を行わなければならない。 
 
 送信アンテナの中心を最初の位置からどの方向に 0 cm ～ 15 cm 移動させても、測定器上の指示値

が±1.5 dB 以上変わらなければ、このサイトを、試験周波数での測定の目的に対して、適切であると

見なす。 
 
 1 GHz ～ 4 GHz の間の測定には、送信アンテナとして半波長ダイポールアンテナ又はホーンアン

テナのいずれかを使用することができる。4 GHz を超える測定には、ホーンアンテナを使用すべきで

ある。ホーンアンテナを使用するときには、半波長ダイポールアンテナに対するゲインを考慮すべき

である。 
 
5.8.3 測定手順 
 水平及び垂直の両方の偏波をもつアンテナを用いて置換法により測定を行わなければならず、供試

機器と共にターンテーブルを回転しなければならない。各測定周波数において測定した最大放射レベ

ルを記録しなければならない。 
 
 供試機器を、標準信号発生器から供給され、受信アンテナと同一特性をもつ送信アンテナ（半波長

ダイポールアンテナ又はホーンアンテナ）に置換える。機器中心の最初の位置と同じ位置に送信アン

テナの中心を置かなければならない。 
 
 各測定周波数において、測定器が同じ基準指示値となるように信号発生器の出力レベルを調整する。

信号発生器の出力レベルに半波長ダイポールアンテナに対する放射アンテナのゲインを加えた値を、

検討周波数における供試機器の放射電力レベルとする。 
 
 読値が著しく影響されることがないよう、供試機器の電源を切ったときに、周囲ノイズレベルが当

該許容値よりも少なくとも 10 dB 低いことを確かめなければならない。 
 
 ダイポールアンテナの代わりにホーンアンテナを使用したときは，半波長ダイポールアンテナと比

較した実効放射電力で測定結果を表さなければならない。 
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5.8.4 結果の表示 
 供試機器の放射レベルを等価置換電力 dB(pW)で表さなければならない。 
 
5.9 屋外ユニットの入力端子における局部発振器電力の測定 
 屋外ユニットの入力における適切なインターフェース(例、R120、C120)が利用できるならば、放射

測定の代りに、局部発振器電力は、対応するアダプタで結合し、電力計又はスペクトラムアナライザ

によって直接測定することができる。利用可能なインターフェースとアンテナのフランジとの間の供

給損失に対して、適切な補正を行わなければならない。 
 
 
６．無線妨害波の許容値の解釈 
 
6.1 許容値の意義 
 この規格に規定する許容値は、国際規格としての勧告に則り、国内の関連法規及び公的規格に取り

込まれるように検討され決定されたものである。 
 
 この規格で規定する許容値の趣旨は、統計的に、量産品の少なくとも 80 %が、80 %の信頼度で許

容値に適合しなくてはならないことである。 
 
 試験は、次のように行うことができる。 
 a) 6.2 項に従った統計的評価法を用いて、その型式装置の抽出サンプルの試験を行う。又は、 
 b) 簡略化のために、1 台の装置の試験を行う。 
 
 特に上記 b)項の場合には、量産品からランダムに抜き取った製品についてその後の試験が、時々、

必要である。 
 
 販売の禁止等の可能性を伴う議論の場合、上記 a)項に従った適切な抽出サンプルの試験の後にのみ、

販売の禁止等を考慮しなければならない。 
 
6.2 統計的処理に基づく許容値との適合判定  
 その型式の 5 台以上の抽出サンプルに対し非心 t–分布に基づく試験を行わなくてはならないが、特

別な事情で 5 台が入手できない場合、3 台の抽出サンプルを用いなければならない。 
 
 次の関係から適合を判定する。 
 

Xn ＋ kSn ≦ L 

 
 ここで、 
  Sn は、次の式に従った、抽出サンプル n 台の標準偏差である。 
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Sn2 ＝
１  

ｎ－１  
Σ（xi－ xn） 

2  － 
 
ここで 
 xnは、抽出サンプルn台のレベルの算術平均値である。 
 xiは、個々の抽出サンプルのレベルである。 
 k は、型式の 80 %が許容値未満であることを 80 %の信頼度をもつ非心 t–分布表から得られた係数

である。k の値は、抽出サンプルの大きさ n に依存し、以下に示す。 
 L は、許容値である。 
 
 数量x、xn、Sn及びLを対数的に、即ちdB(µV)、dB(µV/m)又はdB(pW) で表す。 
 

n 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

k 2.04 1.69 1.52 1.42 1.35 1.30 1.27 1.24 1.21 1.20 

 
 もし抽出サンプル試験結果が、6.2項の要求事項を満足しない場合は、次に2番目の抽出サンプルを

試験し、その結果を最初の抽出サンプルから得た結果と組み合わせ、より大きい抽出サンプルで適合

を判定してもよい。 
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W 白 A: 
Y 黄  

“白”カラーバー送信中の一次カラー信

号レベル 
C シアン B:
G 緑  

“黒”カラーバー送信中の一次カラー信

号レベル 
M マゼンタ C:
R 赤  

“有色”カラーバー送信中の一次カラー

信号の最大レベル 
B 青 D:
BK 黒  

“有色”カラーバー送信中の一次カラー

信号の最小レベル 
 

図１ ITU-R 勧告 BT471-1 に従ったカラーバー信号レベル 
（5.2 項参照）（“赤”信号） 

 

 

 

0123456789012345678901234567890123456789
0123456789012345678901234567890123456789
0123456789012345678901234567890123456789
…………………………………………………………

…………………………………………………………

…………………………………………………………

0123456789012345678901234567890123456789
 

図２ 文字放送の画面（5.2 項参照） 
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図２a 文字放送試験パターンの画面（5.2 項参照） 
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図３ 50 Ω - 50 µH の擬似電源回路網の例 
（5.3.1 項参照）  
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図４ 50 Ω - 50 µH - 5 Ωの擬似電源回路網の例 

（5.3.1 項参照）  
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図５ 電源端子伝導妨害波電圧測定（5.3.1 項参照） 
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図７ 同軸アンテナ端子における妨害波電圧測定のための回路構成 
（5.4.2 項参照） 
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注： バランは、どんな非対称電流も抑える装置を含んでいてもよい。 

 
図８ 平衡アンテナ接続をもつ受信機のための回路構成 

（5.4.3 項参照） 

ビデオレコーダ 
同軸ケーブル

測定器整合回路網

図９ ビデオレコーダの RF 出力端における希望信号と妨害波電圧測定のための回路構成 
（5.5.2 項参照） 
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図 10 関連機器（チューナーをもつビデオレコーダを除く）の 
妨害波電力測定のための回路構成（5.6.3 項参照） 
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図 11 測定サイト（5.7.2 項参照） 
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図 13 80 MHz～1 GHz の周波数範囲に対するサイトアッテネーションの理論曲線 

（5.7.2 項参照） 

3ｍ

 h
 =

 1
 m

 –
 4

 m
 

0.
8 

m
 

電源 ＋

電源

ダイポール

アンテナ 

フィルタ 

電界強度計 受信機

フィルタ 

アンテナ 
ケーブル 

≧1ｍ

補助信号 
発生器 

+ 同軸回転コネクタ（必要なとき） 

 

図 14 3 m の距離における屋外電界測定（5.7.3 項参照） 
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付則 A 
(規定) 

 

デジタル信号を使用する放送受信機 
 

A.1 まえがき 
この付則に、デジタル信号を使用する放送受信機の測定法に関する追加情報を示す。 

 
受信機は、電話及び通信端子を装備することができ、記憶及びリターンチャンネル装置を含んでよ

い。 
 

電話及びＬＡＮポートなどの放送に関連しない端子の測定において、参照規格は、例えば 2 項(3)
などの関連規格である。 
 
A.2 引用規格 

２項を参照のこと 
 
A.3 定義 

この付則の目的のために、次の定義を適用する。 
 

A.3.1 デジタル音声放送受信機 
地上波、ケーブル、放送衛星からデジタル伝送される音声放送、関連するデータ及び同種のサービ

スの受信を意図した機器である。 
 

A.3.2 デジタルテレビジョン放送受信機 
地上波、ケーブル、放送衛星からデジタル伝送されるテレビジョン放送、関連するデータ及び同種

のサービスの受信を意図した機器である。受信機は、ディスプレーを装備することが出来る。ディス

プレーを持たない受信機は、一般にセットトップボックスにあてはまる。 
 

A.3.3 デジタル音声信号 
音声情報を含んだデジタルデータストリームで変調された RF 信号である。付加的サービスおよび

アプリケーションに依存するサービス・プロバイダーに関するデータを、データストリームに含んで

よい。 
 

A.3.4 デジタルテレビジョン信号 
映像と付随する音声情報を含んだデジタルデータストリームで変調された RF 信号である。付加的

サービスおよびアプリケーションに依存するサービス・プロバイダーに関するＥＰＧ（電子番組表）

のような情報を、データストリームに含んでよい。 
 

注 付則 B に、地上波、ケーブル及び放送衛星システムに対する信号の情報を示す。 
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A.4 妨害波許容値 
4 項の関連する許容値を適用する。 

 
A.5 測定手順 
 

A.5.1 一般事項 
５ 項を参照のこと 

 
A.5.2 デジタル信号の衛星放送受信機の電源端子妨害波電圧測定 

デジタル信号の衛星放送受信機において、希望信号を供給するために、5.3.2 項による小型受信アン

テナの代わりにアイソレーショントランスフォーマを使用しなければならない（図 A.1 参照）。 
 
トランスフォーマの最大クロスオーバー容量は 7.5 pF である。これは、30 MHz における 700 Ω

のアイソレーショントランスフォーマの最小コモンモードインピーダンスを導く。アイソレーション

トランスフォーマの例及びその特性を、図 A.2、A.3 及び A.4 に示す。 
 
このトランスフォーマは、例えば地上波放送受信機などの、他の方式の放送受信機にも使用するこ

とが出来る。 
 

A.5.3 希望信号 
 
A.5.3.1 一般事項 

デジタルのテレビ信号又は音声信号のレベルは、75 Ωの定格インピーダンスで、dB(µV) で表現さ

れる。それは、熱電力センサーで測定したものと同等の選択信号の平均電力として定義する信号電力

に関係する。 
 
測定の制限は、信号の帯域幅に注意すべきである。スペクトラムアナライザ又は較正されたレシー

バーを使用する場合、信号の定格帯域幅内で信号電力を取り込むべきである。 
 
A.5.3.2 デジタル音声の希望信号 

デジタル音声の希望信号レベルは 50 dB(µV) である。 
 

全音声チャンネルの基準レベルは、1 kHz でフルレンジより 6 dB 低いレベルである。 
 

A.5.3.3 デジタルテレビジョンの希望信号 
試験中のデジタルテレビジョンの希望信号レベルは 
－ 地上波方式： 54 dB(µV) 
－ ケーブル方式： 60 dB(µV) 
－ 放送衛星方式： 60 dB(µV) 
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標準画像は、2 項（6）の規定による垂直カラーバー信号にスモールムービングエレメントを含み、

6 Mbit/s で符号化したものである。 
 
全音声チャンネルの基準レベルは、1 kHz でフルレンジより 6 dB 低いレベルである。 
 
詳細は付則 Ｂ を参照 

 
A.5.4 デジタルとアナログ信号の受信機 

デジタルモードで、全ての測定を行わなければならない。デジタル機能とアナログ機能とで分離し

たチューナを使用している場合、アナログモードで、局部発振及びその高調波の放射測定を、追加し

て行わなければならない。 
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図A.1 150 kHz ～ 30 MHzの電源端子妨害波電圧測定 (側面図) 
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50 Ω
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T入力

50 Ω

N-R

T 510 Ω

510 Ω1:1 1:1

1000 pF

NC-R 

絶縁された箱

出力 
75 Ω 

 

 
周波数帯域： 46 MHz ～ 1.5 GHz 

挿入損失：  30 dB 

入力インピーダンス： 50 Ω 

入力コネクタ： N-R 

出力インピーダンス： 5 Ω 

出力コネクタ： NC-R 

シャーシ：  絶縁材料 

 

図 A.2 46 MHz ～ 1.5 GHz のアイソレーショントランスフォーマの例 
 

注: 上限周波数は，供試装置に対し適切なように，拡張するべきである。 
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図 A.3 46 MHz ～ 1.5 GHz のアイソレーショントランスフォーマの代表的大きさ 
 

 
 
 
 Isolation Loss

-50

-40

-30

-20

-10

0

0 200 400 600 800 1000 1200 1400
Freq  (MHz)

Lo
ss

  (
dB

)

絶縁損失

-50

-40

-30

-20

-10

0

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

周波数  (MHz)

損
失

  (
dB

)

 
 
 
 
 

 
 

図 A.4 46 MHz ～ 1.5 GHz のアイソレーショントランスフォーマの代表特性 
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付則B 

（情報） 

 
（デジタル）希望信号の仕様 

 
 
B.1 一般事項 
 
ソースコード MPEG-2 ビデオ 

MPEG-2 オーディオ 
データコード オプション 
ビデオエレメントストリーム カラーバー、スモールムービングエレメント付き

ビデオビットレート 6 Mbit/s 
基準測定用オーディオエレメントストリーム 1 kHz／フルレンジ -6 dB 
雑音測定用オーディオエレメントストリーム 1 kHz／無音 
オーディオビットレート 192 kbit/s 

 
 
B.2 地上波 TV 
 

 ARIB STD-B21 
ARIB STD-B31 

レベル 34 dB(µV) から 89 dB(µV) ／ 75 Ω 
周波数 470 MHz から 770 MHz, 5.7 MHz 帯域幅 
変調方式 OFDM 
モード（キャリア スペース） 4 k, 2 k, 1 k 
キャリア 変調方式 QPSK, DQPSK, 16 QAM, 64 QAM 
ガードインターバル 1/4, 1/8, 1/16, 1/32 
コードレート 1/2, 2/3, 3/4, 5/6, 7/8 
情報ビットレート：最大 23.234 Mbit/s 
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B.3 衛星TV 
 
通信衛星 ARIB STD-B1 
レベル 48 dB(μV) から 81 dB(μV) ／ 75 Ω 
第1 IF 周波数 1000 MHz から 1550 MHz, 27 MHz 帯域幅 
  
ＣＳデジタル放送のパラメータ  
伝送周波数 12.5 GHz から 12.75 GHz 
変調方式 QPSK 
コードレート 1/2, 2/3, 3/4, 5/6, 7/8 
情報ビットレート 34.0 Mbit/s 

 
放送衛星 ARIB STD-B20 

ARIB STD-B21 
レベル 48 dB(μV) から 81 dB(μV) ／ 75 Ω 
第1 IF 周波数 1032 MHz から 1489 MHz, 34.5 MHz 帯域幅 
  
ＢＳ デジタル放送のパラメータ  
伝送周波数 11.7 GHz から 12.2 GHz 
変調方式 TC8PSK, QPSK, BPSK 
コードレート 1/2, 2/3, 3/4, 5/6, 7/8 
情報ビットレート：最大 52.0 Mbit/s 

 
 
B.4 ケーブル TV 
 

 JCTEA STD-002（デジタル有線テレビジョン放

送／多重化装置） 
JCTEA STD-004（デジタル有線テレビジョン放

送受信装置） 
レベル 53 dB(μV) から 85 dB(μV) ／ 75 Ω 
周波数 90 MHz から 770 MHz, 6 MHz 帯域幅 
  
ＣＡＴＶデジタル放送のパラメータ  
変調方式 64 QAM 
伝送ビットレート 31.644 Mbit/s 
情報ビットレート 29.162 Mbit/s 
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B.5 参考文書 
 

ARIB STD-B1 CSデジタル放送用受信装置 
 「CSデジタル放送用受信装置標準規格」望ましい仕様 

 
ARIB STD-B20  衛星デジタル放送の伝送方式  

「衛星デジタル放送の伝送方式標準規格」 
 

ARIB STD-B21          デジタル放送用受信装置標準規格(望ましい仕様)    
「デジタル放送用受信装置の基本的な機能、定格及び望ましい性能」 

 
ARIB STD-B31          地上デジタルテレビジョン放送の伝送方式 

「地上デジタルテレビジョン放送の伝送方式標準規格」 
 

JCTEA STD-002         デジタル有線テレビジョン放送 多重化装置 
 

JCTEA STD-004         デジタル有線テレビジョン放送 受信装置 
 
 
 
 
参照文献 
 

CISPR 11, Industrial, scientific and medical (ISM) radio-frequency equipment – Electromagnetic 
disturbance characteristics – Limits and methods of measurement 
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情報技術装置からの無線妨害波特性の許容値及び測定法 
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総 論 
 
 本規格は、国際電気通信標準会議(IEC)／国際無線障害特別委員会(ＣＩＳＰＲ)より勧告された国

際規格ＣＩＳＰＲ２２第５.２版(２００６－０３)「情報技術装置（ＩＴＥ）からの無線妨害波特性の

許容値と測定法」に準拠するものである。 
 なお、付則Ａ、ＢおよびＣは、この規格の一部であり、付則Ｄ、Ｅ、ＦおよびＧは情報である。 
 
 本規格を適用する無線周波数の範囲は、９ｋＨｚ～４００ＧＨｚであるが、許容値は、無線放送お

よび通信サービスを保護し、適切な距離で他の機器が意図するよう動作するために装置が十分に低い

放射レベルに抑制されるよう検討され、限られた周波数範囲についてのみ定められている。 
 
１．適用範囲および目的 
 
 本規格は、３.１項で定義する情報技術装置（ＩＴＥ）に適用する。ＩＴＥが発生するスプリアス

信号レベルの測定法、および９ｋＨｚ～４００ＧＨｚの周波数範囲におけるクラスＡ情報技術装置お

よびクラスＢ情報技術装置の両方の許容値を規定している。許容値が規定されていない周波数範囲で

は、測定の必要はない。 
 本規格の目的は、適用範囲に含まれる装置の無線妨害波レベルに対して統一的な要求条件を確立す

ること、妨害波の許容値を定めること、測定法を明確にすること、動作条件および結果の解釈を標準

化することである。 
 
２．引用規格 
 
 次に示す引用規格は、本規格を適用する上で不可欠なものである。発行年月が記された引用規格は、

その版のみを適用する。発行年月が無い引用規格については、修正文書も含めて引用規格の最新版を

適用する。 
 
(1) ＪＩＳＣ８３０３：１９９３ 配線用差込接続器 
(2) ＪＩＳＣ６１０００－４－６：２００６ 電磁両立性（ＥＭＣ）－試験および測定方法  

－無線周波数電磁界によって誘導される伝導妨害波イミュニティ 
(3) ＣＩＳＰＲ１１：２００３ 工業、科学および医療用（ＩＳＭ）高周波利用設備 

－電磁妨害波特性－許容値および測定方法 

(4)  情報通信審議会諮問第３号「国際無線障害特別委員会(CISPR)の諸規格について」のうち、 
「無線妨害波およびイミュニティ測定装置の技術的条件」について（平成1９年度答申） 
「音声およびテレビジョン放送受信機並びに関連機器の無線妨害波特性の許容値と測定法 

(CISPR 13 第４版：2001、修正1:2003、修正2:2006)」 

(5)  情報通信審議会諮問第３号「国際無線障害特別委員会(CISPR)の諸規格について」のうち、 
「無線妨害波およびイミュニティ測定装置の技術的条件」について（平成1９年度答申） 

「第１部：無線妨害波及びイミュニティ測定装置 
第１編：測定用受信機 (CISPR 16-1-1 第2.1版：2006)」 
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(6)  情報通信審議会諮問第３号「国際無線障害特別委員会(CISPR)の諸規格について」のうち、 
「無線妨害波およびイミュニティ測定装置の技術的条件」について（平成1９年度答申） 

「第１部：無線妨害波及びイミュニティ測定装置 
第２編：補助機器 － 伝導妨害波 (CISPR 16-1-2 第1版：2003、修正1:2004)」 

(7)  情報通信審議会諮問第３号「国際無線障害特別委員会(CISPR)の諸規格について」のうち、 
「無線妨害波およびイミュニティ測定装置の技術的条件」について（平成1９年度答申） 

「第1部：無線妨害波及びイミュニティ測定装置 
第４編：補助機器 － 放射妨害波 (CISPR 16-1-4 第2.0版：2007)」 

(8)  ＣＩＳＰＲ１６－２－３：２００３ 無線妨害波およびイミュニティの測定装置特性および 
測定法－無線妨害波およびイミュニティの測定方法－放射妨害波測定 修正１（２００５） 

(9) ＣＩＳＰＲ１６－４－２：２００３ 無線妨害波およびイミュニティの測定装置特性および 
測定法－測定の不確かさ、統計および許容値モデル－ＥＭＣ測定における不確かさ 

(10) ＪＩＳＸ５１５０：２００４ 構内情報配線システム(ＩＳＯ/ＩＥＣ １１８０１:２００２) 
―――――――――――――――― 

１)上記ＣＩＳＰＲ１６－１－２：２００３には、第１版と修正１を合わせた第１.１版（２００４）がある。 

 
 
３．定 義 
 
 本規格の目的のために、次の定義を適用する。 
 
３.１  情報技術装置（ＩＴＥ） 
 次のような全ての装置、 
 
 a) データ又は通信メッセージの入力、蓄積、表示、変換、転送、処理、スイッチング、又は制御

のいずれか（又は、それらを組み合わせたもの）の主機能を持つもので、通常、情報の転送を

行わせるために一つ以上の端末ポートを持つこともある。 
 b) 定格供給電圧が６００Ｖを超えないもの。 
 
 例えば、これには、情報処理装置、事務用機器、電子事務用装置、および電気通信装置が含まれる。 
 
 国際電気通信連合（ＩＴＵ）の無線規則（ＲＲ）に規定される無線伝送および／または受信を主機

能とする全ての装置（または情報技術装置（ＩＴＥ）の部分）は、本規格の適用範囲から除外する。 
 
 注) いかなる装置であっても、国際電気通信連合（ＩＴＵ）の無線規則（ＲＲ）で規定される無線伝送および／ま

たは受信機能を有するものは、本答申が有効であるか否かにかかわらず、国の無線規則に従う。 

 
 この周波数範囲におけるすべての妨害要求条件が、明らかに国内法令に規格化されている装置およ

び機器、並びに他の国際電気標準会議(ＩＥＣ)規格または国際無線障害特別委員会(ＣＩＳＰＲ)規格

の適用を受ける装置については、本規格の適用範囲から除外する。 
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  また、次のものについても適用を除外する。 
 (1)  情報技術機能が二次的な動作となっている装置（例えば工業用プラント制御装置）。 
 (2) 電気通信事業者が管理する建物内でのみ使用される電気通信施設用物品。 
 
３.２  供試装置（ＥＵＴ） 
 代表的な１台の情報技術装置(ＩＴＥ)、または１台以上のホスト装置を含み機能的に相互作用のあ

る情報技術装置(ＩＴＥ)のグループ（システム）で、評価に供されるもの。 
 
３.３  ホスト装置 
 情報技術装置(ＩＴＥ)システムの一部分またはモジュールのための機械的収納部を有するユニット

で、無線周波発信源を有することもあり、または他の情報技術装置(ＩＴＥ)に電源を分配することも

ある。ホスト装置とモジュール、または他の情報技術装置(ＩＴＥ)との間の電源分配は交流、直流又

はその両方の場合がある。 
 
３.４  モジュール 
 機能を実行する情報技術装置(ＩＴＥ)の一部分であって、無線周波発信源を有することがある。 
 
３.５  同一モジュールおよび情報技術装置（ＩＴＥ） 
 
 量産されたモジュールおよび情報技術装置(ＩＴＥ)で、指定の製造仕様に対して通常の製造誤差の

許容範囲内に入っているもの。 
 
３.６ 通信／ネットワークポート 
 複数利用者に直接接続する広域電気通信ネットワーク（例：公衆電気通信ネットワーク(ＰＳＴＮ)、
ＩＳＤＮ、ｘＤＳＬ他）、ローカルエリアネットワーク（例：イーサネット、トークンリング他）お

よび類似のネットワークに接続することを意図して音声、データ、信号伝送を行うための接続ポイン

ト。 
 
注；試験中のＩＴＥシステムにおいて各機器間を相互接続するポート(例：ＲＳ２３２、ＩＥＥＥ規格１２８４（パ

ラレルプリンター)、ＵＳＢ、ＩＥＥＥ規格１３９４（Ｆｉｒｅ Ｗｉｒｅ）、他）は、本項の通信／ネット

ワークポートに該当しない。 

 
３.７ 多機能装置 
 本規格および他規格に該当する二つまたはそれ以上の機能が同一ユニット内に含まれる情報処理装

置。 
 
注：この例としては、 

－通信機能または放送受信機能付きパーソナルコンピュータ、 

－計測機能付きパーソナルコンピュータ等がある。 
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３.８ トータルコモンモードインピーダンス（ＴＣＭインピーダンス） 
 試験中のＥＵＴポートに接続されたケーブルと基準大地面間のインピーダンス。 
 
注：ケーブル全体が回路の一線路と見なされ、大地面がもう一つの線路として見なされる。 

ＴＣＭ波は電気エネルギーの伝送モードであり、そのケーブルが実際に布線された状態では、電磁エネルギーを 

放射する原因となりうる。逆に、外部電磁界の中にそのケーブルを曝した場合には、ケーブル上に電気エネルギー

を発生する結果となる。 

 
３.９ 試験配置(アレンジメント) 
 試験エリア内に接続されている周辺機器および関連装置を含むＥＵＴの物理的な配置。 
 
３.１０ 試験設定(コンフィギュレーション) 
 ＥＵＴの動作モードおよびその他動作上の条件。 
 
３.１１ 関連装置（ＡＥ） 
 ＥＵＴの動作を助けるために必要とされる機器。関連装置は物理的に試験エリア外に設置される場

合もある。 
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４．情報技術装置（ＩＴＥ）の区分 
 
 ＩＴＥをクラスＡ情報技術装置、およびクラスＢ情報技術装置の二つに区分する。 
 
４.１  クラスＢ情報技術装置 
 クラスＢ情報技術装置は、クラスＢ情報技術装置の妨害波の許容値を満足する機器である。 
 
 クラスＢ情報技術装置は、主に住宅環境注）において使用するよう意図されており、例えば、次の

ものが含まれる。 
 －固定した場所で使用しない装置、例えば、内蔵電池から給電される携帯用装置 
 －電気通信回線網から給電される電気通信端末装置 
 －パーソナルコンピュータおよび補助的に接続される装置 
 
  注）住宅環境とは、当該機器から１０ｍ以内の範囲において、放送用受信機および 

テレビジョン受信機を使用することが予想される環境を意味している。 

 
４.２  クラスＡ情報技術装置 
 クラスＡ情報技術装置は、クラスＡ情報技術装置の許容値を満足するが、クラスＢ情報技術装置の

許容値は満足しない全てのＩＴＥである。このような種類の装置については、販売に際して制限を加

えるべきではないが、次のような注意書きを取扱説明書に記載しておかなければならない。  
 
 

注意書きの例 

  注 意 
この製品はクラスＡ情報技術装置です。住宅環境で使用する場合は、電波障害を発生させ

る恐れがあります。その際、この製品の利用者は、適切な手段を講ずることが必要とされる

ことがあります。 
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５．電源ポートおよび通信ポートの伝導妨害波の許容値 
 

供試装置（ＥＵＴ）は、第９項に記述される測定法に従って平均値測定用受信機および準尖頭値

測定用受信機を使用し、それぞれの測定値が表１と表３または表２と表４の許容値を満たすこと。表

３または表４の電圧許容値と電流許容値は、いずれか一方を満たすこと。ただし、付則C.1.3に示す

測定では電圧許容値と電流許容値の両者を満たすこと。準尖頭値測定用受信機を使用した測定値が平

均値許容値を満たす場合、ＥＵＴは両方の許容値を満たしていると見なされ、平均値測定用受信機に

よる測定を必要としない。 
 測定用受信機の指示値が許容値に近いところで変動する場合、それぞれの測定周波数について、少

なくとも１５秒間指示値を観察しなければならない。瞬時の孤立した高い値は無視し、それ以外の最

も高い指示値を記録すること。 
 
５.１  電源ポートの伝導妨害波電圧の許容値 
 

表１－クラスＡ情報技術装置の電源ポート伝導妨害波電圧の許容値 

許容値  ｄＢ（μＶ） 
     周波数範囲 
       ＭＨｚ 

準尖頭値 平均値 

      0.15～0.50  ７９  ６６ 

      0.50～30 ７３ ６０ 

   注) 周波数の境界では低い方の許容値を適用する。 

 
 

表２－クラスＢ情報技術装置の電源ポート伝導妨害波電圧の許容値 

許容値  ｄＢ（μＶ） 
     周波数範囲 
        ＭＨｚ 準尖頭値 平均値 

      0.15～0.50      ６６～５６      ５６～４６ 

      0.50～5 ５６        ４６ 

        5～30         ６０        ５０ 
 

注1) 周波数の境界では低い方の許容値を適用する。               

  2) 0.15MHz～0.50MHzの範囲での許容値は周波数の対数値に対して直線的に減少する。   

 

356



 

 7

５.２  通信ポートの伝導コモンモード（非対称モード）妨害波の許容値 2) 

  

表３ クラスＡ機器の周波数範囲０.１５ＭＨｚ～３０ＭＨｚにおける通信ポートの 
伝導コモンモード（非対称モード）妨害波許容値 

電圧許容値 
dB(μＶ） 

電流許容値 
dB(μA） 

周波数範囲

（MHz） 準尖頭値 平均値 準尖頭値 平均値 

0.15～0.5 97～87 84～74 53～43 40～30 

0.5～30 87 74 43 30 

注１：許容値は、0.15～0.5MHzの範囲で周波数の対数に対して直線的に減少する 

注２：電圧許容値と電流許容値の変換係数は20 log10 150＝44 dBである。 

注３：但し、本規格を適用する時期ついては、２０１０年４月１日とする。 

 

 

表４ クラスＢ機器の周波数範囲０.１５ＭＨｚ～３０ＭＨｚにおける通信ポートの 
伝導コモンモード（非対称モード）妨害波許容値 

電圧許容値 
dB(μＶ） 

電流許容値 
dB(μA） 周波数範囲 

（MHz） 準尖頭値 平均値 準尖頭値 平均値 

0.15～0.5 84～74 74～64 40～30 30～20 

0.5～30 74 64 30 20 
 

注１)：許容値は、0.15～0.5MHzの範囲で周波数の対数に対して直線的に減少する 

注２)：電圧許容値と電流許容値の変換係数は20 log10 150＝44 dBである。 

注３)：但し、本規格を適用する時期ついては、２０１０年４月１日とする。 

 

 

――――――――― 
２）３.６項参照 
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６．放射妨害波の許容値 
 
６.１ １ＧＨｚ以下の許容値 
 
 第１０項に記述される方法に従って測定距離Ｒで測定した場合、供試装置（ＥＵＴ）は表５又は表

６の許容値を満たさなければならない。測定用受信機の指示値が許容値に近いところで変動する場合、

それぞれの測定周波数について、少なくとも１５秒間指示値を観察しなければならない。瞬時の孤立

した高い値は無視し、それ以外の最も高い指示値を記録すること。 
 

 

表５－測定距離１０ｍでのクラスＡ情報技術装置の放射妨害波の許容値 

周波数範囲 
ＭＨｚ 

準尖頭値許容値 
ｄＢ（μＶ／ｍ） 

３０～２３０ ４０ 

２３０～１０００ ４７ 

 

注1) 周波数の境界では低い方の許容値を適用する。 

注2) 妨害が発生した場合は、追加の保護手段が要求されることがある。 

 

 

表６－測定距離１０ｍでのクラスＢ情報技術装置の放射妨害波の許容値 

周波数範囲 
ＭＨｚ 

準尖頭値許容値 
ｄＢ（μＶ／ｍ） 

３０～２３０ ３０ 

２３０～１０００ ３７ 

 

注1) 周波数の境界では低い方の許容値を適用する。                      

注2) 妨害が発生した場合は、追加の保護手段が要求されることがある。 
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６.２ １ＧＨｚ以上の許容値 

 

第１０項に記述される方法および下記に記述された条件付き試験手順に従って測定した場合、供試

装置（ＥＵＴ）は表７または表８の許容値を満たさなければならない。 

 

表７－測定距離３ｍでのクラスＡ情報技術装置の放射妨害波の許容値 

周波数範囲 
ＧＨｚ 

平均値許容値 
ｄＢ（μＶ／ｍ） 

尖頭値許容値 
ｄＢ（μＶ／ｍ） 

１～３ ５６ ７６ 

３～６ ６０ ８０ 

注１）周波数の境界では低い方の許容値を適用する。 

注２）但し、本規格を適用する時期ついては、２０１０年４月１日とする。 

 

表８－測定距離３ｍでのクラスＢ情報技術装置の放射妨害波の許容値 

周波数範囲 
ＧＨｚ 

平均値許容値 
ｄＢ（μＶ／ｍ） 

尖頭値許容値 
ｄＢ（μＶ／ｍ） 

１～３ ５０ ７０ 

３～６ ５４ ７４ 

注１）周波数の境界では低い方の許容値を適用する。 

注２）但し、本規格を適用する時期ついては、２０１０年４月１日とする。 

 

• 条件付き試験手順 
 

ＥＵＴの最も高い内部使用周波数は、ＥＵＴ内部で発生または使用されるか、ＥＵＴを作動または

調整する最高周波数として規定される。 
 

ＥＵＴ内部使用周波数の最高周波数が１０８ＭＨｚ未満であれば、測定は１ＧＨｚまで実施する。 
 

ＥＵＴ内部使用周波数の最高周波数が１０８ＭＨｚから５００ＭＨｚ未満の間であれば、測定は２

ＧＨｚまで実施する。 
 

ＥＵＴ内部使用周波数の最高周波数が５００ＭＨｚから１ＧＨｚ未満の間であれば、測定は５ＧＨ

ｚまで実施する。 
 

ＥＵＴ内部使用周波数の最高周波数が１ＧＨｚ以上であれば、測定は最高周波数の５倍の周波数ま

たは６ＧＨｚのどちらか低い周波数まで実施する。 
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７．ＣＩＳＰＲ無線妨害波許容値の解釈 
 
７.１  ＣＩＳＰＲ許容値の意義 
 
7.1.1 ＣＩＳＰＲ許容値は、国内規格、関連する法規および公的規定に取り込むように各国の主管

庁に勧告している許容値である。国際機関にもこれらの許容値を使用するよう勧告している。 
 
7.1.2 装置に対する許容値の意義は、統計的に、量産品の少なくとも８０％が、少なくとも８０％

の信頼度で許容値に適合していることである。 
 
７.２  量産装置の適合試験での許容値の適用 
 
7.2.1 試験は、次のいずれかに対して行うこと。 
 
7.2.1.1 7.2.3項に規定する統計的な評価法を用いる当該型式の装置の複数台のサンプル。 
 
7.2.1.2 または、簡略化のために、１台の装置。 
 
7.2.2 特に、7.2.1.2項による場合は、生産品から無作為に選ばれた装置に対して、随時、その後の

試験が必要である。 
 
7.2.3 統計的な適合評価は、次のように行うこと。 
 この試験は、最低５台以上１２台以下のサンプルに対して行うこと。しかし、例外的な場合として、

５台が入手できない場合、３台又は４台のサンプルに試験を行うこと。適合の可否は、次の関係から

判断する。 
 

X  ＋ nkS   ≦  L  

 
 ここで、 

X はサンプルｎ台の測定値の算術平均値である。 
 
 
 

    
Xn は、個々の装置の測定値である。 

   Lは、適用する許容値。 
   k は、当該装置の８０％が許容値を満足することを、８０％の信頼度で保証する 

非心ｔ分布の表から導かれている。 
 

 k の値は、サンプル台数ｎによって決まり、下表に示す。 

Ｓ２ ＝
１

（ｎ－１）
Σ （Ｘ －Ｘ）ｎ ｎ

２－
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 Xn 、 X 、Sn および Lの値は、ｄＢ（μＶ）、又はｄＢ（μＶ／ｍ）のように対数的に表される。 

 
ｎ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 

ｋ 2.04 1.69 1.52 1.42 1.35 1.30 1.27 1.24 1.21 1.20 

 

 

7.2.4 適合可否に対する審理の結果として、販売の禁止又は型式認定の取り消しは、7.2.1.1項に

従って統計的評価法を利用して試験が行われた後にのみ、検討されること。 
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８．一般測定条件 
 
８.１  周囲雑音 
 測定サイトでは、ＥＵＴからの妨害波と周囲雑音が識別できなければならない。この観点から、サ

イトの適性は、ＥＵＴを停止して（注：ＥＵＴからの妨害波が出ない状態にして）周囲雑音を測定し、

それらが５項および６項に規定される許容値より少なくとも６ｄＢ低いことを確認することによって

決定する。 
 
 ある周波数帯域で周囲雑音が規定の許容値より６ｄＢ下回っていない場合、１０.８項に示す方法

を規定の許容値に対するＥＵＴの適合を示すために使用してもよい。  
 
 放射源からの放射妨害波および周囲雑音の合成値が規定の許容値を超えない場合には、周囲雑音レ

ベルを規定の許容値から６ｄＢ低い値に減少させる必要はない。この場合、妨害源からの放射妨害波

は規定の許容値を満足していると見なす。 
 妨害源からの放射妨害波および周囲雑音の合成値が規定の許容値を超える場合でも、当該測定周波

数において、次の二つの条件を満足しない限り、ＥＵＴが規定の許容値を満たしていないと判断して

はならない。 
 

a) 周囲雑音レベルが妨害源からの放射妨害波と周囲雑音レベルの合成値より少なくとも６ｄＢ

低いこと。 
b) 周囲雑音レベルが規定の許容値より少なくとも４.８ｄＢ低いこと。 

 
８.２  一般試験配置 
 ここに規定されない場合は、代表的な使用例に従ってＥＵＴを構成し、組み合わせ、配置して動作

させること。可能であれば製造業者が指定または推奨する設置方法を試験配置に適用すること。この

配置は通常の代表的な設置方法であること。ＥＵＴのインタフェースポ－トの各タイプごとに最低一

つのインタフェースケーブル／負荷／装置を接続しておくこと。装置の実際の代表的な使用法に従っ

て、各ケーブルは終端すること。 
 
 同一タイプの複数のインタフェースポートがある場合、追加の接続ケーブル／負荷／装置は事前確

認測定の結果に基づいてＥＵＴに加えられなければならない。追加するケーブルまたはワイヤの数は、

ケーブルまたはワイヤの追加が放射レベルに大きく影響しない条件（例えば２ｄＢ以下の変動でＥＵ

Ｔが適合し続けている）に制限してもよい。装置の配置およびポートの負荷の選択の根拠をテストレ

ポートに記述すること。 
 
 相互接続ケーブルは、個々の装置の要求条件に規定された形式および長さが望ましい。種々の長さ

のケーブルが用意されている場合は、最大妨害波を発生する長さにすること。 
 
 適合性を得るために、シ－ルド・ケーブルまたは特別なケーブルを使用した場合は、このような

ケーブルを使う必要があることを示す注意書きを取扱説明書に記述すること。 
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余分な長さのケーブルは、0.3m から 0.4m の長さでケーブルのほぼ中央で束ねておくこと。

ケーブルの大きさや固さのため、またはユーザ設置場所での試験のため、束ねることが出来ない場合

には、余分なケーブルの処理を試験報告書に詳細に記録しておくこと。 
 
 同じ形式のインタフェースポートが複数ある場合、その当該形式の一つのポートにのみケーブルを

接続してもよい。ただし、同じ形式の他のポートにケーブルを追加しても、測定結果に重要な影響を

与えないことを確認しておくこと。 
 
 測定結果が再現できるように、ケーブルおよび装置の配置や向きの詳細な説明を測定結果に添付し

なければならない。許容値に適合するために使用上の特別な条件がある場合は、それらの条件、例え

ば、ケーブルの長さ、ケーブルの形式、シールドおよび接地などを規定し、文書化すること。これら

の条件は、使用者用の説明書に記載しなければならない。 
 
 複数のモジュール（ドロア、プラグイン・カード、ボード等）を使用するようになっている装置は、

通常の使用例に従って複数組み合わせ、代表的な状態で試験すること。追加するボードまたはプラグ

イン・カードの数は、ボードまたはプラグイン・カードの追加が放射レベルに大きく影響しない条件

（例えば２ｄＢ以下の変動で、ＥＵＴが適合し続けている）に制限してもよい。モジュールのタイプ

および数について選択の根拠をテストレポートに記述すること。 
 
 多くの独立したユニットからなるシステムは、最小の代表的な構成例となるように配置すること。

この試験配置に含まれる複数の組み合わせのユニットは、通常の使用状態を代表するものであること。

ユニットを選択した根拠をテストレポートに記述すること。 
 
 代表的な最小構成のシステムを次に示す。 
 
 パーソナルコンピュータまたはパーソナルコンピュータの周辺装置の場合、最小構成のシステムは、

次に分類される装置から構成され、一緒に試験される。 
 

a) パーソナルコンピュータ 
b) キーボード 
c) 画像表示装置 
d) 使用可能な二つの異なったタイプのＩ／Ｏプロトコル（例えば、シリアル、パラレル等）の

各々に対する外部周辺装置 
e) ＥＵＴが特別の目的を持つ装置、例えばマウス、ジョイスティック等のための専用ポートを

持つ場合、その装置は最小構成の一部であること。 
 

注) あるシステムの場合、a)、b)および／またはc)は、同じシャーシに組み立てられている。  

a)、b)、c)、マウスまたはジョイスティックコントロールが、d)の代わりに使用されることはない。 
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 ＰＯＳ端末の場合、最小構成（適切な程度に）のシステムは、次に分類される装置から構成され、

一緒に試験される。 
a) アクティブプロッセッサ 
b) 現金引き出し機 
c) キーボード類 
d) ディスプレイユニット（操作者および顧客用） 
e) 代表的な周辺装置（バーコード読み取り機） 
f) 手持ち機器（バーコード読み取り機） 

 
 ＥＵＴとして評価されるＩＴＥの内部のモジュールは、それぞれのタイプごとに一つのモジュール

を動作させること。ＥＵＴがシステムの場合、システムを構成することができるＩＴＥは、それぞれ

のタイプごとに一つのＩＴＥをＥＵＴの中に含むこと。 
 
 広い場所に分散されたシステムの部分を構成する装置のユニット（例えば、情報端末装置、ワーク

ステーション、ＰＢＸ等）およびそれ自体がサブシステムとなる装置のユニットは、ホストまたはシ

ステムから独立して試験してもよい。分散型ネットワーク、例えば、ＬＡＮは、テストサイト上で、

ある長さのケーブルと、実際の周辺装置あるいは遠隔ネットワーク通信シミュレータを用いてシミュ

レートしてもよい。ただし、それらは測定値に影響を与えないことを保証するのに十分な距離に設置

する必要がある。 
 
 各型式のモジュールまたはＩＴＥを一つずつもつＥＵＴの評価の結果は、二つ以上のモジュールま

たはＩＴＥをもつ構成に適用できる。この適用が認められる理由は、複数の同一のモジュールまたは

ＩＴＥ（３.５項参照）からの放射妨害波は、現実には加算的ではないことが一般に知られているか

らである。 
 
 電源インタフェースがホスト装置に依存する任意のＩＴＥも含めて、機能的に他のＩＴＥと相互に

影響しあうＥＵＴの場合、代表的な動作状態を得るため、実際にインタフェース機能をもつＩＴＥま

たはシミュレータのいずれかを使用することができる。ただし、シミュレータを使用する場合、シ

ミュレータの影響を分離できるかまたは確認できることが必要である。もしＩＴＥが他のＩＴＥに対

してホスト装置になるように設計されている場合、ホストとなるＩＴＥは、通常の条件の下でホスト

装置として動作するように接続しなければならない。 
 
 インタフェース機能を持つ実際のＩＴＥのかわりに使用されるシミュレータは、当該ＩＴＥの電気

的特性、特にＲＦ信号およびインピーダンス、場合によっては機械的特性を適切に持つことが重要で

ある。この手順に従うことによって個々のＩＴＥの測定結果は、異なった製造業者によって製造およ

び測定されたＩＴＥを含めて、他の同様に試験されたＩＴＥのシステムの一体化や応用にも有効とな

る。 
 
 ホスト装置の様々な拡張のために別売りされるプリント配線板アッセンブリ（ＰＷＢＡ、例：ＩＳ

ＤＮインタフェース・ボード、ＣＰＵボード、アダプタ・カード等）の適合性を確認するためには、
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プリント配線板アッセンブリ（ＰＷＢＡ）が搭載されることを意図するホスト装置群から製造業者が

選択した少なくとも１台の代表的なホスト装置に搭載して試験しなければならない。 
 
 ホスト装置は、代表的な製造サンプルであること。 
 
 クラスＢ情報技術装置に搭載することを意図するＰＷＢＡは、クラスＡ情報技術装置に属するホス

ト装置に搭載して試験をしてはならない。 
 
 ＰＷＢＡに添付する説明書には、ＰＷＢＡを搭載して試験・評価したホスト装置についての情報、

およびＰＷＢＡがいずれの区分（クラスＡ情報技術装置またはクラスＢ情報技術装置）のホスト装置

に適合しているか判別できるような情報を記載しておくこと。 
 
8.2.1 最大放射配置の決定 
 事前確認測定は、許容値に対する最大妨害波の発生周波数を確認するものである。ＥＵＴの設置方

法を代表する配置において、典型的な動作モード、ケーブル配置でＥＵＴを動作させながら確認する

こと。 
 

多くの有意な周波数の妨害波を調べることによって、許容値に対応する最大妨害波の周波数を確認

すること。最大妨害波を発生すると予想される周波数、付属ケーブル、ＥＵＴの配置および動作モー

ドを見極めることが可能となる。 
 
 事前確認測定は、図４から図１３に従ってＥＵＴを適切に配置すること。 
 
 最終測定は、伝導妨害波および放射妨害波の各々について、９項および１０項に定める方法を用い

て実施すること。 
 
８.３ ＥＵＴ配置 
 基準大地面に対するＥＵＴの位置は、使用時の状態と同等とすること。すなわち、床置型装置は基

準大地面上に絶縁した状態で設置し、卓上型の装置は非導電性テーブルに設置する。 
 
 壁掛け装置は卓上型ＥＵＴとして試験を実施すること。装置の置き方（向き）は通常の設置方法に

合わせること。 
 
 上記タイプのＥＵＴの組み合わせ型装置は、通常の設置方法で配置すること。卓上型および床置型

の両方の型として設計された装置は、通常の設置方法が床置きである場合を除き卓上型装置として試

験を実施すること。 
 
 他ユニット、ＩＳＮまたは関連装置に接続しないＥＵＴ付属の信号線の末端は、必要であれば、適

切な終端インピーダンスで終端すること。 
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 試験領域外（注：テストサイトの外あるいは基準大地面の下等）に置かれた関連装置への通信線も

しくは接続線は、床に垂らし、そしてテストサイトの出口まで引き回すこと。 
 
 関連装置は通常の設置方法で設置すること。関連装置がテストサイト上に置かれる場合は、ＥＵＴ

に対して適用される条件で配置すること（例、大地面からの距離、床置きの場合の大地面からの絶縁、

ケーブルの配置、等々）。 
 

注）特別な大地面の要求事項は、伝導妨害波測定については９.４項、放射妨害波測定については10.4.4項、特

別な試験配置については９.５項および１０.５項で規定する。 

 
 図４から図１３は試験配置例と手引きのみである。文中で記述された要求事項が優先する。 
 
8.3.1 卓上型装置の配置 
 
 一般条件は８.３項を適用する。 
 
 卓上型装置は非導電性テーブルに配置すること。テーブル寸法は通常 1.5m×1.0m とするが、最

終的にはＥＵＴの水平方向の寸法に依存する。 
 
 ＥＵＴシステムを構成する全ての装置ユニット（ＥＵＴ並びに接続された周辺装置および関連装置

または機器）は、隣接するユニットとの間隔を通常 0.1m として配置すること（図４を参照）。ユ

ニットが通常積み重ねて置かれる場合、そのユニットは他ユニットの上に直接配置すること（例、モ

ニタとデスクトップＰＣ）、そしてＥＵＴ配列の後ろ側に配置すること（図４に示された周辺機器の

位置１または２）。 
 

配置の後ろ側は、可能な場合もしくは通常の使用状態であるならば、テーブルの後面に沿って配列

することが望ましい。このことは、テーブルの拡張を必要とする場合もある。後面に沿った配置がで

きない場合、追加のユニットは図４に示すようにテーブルの両サイドの周りに配置する。位置１およ

び位置２は、図４のように二つまでのユニットに使用すること。二つを越えるユニットで、各々が通

常近接配置しない場合、試験配置におけるユニットの間隔は実際上可能な限り 0.1m という距離を

維持すること。 
 

ユニット間のケーブルはテーブルの後面で垂れ下げること。ケーブルが水平大地面（または床面）

に 0.4m より近づく場合、ケーブルの余長を中心付近で 0.4m 以内に束ね、束ねたケーブルの高さ

は水平基準大地面上で少なくとも 0.4m となること。 
 

キーボード、マウス、マイクロフォン等のような機器のケーブルは、通常使用するように配置する

こと。 
 

外部電源供給ユニットの配置は下記に従うこと： 
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ａ）外部電源供給ユニットの電源入力線の長さが 0.8m を超える場合、外部電源供給ユニットをホ

ストユニットから通常 0.1m 離して卓上に配置すること。 
 
ｂ）外部電源供給ユニットの電源入力線の長さが 0.8m より短い場合、外部電源供給ユニットを入

力電源コードが大地面上で垂直方向に十分に伸ばしきるような高さに配置すること。 
 
ｃ）電源プラグが外部電源供給ユニットに組み込まれている場合、そのユニットを卓上に配置するこ

と。外部電源供給ユニットと電源（テストサイトのＥＵＴ用電源）の間に延長コードを使用す

ること。延長コードは、外部電源供給ユニットと電源の間で最短の経路になるように接続する

こと。 
 

上記の配置で、ＥＵＴと外部電源供給ユニット間のケーブルは、ＥＵＴの各機器を接続するケーブ

ルと同様に配置すること。 
 
8.3.2 床置型装置の配置 
 
 一般条件は８.３項を適用する。 
 

ＥＵＴは水平基準大地面に通常使用される置き方で、また、15cm 以下の絶縁材で基準大地面の金

属面との接触を分離して配置すること。 
 

ケーブルは水平基準大地面から絶縁すること（ 15cm 以内で）。装置の接地が指定されている場

合、水平大地面にボンディングすること。 
 

ユニット間のケーブル（ＥＵＴを構成するユニット間、ＥＵＴと関連装置間）は、水平基準金属面

から絶縁された状態で水平基準金属面に垂れ下げること。ケーブルの余長を中心付近で 0.4m 以内

に束ねるか、または蛇行させて配置すること。 
 

ユニット間のケーブルが水平基準面に垂れ下げる程の十分な長さではないが水平基準面に 0.4m 
より近づく場合、ケーブルの余長を中心付近で 0.4m 以内に束ねること。束ねたケーブルは、水平

基準大地面上 0.4m、または、水平基準大地面に 0.4m より近づく場合はケーブルコネクタの位置

の高さに配置すること（図８および図１１を参照）。 
 

ケーブルラックを有する装置の場合、ケーブルラックの数は代表的な設置方法とすること。ケーブ

ルラックは非導電性で、装置の最も近い部分と最も近接する垂直ケーブルの間隔を 0.2m に維持す

ること。ケーブルラック構造物が導電性の場合、装置の最も近い部分とケーブルラックの間隔を少な

くとも 0.2m とすること。 
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8.3.3 卓上型装置と床置型装置との組み合わせの配置 
 
8.3.1項および8.3.2項に加えて下記の要求事項を適用すること。 
 

卓上型装置と床置型装置の間を接続するケーブルは、ケーブルの余長を 0.4m 以内に束ねること。

束ねたケーブルは、水平基準大地面上 0.4m、または、水平基準大地面に 0.4m より近づく場合は

ケーブル入力／接続位置の高さに配置すること（図９を参照）。 
 
８.４ ＥＵＴの動作 

 
ＥＵＴの動作条件は、最も高い放射レベルとなるであろうＥＵＴの代表的な使用例に従って製造

者が決定すること。決定された動作モードと、その条件の根拠をテストレポートに記載すること。数

種類のＩＴＥに関する推奨動作モードを付則Ｇに示している。 
 
ＥＵＴについては、設計された定格（定常）動作電圧、および規定の負荷条件（機械的、電気的

またはその両方）で動作させなければならない。可能な場合、通常、実負荷を使用すること。シミュ

レータを使用する場合には、シミュレータは無線周波特性および機能特性が実負荷と同等であること。 
 
 装置を動作させる試験プログラムやその他の手段は、全てのシステムからの妨害波を測定できるよ

うにシステムの各部を動作させるものであること。例えば、コンピュータシステムのテープおよび

ディスク装置は、読み取り／書き込み／消去の一連の動作手順を用意しておき、記憶装置はアドレッ

シングを行い、機械的動作を行う装置は的確な動作を実施させること。画像表示装置は、付則Ｇに

従って動作させること。ＥＵＴが他の装置と機能的に相互に関連するものである場合には、実際のイ

ンタフェース装置の利用が望ましい。 
 
8.4.1 多機能装置の動作 
 

本規格の異なる項目、および／または他規格が同時に適用される多機能装置は、装置内に手を加え

ること無くそれぞれの機能を分離して動作させることができるのであれば、それぞれの機能毎に分離

して試験すること。このように試験された装置は、各機能が関連の項目／規格の要求事項を満たして

いるならば、全ての項目／規格の要求事項に適合していると判断できる。例えば、放送受信機能付の

パーソナルコンピュータは、装置が通常動作で各機能を分離して動作できる場合、放送受信機能を停

止して本答申案に従って試験を実施し、更に、放送受信機能を動作させて「情報通信技術審議会答申

CISPR13国内規格」に従った試験を実施すること。 
 

各機能を分離動作させて試験を実施することが現実的でない装置の場合、または特定機能を分離し

てしまうとその主要機能を果たすことが出来なくなる場合、もしくは、いつくかの機能の同時動作が

測定時間の節約となる場合、その装置は必要な機能を動作させた状態で関連する項目／規格に関する

規定を満たすならば適合していると判断できる。例えば、放送受信機能付のパーソナルコンピュータ

がコンピュータ機能から放送受信機能を分離して動作できない場合、そのパーソナルコンピュータは
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本答申案および「情報通信技術審議会答申CISPR13国内規格」の要求事項に従ってコンピュータ機

能と放送受信機能を共に動作させて試験を実施してもよい。 
 

ある規格において、特定のポートまたは周波数を除くことを許容する場合、多機能装置の関連機能

が異なった規格に対して試験される場合でも、同じく除くことを許容してもよい（例えば、放送受信

機能を含む装置を本答申案に従って試験する際に局発の基本波と高調波の周波数を除く）。同様に、

特別の終端が必要な場合がある、例えば、本答申案に従った測定で、放送受信機のアンテナポートは

そのポートに対する設計インピーダンスに等しい無誘導抵抗で終端する必要がある。 
 
注）局発から発生する妨害は、同調受信周波数／チャンネルを変化することで他妨害源と区別することができる。 

 
上記の処置方法にかかわらず、 

 
－ 「情報通信技術審議会答申CISPR13国内規格」による電源ポートの妨害電圧測定は、ＥＵＴが

本答申案の関連する許容値に適合しているならば除外してもよい。 
 
－ 「情報通信技術審議会答申CISPR13国内規格」による妨害電力測定は、ＥＵＴが本答申案の放

射妨害波の電界強度許容値に適合しているならば除外してもよい。 
 
－ 「情報通信技術審議会答申CISPR13国内規格」による放射妨害波の電界強度測定は、ＥＵＴか

らのすべての放射妨害波が本答申案の関連する許容値に適合しているならば除外してもよい。 
 
 
９．電源ポートおよび通信ポートにおける伝導妨害波の測定法 
９.１ 測定用検波器 

測定には、９.２項に記述される準尖頭値検波器および平均値検波器を使用すること。２種類の検

波器を一つの受信機に組み込み、準尖頭値および平均値検波器を交互に使用して測定してもよい。 
 
 注）伝導妨害波の測定はシールド室内で行うことが望ましい。 

 
 試験時間を短縮するために、尖頭値検波器を準尖頭値検波受信機または平均値検波受信機の代わり

に使用してもよい。疑義が生じた場合には、準尖頭値許容値の測定には、準尖頭値検波受信機が優先

され、平均値許容値の測定には、平均値検波受信機が優先される。（付則Ｂ、参照） 
 
９.２ 測定用受信機 
 準尖頭値検波器付き受信機は、「情報通信技術審議会答申CISPR16-1国内規格」第１編４項に

従ったものでなければならない。 
平均値検波器付き受信機は、「情報通信技術審議会答申CISPR16-1」第１編６項に従い、 「情報

通信技術審議会答申CISPR16-1」第１編４項の規定に従った６ｄＢの帯域幅を持つものでなければ

ならない。 
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尖頭値検波器付き受信機は、「情報通信技術審議会答申CISPR16-1」第１編５項に従い、 「情報

通信技術審議会答申CISPR16-1」第１編４項の規定に従った６ｄＢの帯域幅を持つものでなければ

ならない。 
 
９.３ 擬似電源回路網（ＡＭＮ） 
 伝導妨害波電圧測定点において、電源供給線と大地間の高周波での規定されたインピーダンスを得

るため、および電源供給線側からの外来雑音から供試回路を分離するために擬似電源回路網（ＡＭ

Ｎ）が必要である。 
 
 ＡＭＮには「情報通信技術審議会答申CISPR16-1」第２編４.２項、４.３項に規定される公称イン

ピーダンス（５０Ω／５０μＨまたは５０Ω／５０μH＋５Ω）を持ったネットワークを使用するこ

と。 
 
 伝導妨害波は、基準大地面とそれぞれの電線(電圧側電線、接地側電線、中性線など)の間で測定す

ること。両方の測定値は、適用する許容値の範囲内であること。 
 
 放送波が伝導性周囲雑音として侵入してくるため、周波数によっては測定が不可能な場合がある。

このような場合、適切な無線周波フィルタをＡＭＮと供給電源の間に挿入するか、電磁シールド室で

測定を行うこと。無線周波フィルタを構成する部品は測定システムの基準接地点に直接接続した金属

ケースに収納しておくこと。追加の無線周波フィルタを接続した場合でも、測定周波数におけるＡＭ

Ｎのインピーダンス要求条件を満足すること。 
 
９.４ 基準大地面 

垂直または水平の基準大地面はＥＵＴの境界から少なくとも 0.5m 外側に広げておき、その最小

寸法を 2m×2m とすること。 
 
ＡＭＮおよび擬似通信回路網（ＩＳＮ）の基準接地点は、できる限り短い導線を用いて基準大地面

に接続しておくこと。 
 
９.５ ＥＵＴの試験配置 
9.5.1 概要 
 測定する装置の電源コードは擬似電源回路網（ＡＭＮ）に接続すること。ＥＵＴがシステムの場合、

即ち１台以上のホスト装置を持つＩＴＥの集合体であって、ＩＴＥが各々電源コードを持つ場合、Ａ

ＭＮの接続先は次の規定によって決定される。 
 
a) 標準設計の電源プラグ（例えばＪＩＳＣ８３０３）で端末処理してある各電源コードは、個別に

試験すること。 
 
b) 製造業者によってホスト装置を経由して接続するように規定されていない電源コードまたは端子

は、個別に試験すること。 
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c) 製造業者によってホスト装置または他の電力供給装置を経由して接続するように規定されている

電源コードまたは現場配線端子は、当該ホスト装置または他の電力供給装置に接続すること。さら

に、当該ホスト装置または他の電力供給装置の電源コードもしくは電源ポートをＡＭＮへ接続し、

試験すること。 
  
d) 特別な接続が規定されている場合、製造業者は、接続を効果的にするために必要な治具を、この

試験のために用意すること。 
 

ＡＭＮは、供試装置の境界から 0.8ｍ になるように離しておき、基準大地面の上に配置されたＡ

ＭＮに対する基準大地面にボンディングすること。この距離はＡＭＮとＥＵＴとのもっとも近接した

間隔である。他のＥＵＴや関連装置はＡＭＮから少なくとも、0.8m 以上離しておくこと。 
 

代替法として、ＡＭＮを基準大地面の下に配置して、電源コードをＡＭＮに直接接続するか、また

は基準大地面の上に搭載したテーブルタップに接続してもよい。基準大地面の下に配置したＡＭＮに

電源コードを接続する場合は、ＡＭＮの上に位置する基準大地面とＥＵＴとのもっとも近い間隔が

0.8m になるように離しておくこと。ＡＭＮに接続したテーブルタップを使用するときは、ＡＭＮに

対するインピーダンス要求はテーブルタップを接続した状態で適合すること。また、ＥＵＴの電源

コードをテーブルタップに接続した点とＥＵＴとのもっとも近い間隔が 0.8m になるように離して

おくこと。 
 
 電源コードが製造業者によって用意されている場合、この電源コードは 1m の長さとするか、ま

たは 1m を超える長さのときは、できる限り余分な電源コードを、0.4m を超えない長さで前後に

折って束ねること。電源コードが製造業者によって規定されていない場合または用意されていない場

合は、1m のケーブルをＥＵＴとＡＭＮの間に接続すること。 
 

供試装置の中の他の装置の電源コードはすべて第二のＡＭＮに接続すること。測定する装置のＡＭ

Ｎを基準大地面に対して接続するのと同じ方法で、第二のＡＭＮも基準大地面にボンディングする。

ＡＭＮの定格を超えないかぎり、複数のコンセントを持つテーブルタップを使用して、複数の電源

コードを１台のＡＭＮに接続してもよい。またはＡＭＮを追加して使用してもよいが、この場合、い

ずれのＡＭＮといずれのユニットとのもっとも近い間隔はどこでも 0.8m 以上であること。 
 

電源ポートの伝導妨害波を測定するとき、通信ポートや信号ポートは適切な関連装置または代表的

な終端器を使用して正しく終端すること。電源ポートの伝導妨害波を測定するとき、ＩＳＮを通信

ポートに接続する場合には、ＩＳＮの受信機との接続ポートは５０Ωで終端し、そのＬＣＬはその

ポートが接続される通信網の代表的な値であること。(例えばカテゴリ５) 
 

ＩＳＮを使用して通信ポートを測定するときは、ＩＳＮはＥＵＴから 0.8m 離して基準大地面

にボンディングすること。ＥＵＴの他の装置も、ＩＳＮから少なくとも 0.8m 以上離しておくこ

と。 
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安全のために接地接続が要求されている場合、接地はＡＭＮの基準接地点で接続すること。接地線

が製造業者によって規定されていない場合または用意されていない場合は、接地線は 1m の長さで、

0.1m 以下の間隔で電源供給線と平行に配線すること。 
 

他の接地接続（例えばＥＭＣを目的とする）が、安全接地接続用と同じ端子に接続するように製造

業者によって規定されまたは供給されている場合は、それらを同様にＡＭＮの基準接地点に接続する

こと。 
 
9.5.2 卓上型装置の配置 

8.3.1、および9.5.1の一般条件を適用する。 
 

二種類の試験配置がある。 
 
 (1) 試験配置１：垂直基準大地面を使用して試験する。 

ＥＵＴは水平基準大地面から 0.8m の高さの非導電性テーブル上に設置すること。ＥＵＴの裏面

は垂直基準大地面から 0.4m 離して設置すること。垂直基準大地面は水平基準大地面にボンディン

グすること。したがって、使用するＡＭＮやＩＳＮは垂直基準大地面または基準大地面とみなされる

他の金属面のいずれか一方にボンディングしてよい。配置例を図５(試験配置１a)、図６(試験配置１

b)に示す。 
 
 (2) 試験配置２：水平基準大地面を使用して試験する。（例えばオープンテストサイト（ＯＡＴ

Ｓ）やシールド室）  
ＥＵＴは水平基準大地面から高さ 0.4m の非導電性テーブル上に設置すること。配置例を図７に

示す。 
 

いずれの場合も、ＥＵＴは、当該ＥＵＴや関連装置の一部ではない他の金属面や大地面から少なく

とも0.8m離しておくこと。 
 

どちらの試験方法を測定に使用したかを、テストレポートに記載すること。 
 

さらに、 
・ＡＭＮをＥＵＴから 0.8m 離しておくことという基準に合わせるため、卓上型装置の試験中、Ａ

ＭＮをテーブルの横に配置しなければならないことがある。 
 
・信号ケーブルは、できるだけ、全長にわたって基準大地面から 0.4m 離して配置すること。 

(必要なら非導電性の支持台を使用して) 
 

さらに、試験配置２に対して 
・インタフェースケーブルをテーブルの裏側に垂らす場合、超過する部分は中心部で束にして 0.4m

372



 

 23

以下に折り込んで、その束がテーブル上にくるようにすること。 
 
配置例を図４～図７に示す。 

 
9.5.3 床置型装置の配置 

8.3.2および、9.5.1の一般条件を適用する。 
 

配置例を図８と図１２に示す。 
 
9.5.4 卓上型装置と床置型装置の組み合わせの配置 

卓上型装置の試験配置は9.5.2によること。 
 
床置型装置の試験配置は9.5.3によること。 
 
配置例を図９に示す。 

 
９.６ 通信ポートにおける伝導妨害波の測定法 

この試験の目的は、ＥＵＴの通信ポートから放射されるコモンモード妨害波を測定することである。

希望信号がコモンモード妨害波の一因となる場合もある。希望信号から生成されるコモンモード妨害

波は、付則Ｅに述べられている要因を適切に考慮することにより、（通信の）インタフェース技術の

設計段階で制御することができる。 
 
9.6.１ 適合確認方法 
 測定は、通信ポートにおいて、対地不平衡減衰量（ＬＣＬ）が9.6.2項で定められたＩＳＮを用い

て実施すること。 
 

製造業者は、ユーザに提供する装置説明書に定めたケーブル分類に従ったＩＳＮを用いて試験した

際に、装置が表３および表４の許容値を超えないことを示さなければならない。 
 
 議論が生じた場合、適切なＩＳＮを使用する9.6.2項の適合確認方法を優先する。 
 
 注) 平衡対ケーブルのカテゴリは、低速から高速までの通信システムにどのような平衡対ケーブルを 

適用すればよいのかを明確にするため、各種の平衡対ケーブルが有する電気的特性に基づいて 

ケーブルを分類したものである。 

   一般的に使用されている通信ケーブルのカテゴリを表９に示す。 
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表９ 平衡対ケーブルのカテゴリ 
  区 分             内     容 
カテゴリ１ 
および２ 

・音声や低速のデータ伝送に使用される。 
・一般にＬＡＮでは使用されない。 
  例) 通常の電話線など。 

カテゴリ３ ・ケーブル特性：１６ ＭＨｚまでの信号伝送。 
・１０ Ｍｂｐｓまでのデータ伝送に使用される。 
  例) IEEE 802.3 10BASE-T、IEEE 802.5トークンリングの 
    4MbpsのUTP*)版、25 MbpsのATM-LAN/100VG-Any LAN。 
       *)UTP: Unshielded twist-pair cable 

カテゴリ４ ・ケーブル特性：２０ ＭＨｚまでの信号伝送。 
・１６ Ｍｂｐｓまでのデータ伝送に使用される。 
  例) IEEE 802.5トークンリングの16 MbpsのUTP版 

カテゴリ５ ・ケーブル特性：１００ ＭＨｚまでの信号伝送。 
・１００ Ｍｂｐｓまでのデータ伝送に使用される。 
  例) CDDI*) 、100BASE-TX、156 MbpsのATM-LAN、1000BASE-T 
     *)CCDI: Copper Distributed Data Interface 

カテゴリ６ ・ケーブル特性：２５０ ＭＨｚまでの信号伝送。 
・１ Ｇｂｐｓまでのデータ伝送に使用される。 
  例) 1000BASE-TX、1.2 GbpsのATM-LAN 

  参照）ＪＩＳＸ５１５０：２００４ 
 
 
9.6.2 擬似通信回路網（ＩＳＮ） 
 通信ポートの伝導妨害波を測定する際は、９.３項に基づくＡＭＮを経由して電源電圧をＥＵＴに

供給すること。 

 
シールドのない平衡２対線のコモンモード（非対称モード）電流または電圧の妨害波の評価は、通

信ポートにケーブルを介してＩＳＮを接続した状態で実施すること。このＩＳＮは、妨害波測定中に

通信ポート側から見たコモンモード終端インピーダンスを定めるものであること。ＩＳＮは、ＥＵＴ

とＥＵＴの動作に必要な補助装置／関連装置（ＡＥ）または負荷との間の信号ケーブルに挿入し、Ｅ

ＵＴの通常の動作に影響を与えないこと。 
 
 ＩＳＮの構造は試験対象の通信ポートの構成に依存するため、汎用的に使用可能なＩＳＮを規定す

ることはこれまでのところ不可能である。不平衡ケーブルに適したＩＳＮが明確になるまでの間、こ

のようなケーブルにはＩＳＮの代わりにＡＥや擬似装置を接続することを許容する。（測定に使用し

た）実際の負荷ならびにコモンモードインピーダンスを測定した結果を試験報告書に記載すること。

どのような場合でも、ＥＵＴは表３および表４の許容値に適合していること。 
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 電流プローブを使用する場合、当該ケーブルを接続部分から取り外すことなく、測定するケーブル

にそれを装着できること。電流プローブには共振のない均一な周波数特性を有し、一次巻線を流れる

動作電流によって飽和することなく機能するものでなければならない。 
 

電流プローブを使用する場合、ＩＳＮから 0.1m 以内で離してケーブルに装着すること。電流プ

ローブの挿入インピーダンスは１Ω以下でなければならない（「情報通信技術審議会答申CISPR16-
1」第２編５.１項参照）。 
 

ＩＳＮは以下のような特性をもつこと。ＩＳＮは、ＥＵＴやＡＥを接続するために必要なあらゆる

アダプタを含めて較正する。 
 
a) 周波数範囲 ０.１５～３０ＭＨｚのコモンモード終端インピーダンスは１５０Ω±２０Ω、位相

角は０゜±２０゜であること。 
 
b) ＩＳＮは供試通信ポートに接続されたＡＥまたは負荷からの妨害波を分離できること。ＩＳＮに

おける、ＡＥから発生するコモンモード妨害波電流または電圧の減衰は、測定用受信機の入力にお

いて、これらの妨害波の測定レベルが、少なくとも許容値より１０ｄＢ以上低いものであること。 
 

ＡＥから発生するコモンモード妨害波電流または電圧の望ましい分離度は、 
・１５０ｋＨｚ～１.５ＭＨｚの範囲では３５～５５ｄＢ以上(周波数の対数に対して直線的に増加) 
・１.５ＭＨｚ～３０ＭＨｚの範囲では、５５ｄＢ以上 
 
 注) 分離度とは、結果的にＩＳＮの供試ポートに現れるＡＥから発生するコモンモード妨害波の減結合の度合で 

ある。 

 
c)1) カテゴリ６(またはこれ以上)のシールドのない平衡対線ケーブルに接続するポートでの測定に使

用するＩＳＮ 
 

不平衡減衰量（ＬＣＬ）の周波数ｆ(ＭＨｚ)に対する変動は下記の方程式によって規定すること。 

 

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛+−=

2

5
1log1075)( 10

fdBLCL   dB 

 
150KHzから2MHzの範囲では、±3dB  
2MHz から 30MHzの範囲では、－3dB/＋6dB 

 
c)2) カテゴリ５(またはこれ以上)のシールドのない平衡対線ケーブルに接続するポートでの測定に使

用するＩＳＮ 
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不平衡減衰量（ＬＣＬ）の周波数f (MHz)に対する変動は下記の方程式によって規定すること。 
 

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛+−=

2

5
1log1065)( 10

fdBLCL   dB 

 
150kHzから2MHzの範囲では、±3 dB  
2 MHz から 30 MHzの範囲では、－3dB/＋4.5 dB 

 
 
c)3) カテゴリ３(またはこれ以上)のシールドのない平衡対線ケーブルに接続するポートでの測定に使

用するＩＳＮ 
 

不平衡減衰量（ＬＣＬ）の周波数ｆ(ＭＨｚ)に対する変動は下記の方程式によって規定すること。 
 

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛+−=

2

5
1log1055)( 10

fdBLCL   dB 

 
150kHzから30MHzの範囲で、±3 dB  

 
c)4) 平衡度の悪いケーブルに接続するポートでの測定に使用するＩＳＮ 
 カテゴリ１およびカテゴリ２のケーブル接続を意図した通信ポートの場合は、カテゴリ３のＩＳＮ

を使用すること。議論が生じた場合、付則C.1.3の適合確認方法を優先する。 
 

注1) 上記の不平衡減衰量（ＬＣＬ）と周波数ｆ(ＭＨｚ)に対する仕様は、代表的な環境に設置される典型的な

シールドのない平衡ケーブルのＬＣＬの近似値である。カテゴリ３ケーブル(9.6.2 c)3)項)は代表的な通信アク

セス網のＬＣＬの代表値とみなされる。これらは継続して検討中であり、将来の修正がありうる。 

 
注2) 関連する不確かさについては検討中であり、その作業後にＣＩＳＰＲ１６－３ 3）の参照が追加されること

になる。 

 
d) ＩＳＮの存在によって発生する、希望信号周波数帯域における減衰ひずみや信号品質の劣化は、

ＥＵＴの正常な動作に大きな影響を与えないこと。 
 
e) 電圧変換係数は下記のように定義する。 

定義：電圧測定点に与えられるＩＳＮの電圧変換係数は 
 

電圧変換係数= 
Vmp
Vcm

10log20  dB 
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ここで、Vcmは、ＩＳＮによりＥＵＴに提供されるコモンモードインピーダンスに現れるコモン

モード電圧であり、Vmpは､電圧測定点で直接測定される受信電圧である。 
 

電圧変換係数は、電圧測定ポートで直接測定された受信機電圧に加算されるものであり、その結果

を表３または表４の許容値と比較する。電圧変換係数の精度は±１ｄＢであること。 
 
_____________________ 
3）CISPR 16-3 無線妨害とイミュニティの測定装置および方法の仕様、 第3部CISPR技術報告書 

 
 
9.6.3 通信ポートでの測定 

ＥＵＴは、図４～図９に示す卓上型装置、床置型装置、および卓上型と床置型の組み合せの配置に

従って配置すること。 
 
 ＬＡＮとして使用する頻度が高い場合に信頼性のある伝導妨害波測定を行うため、 ＬＡＮとして

使用する場合にのみ10%を超えるＬＡＮ利用条件を、最低 250ms 維持することが必要である。試験

トラフィックの内容は、実際のデータ伝送（例、ランダム：圧縮または暗号化したファイル、周期

的：圧縮していない画像ファイル、メモリーダンプ、スクリーン更新、ディスクイメージ）を模擬す

るため、周期的メッセージと擬似ランダムメッセージの両者を含む必要がある。もしＬＡＮがアイド

ル時間中も送信を続けている場合には、その時間についても測定を行うこと（Ｅ.３項、[7]参照）。 
 
9.6.3.1 シールドのない平衡対線の接続を意図する平衡通信ポートの電圧測定 
 妨害波電圧の測定を行う場合、測定用受信機への接続に適した電圧測定ポートを備え、通信ポート

のコモンモード終端インピーダンスの要求条件を満たすＩＳＮを使用すること。 
 
 シールドのない平衡１対線の妨害波電圧を測定する場合は、適切な２線用のＩＳＮを使用すること。

シールドのない平衡２対線を測定する場合は、適切な４線用のＩＳＮを使用すること。平衡４対を収

納するシールドのないケーブルを測定する場合は、適切な８線用のＩＳＮを使用すること。（付則Ｄ

を参照） 
 
 C.1.1項の測定方法を用いること。 
 
 ５対以上の平衡線を収納するケーブルについては、9.6.3.5項を参照。 
 
9.6.3.2 シールドのない平衡対線の接続を意図する平衡通信ポートの電流測定 
  

シールドのない平衡1対線または平衡2対線、または平衡４対線の妨害波電流測定を行う場合、

ケーブルは妨害波電圧測定と同様に終端すること。 
 

377



 

 28

 C.1.1項の測定方法を用いること。 
 
 ５対以上の平衡線を収納するケーブルについては、9.6.3.5項を参照。 
 
9.6.3.3 シールドケーブルまたは同軸ケーブルの接続を意図する通信ポートの電圧測定 
 
 C.1.1項またはC.1.2項の測定方法を用いること。 
 
9.6.3.4 シールドケーブルまたは同軸ケーブルの接続を意図する通信ポートの電流測定 
  

C.1.1項またはC.1.2項の測定方法を用いること。 
 
9.6.3.5 ５対以上の平衡対線または不平衡線の接続を意図する通信ポートの測定 
 C.1.3項の測定方法を用いること。各周波数において、C.1.3項の方法を使用して、要求条件に適合

すること。（C.1.4項は適用しない） 
 
９.７ 測定の記録 
 測定された妨害波について、供試装置の通信ポートおよび電源ポートの各々について、許容値に対

して最大妨害波を発生する異なった周波数を少なくとも６点を記録すること。許容値より２０ｄＢ以

上低いレベルの測定値は、記録する必要はない。電源ポートにおいては、測定された妨害波の記録に

被測定導体を記述すること。 
 

さらに、試験報告書には妨害波測定に使用した測定器とその関連する接続部を含めた測定の不確か

さを含めること。１１項を参照。 
 
１０．放射妨害波の測定法 
 
１０.１ 測定用検波器  

 
周波数範囲３０ＭＨｚ～１０００ＭＨｚでは、測定は準尖頭値測定用受信機で行うこと。 

 
 試験時間を短縮するために、準尖頭値測定用受信機の代わりに尖頭値測定用受信機を使用してもよ

い。疑義が生じた場合には、準尖頭値検波受信機が優先される。 
 
１０.２ １ＧＨｚ以下の測定用受信機 
 準尖頭値測定用受信機は「情報通信技術審議会答申CISPR16-1国内規格」第１編４項の要求条件

に従うこと。尖頭値測定用受信機は、「情報通信技術審議会答申CISPR16-1国内規格」第１編５項

に従い「情報通信技術審議会答申CISPR16-1国内規格」第１編４項の規定に従った６ｄＢの帯域幅

を持つものでなければならない。 
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１０.３ １ＧＨｚ以下のアンテナ 
 アンテナは平衡型ダイポールであること。周波数が８０ＭＨｚ以上の場合、アンテナは共振長とし、

８０ＭＨｚ未満の場合は、アンテナは８０ＭＨｚ共振長と同じ長さとする。詳細については、「情報

通信技術審議会答申CISPR16-1国内規格」第４編４項を参照のこと。 
 
 注）測定結果が許容できる精度で平衡型ダイポールアンテナと相関がとれる場合には、他のアンテナを利用しても

よい。 

 
10.3.1 アンテナと供試装置（ＥＵＴ）の距離 
 放射妨害波の測定は、ＥＵＴの外周線からの水平距離が６項の規定に等しくなるようにアンテナを

配置して行うこと。ＥＵＴの外周線とは、ＥＵＴを取り囲んだ仮想の直線で囲まれた単純な幾何学図

形で定義される。全てのＩＴＥシステム内のケーブル及び接続されているＩＴＥは、この仮想直線内

に含まれること。（図２参照） 
 
 注）高い周囲雑音、又は他の理由で、１０ｍでの電界強度測定ができない場合は、より近い距離、例えば３ｍで、

ＩＴＥのＥＵＴの測定を行なってもよい。適合性の検討のために、測定されたデータを規定された距離に変換

する場合、距離の１０倍当たり２０ｄＢの反比例係数を用いること。３０ＭＨｚに近い周波数では、近傍電界

の影響のため、大きなＥＵＴを３ｍで測定する場合は注意すること。 

 
10.3.2 アンテナと大地面の距離 
 アンテナは、大地面より１ｍから４ｍの高さの間で、各試験周波数で最大の値が得られるように調

整すること。 
 
10.3.3 アンテナと供試装置(ＥＵＴ)の相対方向 
 最大の電界強度指示値を見つけるために、測定の間、ＥＵＴに対するアンテナの相対方向を変化さ

せること。測定の目的のためにＥＵＴを回転させてもよい。これが実施できない場合、ＥＵＴを固定

し、ＥＵＴの周囲にアンテナを移動して測定を行う。 
 
10.3.4 アンテナの偏波面 
 最大の電界強度指示値を見つけるために、測定の間、ＥＵＴに対するアンテナ偏波面を水平及び垂

直に変えること。 
 
１０.４ １ＧＨｚ以下の放射妨害波測定用の測定サイト 
 
10.4.1 共通 
 テストサイトは、周波数範囲３０ＭＨｚ～１０００ＭＨｚにおいて、水平および垂直偏波の電界強

度のサイトアッテネーション測定を実施することにより、その有効性を確認しておくこと。 
 
 送受信アンテナ間の距離は、ＥＵＴの放射妨害波測定に使用する距離と同じものであること。 
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10.4.2 サイトアッテネーション測定 
 水平及び垂直サイトアッテネーションの測定結果が理想サイト（「情報通信技術審議会答申

CISPR16-1国内規格」第４編参照）の理論的サイトアッテネーション値の±４ｄＢ以内である場合

には、その測定サイトを適切なサイトとする。 
 
10.4.3 オープンテストサイト 
 オープンテストサイトは、 平坦であり、架空電線及び近接した反射物がなく、規定の距離におい

てアンテナの設置ができるように十分に広く、アンテナ及びＥＵＴと反射物との間隔が十分に広いこ

と。反射物とは、その構成物質が導電性を持つものと定義される。テストサイトは、10.4.4項に定め

る水平金属大地面を備えること。図１及び図２に、これら二つのテストサイトの概要を示す。 
 

テストサイトは、「情報通信技術審議会答申CISPR16-1国内規格」第４編のオープンテストサイ

トのサイトアッテネーション要求条件を満足するものであること。 
 
10.4.4 導電性大地面 

導電性大地面は、ＥＵＴの外周線及び一番大きい測定アンテナから少なくとも１ｍは外側に広がっ

ており、ＥＵＴとアンテナ間の全面積を覆っているものであること。この大地面は、一番高い測定周

波数の波長の１／１０以上の大きい寸法を有する穴、又はすきまがないこと。もし測定用テストサイ

トのサイトアッテネーション要求条件を満足しないのであれば、更に大きい導電性大地面を必要とす

ることもある。 
 
10.4.5 代替テストサイト 

10.4.3項(オープンテストサイト) に述べる物理的特性をもたない他の他のテストサイトにおいて試

験を実施してもよい。このような場合には、そのような代替サイトでの測定によって正当な結果が得

られることを明らかにしておくこと。付則Ａの規定によるサイトアッテネーション測定値が10.4.2項
のサイトアッテネーション条件と10.4.4項の導電性大地面の条件を満足する場合、その代替サイトは、

妨害波の試験を実施するために適していると言える。 
 
 代替サイトの一つの例は、電波吸収体を貼付した電磁シールド室である。 
 
 注）この測定法が「情報通信技術審議会答申CISPR16-1国内規格」第１編４項に規定された場合、付則Ａは対応す

る手順で置き換えられる。 

 
１０.５ １ＧＨｚ以下の供試装置の試験配置 
 
10.5.1 共通 
 電源ケーブルは基準大地面に垂らさなければならない。そして、電源コンセントに接続すること。 
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電源コンセントは基準大地面に、その基準面から飛び出さないように取り付けなければならない。

ＡＭＮを使用する場合は基準大地面より下に設置すること。 
 
10.5.2 卓上型装置の配置 
 8.3.1項と10.5.1項の共通条件を適用すること。 
 

水平基準大地面（10.4.4項参照）より高さ 0.8m の非導電性テーブル上にＥＵＴを置くこと。 
 
配置例を図１０に示す。 
 

10.5.3 床置型装置の配置 
8.3.2項と10.5.1項の共通条件を適用すること。 

 
試験配置例を図１１と図１２に示す。 
 

10.5.4 卓上型装置と床置型装置が組み合わされた装置の配置 
 
ＥＵＴの卓上部分の配置は、10.5.2項に従うこと。ＥＵＴの床置部分の配置は、10.5.3項に従うこ

と。 
 
試験配置例を図１３に示す。 
 

１０.６ １ＧＨｚ以上の放射妨害波の測定法 
測定機器は「情報通信技術審議会答申CISPR16-1国内規格」第１編５項、６項の仕様に従う。 
測定用アンテナは「情報通信技術審議会答申CISPR16-1国内規格」第４編４.６項の仕様に従う。 
測定用サイトは「情報通信技術審議会答申CISPR16-1国内規格」第４編８項の記載内容に従う。 
測定方法はＣＩＳＰＲ１６－２－３の７.３項の規定に従う。 

 
高電圧放電現象である、アークやスパークで発生する妨害波には尖頭値許容値を適用してはならな

い。このような妨害は、インダクタンス内の電流を制御するスイッチ、または静電気を発生するサブ

システム(例えば紙を扱う装置)をＩＴＥが持っているか、あるいは制御する場合に発生する。アーク

やスパークによる妨害波には、平均値許容値を適用し、ＩＴＥから発生するその他の妨害波には尖頭

値許容値と平均値許容値の両方を適用する。 
 
１０.７ 放射妨害波測定値の記録 
 測定された妨害波について、許容値に対して最大妨害波を発生する異なった周波数を少なくとも６

点を記録すること。許容値より２０ｄＢ以上低いレベルの測定値を記録する必要はない。測定された

妨害波の記録にはアンテナの偏波面を記述すること。 
 

さらに、試験報告書には妨害波測定に使用した測定器とその関連する接続部を含めた測定の不確か
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さを含めること。１１項を参照。 
 
１０.８ 高レベルの周囲雑音の存在下での測定 
 一般的に、周囲雑音は許容値を超えてはならない。しかし、周波数によっては、放送波、人工のお

よび自然の放射源から発生する周囲雑音によって、測定点でのＥＵＴからの放射妨害波の測定が不可

能な場合がある。 
 
 規定の測定距離での周囲雑音が高い場合（第８項参照）、ＥＵＴの適合性検証のために以下の方法

を用いることができる。 
 
  a) 短い距離d2 で測定を行い、次の関係式を用いて規定の距離d1での換算された測定値Ｍ1を決

定する。 

                            ( )1221 ddMM =   
 
    ただし、Ｍ2は短い距離d2 での測定値（μＶ／ｍ）とする。 
 
        規定の距離d1における換算された測定値Ｍ1を用い、第８項に規定される適合試験条件およ

び環境条件を満たすかを調べること。 
 
  b) 第８項に規定する周囲雑音レベルを超える（周囲雑音の測定レベルが、許容値より６ｄＢ低

い値を超える）周波数帯域においては、近接する妨害波レベルから補間法を用いることで

ＥＵＴの妨害波レベルを得ることができる。補間法による値は、周囲雑音に近接する妨害

波が連続性を示すと見なした曲線上にあるとしている。 
 

c) もう一つの可能な方法として、無線送信機からの信号が存在する状態での放射妨害波の測定

では、次の規定を用いてもよい（ＣＩＳＰＲ１１の付則Ｃ、参照）。 
 

準尖頭値測定用受信機の指示値の変化が、測定時に±０.５ｄＢを超えないような安定した

動作周波数を持ったＥＵＴにおいては、以下の式を用いて十分な精度で放射妨害波の電界強

度を計算することができる。 
 

1.11.11.1
Stg EEE −=  

   
ここで、 

      Ｅgは、計算されたＥＵＴからの放射妨害波の電界強度（μＶ／ｍ） 
Ｅtは、測定された放射妨害波の電界強度（μＶ／ｍ） 

    （周囲無線送信信号との合成電界強度） 
Ｅsは、周囲無線送信信号の電界強度（μＶ／ｍ） 

 
周囲無線送信信号が、測定しようとする放射妨害波の振幅の２倍までの全振幅を有するＡ
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Ｍ、ＦＭ音声送信機またはＴＶ送信機からの信号である場合は、この式が有効であることが

明らかになっている。 
 
放射妨害波の周波数、振幅レベルが安定していないＥＵＴの場合や移動無線機等、振幅レ

ベルが変動する無線送信機からの信号を避けることができない場合には、この式の利用は制

限を受ける。このような場合の放射妨害波測定にあたっては、掃引受信機またはスペクトラ

ムアナライザを使用すべきであり、上記の式の利用は適切ではない。 
 
１０.９ ユーザ設置場所でのテスト 
 場合によっては、ユーザ設置場所でクラスＡ ＩＴＥの測定が必要である。この場合、ユーザの敷

地の境界で測定を行うのが好ましい。もし、ＥＵＴから敷地の境界までの距離が１０ｍ未満の場合、

測定はＥＵＴから１０ｍの距離で行うこと。 
 
 この適合性の検証法は、設置場所の特性が測定に影響を与えるので、設置場所固有なものとなる。

すでにタイプ試験で適合しているＩＴＥをシステムに追加しても、この設置場所の適合状態の評価は

無効とはならない。 
 
 この測定法は物理的に大きなＩＴＥ（例えば、通信センタ装置）の適合評価に使用できないことが

ある。このような装置の測定法及び許容値は検討中である。 
 
 
１１．測定の不確かさ 

ＩＴＥからの放射妨害波測定結果は、ＣＩＳＰＲ１６－４－２の測定装置の不確かさに対する事項

を参照しなければならない。 
 

この規格の許容値に適合していることの決定は、適合性評価測定結果に基づいて行われること。測

定装置の不確かさは考慮しないこと。しかしながら、測定装置および測定系に関連する様々な不確か

さを計算し、測定結果と不確かさの計算結果の両方を試験報告書に記載すること。 
 

注）設置場所試験においては、測定場所に係わる不確かさの要因は不確かさの計算から除く。 

 

 
 

表１０ 図中に用いた頭字語 
ＡＥ 関連装置 

ＡＭＮ 擬似電源回路網 
ＥＵＴ 供試装置 
ＩＳＮ 擬似通信回路網 
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注） テストサイトの特性については１０.４項を、測定距離Ｒの値については第６項も参照のこと。 

 
図１ テストサイト 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
この図に従った外周エリアによって大地面上に定義され，ＥＵＴまたはアンテナのいずれか高い方

から３ｍ以上の高さにある水平面によって定義される空間の内部に，反射物があってはならない。 
 
注）標準テストサイト（測定距離１０ｍ）に代わるテストサイトの適用については、10.4.3項を参照。 

また，供試装置（ＥＵＴ）の仮想の外周線については，10.3.1項を参照のこと 

 

図２ 代替テストサイトの最小寸法 
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垂直規準大地面（伝導のみ－試験配置１）

モニター

非導電性テーブル 

0,1 m

0,4 m

周辺機器
1 

注： 

1. 伝導妨害波測定では、電源はAMN を通して供給される。 

2. 一部のケーブルは、簡単化のため省略されている。 

0,1 m

0,1 m 

周辺機器
4 

周辺機器
3 

周辺機器
2 

周辺機器
5 

キーボード 
（テーブルの縁に揃える）

マウス（キーボードの後ろに揃える）

周辺機器

拡張テーブル 
必要に応じ 

追加の 
周辺機器用 

 

図４–卓上型装置の試験配置例  
(伝導および放射妨害波測定) (平面図) 
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AE 

非導電性テーブル 0,1 m
EUT の後ろは、テーブル

の縁と揃える 

水平大地面に 
ボンディング 

ISN 

AMN 

0,4 m

0,1 m 

高さ
 0,8 m

水平大地面に 
ボンディング 

垂直基準大地面 

終端 

0,8 m 

電流プローブ 

AMN 

垂直基準大地面から 0,4 m 

 

図５–卓上型装置の試験配置例   
(伝導妨害波測定 – 試験配置１a) 

 

 

垂直基準大地面 

0,1 m 

AE

ISN 

0,1 m

垂直基準大地面に

ボンディング 

非導電性テーブル 

AMN

垂直基準大地面に 
ボンディング 

EUT の後ろは、テーブル

の縁と揃える 
 

高さ 
 0,8 m 

0,8 m 

垂直基準大地面から
0,4 m 

0,4 m   終端

電流プローブ 

AMN 

 

図６–卓上型装置の試験配置例    
(伝導妨害波測定  – 試験配置１b) 
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非導電性支持材料

電流プローブ 

       高さ 0,4 m 終端 

 0,8 m 

非導電性
テーブル

ISN

AE 

AMN 

AMN

0,1 m 

AMN 

0,1 m

水平基準大地面に 
ボンディング 

AE
 

 

図７–卓上型装置 の試験配置例  
(伝導妨害波測定 – 試験配置２) 
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水平基準大地面にボンディング

0,8m

0,1 m

代表的な間隔

0,4m

絶縁 

AMN 

電流プローブ 

終端 

AMN 
AE

コネクタ高さ 

ISN

 

図８–床置型装置の試験配置例   
(伝導妨害波測定) 
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終端

0,8 m 

EUT の後ろは、 
テーブルの縁と揃える 

水平大地面に 
ボンディング 

垂直基準大地面 

EUT 
水平大地面に接続 

AMN 

0,1 m 電流 

プローブ 

絶縁 
コネクタ 

高さ

垂直基準大地面から 0,4 m 

0,4 m 

非導電性テーブル

代表的な 

間隔

0,8 m 

AE 

垂直基準大地面から 
0,8m 以上  

AMN

 

図９–卓上型装置と床置型装置との組み合わせの試験配置例   
(伝導妨害波測定) 
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0,4 m 

終端 

0,1 m 

0,8 m 

非導電性テーブル 

 

 

図１０–卓上型装置の試験配置例   
(放射妨害波測定) 
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代表的な間隔

  0,4 m

終端  絶縁 

コネクタ 

高さ 電源ケーブル 

 

図１１–床置型装置の試験配置例   
(放射妨害波測定) 
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図１２–床置型装置（架上配線）の試験配置例   
(伝導および放射妨害波測定)  

 

ケーブル

ラック 

EUT EUT

AMN AMN 

0,8 m 0,8 m

ISN 

0,8 m 
0,8 m

ISN
0,1 m 0,1 m 

電流プローブ (伝導妨

害波測定のみ) 

絶縁

平面図 

 

0,2 m  

代表的  
高さ  

ケーブルラック

基準大地面   
(タ ー ン テ ー ブ ル 表 面 と 床 設 備 )

ター ンテー ブル

AM N

電源  
コード  

遠隔周辺装置や補助装置への I/O 信号ケーブル  。  
要求されている場合、適切なインピーダンスで終端することができる。  

0,2 m  

電源  
コード  

I S N AM N I S N  

ISN と AMN は基準大地面に接続すること。

放射測定時これらは、取り除くかまたは基準
大地面の下に配置すること。 

 (10.5.1 項参照). 

絶縁絶縁  

側面図 
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代表的間隔 

0,4 m 

絶縁 

0,8 m 

コネクタ高さ 

 

図１３–試験配置例  卓上型装置と床置型装置との組み合わせ  
(放射妨害波測定) 
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付則Ａ（規定） 
 

代替テストサイトの正規化サイトアッテネーション測定法 
 
 代替テストサイトにおいては、その設備の天井や壁を構成する構造材または電波吸収材からの反射

波の影響を見付けるのに、１回のＮＳＡ測定だけでは不十分である。このようなサイトでは、例えば

ターンテーブルを用いて、最大寸法の被測定装置あるいは被測定システムをその中心の周りに360°
回転させた軌跡によって作られる体積を“試験体積”と定義する。 
 
  代替テストサイトの適合性確認試験は、原則として、表Ａ.１および表Ａ.２に従って半波長同調ダ

イポールアンテナを用いて水平偏波および垂直偏波でNSAを測定する。この場合、図Ａ.１ａ、図Ａ.
１ｂに示されている水平面内で５箇所（中央、および中央から測定アンテナを結ぶ直線に関して前後

左右）、２種類の偏波（水平および垂直）、１種類の高さ（水平偏波に関して２ｍ、垂直偏波に関し

て２.７５ｍ）で行う必要がある。なお、この測定に使用する相互インピーダンス補正係数ΔAFTOT

を、アンテナ較正時のアンテナ高に対応して表Ａ.３～表Ａ.５に示す。 
 
  但し、代替テストサイトの大きさの制約から、８０ＭＨｚ以下の周波数帯において半波長同調ダイ

ポールアンテナを使用できない場合は、表Ａ.６に従って８０ＭＨｚ同調ダイポールアンテナ（固定

長）を使用して、水平偏波および垂直偏波でNSAを測定する。この場合は、図Ａ.１ａおよび図Ａ.１
ｂに示すように、最大で２０回の独立したサイトアッテネーション測定、すなわち、水平面内で５箇

所（中央、および中央から測定アンテナを結ぶ直線に関して前後左右）、２種類の偏波（水平および

垂直）、２種類の高さ（水平偏波に関して１ｍ及び２ｍ、垂直偏波に関して１ｍ及び１.５ｍ）で行

う必要がある。なお、この測定に適用する相互インピーダンス補正係数ΔAFTOTを、アンテナ較正時

のアンテナ高に対応して表Ａ.７および表Ａ.８に示す。 
 ８０ＭＨｚ同調ダイポールアンテナ（固定長）の特性は、周波数が８０ＭＨｚより低くなればなる

ほど、アンテナエレメント長によって大きく変化する。従って、ＮＳＡ測定時およびアンテナ較正時

にエレメント長が変化しないように、十分注意すること。また、このアンテナは同軸ケーブルとの整

合状態も余り良くないため、測定結果の再現性が低下しやすい。従って、アンテナのバランに整合用

減衰器が内蔵されていない場合は、アンテナに６ｄＢ以上の減衰器を接続し、減衰器を付加した状態

で一個のアンテナとして取り扱い、較正を行うこと。 
 
 送信および受信アンテナは、アンテナ素子を互いに平行に、かつ測定軸と直交させて並べること。 
 
 垂直偏波に関しては、中心以外の送信アンテナの水平面内位置は、試験体積の境界上である。水平

偏波に関しては、左右の位置での測定において、横壁の構造物または吸収体と供試装置の境界との距

離が１ｍ以下であれば、アンテナの中心を中央へ移動させ、アンテナの先端が試験体積の境界上か、

あるいは試験体積直径の10%以上境界から離れない位置とする。前後の位置は、試験体積の境界上と

する。 
 
 なお、８０ＭＨｚ同調ダイポールアンテナ（固定長）を用いて周波数３０ＭＨｚから８０ＭＨｚの
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範囲で測定を行う場合、下記の条件を満たすならば、測定回数を減らしてもよい。 
 (a) 試験体積の後部境界から構造物または吸収材の最も近い点までの距離が１ｍより大 
  きい場合は、後部位置での垂直および水平偏波の測定を省略できる。 

  放射源が誘電体の境界近くに置かれると電流分布が変化するため、その場所におけ 
 る放射源の放射特性に影響が出ることが知られている。供試装置がその境界近くに置 
 かれる場合、追加のサイトアッテネーション測定が必要である。 

 (b) 左右の位置をつなぐ試験体積の直径に沿って行う水平偏波の測定回数は、アンテナ 
  の投影が直径の９０％を覆うのに充分な数まで減らすことができる。 
 (c) ８０ＭＨｚ同調ダイポールアンテナ（固定長）を用いる測定では、供試装置の最上部の 
  高さが、テーブルを含んで１.５ｍを越えなければ、送信高１.５ｍの高さにおける垂直 
  偏波の測定は省略してもよい。 
 (d) テーブルを使用する場合は、それも含めた試験体積が、奥行き１ｍ×幅１.５ｍ×高 
  さ１.５ｍ以内であれば、水平偏波測定は、中心、前方、後方の位置でのみ行うことと 
  する。上記の項目（a)を適用する場合、後部位置は省略できる。この場合、最小の８ 
  箇所での測定でよい。すなわち図Ａ.３および図Ａ.４に示すように、垂直偏波では一つの高さで

位置（左、中心、右、前方）の４配置で、水平偏波の測定では、二つの高さで位置（中心と前

方）の４配置で測定する。 
 
 ＮＳＡの測定に当たっては、送信アンテナと受信アンテナの距離を表Ａ.１および表Ａ.２若しくは

表Ａ.６に従って離すこと。図Ａ.１～図Ａ.４に示すように、受信アンテナは規定の距離を維持しなが

ら、ターンテーブル中心線に沿って動かさなければならない。 
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表Ａ.１  正規化サイトアッテネーション(ＡＮ) 

（半波長同調ダイポールアンテナを用いる場合に適用） 
 

偏波面 水平偏波 

R 
h1 
h2 

3m 
2m 

1m～4m 

10m 
2m 

1m～4m 
ｆm 

(MHz) 
AN 

(dB) 
30 11.0 24.1 

35 8.8 21.6 

40 7.0 19.4 

45 5.5 17.5 

50 4.2 15.9 

60 2.2 13.1 

70 0.6 10.9 

80 -0.7 9.2 

90 -1.8 7.8 

100 -2.8 6.7 

120 -4.4 5.0 

140 -5.8 3.5 

160 -6.7 2.3 

180 -7.2 1.2 

200 -8.4 0.3 

250 -10.6 -1.7 

300 -12.3 -3.3 

400 -14.9 -5.8 

500 -16.7 -7.6 

600 -18.3 -9.3 

700 -19.7 -10.6 

800 -20.8 -11.8 

900 -21.8 -12.9 

1000 -22.7 -13.8 

 
注) 本表の測定に適用する相互インピーダンス補正係数 
  ΔＡＦTOTは表Ａ.３～Ａ.５を参照。 
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表Ａ.２ 正規化サイトアッテネーション(ＡＮ) 
（半波長同調ダイポールアンテナを用いる場合に適用） 

 
偏波面 垂直偏波 

R=3m 
h1=2.75m 

R=10m 
h1=2.75m fm 

(MHz) h2 
(m) 

AN 
(dB) 

h2 
(m) 

AN 
(dB) 

30 2.75～4 12.4 2.75～4 18.8 

35 2.39～4 11.3 2.39～4 17.4 

40 2.13～4 10.4 2.13～4 16.2 

45 1.92～4 9.5 1.92～4 15.1 

50 1.75～4 8.4 1.75～4 14.2 

60 1.50～4 6.3 1.50～4 12.6 

70 1.32～4 4.4 1.32～4 11.3 

80 1.19～4 2.8 1.19～4 10.2 

90 1.08～4 1.5 1.08～4 9.2 

100 1～4 0.6 1～4 8.4 

120 1～4 -0.7 1～4 7.5 

140 1～4 -1.5 1～4 5.5 

160 1～4 -3.1 1～4 3.9 

180 1～4 -4.5 1～4 2.7 

200 1～4 -5.4 1～4 1.6 

250 1～4 -7.0 1～4 -0.6 

300 1～4 -8.9 1～4 -2.3 

400 1～4 11.4 1～4 -4.9 

500 1～4 -13.4 1～4 -6.9 

600 1～4 -14.9 1～4 -8.4 

700 1～4 -16.3 1～4 -9.7 

800 1～4 -17.4 1～4 -10.9 

900 1～4 -18.5 1～4 -12.0 

1000 1～4 -19.4 1～4 -13.0 

 
注) 受信アンテナ高h2の下限値は周波数によって異なるが、これは、 
  アンテナの下端が大地面から25cm以上離れるようにするためである。 
    本表の測定に適用する相互インピーダンス補正係数ΔＡＦTOTは、 
   表Ａ.３～Ａ.５を参照。 
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表Ａ.３ 同調ダイポールアンテナを用いた正規化サイトアッテネーション測定 
に使用する相互インピーダンス補正係数(ΔＡＦTOT) 

              （自由空間におけるアンテナ係数を用いる場合） 
 

補正係数 ΔＡＦTOT (dB) 

測定距離 R＝3m R＝10m 

周波数 

fm 
(MHz) 

水平偏波 

h1＝2m 
h2＝1～4m 

垂直偏波 

h1＝2.75m 
h2＝1～4m 

水平偏波 

h1＝2m 
h2＝1～4m 

垂直偏波 

h1＝2.75m 
h2＝1～4m 

30 3.9 3.4 1.8 2.6 

35 4.1 2.5 1.5 1.5 

40 3.6 1.6 0.8 1.3 

45 2.8 1.1 0.7 1.0 

50 2.2 0.9 1.0 0.6 

60 0.7 1.4 1.5 0.8 

70 -0.7 1.5 0.8 1.0 

80 -1.1 1.3 -1.1 0.9 

90 -0.8 1.0 -1.4 0.9 

100 -0.7 0.7 -1.1 0.7 

120 -0.1 0.1 0.2 0.1 

140 0.3 0.4 0.0 0.6 

160 -1.2 0.6 -0.9 0.4 

180 -0.9 0.4 -0.6 0.4 

200 0.3 0.4 0.0 0.4 

250 -0.2 0.5 -0.7 0.3 

300 0.2 0.3 -0.4 0.3 

 
注) 垂直偏波の測定では、受信アンテナの下端を大地面から25cm以上 

離すこと。 
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表Ａ.４ 同調ダイポールアンテナを用いた正規化サイトアッテネーション測定 
に使用する相互インピーダンス補正係数(ΔＡＦTOT) 

                (地上高２ｍにおけるアンテナ係数を用いる場合） 
 

補正係数 ΔＡＦTOT (dB) 

測定距離 R＝3m R＝10m 

周波数 

fm 
(MHz) 

水平偏波 

h1＝2m 
h2＝1～4m 

垂直偏波 

h1＝2.75m 
h2＝1～4m 

水平偏波 

h1＝2m 
h2＝1～4m 

垂直偏波 

h1＝2.75m 
h2＝1～4m 

30 4.0 3.5 1.8 2.6 

35 2.7 1.1 0.1 0.2 

40 1.3 -0.7 -1.6 -1.0 

45 0.0 -1.8 -2.1 -1.9 

50 -0.8 -2.1 -2.0 -2.4 

60 -1.5 -0.9 -0.8 -1.5 

70 -1.3 0.9 0.2 0.4 

80 0.2 2.5 0.2 2.2 

90 1.3 3.1 0.7 2.9 

100 0.7 2.0 0.3 2.1 

120 -1.2 -1.0 -0.9 -0.9 

140 -0.5 -0.4 -0.8 -0.3 

160 -0.3 1.5 0.1 1.3 

180 -0.4 0.9 -0.1 0.9 

200 -0.5 -0.4 -0.8 -0.5 

250 0.4 1.1 -0.1 0.9 

300 0.3 0.4 -0.4 0.3 

 
注) 垂直偏波の測定では、受信アンテナの下端を大地面から25cm以上 

離すこと。 
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表Ａ.５ 同調ダイポールアンテナを用いた正規化サイトアッテネーション測定 

に使用する相互インピーダンス補正係数(ΔＡＦTOT) 

（地上高３ｍにおけるアンテナ係数を用いる場合） 
 

補正係数 ΔＡＦTOT (dB) 

測定距離 R＝3m R＝10m 

周波数 

fm 
(MHz) 

水平偏波 

h1＝2m 
h2＝1～4m 

垂直偏波 

h1＝2.75m 
h2＝1～4m 

水平偏波 

h1＝2m 
h2＝1～4m 

垂直偏波 

h1＝2.75m 
h2＝1～4m 

30 1.0 0.5 -1.1 -0.3 

35 1.1 -0.5 -1.5 -1.4 

40 1.3 -0.6 -1.5 -0.9 

45 1.7 0.0 -0.4 -0.1 

50 2.6 1.3 1.4 1.0 

60 2.8 3.4 3.6 2.9 

70 0.1 2.2 1.5 1.7 

80 -2.1 0.2 -2.1 -0.1 

90 -2.0 -0.2 -2.6 -0.3 

100 -0.6 0.8 -1.0 0.8 

120 0.4 0.6 0.7 0.6 

140 -0.5 -0.3 -0.8 -0.2 

160 -0.5 1.3 -0.1 1.2 

180 -1.4 0.0 -1.1 0.0 

200 0.3 0.5 0.0 0.4 

250 -0.2 0.5 -0.7 0.3 

300 0.2 0.4 -0.4 0.3 

 
注) 垂直偏波の測定では、受信アンテナの下端を大地面から25cm以上 

離すこと。 
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表Ａ.６  正規化サイトアッテネーション(ＡＮ) 
（８０ＭＨｚ同調ダイポールアンテナ（固定長）を用いる場合に適用） 

 
R 3m 10m 

偏波面 水平偏波 垂直偏波 水平偏波 垂直偏波 

h1 1m 2m 1m 1.5m 1m 2m 1m 1.5m 

h2 1m～4m 1m～4m 1m～

4m 

1m～

4m 

1m～4m 1m～4m 1m～4m 1m～4m

ｆm 
(MHz) 

AN 
(dB) 

30 15.8 11.0 8.2 9.3 29.8 24.1 16.7 16.9 

35 13.4 8.8 6.9 8.0 27.1 21.6 15.4 15.6 

40 11.3 7.0 5.8 7.0 24.9 19.4 14.2 14.4 

45 9.4 5.5 4.9 6.1 22.9 17.5 13.2 13.4 

50 7.8 4.2 4.0 5.4 21.1 15.9 12.3 12.5 

60 5.0 2.2 2.6 4.1 18.0 13.1 10.7 11.0 

70 2.8 0.6 1.5 3.2 15.5 10.9 9.4 9.7 

80 0.9 -0.7 0.6 2.6 13.3 9.2 8.3 8.6 

 
注) 本表の測定に適用する相互インピーダンス補正係数ΔＡＦTOTは表Ａ.７および表Ａ.８を 
  用いること。 
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表Ａ.７ ８０ＭＨｚ同調ダイポールアンテナ（固定長）を用いた 
正規化サイトアッテネーション測定に使用する相互インピーダンス補正係数(ΔＡＦTOT) 

（地上高２ｍにおけるアンテナ係数を用いる場合） 
補正係数 ΔＡＦTOT (dB) 

R＝3m R＝10m 
測定距離 

水平偏波 垂直偏波 水平偏波 垂直偏波 

h1＝1m h1＝2m h1＝1m h1＝ 
  1.5m h1＝1m h1＝2m h1＝1m h1＝ 

  1.5m 
周波数 

fm 

(MHz) 
h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

30 1.7 1.1 0.2 -0.1 0.3 0.4 -0.6 -0.3 

35 0.6 1.4 -0.1 -0.3 0.3 0.3 -0.7 -0.4 

40 0.6 1.1 -0.4 -0.5 0.1 0.2 -0.8 -0.4 

45 0.9 0.8 -0.7 -0.7 -0.2 0.1 -0.9 -0.5 

50 0.4 0.8 -0.7 -0.8 -0.5 -0.2 -1.0 -0.5 

60 -0.9 0.5 -0.8 -0.9 -1.4 -0.4 -1.2 -0.7 

70 -2.1 -0.3 0.0 -0.8 -1.5 -0.2 -0.1 -0.3 

80 2.3 0.2 4.1 2.1 2.2 0.2 3.0 1.8 

 
表Ａ.８ ８０ＭＨｚ同調ダイポールアンテナ（固定長）を用いた 

正規化サイトアッテネーション測定に使用する相互インピーダンス補正係数(ΔＡＦTOT) 

（地上高３ｍにおけるアンテナ係数を用いる場合） 
補正係数 ΔＡＦTOT (dB) 

R＝3m R＝10m 
測定距離 

水平偏波 垂直偏波 水平偏波 垂直偏波 

h1＝1m h1＝2m h1＝1m h1＝ 
  1.5m h1＝1m h1＝2m h1＝1m h1＝ 

 1.5m 
周波数 

fm 

(MHz) 
h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

h2＝ 
1～4m 

30 1.7 1.1 0.2 -0.1 0.3 0.4 -0.6 -0.3 

35 0.6 1.4 -0.1 -0.3 0.3 0.3 -0.7 -0.4 

40 0.6 1.1 -0.4 -0.5 0.1 0.2 -0.8 -0.4 

45 0.9 0.8 -0.7 -0.7 -0.2 0.1 -0.9 -0.5 

50 0.4 0.8 -0.7 -0.8 -0.5 -0.2 -1.0 -0.5 

60 -0.1 1.3 0.0 -0.1 -0.6 0.4 -0.4 0.1 

70 0.2 1.9 2.2 1.5 0.8 2.1 2.2 2.0 

80 -0.3 -2.1 1.6 -0.4 -0.3 -2.1 0.5 -0.7 
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図Ａ.１ａ）代替テストサイトでのＮＳＡ測定のための代表的なアンテナ配置 

（垂直偏波） 
 
 

 
 

図Ａ.１ｂ）代替テストサイトでのＮＳＡ測定のための代表的なアンテナ配置 
（水平偏波） 
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図Ａ.２ａ）代替テストサイトでのＮＳＡ測定のための代表的なアンテナ配置 
ＥＵＴの大きさが1ｍ（奥行き）×1.5ｍ（幅）×1.5ｍ（高さ）以内で、その外周が 

望ましくない反射を生じさせうる最も近い物質から１ｍ以上離れている場合（垂直偏波） 

 

 

 

 
 

図Ａ.２ｂ）代替テストサイトでのＮＳＡ測定のための代表的なアンテナ配置 
ＥＵＴの大きさが1ｍ（奥行き）×1.5ｍ（幅）×1.5ｍ（高さ）以内で、その外周が 

望ましくない反射を生じさせうる最も近い物質から１ｍ以上離れている場合（水平偏波） 
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付則Ｂ （規定） 
 

尖頭値測定の判定ツリー 
 
 周波数:１５０ｋＨｚ～３０ＭＨｚまでの電源線ポート及び通信ポートの伝導妨害波測定の測定時

間を節約するために尖頭値検波器付き受信機を用いる場合、合否判定は図Ｂ.１に示す判定ツリーを

用いて実施すること。 
 
 測定周波数に連れて自動的に変わるＲＦプリセレクタ付きのスペクトラムアナライザを用いる場合

は、十分に長い掃引時間をかけ、増幅器の飽和エラーを生じないように行うこと。 
 
 さらに、測定結果に影響しないように、スペクトラムアナライザのビデオ帯域幅(ＶＢＷ)は分解能

(ＲＢＷ、測定帯域幅）に等しいか広くしておくこと。 
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P K      尖頭値 

Q P      準尖頭値 

A V G   平均値 

図B .1 尖頭値測定の判定ツリー

尖頭値測定(P K )   

Y es N o

A V G <A V G 許容値？

平均値測定(A V G )

合　   格 

P K < A V G 許容値?

Q P < A V G 許容値？
Yes

P K < Q P許容値? 

準尖頭値測定(Q P )

Q P < Q P許容値？

不　合　格

N o

N o

N o

Y es

Y es

Y es N o
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付則Ｃ （規定） 
 

コモンモード妨害波測定のための可能な試験配置 
 
Ｃ.１ はじめに 
 付則Ｃは、本規格が要求している通信線の（トータルコモンモード：ＴＣＭ）伝導妨害波の測定に

使用可能な測定法を述べている。ケーブルのタイプにより、それぞれ利点と欠点（詳細は付則Fを参

照）を有する異なる測定法を使用することが可能である。 
 
C.1.1 ＪＩＳＣ６１０００－４－６に記載されているＣＤＮをＣＤＮまたはＩＳＮとして用いる 

方法 
 シールドのない平衡１対線または平衡２対線の測定には、9.6.2 項に従うＩＳＮを使用する。他の

タイプのケーブル（シールドのあるケーブル、シールドのないケーブル）については、入手が可能で

あり、ＥＵＴを接続するケーブルに挿入した時ＥＵＴの通常動作を確保することが可能である場合は、

ＪＩＳＣ６１０００－４－６に記述されているＣＤＮを使用することができる。ＣＤＮのＬＣＬは、

9.6.2 項に示されているＥＵＴに接続されるケーブルのカテゴリに適切なＩＳＮの低い側の偏差の値

を超えてはならない。 
 
 本測定法の適用が可能な場合、付則 C.1.1 の測定法は、測定の不確かさが最小となる最良な測定結

果を提供する。 
 
 場合によっては、適切なＣＤＮまたはＩＳＮが入手不能であったり、システムの動作がＣＤＮまた

はＩＳＮの挿入により影響を受けたりする。このため専用のＣＤＮまたはＩＳＮを使用しない別の測

定法が必要である。付則 C.1.2～付則 C.1.4 はこのような場合に適用可能な代替案を示している。 
 
 ＪＩＳＣ６１０００－４－６に基づくＣＤＮを用いて本規格に基づく伝導妨害波測定を実施する場

合、当該のＣＤＮのＬＣＬが、本規格に示されたＩＳＮに対する（ＬＣＬの）要求条件を上回らない

ように較正されている必要がある。 
 

・ ＣＤＮまたはＩＳＮを直接、基準大地面に接続する。 
・ 電圧測定を行う場合は、ＣＤＮまたはＩＳＮの測定ポートで電圧を測定し、当該ＣＤＮまた 

はＩＳＮの電圧変換係数（9.6.2e）項で定義）で補正を行って電圧許容値と比較する。 
・ 電流測定を行う場合は、電流プローブで電流を測定し、電流許容値と比較する。 
・ ＣＤＮまたはＩＳＮを用いた測定の場合は、電圧許容値と電流許容値の両者を適用する必要 

はない。電流測定の場合は、ＣＤＮまたはＩＳＮの測定端子に５０Ωの負荷を接続すること。 
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ＡＥ：関連装置  ＥＵＴ：供試装置 

            １）垂直または水平基準金属面までの距離 
２）基準金属面までの距離は厳密でなくてよい。 

 
図Ｃ.１ ＪＩＳＣ６１０００－４－６に示されたＣＤＮをＣＤＮまたはＩＳＮとして使用する 

測定法 

40cm 1) 2) 

電流プローブ 

 （使用する場合） 

CDN/ISN 

EUT AE 

長さを制限しない 10 cm 

80 cm 
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C.1.2 １５０Ω負荷をシールドの外側表面に接続する方法（設置場所でのＣＤＮまたはＩＳＮ） 

 
 C.1.2 に示された測定法は、全ての同軸ケーブルまたはシールドのある多対ケーブルの測定に適用

可能である。 
 
 （本測定法は）C.1.1 に示した測定法のようにＥＵＴの被測定ポートに接続されたケーブルを切断

する必要はない。しかしながら、ケーブルのシールド面を露出するためケーブルの外皮を剥く必要が

ある。 
 
 ・絶縁外被を破り１５０Ωの抵抗をシールドの外側表面と大地面の間に接続する。 
 ・フェライトチューブまたはクランプを、接続した１５０ΩとＡＥとの間に装着する。 
 ・電流プローブで電流を測定し、電流許容値と比較する。１５０Ωの抵抗から右側（ＡＥ側）を 
  みたコモンモードインピーダンスは、測定に影響を与えないように十分大きいこと。 

ＥＵＴからの妨害波周波数の測定に影響を与えないように、このインピーダンスは１５０Ω 
より十分に大きい必要があり、このインピーダンスの測定はＣ.２項の方法を使用すること。 

 ・１５０Ωの抵抗に高インピーダンスのプローブを並列接続することにより、またはＪＩＳＣ  
６１０００－４－６に記載されている「50Ω／150Ωのアダプタ」を１５０Ω負荷として使用し

適切な補正（50Ω／150Ωのアダプタの場合は9.6dB）を行うことにより、電圧測定を行うこと

も 
可能である。 

 
 

 

ＡＥ：関連装置  ＥＵＴ：供試装置 
                     １）垂直または水平基準金属面までの距離 
                     ２）基準金属面までの距離は厳密でなくてよい。 
 
図Ｃ.２ １５０Ω負荷をシールドの外側表面に接続する方法（設置場所でのＣＤＮまたはＩＳＮ） 

40cm 1) 2) 

電流プローブ EUT AE 

長さを制限しない 10 cm 30 ～ 80 cm 

シールド面に接続 

10 cm 
フェライト 

150Ω 
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C.1.3 電流プローブと容量性電圧プローブの組合せによる方法 
 ・電流プローブで電流を測定する。 
 ・「情報通信技術審議会答申CISPR16-1国内規格」第２編5.2.2項で規定された容量性電圧プロー

ブで電圧を測定する。 
 ・測定された電圧を電圧許容値と比較する。 
 ・測定された電流を電流許容値と比較する。 
 ・ＥＵＴは電圧許容値と電流許容値の両者を満足すること。 
 
 

 
 

ＡＥ：関連装置  ＥＵＴ：供試装置 
               １）垂直または水平基準金属面までの距離 
               ２）基準金属面までの距離は厳密でなくてよい。 
 

図Ｃ.３ 電流プローブと容量性電圧プローブの組合せによる方法 
 

 
C.1.4 シールドと大地面との接続がなくＩＳＮもない方法 
 もしC.1.4に示された方法とC.1.3に示された方法とを組み合わせる場合、両測定法の短所に煩わさ

れることなく、両測定法の長所を活用できる。 
 
 最初にC.1.3に示された方法でＥＵＴを測定する。もし測定結果が許容値以下であった場合、ＥＵ

Ｔは許容値に適合しているとみなせる。もしC.1.3に示された方法でＥＵＴを測定し、一つ以上の周

波数の妨害波レベルが許容値を上回っている場合、これらの周波数についてのみC.1.4に示された方

法を用いて測定することができる。この組み合わせ測定法において、C.1.3に示された方法は、測定

に時間がかかるがより精度の高い測定法であるC.1.4に示された方法を用いて、より詳細な測定を必

要とする周波数を選定するための方法として使用される。 
 
 ・フェライト材を使用する。 
 ・初期測定においてＥＵＴからの妨害波周波数を決定する。 

30～80 cm 長さを制限しない 

40cm 1) 2) 

電流プローブ 
EUT AE 容量性電圧プロービング 

フェライト 

（任意） 
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 ・ＥＵＴからの妨害波周波数についてＣ.２項に示した手順を用いて、ケーブル、フェライト 
およびＡＥ（で構成される系）のコモンモードインピーダンスを記録する。このコモンモー 
ドインピーダンスは１５０Ω±２０Ωであること。較正を行った時のフェライトの装着位置を 
記録しておき、適合のための測定を実施する際はその位置に装着すること。 

   注) 150Ω±20Ωを実現するためには、異なる周波数に対して異なるタイプのフェライト 

が要求されるかもしれない。 

 

 ・電流プローブで電流を測定する。図における第２番目のプローブは、 Ｃ.２項に示した較正 
を行う際に用いる注入プローブである。このプローブは、コモンモードインピーダンスを確認 
する時に使用するものであって、適合のための測定を実施する際は使用しないこと。 

 ・測定された電流を電流許容値と比較する。 
 
 
 

 
 

ＡＥ：関連装置  ＥＵＴ：供試装置 
            １）垂直または水平基準金属面までの距離 
            ２）基準金属面までの距離は厳密でなくてよい。 
 

図Ｃ.４ シールドと大地面との接続がなくＩＳＮ もない方法 
 

長さを制限しない 10 ～80 cm 

40 cm 1) 2) 

EUT AE 

注入プローブ 

フェライト 

測定プローブ 妨害波の測定 

ｲﾝﾋﾟｰ ﾀﾞﾝｽの測定（C.2項参照） 
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C.1.5 測定方法を選定するためのフローチャート 
 
 様々なポート（シールドのない対より線、シールドのある対より線、同軸ケーブル、ＡＣ電源線

等）に適用する測定法を選定するためのフローチャート（図Ｃ.６参照）を採用する。たとえばシー

ルドのある（ＳＴＰ）ケーブル、シールドのない（ＵＴＰ）ケーブルのように、異なる型のケーブル

への適用が可能な場合は、両者について測定を行って本規格に対する適合を確認すること。 
 シールドケーブルまたは同軸ケーブルの妨害波測定において、適切なISNが存在しない場合は

C.1.3項の測定方法で測定し適合を確認すること。C.1.3項の測定方法を用いて測定する場合、C.1.4
項及びＣ.２項に示された測定方法は適用しないこと。 
 
Ｃ.２ ケーブル、フェライトおよびＡＥ（で構成される系）のコモンモードインピーダンスの測定 
 
 ・注入プローブおよび測定プローブを５０Ωのシステム（図Ｃ.５参照）で較正する。 
  注入電圧（V1）を発振器から注入プローブに入力し、測定プローブの電流（I１）を記録する。 
 ・ケーブルをＥＵＴから外し、外したケーブルをＥＵＴの端で大地面に短絡する（図Ｃ.５参照）。 
 ・同一の注入プローブを用いて注入電圧（V1）をケーブルに印加する。 
 ・同一の測定プローブを用いて電流を測定し、測定された電流値（I２）と、最初に測定した電 

流値（I1）とを比較することにより、ケーブル、フェライトおよびＡＥ（で構成される系）の 
コモンモードインピーダンスを計算する。（コモンモードインピーダンスは、50×I1／I2） 
例えば、I１がI2の半分であるとすると、コモンモードインピーダンスは１００Ωである。 

 
 このＴＣＭインピーダンスの測定技術は以下の条件のもとでのみ使用する。 
 

図Ｃ.５における５０Ωの較正冶具のループ長（円周）は、図Ｃ.４の総ループ長の±１０％である

こと、および両者のループ長は１.２５ｍ以下であること。これらの条件は、インピーダンス測定に

影響を与え測定の不確かさを増加させるループの共振現象を最小限に抑えるために必要である。以下

に示す二つの方法のいずれかをＴＣＭインピーダンスの測定に使用する。 
 
方法１：インピーダンスアナライザを、図Ｃ.４に示すスイッチの点でＥＵＴの被測定ポートの 

ケーブルに接続する。インピーダンスアナライザをＥＵＴの被測定ポートのケーブル 
と基準大地面との間に接続する。ＥＵＴはこの測定のために接続を取り外し、ＥＵＴの 
被測定ポートに接続されている全てのワイヤをインピーダンスアナライザに接続され 
ている点に接続する。本測定には上述したケーブル長に関する条件を適用する必要があ 
る。この測定法における測定配置は図Ｆ.４と同様である。 

方法２：ネットワークアナライザ、電流プローブ、容量性電圧プローブを用いてコモンモード 
電圧および電流を測定する。ネットワークアナライザで測定された、ＥＵＴの被測定 
ポートに接続されているケーブルの電圧と電流の比でＴＣＭインピーダンスを求める。 
この測定法における測定配置は図Ｆ.４と同様である。 
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電流
プローブ

信号発生器 受信器

I1

測定プローブ

I

50Ω
ｰ V +

注入プローブ

V1

ネットワークアナライザ

電流
プローブ

信号発生器 受信器

I1

測定プローブ

I

50Ω
ｰ V +

注入プローブ

V1

ネットワークアナライザ
 

 
図Ｃ.５ 較正方法 
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図Ｃ.６ 試験方法を選定するためのフローチャート 

 

ポートへの接続： 

-カテゴリ6のケーブルもしくはそれ以上の  

 ケーブルを接続するポート：9.6.2 c) 1)  

 で定義されたISNを使用してください 

-カテゴリ5のケーブルもしくはそれ以上の 

 ケーブルを接続するポート：9.6.2 c) 2) 
 で定義されたISNを使用してください 

-カテゴリ3のケーブルもしくはそれ以上の 

 ケーブルを接続するポート：9.6.2 c) 3) 
 で定義されたISNを使用してください 

-平衡度の”悪い”ケーブルを接続するポー 

ト：9.6.2 c) 4)で定義されたISNを使用し

て ください 

開 始 

ポートタイプを選択してください 

テストの必要はありません はい

 

 

EUTのポートは3.6

項節で定義された

電気通信ポートで

すか？

EUTが動作する

ために9.6.2に

従ったISNは利

用可能ですか？ 

 

 

EUTが動作するため

に付則Dに従った

ISNは利用可能です

か？ 

 

 

 

該当する 

ケーブルカテゴリ 

において、CDNの縦方

向変換損失（LCL）は

9.6.2に示された 

要求値を超え 

ますか？ 

9.3項で定義され

た方法を使用して

ください 

表1もしくは2にお

ける許容値を適用

してください 

電圧及び電流を測定するため

にC.1.3で定義された方法を

使用してください 

表3もしくは4における電圧

及び電流の許容値を適用し

てください 

電圧もしくは電流

を測定するために

C.1.2で定義され

た方法を使用して

ください 

C.1.2 
 

150Ωの抵抗器をシー

ルドと大地面の間に

適用してください 

フェライトを150Ω抵

抗 器 と AE と の 間 の

ケーブルに装着適用

してください 

 

C.2で定義された方法

を使用しAEへのコモ

ンモードインピーダ

ンスを測定し、150Ω

より十分に大きいイ

ンピーダンスを確保

してください 

電圧もしくは電流を

測定してください 

電圧もしくは電流

を測定するために

C.1.1で定義された

方法を使用してく

ださい 

表3もしくは4における電圧

もしくは電流の許容値を適

用してください 

電圧を測定するために9.6.3.1及びC.1.1で

定義された方法を使用してください 

もしくは 

電流を測定するために9.6.3.2及びC.1.1で

定義された方法を使用してください 

表3もしくは4における電圧もしくは電流の

許容値を適用してください 

はい 

はい 

はい 

はい

いいえ 

いいえ 

いいえ 

その他 電源 シールドのある平衡対もしくは同軸ケーブル シールドのない平衡対 

終了 

いいえ 

“その他”のポートタ

イプでの測定手順プロ

セスを使用してくださ

EUTが動作 

するためにJIS C 

61000-4-6で規定さ

れたCDNは利用可能

ですか？ 

いいえ 
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付則Ｄ（情報） 
 

擬似通信回路網（ＩＳＮ）の回路構成例 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図Ｄ.１ シールドのない平衡１対線用のＩＳＮ 
 

注 2: Zcat はISNの平衡度（LCL）をネットワークの平衡度に合わせるため、 9.5.2 c)項で規定される値を 
有するインピーダンス 

L1

C C

R R

L2 = 2 x 38 mH

ＥＵＴ ＡＥ 平衡対線 

Zcat 

Rx = 受信機の入力インピーダンス 
50 Ω

R =200Ω

L1 = 2 x 38 mH
L2

ISN

ＥＵＴ = 供試装置 

AE = 関連装置 

注 1:  9.5.2 e) 項で定義される電圧変換係数= 9.5 dB（公称値） 

ISNの金属ケース 

C = 4.7μF
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図Ｄ.２ シールドのない１対および２対の平衡線に使用できるＬＣＬの高いＩＳＮ 
 

Rx 

L1 = 5 x 1.4 mH L2 = 4 x 1.4 

C = 82 

L3 = 2 x 3.1 

L4 = 2 x 3.1 

平衡対線 1 

平衡対線 2 

ＥＵＴ 

L3 および L4 （各対線の線間インダクタンス）= 4 x 3.1 mH = 12.4 mH

R1
100 

1 対 ,2 対 線 用

Zcat 

ＥＵＴ = 供試装置 ＡＥ = 関連装置

Rd = 390 Ω Rx = 受信機入力 
インピーダンス 50 Ω 

L4

C
Rd

C

L3

C
Rd

C

ISN金属ケース 

注 1: 9.5.2 e) 項で定義される電圧変換係数= 9.5 dB（公称値）

注 2: Zcat はISNの平衡度（LCL）をネットワークの平衡度に合わせるため、 9.5.2 c)項で規定される値を 
有するインピーダンス 

Zcat 

ＡＥ

注 3: このISNはシールドのない１対および２対の平衡対線のコモンモード妨害波測定に使用できる。 
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図Ｄ.３ シールドのない１対，２対，３対および４対の平衡線用のＬＣＬの高いＩＳＮ 

 

Rx

L1 = 9 x 1.4 L2 = 8 x 1.4 

C = 82 nF 

L3, L4, L5, and L6 = 2 x 3.1 

平衡対線 1 

平衡対線 2 
ＥＵＴ ＡＥ

L3, L4, L5およびL6（各対線の線間インダクタンス） = 4 x 3.1 mH = 12.4 mH

R1
100 Ω

1 対 ,2 対 ,3 対 ,4 対 線 用

Zcat 

ＥＵＴ = 供試装置 ＡＥ = 関連装置

Rd = 390 

Rx = 受信機入力 50 Ω 
L4

C
Rd

C

L3

C
Rd

C

平衡対線 3 

平衡対線 4 

L5

C
Rd

C

L6 

C
Rd

C

4 x 

ISN 金属ケース 

注 1: 9.5.2 e) 項で定義される電圧変換係数= 9.5 dB（公称値）

注 2: Zcat はISNの平衡度（LCL）をネットワークの平衡度に合わせるため、 9.5.2 c)項で規定される値を 
有するインピーダンス 

注 3: このISNはシールドのない１対、２対、３対および４対の平衡対線のコモンモード妨害波測定に使用できる。
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図Ｄ.４ 電圧測定ポートに５０Ωの整合回路を有するシールドのない平衡２対線用のＩＳＮ 

 

ＥＵＴ 

4 x Ra

4 x Ca

L1

Ca  33nF 

Ra  576Ω 

Rb  6Ω 

Rc  44Ω 

L1 = 2×7mH 

  

２対 線 用 ＩＳ

50 Ω

Rx = 受信機の入力インピーダンス

ＡＥ

平衡対線 1 

平衡対線 2 

Zcat 2 x 

ISN 金属ケース

Rb Rc

Rx

ＥＵＴ = 供試装置 ＡＥ = 関連装置 

注 1: 9.5.2 e) 項で定義される電圧変換係数= 34 dB（公称値）

注 2: Zcat はISNの平衡度（LCL）をネットワークの平衡度に合わせるため、 9.5.2 c)項で規定される値を 
有するインピーダンス 

警告： このISNは平衡２対線のみに使用すること 
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図Ｄ.５ シールドのない平衡２対線用のＩＳＮ 

 
 
 

ＥＵＴ 

4 x Ra

4 x Ca

L1

Ca  33nF 

Ra  400( 

L1 = 4×7mH 

２対線用ＩＳＮ

50 Ω

Rx = 受信機の入力インピーダンス

ＡＥ

平衡対線 1 
平衡対線 2 

Zcat 2 x 

Rx

ISN金属ケース

ＥＵＴ = 供試装置 ＡＥ = 関連装置

注 1: 9.5.2 e)項 で定義される電圧変換係数= 9.5 dB（公称値） 

注 2: Zcat はISNの平衡度（LCL）をネットワークの平衡度に合わせるため、 9.5.2 c)項で規定される値を 
有するインピーダンス 

警告： このISNは平衡２対線のみに使用すること 
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図Ｄ.６ 電圧測定ポートに５０Ωの整合回路を有するシールドのない 

平衡４対線用のＩＳＮ 
 

ＡＥ 

8 x Ra

8 x Ca

L1

Ra 1152 Ω 
Ca 33 nF

4対線用ISN

50 Ω
Rx

L1 = 8 x 7 mH 

平衡対線 1 

平衡対線 2 
ＥＵＴ 
平衡対線 3 

平衡対線 4 

Zcat 4 x 

Rb
Rc

Rb 6 Ω

Rc 44 Ω

ISN金属ケース

Rx = 受信機の入力インピーダンス

ＥＵＴ = 供試装置 ＡＥ = 関連装置 

注 1: 9.5.2 e)項 で定義される電圧変換係数= 34 dB（公称値） 

注 2: Zcat はISNの平衡度（LCL）をネットワークの平衡度に合わせるため、 9.5.2 c)項で規定される値を 
有するインピーダンス 

警告： このISNは平衡４対線のみに使用すること 
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図Ｄ.７ シールドのない平衡４対線用ＩＳＮ 

ＡＥ 

8 x Ra

8 x Ca

L

Ra 800 Ω 
Ca 33 nF

4対線用ＩＳＮ

50 Ω

R

Rx = 受信機の入力インピーダンス

L1 = 8 x 7 mH 

平衡対線 1 
平衡対線 2 

ＥＵＴ 
平衡対線 3 
平衡対線 4 

Zcat 4 x 

ISN金属ケース

ＥＵＴ = 供試装置 ＡＥ = 関連装置 
注 1: 9.5.2 e) 項で定義される電圧変換係数= 9.5 dB（公称値）

注 2: Zcat はISNの平衡度（LCL）をネットワークの平衡度に合わせるため、 9.5.2 c)項で規定される値を有す

るインピーダンス 

警告： このISNは平衡４対線のみに使用すること 
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図Ｄ .８ 中心導体と外部導体を例えばフェライトコアにバイファイラー巻きしたコモンモード

チョークコイルを内部に有する同軸ケーブル用ＩＳＮ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図Ｄ.９ 内部にミニチュア同軸ケーブルとフェライトコアで構成したコモンモードチョークコイル

を有する同軸ケーブル用のＩＳＮ 
 
 
 

ISN金属ケース 

R

Rx = 受信機の入力インピーダンス

ＥＵＴ 

100 Ω

Lcm

コモンモードチョーク Lcm > 9 mH, トータル寄生容量 C < 1 pF 
50 Ω

ＡＥ 
同軸コネクタ

 

ＥＵＴ = 供試装置 ＡＥ = 関連装置

絶縁板, 
並列 C < 1 pF 同軸コネクタ 

フェライトトロイダルコア

. . ..

.. . .

同軸ケーブルの 
シールド導体に接続 

同軸ｹｰﾌﾞﾙ用ISN

注 1: 9.5.2 e)項で定義される電圧変換係数= 9.5 dB（公称値）

同軸ケーブル 同軸ケーブル 

ISN金属ケース

R

Rx = 受信機の入力インピーダンス

ＥＵＴ 

100 Ω
絶縁板

L1

コモンモードチョーク L1 = 2 x 7 mH 

ＡＥ 

中心導体 
同軸コネクタ 
  

ＥＵＴ = 供試装置 ＡＥ = 関連装置

同軸コネクタ 
同軸ケーブルの 
シールド導体に接続  

同軸ｹｰﾌﾞﾙ用ISN

シールド（外部）導体

同軸ケーブル 同軸ケーブル 

注 1: 9.5.2 e)項で定義される電圧変換係数= 9.5 dB（公称値）

Rx 

ミニチュア同軸ケーブ
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図Ｄ.１０ 中心導体と外部導体を例えばフェライトコアにバイファイラー巻きしたコモンモード

チョークコイルを内部に有するシールドのある多線ケーブル用のＩＳＮ 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図Ｄ.１１ 内部にミニチュア同軸ケーブルとフェライトコアで構成したコモンモードチョークコイ

ルを有するシールドのある多線ケーブル用のＩＳＮ 

ISN金属ケース

R 

Rx = 受信機の入力インピーダンス

ＥＵＴ 

100 Ω

Lcm

コモンモードチョーク Lcm > 9 mH, トータル寄生容量 C < 1 pF

50 Ω 

ＡＥ 

シールドのある多線ケーブ

シールド 
コネクタ 

ＥＵＴ = 供試装置 ＡＥ = 関連装置

絶縁板 
並列 C < 1 pF フェライトトロイダルコア

. . ..

.. . .

ケーブルの 
シールド導体に接続 

シ ー ル ド 多 線 用

......

シールドのある多線ケーブル 

注 1: 9.5.2 e)項で定義される電圧変換係数= 9.5 dB（公称値）

シールドのある 
多線ケーブル 

シールドコネクタ 

ISN金属ケース

R

Rx = 受信機の入力インピーダンス

ＥＵＴ 

100 Ω

L1

コモンモードチョーク L1 = (n + 1) x 7 mH, ここでn = 線数

50 Ω 

ＡＥ 
シールド

コネクタ

ＥＵＴ = 供試装置 ＡＥ = 関連装置 

絶縁板 
 シールドコネクタ 

ケーブルの 
シールド導体に接続 

シールド多線用ISN

... ...

Rx シールド（外部）導体

....

..

..

注 1: 9.5.2 e)項で定義される電圧変換係数= 9.5 dB（公称値）

シールドのある多線 
ケーブル 

シールドのある 
多線ケーブル 

複数の単一ワイヤ、線数 = n
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付則Ｅ （情報） 
 

通信ポートにおける信号のパラメータ 
 
Ｅ.１ 概要 
 本規格では、ディファレンシャル電流または電圧信号レベルに対する許容値は定めない。 
 しかしながら、通信ポートのディファレンシャルモードの最大信号レベルは、仮に希望信号がグラ

ンドに対するコモンモードインピーダンス上で、許容することができない妨害波として現れないよう

にするのであれば、通信ポートおよびケーブル、またはこれらが接続することを意図しているネット

ワークの電気的な平衡または不平衡減衰量（ＬＣＬ）［１、２］に依存し、かつ制限される。 
 
 信号ポート、ケーブルまたはネットワークのＬＣＬによっては、これらの端子、ケーブル、または

ネットワーク上のディファレンシャル信号の一部が、本規格で許容値を定めたコモンモード妨害波に

変換される[3]、[4]、[5]。コモンモード妨害波（この環境ではこれが放射妨害波の原因となるので、

アンテナモード妨害波とも呼ばれる）は、全ての種類の無線信号を受けて起こる障害を最小限とする

のであれば、限定されなければならない。平衡な信号ポートまたは、例えば撚った銅の対線のような

伝達媒体で生成されるコモンモード妨害波は、これらのポートや伝達媒体の全体がシールドされてい

るかどうかにかかわらず、コントロールされ制限されなければならない。シールドされた媒体を使用

する場合、シールドコネクタ内だけでなくシールド自体の欠陥によって発生する重大な電気的不連続

性により、シールド環境内で生成されシールド外に現れるコモンモード妨害波となるであろう。 
 
 多くのネットワークで想定される平衡性およびＬＣＬの最悪値は、ネットワークが望む信号の伝送

特性と漏話特性に依存し、本規格で考えているコモンモード妨害波のコントロールについては必ずし

も注意を払う必要はない。 
 
 通信ネットワークの物理レイヤー仕様により、許容できない電磁妨害波が偶発的に発生しないよう

にするために、ネットワーク規格を検討する初期の段階で、いくつかのクリティカルなパラメータに

対しては電磁両立性（ＥＭＣ）を考慮した仕様を考えることが不可欠である。 
 
 撚り対線を用いた通信ネットワークのＥＭＣを達成するために考慮すべき最も重要なパラメータを

以下に示す。 
 
 ・希望線間またはディファレンシャルモード電気信号の規定レベル 
 ・希望ディファレンシャル信号用に規定されたラインコード（ＡＭＩ、ＣＭＩ、ＮＲＺ 
  等の伝送符号形式）のスペクトル特性 
 ・希望ディファレンシャル信号のプロトコルのデザイン 
 ・（システムの）設置場所において、希望電気信号が伝送される物理的な銅の媒体に予測 

される電気的平衡度、またはＬＣＬ 
 ・物理的媒体に接続するユニットの通信ポートの電気的平衡度、またはＬＣＬ 

 ・希望ディファレンシャル信号が伝送される物理的媒体に予測されるディファレンシャル 
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  モードおよびコモンモードインピーダンス 
 ・（物理的媒体に接続する）ユニットの希望ディファレンシャル信号が現われる通信 
  ポートに対して規定された、ディファレンシャルモードおよびコモンモードインピーダンス 
 ・シールドした媒体が使われる場合は、コネクタおよびシールドに期待されるシールド効果 
 
 結果として生じたコモンモード妨害波レベルに対する希望ディファレンシャル信号の絶対レベルの

影響を精査する必要はない。非線形がない場合は、通信端子や物理的媒体の電気的不平衡に起因する

ディファレンシャルモードからコモンモードへの変換によって生じたコモンモード妨害波のレベルは、

希望ディファレンシャル信号のレベルに正比例する。 
 
 希望ディファレンシャル信号に規定されたスペクトル特性およびプロトコルも、物理的媒体に現れ

るコモンモード妨害波のレベルに大きな影響を与える。 
 
 データ速度が与えられた場合、信号の持つパワーを広い周波数範囲に広がるよう設計されたライン

コーディングを使用するディファレンシャル信号は、信号の持つパワーを狭い周波数範囲内に集中す

るよう設計されたラインコーディングを使用する場合よりも、許容できないコモンモード妨害波を発

生させる可能性が低い。 
 
 信号のプロトコルの選定はディファレンシャル信号のスペクトル特性に大きな影響を与える。は

じめと終わりを示すデリミッター（区分信号）、フレーミングおよび同期ビットパターン、トーク

ンのビットパターン、そして最終的にはアクセスコントロールプロトコルが、通信ネットワークの

様々な作動状態（高トラフィック時、低トラフィック時、アイドル時）で、ディファレンシャル信

号の持つパワーを狭い周波数範囲にどれくらい集中するかに大きな影響を与える。 
 
 ネットワーク上のディファレンシャル信号から生成されるコモンモード妨害波のレベルを最小限

にするのであれば、周期性の高い波形が長時間持続して発生することを避ける必要がある。 
 
Ｅ.２ コモンモード妨害波レベルの評価 
 重要な電気パラメータとスペクトルパラメータとの関係がわかれば、希望ディファレンシャル信号

の、ディファレンシャルモードからコモンモードへの変換により発生するコモンモードレベルの評価

を行うことができる。特に、ディファレンシャル信号から変換されたコモンモード妨害波がコモン

モード妨害波許容値を越えない場合は、ディファレンシャル信号の最高許容レベルの評価を行うこと

ができる。 
 
 ＬＡＮ内で互いに接続されている二つの項目、例えば、特性インピーダンスで終端したシールドの

ない平衡な撚り対線に接続される平衡な通信ポート、を考える。２項目の組み合わせの電気的不平衡

は、最悪（最低）ＬＣＬを生じる項目の電気的不平衡に左右されると仮定する。その（最悪ＬＣＬを

有する）項目のＬＣＬに起因した、ディファレンシャルモードからコモンモードへの変換により発生

するコモンモード妨害波のおおよその強さは、以下のように求められる。 
 

427



 

 78

 

I cm dBμ A ≈ UT dBμV – LCL dB – 20log10 2 Z0. Zcm+Zct
Z0+ 4Zcm （Ｅ.１）

 
 

 ディファレンシャル信号電圧Ｕ
Ｔ

によって発生するコモンモード電流Ｉcmを求める時、 

および 
 

U cm dBμV ≈ UT dBμV – LCL dB – 20log10
2 Z0
Zcm

. Zcm+Zct
Z0+ 4Zcm

（Ｅ.２）

 

 

 ディファレンシャル信号電圧Ｕ
Ｔ

によって発生するコモンモード電圧Ｕcmを求めるとき、 

ここで、 
  Ｚcmは、最悪（最低）のＬＣＬをもった項目により与えられるコモンモードインピーダンス。 
  Ｚctは、より高いＬＣＬのある項目により与えられるコモンモードインピーダンス。 
  Ｚoは、通信ポートでの線間またはディファレンシャルモードインピーダンス。 
 
 上記の式は、[6] で詳しく説明した関係から引き出され、組み合わせた両方の項目が線間または

ディファレンシャルインピーダンスＺoを与えることを想定している。 
 
 等式内のコモンモード妨害波レベルをコモンモード妨害波許容値と等しくすることにより、許容で

きる最大の線間またはディファレンシャル信号レベルを求めることができる。 
 
 上記の等式を使用する場合、コモンモード妨害波許容値は定められた帯域幅（例えば9kHz）で規

定された検波機能（準尖頭値あるいは平均値）によって測定される量であることに注意する必要があ

る。それゆえ、与えられたＬＣＬにおいて上記の方法で評価される許容可能な最大ディファレンシャ

ル信号レベルは、同一の検波機能で測定された場合に同一の帯域幅内に発生することが許されるもの

である。 
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付則Ｆ（情報） 
 

通信ポート妨害波測定及び測定法に関する妥当性 
 
Ｆ.１ 許容値 

妨害波電圧（あるいは電流）の許容値は、１５０Ωのトータルコモンモード（ＴＣＭ）負荷インピー

ダンス（測定中にＥＵＴによってＡＥポートからみえる）に対して決められている。このことは、Ａ

Ｅ及びＥＵＴの未知のＴＣＭインピーダンスによらず、再現性のある測定を行うために必要である。 
 
一般的にＡＥポートにおいてＥＵＴによってみえるＴＣＭインピーダンスは、ＩＳＮやＣＤＮを使

用しない限り決まらない。仮にＡＥがシールド室の外に設置される場合、ＡＥポートにおいてＥＵＴ

によってみえるＴＣＭインピーダンスは、試験系とシールド室外部との間にあるフィルタのＴＣＭイ

ンピーダンスによって決まる。π型のフィルタはＴＣＭインピーダンスが低く、その一方でＴ型の

フィルタはＴＣＭインピーダンスが高い。 
 
ＩＴＥが使用する全てのケーブルに対して、ＣＤＮやＩＳＮが存在するわけではない。したがって、

ＣＤＮやＩＳＮを使用しない代替測定法（ノンインベイシブ測定法）が必要である。 
 
付則ＣではＥＵＴの測定対象ポートに接続されたケーブルのみが図示されている。通常、ＥＵＴに

は他に幾つかのケーブル（もしくはポート）がある。多くの場合、少なくとも電源への接続がある。

測定対象以外の接続（接地を含む）のＴＣＭインピーダンスや、測定におけるこれら接続の有無は、

特に小型ＥＵＴの場合に測定結果に重大な影響を与えうる。したがって、小型ＥＵＴについて、測定

を行っていない接続のＴＣＭインピーダンスを決める必要がある。測定対象のポートに加え少なくと

も二つのポートについて、１５０ΩのＴＣＭインピーダンスに接続すれば（通常、測定端子を５０Ω終

端したＩＳＮもしくはＣＤＮが用いられる。）、この影響を無視できる程度に軽減することができる。 
 
非シールド平衡対に適用される結合装置は、測定する通信ポートの仕様に基づいて最も低いケーブ

ルカテゴリの典型的な不平衡減衰量（ＬＣＬの最悪値）を模擬しなければならない。この要求条件は、

平衡信号が不平衡信号に変換され、ＥＵＴが実際に運用される時に放射に寄与するであろうことを考

慮するためにある。ＩＳＮの不平衡度は規定のLCLを得るために設定されている。この不平衡度はＥ

ＵＴの不平衡度を強めたり弱めたりする。最大放射条件を決定するため、及び測定の再現性を最大限

とするために、9.6.2項に定義された適切なISNを用いて、それぞれの線の不平衡状態を変えて測定を

繰り返すべきである。 
 
それぞれの平衡対の不平衡度はコモンモード伝導エミッションに寄与するので、全ての平衡対に関

するあらゆる不平衡の組み合わせについて考慮すべきである。平衡１対線の場合、２本の線が逆向き

になっているため、測定に及ぼす影響は小さい。しかしながら平衡２対線の場合、ＬＣＬ負荷の組み

合わせ（例えば試験構成）は４である。平衡4対線の場合、ＬＣＬ負荷の組み合わせは１６に膨らむ。

こうした数は測定時間及び測定記録に、重大な影響を与える。こうした測定は注意して行う必要があ
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り、もしここに記載された内容を実施した場合には、適切に記録する必要がある。 
 
ＩＳＮ及びＣＤＮの測定端子は、測定器に接続されていない場合は５０Ω終端すること。 

 
表Ｆ.１は付則Ｃに記載されている測定法の利点と欠点を示している。 

 
表Ｆ.１－付則Ｃに記載されている測定法の利点と欠点 

 測定法C.1.1 測定法C.1.2 測定法C.1.3 測定法C.1.4 
利点 測定の不確かさが

最小である。 
（適切な伝送特性

のISN及びCDNが

適用可能な場合の

み） 
 
LCLを考慮すべき

である。CDNは被

測定ケーブルの種

類に対して最小の

LCLを満足するこ

と。 

ノンインベイシブ

である。 
（シールドケーブ

ルの絶縁層を取り

除くこと以外） 
 
シールドケーブル

に常時適用可能で

ある。 
 
高い周波数では測

定の不確かさが小

さい。 

ノンインベイシブ

である。 
 
常時適用可能であ

る。 
 
 
過小評価にならな

い。（最悪評価）

ノンインベイシブ

である。 
 
測定の不確かさが

小さい。 
 
 
（図Ｆ .１及びＦ .
２ の Z2 が 150±20 
Ωに調整できる場

合のみ） 

欠点 全ての場合に適用

できるわけではな

い。（適切なISN/ 
CDN が必要であ

る。） 
 
インベイシブ（適

切なケーブル接続

が必要である。） 
 
ケーブルの種類毎

に（結果としてか

なりの数の異な

る ） ISN/CDN が

必要である。 
 
ＡＥからの平衡信

号を絶縁するISN
が無い 

低周波 (<1MHz）
で測定の不確かさ

が増加する。 
 
ケーブルの絶縁体

を破壊する必要が

ある。 
 
ＡＥ側からの妨害

波に対する絶縁が

（ C.1.1と比較し

て）小さくなる。

Z2が150 Ωと大き

く異なる場合に、

過大評価となる可

能性がある。 
 
極端な周波数及び

インピーダンス条

件において、不確

かさが増大する。

 
ＡＥ側からの妨害

波が絶縁できな

い。（C.1.1と比

較して） 
 
ＥＵＴに接続され

るケーブル網の

LCLによって、平

衡信号から変換さ

れた妨害波を評価

することができな

い。 

全ての場合に適用

できるわけではな

い。 
 
多くの時間を浪費

する。（測定周波

数毎にフェライト

の調整が必要であ

る。） 
 
ＡＥ側からの妨害

波に対する絶縁が

（ C.1.1と比較し

て）小さくなる。

 
ＥＵＴに接続され

るケーブル網の

LCLによって、平

衡信号から変換さ

れた妨害波を評価

することができな

い。 
 
Ｆ.２ 電流プローブと容量性電圧プローブの併用 

C.1.3項に示す測定法は、全てのケーブルに対してノンインベイシブの測定が行えるという利点があ

る。しかしながら、ＥＵＴからＡＥ側をみたインピーダンスが１５０Ωでないかぎり、測定結果は過小

評価にはならないものの過大評価（妨害波の最悪評価）となる。 
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Ｆ.３ 容量性電圧プローブの原理 
図Ｃ.３は容量性電圧プローブをコモンモード妨害波の測定に適用した場合である。容量性電圧プ

ローブには二つの構成がある。いずれの場合も、ＴＣＭインピーダンスが１５０Ωの場合、容量性電圧

プローブとＥＵＴの被測定ポートに接続されたケーブルとの間の容量は、ＴＣＭインピーダンス１５

０Ωに対する並列負荷として表される。 
 
ＴＣＭインピーダンスの公差は、周波数０.１５ＭＨｚから３０ＭＨｚにおいて±２０Ωである。仮に

容量性電圧プローブに負荷が接続されたことによって、ＴＣＭインピーダンス１５０Ωがせいぜい１２

０Ωにしか低下しないようにするためには、容量性電圧プローブとＥＵＴの被測定ポートに接続された

ケーブルとの間の容量は、３０ＭＨｚ（最悪条件の周波数）で５pF未満でなければならない。３０ Ｍ
Ｈｚにおいて５pFはほぼ－ｊ １.０６２ Ωであり、１５０Ωとの並列によるTCMインピーダンスはほ

ぼ１４８Ωとなる。 
 
一つ目の容量性電圧プローブの構造は、ＥＵＴの被測定ポートに接続されたケーブルとの距離に

よって容量が５pF未満となることを見込んだ単一構造のプローブである。この形態の容量性電圧プ

ローブは、「情報通信技術審議会答申CISPR16-1国内規格」第２編5.2.2項に記述されている。 
 
二つ目の構造はＥＵＴの被測定ポートに接続されたケーブルに対して、非常に近接した容量性結合

装置を用いたものである。（容量性結合装置は実際には、ＥＵＴの被測定ポートに接続されたケーブ

ルの絶縁体に物理的に接触している。）容量５pF未満でインピーダンスが１０ＭΩより大きい標準的

なオシロスコープのプローブは、容量性結合装置と直列に接続される。容量性結合装置に直列に接続

されたプローブの容量は、原理的にＥＵＴの被測定ポートに接続されたケーブルに対するプローブの

容量として表される。実際には、容量性結合装置の物理的な大きさによって、プローブ容量に大きな

浮遊容量が並列に接続されると考えられる。こうした場合、最終的な容量負荷はプローブそのものの

容量よりも大きくなり、５pF未満という要求条件を満足できない。この技術を適用する場合、容量負

荷を理論によることなく測定により確認しなければならない。 
 
この容量の測定は、周波数１５０ｋＨｚから３０ＭＨｚで使用可能な、あらゆる容量測定器により

実施することができる。容量は、ＥＵＴの被測定ポートに接続されたケーブル（ケーブル内の全ての

導線を一まとめにして測定器に接続する）と基準大地面との間について測定する。容量の測定には、

伝導妨害波測定に用いるものと同じものを使用しなければならない。 
 
注）この測定法は、ＥＵＴとＡＥ間のケーブル長が１.２５ｍ未満のときに、不確かさが最小となる。十分に長いケーブ

ルの場合定在波が発生して、反対に電圧や電流の測定に影響を及ぼす。ケーブル長が長く、電圧及び電流許容値と

もに満足しない場合は、C.1.5項の電力測定法の適用を推奨する（現在検討中の方法である）。 

 
Ｆ.４ 電流及び電圧許容値の併用 
ＴＣＭインピーダンスが１５０Ωではない場合、電圧もしくは電流単独の測定は容認できない。これ
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は、不定かつ未知のＴＣＭインピーダンスによって測定の不確かさが非常に大きくなるためである。

しかしながら電圧及び電流測定の双方を行い、電圧及び電流許容値を同時に適用するのであれば、以

下に示すように結果は妨害波の最悪条件の評価となる。 
 
許容値を定義する基本回路を図Ｆ.１に示す。この回路は電流許容値と電圧許容値の派生についても

参照される。他のあらゆる測定法は、この基本回路と比較しなければならない。Z1はＥＵＴの未知の

パラメータである。Z2は基準測定において１５０Ωである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図Ｆ.１ ＴＣＭインピーダンス１５０Ωで定義された許容値を考えるための基本回路 
 
仮にＥＵＴからみたＴＣＭインピーダンスを決めずに測定を行った場合、回路構成は図Ｆ.２で示さ

れる。このときＥＵＴからみたＴＣＭインピーダンスZ2は、ＡＥによって決まりかつあらゆる値とな

り得る。したがってZ1同様Z2も測定における未知のパラメータとなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図Ｆ.２ 未知のＴＣＭインピーダンスにおける測定の基本回路 
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図Ｆ.１の回路に基づいて測定が行われた場合、電流許容値と電圧許容値は等価となる。電流と電圧

の関係は常に１５０Ωであり、どちらも許容値に対する適合確認に用いることができる。このことはZ2

が１５０Ωではない場合にはあてはまらない。（図Ｆ.２参照） 
 
許容値に対する適合確認を行うのは電圧源U0ではないことに気づくことが重要である。妨害波電圧

はZ2が１５０Ωを標準として測定される必要があり、Z1, Z2及びU0に依存する。ＥＵＴが高インピーダ

ンスZ1で高い電圧源U0を持つ場合、もしくは低インピーダンスZ1に接続された低い電圧源U0を持つ場

合に、妨害波が許容値近くのレベルになると考えられる。 
 
より一般的であるZ2が決まっていない図Ｆ.２のケースの場合、正確な妨害波電圧を測定することは

不可能である。Z1及びU0が未知であるため、たとえZ2が既知（測定もしくはI及びUから算出）であっ

たとしても妨害波電圧を導出することはできない。例えば仮に許容値をこえるエミッションを持つＥ

ＵＴについて、ＡＥ側のZ2が低い（１５０Ω未満の）測定系において電圧のみを測定した場合、このＥ

ＵＴは許容値に適合しているようにみえると考えられる。また、もし同じＥＵＴについて、高いイン

ピーダンスZ2（例えばフェライトの付加による）で電流のみを測定した場合、ＥＵＴはやはり許容値

に適合しているようにみえると考えられる。 
 
しかしながら、このことから言えるのは、電流許容値と電圧許容値を同時に適用すれば、電流許容

値を超えていること（Z2が１５０Ω未満の場合）、もしくは電圧許容値を超えていること（Z2が１５０

Ωより大きい場合）のいずれかによって、常に許容値を超えていることがわかる。 
 
仮にＡＥのＴＣＭインピーダンス（Z2）が１５０Ωにほど遠い場合、Z2が１５０Ωの状態で許容値に

適合したＥＵＴであっても、許容値に適合しない可能性がある。しかしながら、許容値に適合してい

ないＥＵＴがZ2の条件によって許容値に適合することは起こりえない。ゆえにC.1.3に基づく測定はエ

ミッションの最悪評価であるといえる。この測定法によって許容値に適合していないＥＵＴが、Z2が

１５０Ωの状態で測定した場合に許容値に適合する可能性はある。この方法で測定された妨害波につい

て、電流及び電圧許容値から導出された電力許容値と比較することで、１５０Ω条件での妨害の潜在力

をより正確に測定することができる。伝導電力測定の方法に関してはＣＩＳＰＲ／Ｉで検討中である。 
 
Ｆ.５ フェライトによるＴＣＭインピーダンスの調整 
幾つかの場合（仮にＡＥ側のＴＣＭインピーダンスがもともと１５０Ωよりも小さい場合）、ＥＵＴ

の被測定ポートに接続されたケーブルにフェライトを付加することで、ＴＣＭインピーダンスを調整

することができる。C.1.4項では、各測定周波数においてＴＣＭインピーダンスが１５０Ω±２０Ωとな

るようＴＣＭインピーダンスの測定とフェライトによる調整を要求している。したがって、この方法

は全ての周波数スペクトルに適用した場合、非常に煩雑で時間を浪費するものである。仮にＡＥ側の

ＴＣＭインピーダンスがもともと１５０Ωより高い場合、フェライトを付加したり、その設置場所を変

えることで、３０ＭＨｚ以下の周波数においてＴＣＭインピーダンスを１５０Ωに調整する方法は無い。

（特定の周波数においてＴＣＭインピーダンスを調整する別の方法が考案されれば別であるが。） 
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Ｆ.６ 付則Ｃにおいてフェライトを使用する場合の要求条件 
C.1.2項では同軸ケーブルのシールド層上の伝導エミッションについて測定系が定義されている。図

Ｃ.２に示したように同軸ケーブルのシールド層と基準大地面間を接続する１５０Ω負荷が規定されて

いる。フェライトが１５０Ω負荷とＡＥとの間の同軸ケーブルのシールド層の上に設置されている。以

下は、C.1.2の要求条件を満足するために必要な、フェライトの機能要求について述べている。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
VＥＵＴcm ＥＵＴにより発生したコモンモード電圧 
ZＥＵＴcm ＥＵＴのコモンモードソースインピーダンス 
VＡＥcm  ＡＥにより発生したコモンモード電圧 
ZＡＥcm  ＡＥのコモンモードソースインピーダンス 
Zferrite フェライトのインピーダンス 
Z   150 Ω，Zferrite及びZＡＥcmによる合成インピーダンス 
 

図Ｆ.３ 図Ｃ.２の構成要素のインピーダンス配置 
 
図Ｆ.３は図Ｃ.２に含まれる全ての基本的なインピーダンスを示している。C.1.2で規定されている

フェライトは高いインピーダンスを提供している。その結果「１５０Ω抵抗から右側のＴＣＭインピー

ダンスは測定に影響を及ぼさないよう十分に高くなければならない」状態となっている。このイン

ピーダンスは図Ｆ.３はZで表されている。 
 
上記のC.1.2から引用された事項は、Zferrite及びZＡＥcomの直列インピーダンスが、１５０Ω抵抗の負荷

としてみえないことを結論づけている。コモンモード負荷１５０Ωの公差の本答申における一般的な値

は、周波数０.１５ＭＨｚから３０ＭＨｚにおいて±２０Ωである。これら二つの考えを合わせると、１

５０Ω抵抗に並列となるZferrite及びZＡＥcmの直列インピーダンス（図Ｆ.３のZ）は、１３０Ωより高くな

ければならない。このことはまた逆に、ZＡＥcmの値を考慮しなくてよいためにはこの関係を維持しなけ

ればならないことを証明している。 

ＥＵＴ 

ZＥＵＴ

VＥＵＴ
150 Ω 

(シールド層と大地面間) 

IEC  1351/04 

V Ａ Ｅ

Zferrit
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フェライトのインピーダンス特性を確立するために、ZＡＥcmが開放回路の場合とZＡＥcmが短絡回路の

場合の二つのケースについてのみ考慮すればよい。条件を満足したフェライトを選択すれば、あらゆ

る値のZＡＥcmが適用できる。 
 
・ケース１：ZＡＥcmが開放回路の場合 

Zferrite及びZＡＥcmの直列インピーダンスも開放回路となる。１５０Ω抵抗に開放回路が並列に接続さ

れても負荷は１５０Ωである。Zferriteは任意の値でよい。 
 
・ケース２：ZＡＥcmが短絡回路の場合 

Zferrite及びZＡＥcmの直列インピーダンスはZferriteと等しくなる。１５０Ωと並列に接続されるZferriteは

下記関係式より１３０Ωより高くなければならない。 
 

( )[ ] ( ) Ω≥+⋅ 130150150 ferriteferrite ZZ  
 

上記式よりZferriteは1000 Ωと求められる。これは、この方法に適用されるフェライトは、周波数０.
１５ＭＨｚから３０ＭＨｚの範囲において、最低1000 Ωのインピーダンスでなければならないことを

意味している。フェライトの場合、最小インピーダンス（jωL）は最低周波数０.１５ＭＨｚでの値と

なる。 
 
上記二点を鑑みると、ケース２における０.１５ＭＨｚでの値がフェライトのインピーダンスの最小

値となる。この値以上の任意の値がフェライトのインピーダンスとして容認される。 
 
選択したフェライトが意図した機能を果たしているかどうかを明らかにするために、図Ｆ.４に示し

た測定系が示唆されている。従前のインピーダンスメータ及びインピーダンスアナライザが、Z点と基

準大地面間のインピーダンス測定に用いることができる。別の方法として、Z点の電流と電圧（図Ｆ．

４のI及びV）を個々に測定し、インピーダンスを算出するものがある。最低限インピーダンスの測定

は０.１５ＭＨｚで実施されなければならない。しかしながら、フェライトと同軸ケーブル間の浮遊容

量によって、フェライトのインピーダンスが劣化していないことを確認するために、全ての周波数０.
１５ＭＨｚから３０ＭＨｚにわたって測定することを推奨する。このことは、フェライトを通る１本

の同軸ケーブルの場合、要求されるインピーダンスが実現できそうにないという実験データに関係し

ている。フェライトを通る複数の経路が必要である。これは浮遊容量がフェライトのインピーダンス

に影響を及ぼす機会を増やすものである。要求されるインピーダンスの周波数特性を実現する可能性

については、実験室レベルで実証されている。 
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図Ｆ.４ １５０Ωとフェライトによる合成インピーダンスの基本試験配置 
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付則Ｇ（情報） 
 

数種類のＩＴＥに対する動作モード 
 
 
Ｇ.１ 画像表示装置の動作 
 
ＥＵＴに画像表示装置またはモニタが含まれている場合には、次の動作条件を適用すること。 

 
・コントラストの調整を最大とすること。 
・輝度調整を最大とするか、ラスタの見えなくなる状態が最大輝度より少し下の場合には、ラス

タの見えなくなる状態に調整すること。 
・ポジティブ表示またはネガティブ表示の両方を利用できる場合には、いずれか最悪条件を選択

すること。 
・画面上で代表的な最大数の文字が表示できるように１行あたりの文字の寸法及び数を選択する

こと。 
・グラフィックス機能を有するモニタの場合は、全て"Ｈ"から構成されるパターンを表示させるこ

と。テキストのみの機能を有する供試装置では、無作為テキストから構成されるパターンを表

示させること。もし、上記のいずれの方法も適用することができない場合には、代表的な表示

を採用すること。 
 
ＥＵＴは、上記の動作規定を満たしつつ、最大放射レベルを発生させる動作モードで動作させるこ

と。 
 
Ｇ.２ ファクシミリ装置の動作 
 ファクシミリ装置は供試装置の最も精細なイメージモードで、ＩＴＵ－Ｔの規定するファクシミリ

受信テストチャートを用いて、待機状態、受信および送信モードで試験すること。 
 
 注) ファクシミリ装置の最大妨害レベルを得るためにテストパターンを何度も繰り返すことが必要なこともある。 

 
 
Ｇ.３ 電話機の動作 
 デジタル信号で音声情報の伝送が可能な電話機は、ＩＴＵ－Ｔの規定する標準音声の受信状態で、

待機状態、受信および送信モードで試験すること。 
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